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序章 

 

第1節 研究の背景と動機 

   日本食が世界各国で食されるようになった。日本からの世界各国への農水産物の輸

出は順調に拡大を続けている。政府・農林水産省は 2020 年に日本産農林水産物輸出

の1兆円の達成を目標としている。また、日本料理店は世界中で増え続けており、農

林水産省資料「海外日本食レストラン数の調査結果の公表について」1によれば、2017

年10月時点では、前回調査の2015年7月時点と比べ3割増の11万8千店となって

いる。和食は 2015 年にユネスコの無形文化遺産に登録され、農林水産省が推進する

「日本産農林水産物の輸出戦略」を後押しする材料にもなった。筆者は 2000 年 2 月

から3年8か月香港に駐在したが、日本食が特別な料理ではなく、ごく日常的な食べ

物として香港の人々に普及していることを実感した。香港をはじめとする、東アジア・

東南アジア主要国への日本産食料品の輸出が、少子高齢化で国内の消費が減少傾向に

ある日本の食品関連産業の新たな戦略フロンティアとして重要であると考える。同地

域での日本産食料品の需要状況、日本食の普及のための市場の研究が、日本の食品関

連産業の将来の発展の一助になると考えたことが、本研究の背景と動機である。 

   これらの背景の内、海外の日本食レストランの海外での広がり、ユネスコ無形文化

遺産に登録された和食について及び農林水産省の「日本産農林水産物の輸出戦略」の

方針に関して以下整理をする。 

 

   海外の日本食レストランの広がりを、農林水産省は世界の日本食レストランの数と

して発表している。同省の資料「海外日本食レストラン数の調査結果の公表について」
2では、以下の通り説明されている。 

 

海外日本食レストラン数の調査結果については、以下の通りです。 

     1．概要 

農林水産省は、外務省の協力の下、日本食への関心の高まりを示す数値の

一つである海外日本食レストランの数について調査を実施しました。その

結果、平成29年10月時点で、前回調査（平成27年7月時点）から3割

増の約11万8千店となっていることが判明しました。 

      ２．調査結果 

海外日本食レストラン数の調査結果については、以下の通りです。 

（１）外務省の協力の下、238 の在外公館にて、各国の日本食レストラ

ンの数について調査を実施。 

（２）各国の電話帳やウェブ検索等の情報を活用し、現地で「日本食レ

 
1 農林水産省 「海外日本食レストラン数の調査結果の公表について」、

http://www.maff.go.jp/j/press/shokusan/service/171107.html 

最終閲覧日2019年４月2日。 
2 農林水産省 同上資料。 

http://www.maff.go.jp/j/press/shokusan/service/171107.html
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ストラン」として数えられている店舗等を対象として集計。 

（３）結果、平成29年10月時点で、平成27年7月時点の前回調査（約 

8 万 9 千店）から 3 割増の約 11 万 8 千店の日本食レストランが

存在することが判明。 

 

  さらに、同公表の添付資料において以下の通り詳しく説明している。 

 

      2006年約2.4万店→2031年約5.5万店（7年間で2.3倍）→2015 

年約8.9万店（2年間で1.6倍）→2017年約11.8万店（2年間で 

1.3倍、2006年比で約4.9倍）。 

      世界各地域における2017年の日本食レストランの数。 

かっこ内は2015年時点。 

      アジア：約69,300店（約45,300店から5割増） 

      北米：約25,300店（約25,100店から微増）       

      欧州：約12,200店（約10,550店から2割増）  

      中南米：約4,600店（約3,100店から5割増） 

      ロシア：約2,400店（約1,850店から3割増） 

      オセアニア：約2,400店（約1,850店から3割増）            

中東：約950店（約600店から6割増）     

      アフリカ：約350店（訳300店から2割増）  

      合計：約117,500店 

 

   この日本食レストランの急激な増加は日本食が広く海外で食されていることを示し

ている。北米は日本料理店の数が 2 番目に多い地域であるが、2015 年からはほぼ横

ばいの状況である。その他の地域では 2015 年から 2017 年の 2 年間を見ても大きな

増加がみられる。欧州は日本料理店の数では 3 番目に多い地域であり、2015 年には

既に10,000店を超える日本料理店があったが、2017年調査ではさらに約2割増加し、

約 12,200 店に拡大している。中南米では約 5 割、中東においては約 6 割増しとなっ

ており、両地域ともに極めて大幅な増加がみられる。特にアジアでは、2015年に比べ

てさらに5割増加し、約69,300店の日本料理店の数は全世界の約117,500店の約60%

を占める大きな市場に成長してきている。世界のあらゆる地域で日本料理店が増加し

ているという事実は、日本食が世界中で人気を集めている状況を裏付ける証拠であり、

2006年以降12年間で約4.9倍の増加速度は極めて速い。 

   日本料理店が増加し、日本食が世界各地域で食されていることに対しては、文化的

側面も貢献していると考える。その代表的な事例として、和食が2015年12月にユネ

スコの無形文化遺産に登録されたことが挙げられる。 

   ユネスコの無形文化遺産に一国の料理が取り上げられた経緯に関して、フランス政

府の公式観光サイトは、「フランス料理は、『食の伝統』として、2010年にユネスコの

無形文化遺産に登録されています。一国の料理が無形文化遺産に登録されるというこ

の画期的な決定は、全てその前年の 2009 年国際農業見本市の開幕式で、サルコジ大
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統領(当時)が、高級フランス料理の無形文化遺産登録を目指してフランスが立候補す

ると発表したことに始まります。」3として説明している。 

   Vincent Martigny (2010)4は、サルコジ大統領が推進したフランス料理のユネスコ

無形文化遺産登録は、海外では、フランスがフランス料理を使って国際的に象徴的な

力を表そうとした野心の現れであると分析されていると述べている。このような経緯

で一国の料理がユネスコの無形文化遺産として登録されることになったが、料理とい

う文化を利用して国際的にその国の印象を高めようとする試みである。和食がユネス

コ無形文化遺産に登録されたことは、日本の印象を国際的に高めることに貢献し、農

林水産省が推進している海外への和食の拡大にも合致している。 

無形文化遺産とはどのような世界遺産であるかという点に関して、財団法人ユネス

コ・アジア文化センターは以下の通り説明している。5 

 

      「無形文化遺産の保護に関する条約」6によれば、無形文化遺産とは、 

「口承による伝統及び表現、芸能、社会的慣習、儀式及び祭礼行事、自然及

び万物に関する知識及び慣習、伝統工芸技術」の分野において明示されます。

それには民間伝承と伝説、伝統音楽・演劇及び舞踊、冠婚葬祭の儀典、薬草

療法等の伝統療法、及び木彫・陶器製造・染織等の伝統手工芸技術が含まれ

ます。 

無形文化遺産は、長年にわたって世代から世代へと受け継がれる貴重な贈り

物であり、しばしば人々の文化的アイデンティティの基盤及び創造力の源泉

となります。歴史的建造物や考古学的遺跡等の有形文化遺産とは違って、無

形文化遺産は人の身体と魂を媒介として受け継がれます。そのためにこれら

の遺産は壊れやすく、グローバリゼーション等の要因によって引き起こされ

る生活様式や社会の価値観の変化に影響されやすいのです。 

 

  すなわち、無形文化遺産とは、その国の伝統に基づいた文化そのものであり、長年に

亘って引き継がれてきたものである。和食は、日本の伝統的な食べ物であり、日本の

文化、気候風土、習慣等々に支えられ伝承されてきた。 

   このように伝承されてきた和食の特徴に関して農林水産省は、和食がユネスコの無

 
3 フランス政府公式観光サイト 「フランス料理はユネスコの無形文化遺産」、

https://jp.france.fr/ja/news/article/24726 最終閲覧日：2019年4月2日。 
4 Vincent Martigny（2010）“Le goût des nôtres : gastronomie et sentiment national en France” 

Raisons politiques , n° 37, p.39. 
5 ユネスコ・アジア文化センター 「無形文化遺産とは」、 

https://www.accu.or.jp/ich/jp/whats/whats1.html 最終閲覧日：2019年4月2日。 
6 外務省 「無形文化遺産の保護に関する条約」、 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/treaty159_5.html   

無形文化遺産保護に関する条約は、平成15年(2003年)10月17日にパリで作成され、平成16年(2004

年)5月19日に国会承認 され、平成18年（2006年）4月14日に公布及び告示（条約第3号及び外務

省告示第233号）され、平成18年4月20日に効力発生した。最終閲覧日：2019年4月2日。 

https://jp.france.fr/ja/news/article/24726
https://www.cairn.info/publications-de-Vincent-Martigny--55014.htm
https://www.cairn.info/revue-raisons-politiques.htm
https://www.accu.or.jp/ich/jp/whats/whats1.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/treaty159_5.html
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形文化遺産に登録されたことに言及し、以下の説明を行っている。7 

 

      南北に長く、四季が明確な日本には多様で豊かな自然があり、そこで生まれ

た食文化もまた、これに寄り添うように育まれてきました。このような、「自

然を尊ぶ」という日本人の気質に基づいた「食」に関する「習わし」を、「和

食：日本人の伝統的な食文化」と題して、ユネスコ無形文化遺産に登録され

ました。 

「和食」の4つの特徴 

（１）多様で新鮮な食材とその持ち味の尊重  

日本の国土は南北に長く、海、山、里と表情豊かな自然が広がってい

るため、各地で地域に根差した多様な食材が用いられています。また、

素材の味わいを活かす調理技術・調理道具が発達しています。 

（２）健康的な食生活を支える栄養バランス 

一汁三菜を基本とする日本の食事スタイルは理想的な栄養バランスと

言われています。また、「うま味」を上手に使うことによって動物性油

脂の少ない食生活を実現しており、日本人の長寿や肥満防止に役立っ

ています。 

（３）自然の美しさや季節の移ろいの表現 

食事の場で、自然の美しさや四季の移ろいを表現することも特徴のひ

とつです。季節の花や葉などで料理を飾りつけたり、季節に合った調

度品や器を利用したりして、季節感を楽しみます。 

（４）正月などの年中行事との密接な関わり 

日本の食文化は、年中行事と密接に関わって育まれてきました。自然

の恵みである「食」を分け合い、食の時間を共にすることで、家族や

地域の絆を深めてきました。 

 

   また、農林水産省は和食のユネスコ無形文化遺産としての認知度を上げるために「和

食」というタイトルの和食紹介のパンフレットを日本語と英語で発行した。和食のユ

ネスコ無形文化遺産登録は、日本食の海外における更なる普及に追い風となる動きで

ある。 

   一方、農林水産省では、日本からの農林水産物の輸出促進に関して 2014 年 9 月に

「日本食・食文化の海外普及について」8を発表し「日本産農林水産物の輸出戦略」の

目標値とその達成のための施策等を公開した。その中で、2013年の農林水産物輸出金

 
7 農林水産省 「ユネスコ無形文化遺産に登録された『和食；日本人の伝統的な食文化」』とは」、

http://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/ich/ 

最終閲覧日：2019年4月2日。 
8 農林水産省 「日本食・食文化の海外普及について」2014年9月、 

http://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/kaigai/pdf/shoku_fukyu.pdf 

最終閲覧日：2019年4月2日。 

http://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/ich/
http://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/kaigai/pdf/shoku_fukyu.pdf
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額5,505億円の実績を2020年に1兆円に拡大する目標を設定している。9加えて、「世

界の食市場を獲得するための、“ＦＢＩ戦略”10」として、以下の2つの取り組み方針を

提示している。 

 

      （１）日本の食文化の普及に取り組みつつ、日本の食産業の海外展開と日本

の農林水産物・食品の輸出促進を一体的に展開することにより、グロ

ーバルな「食市場」（今後10年間で340兆円から680兆円に倍増）を

獲得。  

（２）このため、世界の料理界で日本食材の活用推進（Made FROM Japan）、

日本の「食文化・食産業」の海外展開（Made BY Japan）、日本の農

林水産物 ・食品の輸出（Made IN Japan）、の取組を一体的に推進。 

 

   この方針で、農林水産省が、日本の食文化の普及・日本の食産業の海外展開と日本

産農林水産物・食品の輸出を今後推進していくことが明確になった。 

 

第2節 研究の意義 

   食品関連産業にとって少子高齢化とは、少子による人口の減少で食品に対する需要

の減少が危惧されるということであり、高齢化による食事の摂取量の減少が進み、更

に需要の減少に拍車がかかることが懸念されることである。一方、全世界を見てみる

と国連の推計によれば世界の人口は2050年には、現在の71億人から92億人に増加

するとされている。市場が縮小してく日本に対して、世界では人口が増え続け、食料

に対する需要は増加していくことが明らかである。 

日本で重要な社会問題となっている少子高齢化に関して整理をする。内閣府の経済

諮問会議の「選択する未来」委員会は「選択する未来 －人口推計から見えてくる未

来像－『「選択する未来」委員会報告 解説・資料集－』」11は、その「第1章 概観」

においてこの問題を以下のように報告している。 

 

      第1章 概観 

       日本の人口は、2008年の1億2,808万人をピークに減少し始め、2013年

には 1 億 2,730 万人でピークから約 80 万人減少した。同時に、高齢化も急

速に進んでいる。65 歳以上が人口に占める割合を示す高齢化率は、1984 年

は約10％だったが、2013年には約25％に上昇している。この速さは世界に

 
9 筆者注 1兆円の目標は農林水産物であり、林産物、花き、真珠等食料品以外の品目も含まれる。 
10 農林水産省 前掲資料（注8）7頁。 

FROM, BY, INの頭文字をとってFBI戦略と称される。 

最終閲覧日：2019年4月2日。 
11 内閣府 「選択する未来 －人口推計から見えてくる未来像－」 

－「選択する未来」委員会報告 解説・資料集－、 

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/future/sentaku/index.html 

最終閲覧日：2019年4月2日。 

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/future/sentaku/index.html
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例をみないものである。この人口減少・高齢化の流れは、今後、さらに加速

していく。 

       

   このような日本の少子高齢化に伴う日本国内の食品需要の減少は、将来の日本の食

品関連産業に多大な影響を及ぼすものであると懸念される。食品関連産業を今後とも

維持・成長させていくためには、国際市場における日本食市場の拡大及び日本産食料

品12の輸出拡大が極めて重要な課題である。従って、日本産食料品の輸出に関わる研

究、輸出された日本産食料品を消費する海外の日本食市場の研究は、食品関連産業の

みならず、今後の日本経済にとって意義深い研究であると考える。 

 

第3節 先行研究と課題提起 

   日本産食料品の輸出に関して、主な先行研究によって提起されている課題の整理を

行った。 

 

３－１ 日本産農林水産物の輸出の現状とアジアにおける購買層に関しての先行研究 

大島（2015）は「日本産農林水産物輸出の現状と課題－香港・台湾向け輸出を対象

に－」13の中で、経済発展が需要拡大の要因であるとして以下のように述べている。 

 

アジア近隣諸国における急速な経済発展と所得の向上が、日本産農林水産

物の新たな需要を生みだしたこと。こうした状況は、とくに中国の沿海地域

の都市・台湾・香港・一部の東南アジア諸国に典型的である。近年これらの

地域を中心にアジア諸国では急激な経済発展がみられたが、その結果、新中

間層などと呼ばれる比較的所得の高い階層が形成され、現地商品との比較で

相対的に価格の高い日本製品でも購入可能な購買力を持ち始めている。また、

これと関連して、中国・台湾・香港・一部の東南アジア諸国では、企業の商

取引上や個人間での、いわゆる贈答習慣が定着しており、この際に高級なイ

メージのある日本産の農林水産物が利用されることが多い。 

 

すなわち、経済発展による所得の向上が生まれた中国・台湾・香港・一部の東南ア

ジア諸国において、現地の食料品と比較して価格帯が高い日本産農林水産物を購買す

ることが出来る所得層の増加が日本産食料品に対する需要の一因である。この事実は、

これら諸国以外のアジアの他地域においても今後の経済発展により日本産農林水産物

の需要が高まる可能性をも示唆している。 

 
12 筆者注 「農林水産省の輸出戦略」における日本産農林水産物は林産物及び真珠・花きといった食料

品以外の品目も含んでおり、これと区別するため、本論文では、財務省の貿易統計概況品コード番号大分

類0番「食料品及び動物」と101番「飲料」の2品目の合計を「日本産食料品」とする。 
13 大島一二「日本産農林水産物輸出の現状と課題－香港・台湾向け輸出を対象に－」『桃山学院大学経

済経営論集』57巻第2号、2015年9月、47頁。 
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また、福田（2013）14は、購買層に関して以下のように述べている。 

 

     日本産農水産物の輸出先として、首位の香港をはじめ中国や台湾、韓国、タ

イ、シンガポールなどアジア諸国・地域の比重は一段と高まっている。巨大

な人口を抱えるアジアは、経済成長に伴い都市部を中心に高い購買力を持つ

富裕層や中間層が増えており、輸入農水産物や食品の需要が拡大している。

こうした富裕層、中間層が「安心・安全・健康的でおいしく見栄えもよい」

日本の農水産物、食品を日常的に買い求める購入層として育ちつつある。 

 

この福田の研究で注目すべき点は、「日常的に買い求める購入層」という記述である。

日本産農林水産物に限らず、商品販売の拡大のためには、一度だけの購買をする顧客

ではなく、定着したリピート顧客の存在が重要である。福田の研究は、アジア各地域

でこの様な顧客層が育ちつつあることを示している。この2つの先行研究は日本産食

料品にとってアジアが重要な市場であることを示唆している。 

 

 ３－２ 日本産農林水産物の品質に関しての先行研究と課題 

大島（2015）15は、食品の品質に関する不安や関心の高まりが、高品質であると認

識されている日本産農林水産物の需要の拡大の一因になっていることに関し、以下の

ように述べて、安全性や高い品質は日本産食料品を他国産食料品と差別化する大きな

要素になる可能性があるという課題を提起している。 

 

      国際的な食の安全性に関する不安の高まりと、一方で高品質・安全な日本産

農林水産物への信頼の増大、中略、2000年以降、残留農薬問題等の中国の食

品安全問題が国際的関心を集めており、国際的に安全な農林水産物に対する

需要が拡大している。これは高品質・安全というイメージが各国で定着して

いる日本産農林水産物の輸出を促進する要因の一つになっている。日本産農

林水産物が高品質で安全であるという認識は、その国の消費者にとっては他

国及び自国の製品との比較という購買行動が価格や購買可能所得以外の要因

によっても左右されるということであり、世界他地域においても今後、日本

産を差別化する大きな要素となるという課題を提示している。 

    

  ３－３ 日本産農林水産物の輸出の高付加価値化に関する先行研究と課題 

日本産農林水産物の高品質をさらに進めて、他国製品との差別化を行うためには製

品の高付加価値化も今後の課題である。 

 

 
14 福田晋「日本産農林水産物の輸出拡大に向けた展開条件」『農業および園芸』88巻8号、 

2013年8月、808頁。 
15 大島 前掲書 48頁。 
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この点に関して、下渡（2014）16は、以下のように述べている。 

 

     高付加価値食品の輸出拡大を目指す農産物輸出にとって、製品の差別化は極

めて重要な輸出拡大の手段である。農水産物の差別化、高付加価値化には高

度な加工技術やシームレスなロジスティックの構築が不可欠である。 

 

高付加価値を生むためには、製品そのものの品質が高く付加価値も高いことに加え

て、高付加価値を提供するためのロジスティックが必要であるという点も課題である。 

  

３－４ 日本料理店の顧客層に関する先行研究と課題 

大島（2015）17はアジアの日本料理店の顧客層に関して以下の通り述べている。 

 

     1990年代末ごろから、香港・台湾等には、空前の日本食ブームが訪れている

といっても過言ではない。いうまでもなく、これらの地域では以前から多く

の日本料理店が隆盛を極めてきたが、それらは在留邦人が主たる顧客であっ

た。これにたいして、現在はその基礎の上に、新たな業態の店舗の進出が増

加し、加えて主たる対象層が現地の顧客であるというところに特徴があると

いえる。 

 

限られた在留邦人による日本料理店の需要には限界があり、現地の顧客をいかにし

て獲得していくかということが、需要拡大に対して重要な要素であるという課題を提

起している。 

 

３－５ 輸出相手国の調査に関する先行研究と課題 

上述の先行研究では、それぞれの地域においての日本産食料品に対する需要に関す

る考察が行われているが、輸出相手国の総合的な市場の調査や実態調査が不可欠であ

るという課題を示唆している研究として、以下の二つの論文を引用する。 

   石塚（2015）は、「農林水産物・食品輸出の研究や提言に関しては、優良事例又は先

行事例、消費地（輸出相手国・地域）の実態調査を中心にデータを蓄積し、具体的な

検証を行う事が必要な段階にあると考えられよう。」18と述べ、大島（2015）は「日本

の農林水産物輸出が一定の規模に拡大した現在、さらなる拡大を計画するのであれば、

それ相応の市場調査に基づく戦略の構築が必要となろう。」19と述べている。 

 

３－６ 香港市場の重要性に関する先行研究と課題 

 
16 下渡敏治「日本食（和食）のグローバル化と農産物輸出の展望と課題」『開発学研究』２５（３）、

2015年3月、9－10頁。 
17 大島 前掲書 48頁。 
18 石塚哉史「農産物・食品輸出戦略の現段階と課題に関する一考察」『フードシステム研究』 

22巻 第1号、2015年、 38－43頁。 
19 大島 前掲書 57頁。 
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大島（2015）や福田（2013）の研究では、アジア主要国における市場の拡大が述べ

られているが、その中でも、日本産食料品輸出の相手国として、又日本食が普及して

いる国としての香港の重要性が指摘されている。 

 

３－７ 国のイメージが輸入品に与える影響の先行研究 

Erdener Kaynak & Orsay Kucukemiroglu(2015)20が1997年の中国返還以降の香

港における消費者の輸入品に関しての研究を行っている。香港の中所得者層や高所得

者層は、中国本土からの消費物資をあまり好まないとしている。一方、海外の製品を

受け入れる際の考え方として、消費者はその製品が輸出された国の全体的なイメージ

を持ち、このイメージは、消費者がそれまで親しみを持っていたその国の他の製品に

対してのイメージによって形作られる。他の国の製品と比較する際にも、国のイメー

ジを比較することによると指摘している。21同研究では、日本を好む理由として、日本

のイメージがファッション性や文化によっても形作られていると述べている。 

香港の事例ではないが、Biljana Juric & Anthony Worsley(1998)22は、ニュージー

ランドの事例として、輸入食品に対する消費者の態度に関する研究を行っている。輸

入食品のその国の市場への浸透には、輸出国の経済レベル、発展度合い、輸出国にお

ける文化的な類似性が影響を及ぼすと述べている。23 

これら2つの先行研究は、輸出国に対してのそれまでに形作られたイメージや一般

的なイメージが、その国からの輸入品に対する消費者のイメージに影響を及ぼすとい

う視点が述べられており、香港における日本のイメージが日本食市場にどのように影

響を及ぼしているかという点を課題として考えることの必要性を示唆している先行研

究である。 

 

３－８ 他国の文化がその国の料理店に与える影響の先行研究 

韓国の有名人、ドラマ、音楽の好みが韓国レストラン選択に及ぼす影響に関して、

Bumjun Lee, Sunny Ham, Donghoon Kim(2015)24は、韓国の文化の中でも韓国の有

名人、韓国のテレビドラマ、韓国のポピュラー音楽の3つが海外における韓国料理店

への嗜好に影響を与えたと述べており、研究された海外の韓国レストランには香港 

も含まれている。25 

 すなわち、外国料理の料理店に対して、その外国の有名人、テレビドラマ、ポピュ

 
20 Erdener Kaynak & Orsay Kucukemiroglu (2015) “Country-of origin evaluations: Hong Kong 

consumers’ perception of foreign products after the Chinese takeover of 1997”, International Journal 
of Advertising, pp.117-138. 
21 Ibid., p.135. 
22 Biljana Juric & Anthony Worsley (1998) “Consumers’ attitudes towards imported food product”, 

Food Quality and Preference Vol.9, No.6, pp.431-441. 
23 Ibid., p.440. 
24 Bumjun Lee, Sunny Ham, Donghoon Kim (2015) “The effects of likability of Korean celebrities, 

dramas, and music on preference for Korean restaurants: A mediating effect of a country image of 

Korea”, International Journal of Hospitality Management, Volume 46, pp.200-212. 
25 Ibid., pp.201-202 , p.210. 
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ラー音楽といった文化が影響を与えるということを述べており、香港における日本食

市場や日本料理店に対する日本文化の影響を考察する際の課題を示唆している先行研

究である。 

   

３－９ 香港日本食市場発展と形成の歴史に関する先行研究と課題 

Nakano（2012）26は香港日本食市場形成・発展の歴史を時系列的に詳しく研究して

いる。この研究では、形成・発展の段階区分・時代区分に関しては言及しておらず、

この点は課題として残されている。香港の事例ではないが、浜本・園田（2007）27は

中国の日本料理店の発展・拡大に関して、1970年代後半からを草創期、堅調期、展開

期、加熱期に段階を分けて考察をしている。しかしながら、浜本・園田（2007）は段

階的に分類した理論的根拠は示していない。理論的根拠を示すことも課題として残さ

れている。 

 

これらの先行研究の研究内容、先行研究によって課題とされている諸点を踏まえて

本研究を行った。 

  

 第4節  研究方法 

   本研究は、先行研究、農林水産省・財務省等の資料・データ、参考文献、参考資料、

筆者が2000年2月から2003年11月の香港駐在時代に日本産食料品の輸入と香港日

本食市場への販売を行う会社の経営に携わった経験28、及び日本食市場に関係する

様々な企業との関わり合いを通じて得た知識・情報・経験をもとに行った。文中での

現地の食習慣・文化等に関する評価は特段の記載がない限り、現地の人々の意見や考

え方を自らの沖縄駐在29、香港駐在、香港・中国・アジア訪問等の体験に基づいて記載

している。 

 

第5節  伝統的日本食と近代・現代の日本食 －日本食の定義－ 

     我々が普段食べている日本食とは一体何であろうか。朝食で昔からの伝統的で、典

型的な朝食と言われる、ごはん（白飯）みそ汁、干物や卵焼き、漬物は確かに伝統的

な日本食という印象がある。昼食に、ラーメンと餃子を選んだらこれは日本食なのだ

ろうか。夕食にカツカレーを食べた。この日の3食は一体、日本食を食べた事になる

のであろうか。しかしながら、この様なメニューを日常的に食べている日本人は極め

 
26 Nakano Yoshiko (2012）“Eating one’s way to sophistication” , Transnational Trajectories in East 

Asia, edited by Yasemin Nouhoglu Soysal, Routledge Taylor & Francis Group, pp.106-129. 引用箇所

は本論文筆者大橋幸多訳。 
27 浜本篤史、園田茂人「現代中国における日本食伝播の歴史と力学－北京の日本料理店経営者を対象に

したインタビューから－」『アジア太平洋討究』No.9、2007年3月、5－9頁。 
28 筆者は2000年2月から2003年11月まで三井物産香港有限公司に勤務し、同社の子会社で日本産食

料品の輸入および香港の日本食市場への販売を行う会社MBKセントラル有限公司の社長を兼務した。 
29 筆者は1988年8月から1992年9月まで、三井物産那覇支店に勤務し、食品関係の仕事に従事し

た。 
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て多い。さらに、海外の日本料理店においてもラーメン、餃子、カレーライス、カツ

カレー等々の料理を注文している外国人はごく普通に見かける。彼らの食べている食

事は日本食と言えるのであろうか。  

日本食に関しての先行研究、農林水産省の資料等を基本軸として、本論文で研究す

る「日本食」を定義する。 

呼び方・表現に関しては、「日本料理」・「和食」・「日本食」と三通りの呼び方がある。 

まず、日本食という呼び方であるが、普段我々が日常会話で何気なく日本料理・和食

と使っているが、熊倉（2007）30は、日本料理と和食というそれぞれの呼び方の歴史

的発生に関して、以下のように述べている。 

 

日本料理という言葉も当然ながら古い言葉ではない。西洋文化が入ってきて

初めて日本が意識されたように、日本料理も明治時代の国民文化の所産とい

えよう。日本料理と同様に使われたのは「和食」であろう。和歌と和学とい

う言葉は古くからあるが、文明開化にともなって洋が意識されたとき、和服

とか和菓子と同様に和食も生まれ、日常語としてはこちらの方が普及した。 

 

   一方、「日本食」という呼び方に関しては、農林水産省は「日本食・食文化の海外普

及について」の中で海外に展開する和食を「日本食」31と表現している。これらの文

献・資料から、本論文では日本料理・和食を「日本食」と表現する。 

   日本で食べられてきた食べ物は時代によって変化をしてきた。明治維新以後、肉食

が普及した背景に関して、Jane Cobbi(1989)32は明治天皇が積極的に洋食を取り入れ、

宮中の正式な晩餐会にフランス料理を採用したことや、軍隊でも洋食を取り入れたこ

と等日本政府の積極的な肉食摂取の取り組みが日本において肉食を定着させ、牛鍋と

呼ばれた和洋折衷の料理も生まれたと述べている。肉食が日本食の新たな歴史を作っ

たといっても過言では無いと考える。世界に広がっている日本料理店で提供される日

本食を語るときには、少なくとも日本食がどのように変化をしてきたかを簡潔に整理

する必要があると考える。なぜならば、本節冒頭に述べた通り、例えば、ラーメンは

日本食か、カレーライスは日本食か、餃子はどうか、とんかつはどうか、という疑問

に答えながら本論文における日本食を定義する必要があると考えるからである。 

    

   農林水産省の「『和食』-日本人の伝統的な食べ物-」33によれば、「『和食』には、お

かずと汁と漬物でご飯を食べる『一汁三菜』という基本的な組み合わせが有る。」と述

べられているが、和食とは何かの論点に関しては、農林水産省の発表している「日本

 
30 熊倉功夫「日本料理の歴史」『歴史文化ライブラリー245』 2007年12月、吉川弘文館 195頁。 
31 農林水産省 前掲資料（注8）7頁。 
32 Jane Cobbi (1989) “L'évolution du comportement alimentaire au Japon”   

Économie rurale , Année1989 90, pp.41-42. 
33 農林水産省 平成２５年度（2013年）版小冊子「和食」-日本人の伝統的な食文化- 3－4頁、 

http://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/culture/ 

最終閲覧日：2019年4月5日。 

https://www.persee.fr/collection/ecoru
https://www.persee.fr/issue/ecoru_0013-0559_1989_num_190_1?sectionId=ecoru_0013-0559_1989_num_190_1_3963
http://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/culture/
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の伝統的食文化としての和食」34に分かりやすくまとめて書かれているので、少し長

くなるが引用する。  

     

      日本の食文化は今、大きな変革期にきている。中略、家庭で作る料理も各国

の料理がいりみだれ、味つけや素材など従来にない組み合わせが登場し、食

材なども海外に依存するものが多くなった。その一方で、海外では日本料理

ブームが続き、ことにスシの愛好者は世界中に広がっている。中略、19世紀

前半には、今日いうところの日本料理の基本的な性格や料理、献立が完成さ

れていた、と見てよいだろう。そこで、幕末までに完成されていた（アイヌ

と琉球を除いた）食文化を、「狭義」の日本食文化と考えておこう。明治維新

後、文明開化を通して日本人は積極的に欧米の文化を学び、取り入れた。食

文化も例外ではない。かつて奈良時代に遣唐使を派遣して唐の文化を日本に

移植したように、留学生やお雇い外国人などを通して急激に欧米の文化が流

入した。その中に食文化もあった。はじめは西洋料理として紹介された欧米

の食もまもなく日本の食と融合し、いわゆる和洋折衷料理が工夫された。そ

の実態はさまざまで、大部分が日本人の嗜好に合わず消えていったが、中に

は正に新料理として日本の食の典型となったスキヤキやライスカレー、オム

ライス、トンカツなどが誕生している。このような文明開化以降に新しく工

夫され、日本人の生活の中に定着した料理、さらに素材、調理法、道具等々

を含めた食文化は「広義」の日本食文化と呼びたい。その背景には琉球や北

海道も含まれた日本があった。中略、ほぼ昭和30年（1955年）ごろまでに

日本人が常食化していた食べものは「広義」の日本の食文化である。 

なぜ、このような回りくどいものいいをするのか、といえば、日本の食文

化といった時、思い浮かべるイメージは、人によって全くといってよいほど

共通項がないからである。イメージはバラバラである。はたして焼き肉は日

本の食文化か。キャベツは日本の食材か。議論をしはじめたらキリがない。

極端な人は日本人が作った料理はすべて日本料理である、という人もいれば、

郷土食といわれるものから日本の食文化をイメージする人もいるわけである。

そうした混乱を避けるために、幕末と高度経済成長以前という二つの歴史の

画期で枠組みを考えてみよう、というのが、さきの狭義と広義の日本食文化

の枠組みという提言である。しかしこの枠組みも決して厳密なものではない。

地域により階層により常食としたものには大きな差がある。あくまで大雑把

な線引きである。食文化の中の食事ということに限定すれば、これは「和食」

としてわれわれがイメージするものと考えたらよい。 

    

 
34 農林水産省 「日本の伝統的食文化としての和食」、 

http://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/culture/wasyoku.html 

最終閲覧日：2019年4月3日。 

http://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/culture/wasyoku.html
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「狭義」と「広義」に関して、熊倉（2007）35は、以下のように述べている。 

 

      非常に明快な線引きとして歴史で区切るのがよいと思う。江戸時代末までに

完成した日本料理を狭義の意味での日本料理の枠組みとする。中略、広義の

日本料理は文明開化から第二次世界大戦前に日常化された和洋折衷料理も含

めて日本独自の料理文化をその枠組みとしたい。 

 

   農林水産省の見解は「広義」が昭和 30 年頃までに日本人が常食化していた食べ物

と定義しているが、熊倉（2007）は第二次世界大戦前に日常化された和洋折衷料理を

「広義」の日本料理と述べている。現在、世界で日本の料理として人気があるラーメ

ンが第二次世界大戦後に日常化された食べ物であることや、日本で日本化したパスタ

のナポリタンスパゲティや牛丼チェーンで提供されている牛丼等も世界では日本の食

べ物として認識されていることを考えると、「広義」は「狭義」の時期の後現在まで続

いていると定義した方が、現在世界で食されている日本食により近いものになると考

える。 

    

   原田（2004）36は和食に関しての様々な意見を以下のように簡潔にまとめている。 

 

      和食とは何か、と問うならば、外国人の答えを想定してみればよいだろう。

おそらく彼らは、スキヤキ・テンプラ・スシといった料理を挙げるであろう

し、日本人からも同様の答えが返ってくるに違いない。ところが、今日のス

キヤキは牛肉食が解禁された明治以降の食べ方にすぎない。またテンプラは、

中略、近世初頭頃にポルトガルからやってきた料理法である。またスシにい

たっても、中略、その原型は稲作とともに東アジアからもたらされた保存法

を発展させた料理である。特に握り鮨は、江戸前の名前の通り、近世後期に

作り出されたものでしかない。これは全て、比較的、新しい時代に海外から

伝えられ、日本風に発展を遂げて和食となったものである。さらにいえば、

日本にしかないラーメンやカレーライス、あるいはトンカツやカツ丼などは

和食ではないのか、といった問題も発生する。海外のジャパニーズ・レスト

ランには、これらが堂々とメニューに収まっており、まさに和食の範疇に含

まれるべき料理となっている。 

 

このような前置きをしたうえで、原田（2004）は和食の定義を以下のとおり行ってい

る。 

 

      では改めて和食とは何か、と問えば、それは“日本風の料理”としか言いよう

がない。むしろ和食という概念は、西洋料理や中国料理が日本に普及した段

 
35 熊倉 前掲書 5頁。 
36 原田信男「日本の食文化」放送大学教育振興会、2004年3月、163－164頁。 



 

 14 

階、つまり、近代に入って、日本料理を強調するために用いられたものであ

る。そして元は西洋料理・中華料理であっても、全く日本化した料理も、日

本人に好まれる独自の料理として、和食の概念に含まれることになる。 

 

   さらに、原田（2004）は和食と言われるものや日本の食文化が、時代とともに変化

していくものであるという見解を示している。すなわち、日本食の定義はこれからも

時代とともに変化していくものであり、その時代時代で定義を見直していく必要があ

ると考える。 

引用部分が長くなったが、本論文では日本食を「一汁三菜を基本とする伝統的な和

食に明治以降に取り入れられ日本で独自の発達を遂げた西洋料理・中華料理をはじめ

とする外来の料理および、それらに用いられる調味料・加工食品・食材」と定義する。 

 

 第6節  論文の構成 

 

   本論文の構成は、序章以下、次の通りである。 

 

第1章では、日本国内の少子高齢化による食品消費の減少により、日本の食品関連

産業は新たな市場の確保が必要であるという事実を整理し、農林水産省の「日本産農

林水産物輸出戦略」に基づき日本産食料品輸出に関する整理・分析を行った。その上

で、東アジア・東南アジア主要国向け日本産食料品輸出を日本の食品関連産業にとっ

ての新たな戦略フロンティアと位置付けてその推移の整理・分析を行い、この地域の

重要性を明らかにした。 

 

第1節では、日本の食品関連産業が、新たな市場を開拓する必要性がある背景とし

て国内の少子高齢化の現状と将来予測を整理しその影響を確認した。また、少子高齢

化によりすでに減少の兆候が出始めている国内の食料品消費の推移を確認し、需要開

拓・拡大のための海外日本食市場の必要性を明らかにした。 

第2節では、新たな需要が見込まれる海外市場に関して、農林水産省が進める「日

本産農林水産物輸出戦略」の内容と諸施策に対して、同戦略で方針として定められた

方向性と現状を比較することにより、同戦略の実効性と有効性を明らかにすることを

試みた。また、過去 31 年間の財務省統計概況報告を資料として日本産食料品輸出の

推移を整理することにより、世界各国への日本産食料品輸出が拡大を続けている現状

確認を行った。その上で、需要が高まりつつある東アジア・東南アジア主要国向けの

日本産食料品輸出推移を地域、各国別に整理し、東アジア・東南アジア主要国の地域

としての傾向を世界全体の推移と比較し、さらに各国の推移状況に関しての整理・分

析を行うことにより、日本産食料品にとっての同地域の重要性を確認した。中でも香

港は日本産食料品最大の市場であることが明らかになった。 

 

第2章では、前章で明らかとなった日本産食料品最大の市場である香港向け輸出に

関して整理・分析を進めた。その上で、高付加価値商品が航空貨物で輸出されている
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ことに着目して整理し、日本産食料品輸出が拡大を続ける東アジア・東南アジア主要

国の中でも香港が最重要市場であることを確認した。 

 

第1節では、香港向けの日本産食料品輸出の推移と世界全体の中での位置づけを整

理し、2006 年以降連続して日本産食料品輸出の第一位を占めている香港の重要性を

明確にした。 

第2節では、先行研究で下渡（2014）、大島（2015）が述べている「日本産農水産

物の高品質化をさらに進めて、他国製品との差別化を行うためには製品の高付加価値

化とそれを実現するための高度なロジスティクスが今後の課題である」という点に関

して、香港向け日本産食料品の航空貨物による輸出推移を空港ごとに整理した。その

上で、代表的な高付加価値日本産食料品に関して事例の整理を行った。その結果から、

香港が日本産食料品輸出実績の重要性に加えて、高付加価値の日本産食料品の輸出市

場としても新たな重要性を持ち始めていることを導き出した。 

 

第3章では、先行研究で石塚（2015）、大島（2015）が課題としている輸出先の市

場調査の必要性という視点で、日本産食料品輸出の最重要仕向け先である香港に関し

て、香港日本食市場の形成・発展の歴史を整理し、現在に至る香港日本食市場の姿を

明らかした。香港人にとっての日本食の位置付けや日本文化の影響、年間200万人を

超える香港からの訪日客の嗜好等の調査結果を確認することを通して香港における日

本食の浸透度を明らかにした。加えて、香港における日本食の流通、日本料理店の役

割を整理することにより、日本産食料品を受け入れる背景、日本料理が普及している

香港日本食市場の多様性を明らかにした。 

 

第1節では、先行研究で大島（2015）が述べているように、香港で日本食が広く受

け入れられ、普通の食べ物として日常的に食されている現状と、前章で考察した香港

が日本産食料品輸出の最大の市場であるということに、筆者が2000年2月から2003

年 11 月末まで香港に駐在し、日本から食料品を輸入する会社の経営に携わった経験

と情報を加えて、香港市場を研究対象とする理由を整理した。 

第2節では、一国二制度の香港特別行政区の概要を整理した。 

第3節では、海外における日本食の重要市場として成長した香港に関して、1950年

代から現在に至るまでの香港日本食市場の形成と発展の歴史をそれぞれの時期の特徴

により五つに分類し整理した。 

第4節では、香港日本食市場を形成する香港人にとっての日本食の位置付けを確認

するために、ジェトロが香港で行った調査結果と、日本政策金融公庫が同じく香港で

行った調査結果を基にして整理・分析を行った。 

第5節では、先行研究で、Bumjun Lee, Sunny Ham, Donghoon Kim(2015) が述

べている、「一国の文化が食に与えた影響」に関して、日本のアニメやドラマといった

日本文化が、香港の日本食市場形成・発展に対してどのような影響を与えたかという

視点で整理・分析を行った。 

第6節では、訪日客がその経験を通して帰国後にその国における日本食市場を形成
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する重要な役割を担っていることを、日本政府観光局が行っている訪日客に対する調

査資料の内、香港からの訪日客に関する調査内容を精査することにより明らかした。 

第7節では、日本から輸出された日本産食料品が、最終的に現地の消費者・飲食店

の元に届くためには、流通が確立されていることが重要であることから、香港の日本

食の流通に関して整理し、香港日本食市場を支えている流通各段階の役割を明らかに

した。 

第8節では、日本食を提供する場としての日本料理店の役割を整理した。日本料理

店には、大きく分けて日本人が経営する日本料理店と香港人が経営する地場の日本料

理店（日式料理店）の二つがあるが、それぞれの役割によって香港の日本食市場を支

えていることを明らかにした。 

 

第4章では、先行研究の課題に対して、それぞれの課題の現状を整理・確認し、さ

らに分析・考察を行うことにより結論を導き出した。特に、香港日本食市場の形成・

発展の歴史に関しては、マーケティング理論を用いて分析し結論を導き出した。さら

に、香港日本食市場の将来予測と今後の方向性に関しての筆者の考えを示した。 

 

第1節では、日本産食料品輸出に関しての先行研究の課題と結論を整理した。 

第2節では、香港日本食市場の形成・発展の歴史をMcCarthy、Kotlerのマーケテ

ィング・ミックスの基本要素である4P’sに沿って整理・分析し、香港の日本食市場が

総体として４P’sを充足しながら発展してきたことを確認した。 

第3節では、本研究により五つの時代区分に分類した香港日本食市場の形成・発展

の経緯をMcCarthy、Kotlerのマーケティングの製品ライフサイクル理論とKotlerの

市場ライフサイクル理論の発展段階区分を用いて分析を行い、五つの時代区分に分類

した香港日本食市場が、製品ライフサイクル理論の、「製品導入段階、市場成長段階、

市場成熟段階」及び市場ライフサイクル理論の「市場発生の段階、市場拡大の段階、

市場成熟の段階」のそれぞれの段階を実現しながら形成・発展してきているとの結論

を導き出した。 

第4節では、香港の日本食市場が今後とも発展を続けることが可能であるかという

視点で将来予測を行った。 

第5節では、今後の香港の日本食市場がどのように変化をしていくかという視点で

今後の課題を提示した。 

終章では、本研究の成果を踏まえて、残された課題と今後の研究の方向性について

示した。すなわち、本研究手法は香港を対象に取り組んできたものであるが、普遍性

を持たせるために、香港以外の世界の諸地域・諸国の日本食市場分析に応用すること

ができるかを検討する必要がある。日本産食料品輸出及び日本食市場の開拓・拡大の

可能性が広がるのではないかと考え、引き続き他地域に関し、今後とも研究を継続す

ることを述べた。 

論文の構成図を図序－１として作成した。  
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図序－1 論文の構成図  
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第1章 日本産食料品輸出から見た海外の日本食市場 

 

第1節 日本の少子高齢化と消費 

  第1項 少子高齢化の影響 

日本において少子高齢化が進んでいることが政府によって指摘されている。総務

省が発表している年代別人口推移37に基づいて作成したものが、表1－1年代別人口

推移（実勢と推計）であるが、日本政府の統計E-STATによると総人口38は2008年

に 128,084 千人をピークに日本の総人口は減少に転じている。数値は、2015 年ま

では総務省「国勢調査」（年齢不詳人口を除く）、2020年以降は国立社会保障・人口

問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」であるが、総人口は2050

年には 1億人を下回る予想である。表1－1を図で表したものが図 1－1であるが、

総人口が減少に転じていることと64歳以下の人口比率が減少し、65歳以上の人口

比率が拡大していることを明確に表している。 

      

表1－1 年代別人口推移（実勢と推計） 単位：万人   
年 14歳以下

人口 

15～64歳 65歳以上 総数 14歳以下 15～64歳 65歳以上 

1970 2,515 7,212 739 10,466 24% 68.9% 7% 
1975 2,722 7,581 887 11,189 24% 67.8% 8% 
1980 2,751 7,883 1,065 11,699 24% 67.4% 9% 
1985 2,603 8,251 1,247 12,101 22% 68.2% 10% 
1990 2,249 8,590 1,489 12,328 18% 69.7% 12% 
1995 2,001 8,716 1,826 12,544 16% 69.5% 15% 
2000 1,847 8,622 2,201 12,670 15% 68.1% 17% 
2005 1,752 8,409 2,567 12,729 14% 66.1% 20% 
2010 1,680 8,103 2,925 12,708 13% 63.8% 23% 
2015 1,586 7,592 3,342 12,520 13% 60.6% 27% 
2020 1,457 7,341 3,612 12,410 12% 59.2% 29% 
2025 1,324 7,085 3,657 12,066 11% 58.7% 30% 
2030 1,204 6,773 3,685 11,662 10% 58.1% 32% 
2035 1,129 6,343 3,741 11,212 10% 56.6% 33% 
2040 1,073 5,787 3,868 10,728 10% 53.9% 36% 
2045 1,012 5,353 3,856 10,221 10% 52.4% 38% 
2050 939 5,001 3,768 9,708 10% 51.5% 39% 
2055 861 4,706 3,626 9,193 9% 51.2% 39% 
2060 791 4,418 3,464 8,674 9% 50.9% 40% 

    出典）総務省 平成28年度（2013年度）「情報通信白書」を基に筆者作成。 

2015年までは総務省「国勢調査」（年齢不詳人口を除く）、2020年以降は国立社会保障・人口

問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位・死亡中位推計）。 

   

 
37 総務省 平成28年度情報通信白書 1－2頁、 

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h28/html/nc111110.html# 

最終閲覧日：2019年4月9日。 
38 日本政府統計 e-STAT、 https://www.e-stat.go.jp/stat-

search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200524&tstat=000000090001&cycle=0&tclass1=00

0000090004&tclass2=000001051180 

最終閲覧日：2019年4月9日。 

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h28/html/nc111110.html
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200524&tstat=000000090001&cycle=0&tclass1=000000090004&tclass2=000001051180
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200524&tstat=000000090001&cycle=0&tclass1=000000090004&tclass2=000001051180
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200524&tstat=000000090001&cycle=0&tclass1=000000090004&tclass2=000001051180
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図1－1 年代別人口推移（実勢と推計） 単位：万人 

出典） 総務省 平成28年度（2013年度）「情報通信白書」を基に筆者作成。 

2015年までは総務省「国勢調査」（年齢不詳人口を除く）、2020年以降は国立社会保障・人口

問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位・死亡中位推計）。 

 

 

   図1－2 14歳以下の人口比率推移（実勢と推計）  

 出典） 総務省 平成28年度（2013年度） 情報通信白書」を基に筆者作成。 

2015年までは総務省「国勢調査」（年齢不詳人口を除く）、2020年以降は国立社会保障・人

口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位・死亡中位推計）。 

 

図 1－2 は 14 歳以下の人口の 5 年毎の人口比率の推移をグラフで表したもので

あるが、14歳以下の人口は1980年の2,751万人をピークに減少している。推計に

よれば、2055年には14歳以下の人口は総人口の10%を下回る状況になる。 

 

図1－3は14歳から65歳までの人口比率の推移をグラフ化したものである。15

歳から64歳の人口も5年毎の統計資料表1－1では1995年の8,716万人をピーク

に減少に転じている。この年齢層は社会を支える年齢層でありこの年齢層の比率が

低くなっていくということは日本における働き手の減少、年金制度を支えていく層
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の減少である。2015 年までは総人口の 60%以上を保ってきていたが、その後減少

を続ける傾向にあり、2060年には50%近くにまで減少すると予想されている。 

   

 

    図1－3 15歳から64歳の人口比率推移（実勢と推計）  

出典） 総務省 平成28年度（2013年度）「情報通信白書」を基に筆者作成。2015年までは

総務省「国勢調査」（年齢不詳人口を除く）、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日

本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位・死亡中位推計）。 

 

高齢化39の変化を示しているのが図 1－4 である。高齢化は右肩上がりで進み、

2015 年には 27%であったが、2035 年には 33%となり人口の三人に一人が高齢者

となる。さらに、それ以後も高齢化は着実に進み、2060 年には高齢化率 40%とな

ると予想されている。 

 

                                                   

図1－4 高齢化率（65歳以上の人口比率）の推移 （実勢と推計） 

    出典）総務省 平成28年度（2013年度）「情報通信白書」を基に筆者作成。 

2015年までは総務省「国勢調査」（年齢不詳人口を除く）、2020年以降は国立社会保障・人口

問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位・死亡中位推計）。 

 
39 65歳以上の人口比率を高齢化率と呼ぶ。 

総務省 前掲資料（注37）。 
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2060年の総人口は 8,674万人で、2015年の総人口 12,520万人に比べ 31%の減

少と予想されるが、15－64歳人口は4,418万人で、2015年の7,592万人と比べる

と、42%と大幅な減少が予想される。 

食料品は、当然のことながらそれを消費する人口の数よって変化する。また、人

口の年齢構成によっても変化する。15歳から64歳の人口の食に対する消費量は65

歳以上の高齢者40よりも一般的に多い。すなわち、少子高齢化は、食品に対する需要

が減少することを意味しており、日本の食品関連産業にとっては、市場規模の縮小

をもたらすことが危惧されている。日本の食品関連産業が新たな戦略フロンティア

としての日本産食料品輸出のための海外市場を必要としている理由の一つである。 

 

第2項 国内における食料品の消費推移 －減少する消費－ 

食事の摂取量を飲食費という視点から整理する。1990年から2011年までの5年

毎の飲食費の推移が、農林水産省統計部「平成23年（2011年）農林漁業及び関連

産業を中心とした産業連関表 －飲食費の帰属額及び帰属割合の推移」41に示され

ている。図1－5が、飲食費の帰属額及び帰属割合の推移である。詳細は表1－2の

通りであるが、1990年から5年毎42の飲食費の市場規模の推移を考察すると、合計

総額では平成2年（1990年）に72.161兆円、平成7年（1995年）83.104兆円、

平成12年（2000年）80.885兆円、平成17年（2005年）78.442兆円、平成23年

（2011年）76.271兆円となり、1995年以降は減少傾向にある。すなわち、消費が

縮小傾向にあるということを示している。 

  表1－2 飲食費の帰属額の推移              単位10億円 

出典）農林水産省 農林水産統計 平成30年版「農林漁業及び関連産業を中心とした 

産業連関表－飲食費の帰属額の推移－」84頁を基に筆者作成。 

 

 
40 筆者注 65歳以上を高齢者と呼ぶ。 
41 農林水産省 大臣官房統計部 ポケット「農林水産統計」－平成30年版－  

農林統計協会 平成31年2月（2019年）84頁。 
42 筆者注 本統計資料上は2005年の次は6年後の2011年となっている。 

   区 分 1990 1995 2000 2005 2011 

農林漁業国内生産 13,217 11,655 10,245 9,374 9,174 

輸入食用農林水産物 1,188 1,143 1,160 1,208 1,303 

食品製造国内生産 18,911 21,145 21,156 19,281 18,369 

輸入加工食品 4,026 4,597 4,829 5,471 5,916 

食品関連流通業 20,954 27,471 27,159 27,465 26,311 

外食産業 13,865 17,092 16,336 15,643 15,198 

合 計 72,161 83,104 80,885 78,442 76,271 
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図1－5 飲食費の帰属額及び帰属割合の推移 単位10億円 

出典）農林水産省 農林水産統計 平成30年版「農林漁業及び関連産業を中心とした 

産業連関表－飲食費の帰属額の推移－」84頁を基に筆者作成。 

 

飲食費の帰属額及び帰属割合の推移の内容を確認する。図 1－6 は、農林漁業国

内生産と輸入食用農林水産物及びその合計額の推移である。農林漁業国内生産の飲

食費の消費における帰属額は1990年以降減少を続けており、1990年の飲食費の帰

属額 13.217兆円が 2000年には約 22.5%減少して 10.245兆円となり、5年毎の推

移では、2005 年に 10 兆円を下回り、2011 年年には 1990 年対比で約 31%減少し

て 9.174 兆円となった。21 年間で約 3 分の１の市場規模の縮小があったことを示

している。輸入食用農林水産物は 1990 年に 1.188 兆円、2011 年に 1.303 兆円と

1990 年比で約 10％増加しているが、国内生産に輸入食用農林水産物を加えても、

1990年に14.405兆円であった数値は、2011年に10.470兆円となり、約27%の減

少を示している。すなわち、農林水産物そのものに対する消費が減少していること

を示している。 

   

      

    図1－6 農林漁業国内生産と輸入食用農林水産物及びその合計額の推移  

単位10億円 

出典）農林水産省 農林水産統計 平成30年版「農林漁業及び関連産業を中心とした 

産業連関表－飲食費の帰属額の推移－」84頁を基に筆者作成。 
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図 1－7 は、食品製造国内生産と輸入加工食品及びその合計額の推移であるが、

食品製造国内生産は5年毎に見ると2000年以降減少傾向にある。1990年に18.911

兆円であった数値が、2000 年には約 12％増加して 21.156 兆円となりピークを迎

え、その後減少に転じて 2011 年には 18.369 兆円となり、1990 年比では約 3％減

と減少は小さいが、ピークの2000年比では約13％の減少となっている。一方、輸

入加工食品は 1990 年以降増加を続けている。1990 年に 4.026 兆円、2000 年に

4.829兆円、2011年には5.916兆円となり、1990年比で47％と大幅に増加してい

る。食品製造国内生産と輸入加工食品の合計金額では1990年に22.937兆円、2000

年に 25,985 兆円でピークを迎えるが、以後減少に転じて、2011 年には 24.285 兆

円である。2011年は1990年比では約6％の増加であるが、2000年比では約7％の

減少となっている。すなわち、食品製造国内生産と輸入加工食品を合計しても減少

傾向であり、消費全体が拡大から縮小へと変化してきていることを示している。 

 

       

   図1－7 食品製造国内生産と輸入加工食品及びその合計額の推移 単位10億円 

出典）農林水産省 農林水産統計 平成30年版「農林漁業及び関連産業を中心とした 

産業連関表－飲食費の帰属額の推移－」84頁を基に筆者作成。 

 

図 1－8 は外食産業の推移であるが、外食産業を 5 年毎に見ると 1995 年以降減

少し続けている。1990年に13.865兆円であったが、1995年には17.092兆円と拡

大した。しかしながら、2000 年には 16.336 兆円と 1995 年比で約 4％の減少を示

し、2011年には15.198兆円と1995年比で約11％の減少となっている。 

 

 

   図1－8 外食産業の推移  単位10億円 

出典）農林水産省 農林水産統計 平成30年版「農林漁業及び関連産業を中心とした 

産業連関表－飲食費の帰属額の推移－」84頁を基に筆者作成。 
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    以上、「農林漁業及び関連産業を中心とした産業連関表－飲食費の帰属額及び帰

属割合の推移－」から見た消費は、確実に減少傾向を示しており、前項の少子高齢

化と共に、日本の食品関連産業にとっては市場縮小に直面する状況であり、この点

からも、新たな戦略フロンティアとしての日本産食料品輸出のための海外市場が必

要であることが明らかである。 

 

第2節 日本産食料品の海外市場 

－東アジア・東南アジア主要国向けを中心として－ 

 

  第1項 農林水産省の日本産農林水産物輸出戦略 

    以上第1節で整理した通り、日本の少子高齢化が飲食費の減少となって現れてき

ている。飲食費はすなわち食料品の消費の減少であり、第一次産業の生産物である

農水産物、第二次産業の生産物である食料品・加工食品、第三次産業である飲食業

の全ての食品関連産業が消費の減少により、現在の規模を維持していくことは難し

くなってくる。 

    日本の食品関連産業を今後とも、維持・成長させるためには新たな戦略フロンテ

ィアの開拓が必要である。日本産食料品の輸出は日本の食品関連産業に新たな市場

を切り開き、需要減少に対処する一つの解決法であると考える。したがって、序章

の第2節で述べたとおり、日本産食料品の輸出に関する研究を行うことは、日本の

食品関連産業にとって意義があると考える。 

    日本産食料品の輸出による食品関連産業の活性化に関しては、過去の良い事例が

ある。第二次世界大戦で、停滞した日本の食品産業であったが、第二次世界大戦後

は外貨収入を得るために、缶詰産業が輸出に貢献をしていた。戦争による工場の破

壊および原材料の不足により昭和 20 年（1945 年）の缶詰生産は最盛期の 40 分の

1程度まで落ち込んでいた。43しかしながら、缶詰産業は国民の食糧としての重要な

位置づけ、および戦後復興を果たすための輸出商品として政府から重点産業として

位置づけられた。昭和 22 年（1947 年）にミカン缶詰の輸出が英国向けに再開44さ

れると、昭和25年（1950年）には、鮭鱒缶詰、ツナ缶詰、鯖・鰯缶詰等の輸出額

が生糸に次いで日本の輸出金額の第二位にまで成長した。その後、鮭鱒缶詰は原料

高・原料不足により国際競争力をなくしたが、ツナ缶詰と鯖・鰯缶詰の輸出は順調

に拡大した。ツナ缶詰は主に米国向けに輸出されていたが、昭和 55 年（1980 年）

頃から東南アジアのフィリピン、タイ等において価格競争力のあるツナ缶詰会社が

 
43 社団法人日本缶詰協会 「８０周年記念サイト」 ８頁、   

http://www.jca-

can.or.jp/80th/jca_80th_4.pdf#search=%27%E7%BC%B6%E8%A9%B0%E8%BC%B8%E5%87%BA

%E6%AD%B4%E5%8F%B2%E6%88%A6%E5%BE%8C%27 

最終閲覧日：2019年4月6日。 
44 日本製缶協会 「缶詰・製缶業界の歩み」、 

http://www.seikan-kyoukai.jp/progress/04.html 

最終閲覧日：2019年4月6日。 

http://www.jca-can.or.jp/80th/jca_80th_4.pdf#search=%27%E7%BC%B6%E8%A9%B0%E8%BC%B8%E5%87%BA%E6%AD%B4%E5%8F%B2%E6%88%A6%E5%BE%8C%27
http://www.jca-can.or.jp/80th/jca_80th_4.pdf#search=%27%E7%BC%B6%E8%A9%B0%E8%BC%B8%E5%87%BA%E6%AD%B4%E5%8F%B2%E6%88%A6%E5%BE%8C%27
http://www.jca-can.or.jp/80th/jca_80th_4.pdf#search=%27%E7%BC%B6%E8%A9%B0%E8%BC%B8%E5%87%BA%E6%AD%B4%E5%8F%B2%E6%88%A6%E5%BE%8C%27
http://www.seikan-kyoukai.jp/progress/04.html
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台頭し、日本からの輸出が減少に転じた。一方、日本近海で大量に水揚げされてい

た鯖と鰯を原料とする鯖・鰯缶詰は東南アジア・アフリカ・南太平洋諸国向けを中

心として伸び続けたが、昭和60年（1985年）のプラザ合意による急激な円高によ

り、輸出価格は2倍近くとなり以後減少の一途をたどり、平成時代が始まる頃には

缶詰の輸出はほとんどなくなった。 

この缶詰の事例が示すように、かつて日本では食料品の輸出による需要創出で食

品産業が興隆した時期があった。 

日本の食品関連産業では、原材料を輸入に頼っている製品が多く存在する。食品

関連産業を支える基本の原料素材は小麦粉・油・砂糖である。この3つの主要原材

料の国産自給率は極め得て低い。農林水産省の 2018 年の食料自給率資料45によれ

ば、同年の国産にカロリーベースの自給率は小麦14%、油脂3%、砂糖32%である。

主な原材料を輸入に頼り、国内の需要が大きく堅調であったため日本の食品関連産

業は、ほとんどの企業が国内需要に対する製品開発・生産・販売を主として企業活

動を行ってきた。 

1991 年のいわゆるバブルの崩壊、その後の長期に渡るデフレーションの基調に

よる景気の低迷期においても、食品関連メーカーはコスト削減による供給体制を整

えることにより、消費需要が落ち込むことを回避してきた。すなわち、20数年間も

従来型の内需主導の企業経営を行ってきた。食品関連メーカーのみならず、第一次

産業の農業・漁業・畜産業、第三次産業の飲食業も食品関連メーカーと同じ動きを

してきた。しかしながら、景気の低迷に加え、前節で整理した通り、少子高齢化が

近づく中、食品関連産業の中には、新たな市場の開拓に目を向ける傾向が出てきた。 

農林水産省はこの機を捉えて、日本産農林水産物の輸出促進と1兆円の目標を掲

げたが、その内容に関して整理して、分析・考察を行う。 

農林水産省は2013年4月に「第３回攻めの農林水産業推進本部」（2013年4月

19日）提出資料として「農林水産物・食品の輸出促進に向けて（案）」46を作成し、

その中で、「日本食への支持を背景に、日本食の基軸となる食品・食材を、食市場の

拡大が見込まれる国・地域へ輸出することにより、2020 年までに 1 兆円目標を達

成」と明記した。この案は農林水産業推進本部によって承認された。日本からの農

林水産物の輸出促進に関して、2014 年 9 月に「日本食・食文化の海外普及につい

て」47によって、「日本の食文化の普及に取り組みつつ、日本の食産業の海外展開と

日本の農林水産物・食品の輸出促進を一体的に展開することにより、グローバルな

『食市場』（今後10年間で340兆円から680兆円に倍増）を獲得」と発表した。特

にアジア全体では市場規模は世界全体の約 33%の 229 兆円と、2009 年の 82 兆円

 
45 農林水産省 「食料自給率」、 

http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/012.html 

最終閲覧日：2019年4月3日。 
46 農林水産省 「農林水産物・食品の輸出促進に向けて（案）」、 

http://www.maff.go.jp/j/press/shokusan/kaigai/pdf/130517-02.pdf  

最終閲覧日：2019年4月3日。 
47 農林水産省 前掲資料（注8）。 

http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/012.html
http://www.maff.go.jp/j/press/shokusan/kaigai/pdf/130517-02.pdf


 

 26 

に比べ約2.8倍にまで拡大すると予想している。 

農林水産省はまた、「このため、世界の料理界で日本食材の活用推進（Made 

FROM Japan）、日本の『食文化・食産業』の海外展開（Made BY Japan）、日本

の農林水産物・食品の輸出（Made IN Japan）の取組みを一体的に推進」すると位

置付けて世界の食市場を獲得する戦略を策定した。従来は、日本産食料品の輸出に

関して特別な戦略はなく、単に数値目標を発表していたが、農林水産省は施策を含

めた具体的な全体戦略を策定し、以降毎年のように見直しを行っていることは、日

本産食料品の輸出に対しての新たな取り組み方であるとこととして評価したい。ま

た、「世界の料理界で日本食材の活用推進（Made FROM Japan）」、「日本の『食文

化・食産業』の海外展開（Made BY Japan）」、「日本の農林水産物・食品の輸出（Made 

IN Japan）」の三つの戦略を一体的に進めるという方向性からは、単なる輸出数値

達成から積極的に一歩進めようとする姿勢も感じられる。 

具体的な進め方としては、「世界の料理界で日本食材の活用推進」に関しては、「日

本食材と世界の料理界とのコラボレーション」48を打ち出して、日本産食料品の日

本料理以外の用途への活用を推進して、需要の拡大を促す狙いを明確に述べている。

「日本の『食文化・食産業』の海外展開」に関しては、「ビジネス環境の整備、人材

育成、出資による支援」49という一歩踏み込んだ戦略となっていることを評価する。

特に、ビジネス環境の整備や人材育成に関しては、従来中央官庁は「民間の仕事」

であるとして関与を控えていた傾向があるが、これらの諸点、基本的に重要な要素

であり、これらに関して農林水産省が今後いかに具体的な施策を定めて実行してい

くかという点は注視していきたい。次の「日本食文化の普及」という点に関して「日

本食の普及を行う人材育成、メディアの効果的活用を各省連携して行う」50を発表

している。各省の連携という点は重要な視点であり、政府一丸となって取り組む姿

勢を表したものであると評価する。しかしながら、具体的施策の例として挙げられ

ているものは、「総理、農林水産大臣等によるトップセールス、出張等の機会に合わ

せ、レセプションにおいて、日本産食材を活用したメニューを提供」51といった新鮮

味に欠ける内容のものもあり、戦略の実現方法には更なる工夫が必要であると考え

る。三つ目の「日本の農林水産物・食品の輸出」に関しては、「国別・品目別輸出戦

略の実行」52と述べて、国別・品目別の積み上げ式の目標の設定を行ったことによ

り、以後実績のレビューやフォローアップをする際の具体的な議論を展開するため

の基礎ができたものと評価したい。これらを具体的に推進していくためには、経験

豊かな民間の力をもっと活用すべきであると考える。 

数値目標の1兆円の内訳は、水産物3500億円、加工食品5000億円、コメ・コメ

加工品600億円、青果物250億円、牛肉250億円、茶150億円、林産物250億円、

花き150億円である。本論文が対象とする日本産食料品に関しては、この内訳の中

 
48 農林水産省 前掲資料（注8）7頁。 
49 同上。 
50 同上。 
51 同上資料 13頁。 
52 同上資料 7頁。 
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から、食料品ではない品目である、林産物と花き合計金額400億円及び水産物に含

まれる真珠326億円53を除いた約9200億円が輸出目標数値である。 

この農林水産物輸出の目標金額 1 兆円達成時期に関して、当初の目標は 2020 年

であり、その後幾度かこの目標時期と金額は閣議決定により確認されてきたが、

2016年6月に「日本再興戦略2016」により、「2020年の1兆円目標の可能な限り

の早期の達成を目指し本年秋までに新たな輸出の達成目標を取りまとめる。」54とし、

同年8月に「未来への投資を実現する経済対策」によって、「農林水産物・食品の年

間輸出額の平成 31 年（2019 年）１兆円達成. に向け、『農林水産業の 輸出力強化

戦略』の実践に必要なハード面とソフト面のインフラ整備等を整合的かつ 計画

的 に行う。」して、農林水産物輸出の 1 兆円達成目標時期を 2020 年から 1 年前倒

しして、2019年とすることを閣議決定した。 

農林水産省は、輸出の重点品目として、水産物、加工食品（みそ、醤油、清涼飲

料水、菓子類、牛乳・乳製品、即席麺やレトルトカレー等のコンビニエンス・フー

ズなど）、コメ・コメ加工品（包装米飯、日本酒を含む）、青果物、牛肉、茶、林産

物、花きを挙げている。55 

    1 兆円を目標とした農林水産物・食品の輸出実績に関しては、2013 年 5,505 億

円、2014年6,117億円、2015年 7,451億円、2016年 7,502億円、2017年 8,071

億円と 5 年連続で順調に増加し続けている。56実績の推移と農産物・水産物・林産

物の割合を表1－3として整理した。 

     

表1－3 農林水産物・加工食品の輸出額推移と割合   単位：億円 

出典）農林水産省「農林水産物・食品の輸出促進について」 

平成30年5月6頁に基づき筆者作成。 

 

 
53 財務省 「真珠について」神戸税関 によれば2017年の真珠の輸出額は約326億円である。 

http://www.customs.go.jp/kobe/boueki/topix/h30/2018_6pearl.pdf 

最終閲覧日：2019年4月3日。 

筆者注 農林水産省の目標には真珠の目標金額が公表されておらず2017年の輸出実績額を用いた。  
54 農林水産省 「農林水産物・食品の輸出促進について」平成30年（2018年）5月、6頁、 

http://www.maff.go.jp/kinki/seisan/nousan/yusyutu/attach/pdf/seminar-27.pdf 

最終閲覧日：2019年4月4日。 
55 農林水産省 前掲資料 （注8）。 
56 農林水産省 前掲資料 （注54）8頁。 

 年 農産物 
 

水産物 
 

農水合計 林産物 
 

総合計 

2013 3,136 57% 2,216 40% 5,353 152 3% 5,505 

2014 3,569 58% 2,337 38% 5,906 211 3% 6,117 

2015 4,431 59% 2,757 37% 7,188 263 4% 7,451 

2016 4,593 61% 2,640 35% 7,234 268 4% 7,502 

2017 4,966 62% 2,749 34% 7,716 355 4% 8,071 

http://www.customs.go.jp/kobe/boueki/topix/h30/2018_6pearl.pdf
http://www.maff.go.jp/kinki/seisan/nousan/yusyutu/attach/pdf/seminar-27.pdf
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    前述の通り、農林水産物の輸出額には林産物も含まれるが、林産物の割合は3-4%

と極めて低い数値である。輸出額全体に占める割合は、農産物は増加傾向にあり、

一方水産物は減少傾向である。農林水産物・加工食品の輸出額推移を図 1－9 とし

て作成した。林産物を除いた農水産物の合計輸出額は、2013 年 5,353 億円、2014

年 5,906 億円、2015 年 7,188 億円、2016 年 7,234 億円、2017 年 7,716 億円であ

る。2017年は輸出拡大戦略初年度である2013年度に比較して、農産物は3,136億

円が 4,966 億円で約 158%、水産物は 2,216 億円が 2,749 億円で約 124%、農水産

物の合計では、5.553億円が7,716億円で約144%にそれぞれ増加している。 

   

   
    図1－9 農林水産物・加工食品の輸出額推移   単位：億円 

出典）農林水産省 「農林水産物・食品の輸出促進について」 

平成30年（2018年）5月6頁に基づき筆者作成。 

    

    内容を整理すると、2017 年の輸出額の農産物の品目別では、加工食品が最も多

く、水産物の品目別では、調整品を除く水産物が最も多い。品目別数値は、農産物

では、加工食品2,636億円、畜産品626億円、穀物等368億円、野菜・果物等366

億円、その他971億円である。また、水産物では調整品を除く水産物が2,051億円、

水産調整品が698億円である。これをさらに詳しく整理すると、加工食品の品目の

主なものは、アルコール飲料が545億円（内187億円が日本酒）、ソース混合調味

料296億円、清涼飲料水245億円、菓子（米菓を除く）182億円、醤油72億円、

味噌 33億円、菓子（あられ、せんべい）42億円等である。畜産品では、牛肉 192

億円、牛乳・乳製品144億円、鶏肉20億円、鶏卵10億円、豚肉10億円等である。

穀物等は米32億円、野菜・果物等はりんご109億円、ぶどう29億円、ながいも25

億円、いちご18億円、桃16億円、かんしょ10億円、かんきつ類6億円等である。

その他の農産物は、緑茶144億円、花き135億円、たばこ138億円等である。調整

品を除く水産物は、ホタテ貝（生鮮・冷蔵・冷凍・塩蔵・乾燥）463億円、真珠323

億円、さば219億円、ぶり154億円、かつお・まぐろ類143億円、さけ・ます56

億円、いわし 53億円、たい 31億円等である。水産調整品は、ナマコ（調整）207

億円、練り製品（魚肉ソーセージ等）95億円、ホタテ貝（調整）94億円、貝柱調整

品63億円等である。この数値から、食料品以外の品目として、花き、たばこ、真珠
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の合計金額が 596 億円で農産物・水産物合計金額 7,716 億円の約 7.8%を占めてい

ることが明らかになった。 

    農林水産省の「農林水産物・食品輸出戦略」には、品目ごとの現状分析と輸出促

進戦略が明示されているが、主な品目に関する戦略を以下整理して確認する。 

    「水産物の輸出戦略」57によると、「現状の課題は東日本大震災の放射能の影響に

よる諸外国の輸入規制の強化が挙げられる」とし、現状分析として以下の点を挙げ

ている。 

 

・世界的に水産物に対する需要は増大。特に、中国、EU、米国、インドネシ

アで高い伸び。 

・日本産水産物の品質に対して、世界から高い評価。 

・輸出先国の衛生管理基準への適合、衛生証明書の添付など、外国政府が求

める要件に適切に対処する必要。 

・個々の漁協・事業者が個別に輸出に取り組んでいるため、マーケティング・

ブランディングが十分でない、小ロット・季節対応となってしまい売り場が

望む供給が難しいなどの課題。 

 

    上記の内容の内、後半の二つの点は、水産物の輸出に関して、従来国としての対

応が全くできていなかったことを現わしている。特に、各国の衛生管理基準への対

応に関しては、本来国として対応すべきものも多くあるが、日本政府内では農林水

産物を管轄する農林水産省と衛生関連を管轄する厚生労働省に分断されており、こ

の二つの省庁の協働・補完ができない限り難しい問題である。最近になってようや

く農林水産省・厚生労働省・経済産業省の三省庁による輸出促進の枠組みが発表さ

れたが、どのように実行されるかは今後の進展を注視していきたい。一方、マーケ

ティング・ブランディングに関しては、実行面では民間が担うべき分野ではあるが、

農林水産省としても、この課題に関しては国としてのマーケティング・ブランディ

ングとは何かという観点に焦点を当てて取り組むべきであると考える。以下の輸出

拡大策には、この点に関する施策が一部示されている。 

   水産物輸出の2020年の目標と輸出拡大策に関しては、以下のように策定している。 

 

      ・輸出額目標：3,500億円。 

      ・国家的マーケティング： 

       －輸出相手国への働きかけ（原発事故に伴う輸入規制の緩和等）と日本の

魚のブランディング。 

       －生鮮・加工品の組み合わせ販売・産地間連携の促進による安定供給。 

 
57 農林水産省 「農林水産物・食品の輸出促進対策の概要」、 

食料産業局輸出促進グループ 平成25年（2013年）7月 14頁、 

http://www.maff.go.jp/tohoku/kihon/yusyutu/kyougikai/pdf/04_yusyutusokusin-gaiyou.pdf 

最終閲覧日：2019年4月7日。 

http://www.maff.go.jp/tohoku/kihon/yusyutu/kyougikai/pdf/04_yusyutusokusin-gaiyou.pdf
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       －重点品目・重点国・地域について、集中的に市場を開拓。 

       【重点品目の考え方】 

資源的に余裕があり、輸入国で一定の食習慣があるもの。 

国際競争力のある水産加工品。 

国際商材。 

【重点国・地域の考え方】 

A地域：水産物の消費量が多く、日本産水産物が評価されている地域。 

（高所得・新興中所得国） 

B地域：所得が拡大しており、魚の需要増加が見込める地域。 

（低所得国） 

      ・品質管理水準の向上： 

       －品質管理体制の確立（対米・EUむけHACCP取得の促進等）。 

       －迅速な衛生証明書発給体制の構築。 

       －品質保証（冷凍・解凍・一次加工）技術の向上。 

      ・きめ細やかな支援： 

       －現地ネットワークやノウハウの蓄積を生かした継続的なサポート。 

       －重点国・地域への進出に必要な情報の提供や売込手法の提案。 

       －ジェトロとの連携強化。 

      ・ベストプラクティスの構築： 

       生産者・流通・小売業者等が連携した水産物輸出のビジネスモデルの構築。 

 

    以上引用した輸出拡大策のそれぞれの項目は、従来から課題とされてきた点であ

り、今回それらの課題を整理して、拡大策として四つの視点で提示したことには意

味がある。しかしながら、「誰がどのように実行するか」という点を今後明確にして

いく必要があると考える。その上で、基本的には国として可能な手段は、これらの

課題に対して、取り組むべき事業・案件を選別し、選択的に予算を振り当てていく

ことであると考える。その過程で、必要に応じ「指導」を行っていくことが必要で

あると考える。また、成功事例や取り組み事例をベストプラクティスとして表彰す

ること等により輸出拡大に対する産業全体の関心を高めていくことも重要であると

考える。 

    「加工食品の輸出戦略」58によると、現状は、「加工食品輸出は、農林水産物・食

品全体の1/4を占めるが近年横ばい。」であるとし、現状分析として以下の点を挙げ

ている。 

 

      ・日本食の人気が輸出に結び付いておらず、みそ・醤油・日本酒等日本「食」

を特徴づけるコンテンツの輸出額は小規模。 

      ・最終製品輸出の他、海外の日系外食チェーン等への調味料や原材料提供も

有力。 

 
58 農林水産省 前掲資料（注57）15頁。 
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      ・輸出環境を整備することにより、レトルト食品など簡便に日本食を実現で

きる輸出可能な品目を増やすことがカギ。 

      ・相手国政府や取引先から求められる場面が増えている食品衛生基準、その

他規制への対応も重要。 

 

日本食の人気を輸出に結び付ける努力は必要であるが、みそ・醤油・日本酒等の

中には、既に海外において日本企業による現地生産が進んでいる品目もある。もち

ろん品質的な差がある品目もあると考えるが、このような日本の食品メーカーの海

外工場で生産された調味料の使用を止める手立てはないと考える。現地で調達がで

きるものは現地で調達していくということが長い目で見れば、総合的に日本食を普

及していくためには、必要な手段であると考える。但し、日本でしか生産できない

ような調味料や、海外での生産には向かない少量・多品種の調味料等に関しては、

日本からの輸出が必要であり、海外で日本食に関わる産業にとって日本からの輸入

は今後とも必要であると考える。日系外食チェーンにとっても、「日本産」が必須の

原材料とは何かを見極めながら、コストとの戦いを日々続けているのが現状であろ

う。従って、日系外食チェーンであるという理由だけで日本産をコストを度外視し

てまで使用することは難しいと考える。レトルト食品などの簡便に日本食を実現で

きる品目を増やしていくことに関しては、一つの手段として有効であると考える。

この様なレトルト食品をいかに美味しく食べるかという点に関して、日本人であれ

ば、それを使った料理の完成形が容易に想像できて、その完成形に沿った使用方法

をパッケージを見ながら行うことができるが、その料理を知らない消費者に対して

「食べ方」の教育をしていく必要も考慮すべきである。 

加工食品輸出の2020年の目標と対応方向に関しては以下のように策定している。 

 

      ・輸出額目標：5,000億円。 

      ・「Made BY」の取り組み59に伴う日本からの原材料調達の増加と環境整備、

食文化発信により「出せる市場に出す」から、「出したい市場に出す」へ。 

      ・主な品目ごとの目標と方向性 

       －調味類：1,600億円。 

        EU、ASEAN等日本食の新興市場において、みそ・醤油といった日本食

を象徴するコンテンツを普及。 

       －菓子類（米菓以外）等：1,400億円。 

        ASEAN等経済成長が著しい新興国・地域で大手メーカーの商品販売を

促進するとともに、中小企業の商品についてジャパンブランドの確立を

支援。 

       －レトルト、健康食品他：2,000億円。 

        新興市場や経済成長の著しい新興国において、日本の高度な製造技術を

 
59 農林水産省 前掲資料（注8）によれば、「Made BYの取り組み」は、「日本の『食文化・食産業』

の海外展開」と説明されている。 
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活かしたレトルト食品や、植物性油脂、麺類といった食品製造用原料等

の販売促進を「Made BY Japan」の取り組みと併せて進める。 

      ・目標達成に向けて： 

       －政府：輸出環境整備を推進。 

       －民間：海外市場のニーズを敏感につかみ、積極的な市場開拓・市場展開

及び商品の開発・供給に努める。 

       －ジェトロ：徹底的なマーケティング調査及びこれに基づく事業者支援を

実施。 

 

    品目ごとに輸出目標を設定したことは、レビューやフォローアップをしやすくす

る方法の一つであり、評価する。また、それぞれの品目の方向性を明示したことも

評価するが、内容に関しては、言葉の定義等もう少し分かりやすい表現が望まれる。

目標達成に向けての、政府・民間・ジェトロのそれぞれの役割分担が明示されたこ

とも評価するが、具体案が出て、実行され、結果が出るまでのそれぞれの立場での

フォローアップと全体的な整合性のフォローアップが重要であると考える。調味料

の現地工場での生産に関して上述したが、菓子（米菓以外）に関しても、需要の増

大に伴い、現地での生産が始まっており、今後も海外生産拠点つくりが進むものと

思われる。産業の発展にとっては、海外の需要の拡大による現地生産化は国際化の

過程では避けて通ることのできない戦略である。日本の食品関連産業にとっても海

外進出による現地生産は一つの成長戦略であり、日本からの輸出と現地生産の全て

を包含して「日本食の普及」であるという考え方を持つことが大切になってくるも

のと考える。 

    「コメ・コメ加工品の輸出戦略」60によれば、輸出の現状は「精米の輸出量は、過

去 5年間で約2倍の 2千トン（約 7億円）。香港・シンガポールで約 7割。中国向

けは、過去最大でも100トン程度。」「平成24年（2012年）の米菓輸出額は、約30

億円。主な輸出先は、台湾・米国・香港等。」「平成24年（2012年）の日本酒輸出

額は約90億円。輸出先は、香港・米国で全体の5割。」であるとして、現状分析と

して以下の点を挙げている。 

 

      ・日本産米に対する評価は高いが、許容できる価格差には限界。 

      ・精米から長期間経過後も販売されているケースもあり、品質にも疑問。 

      ・中国市場では、品質差を上回る高価格で流通しているのが実情。 

      ・世界のワイン消費量は、約 2,400 万キロリットルで主要な消費国はEU・

米国等。中国の消費量が上昇傾向。 

      ・世界の酒市場の大きさを考えれば、日本酒の輸出額の拡大余地は大きい。 

 

    コメそのものの輸出し関しては、日本産のコメの評価の高さは海外市場で認識さ

れているものの、価格が高く需要に限界があるという点に関しては、高級日本料理

 
60 農林水産省 前掲資料（注57）16頁。 
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店・寿司店等の需要であり、これらの店舗数が増えれば数量的な増加も見込まれる

が、その増加も拡大というほどの数量は期待できない。富裕層も高価格の日本産米

の顧客ではあるが、その消費量は限られている。従って、価格による競争力をいか

につけていくかという点が、コメの輸出拡大にとって最重要課題であると考える。

WTO によって農産物への輸出補助金が禁止されている状況を考えれば、輸出用の

コメの生産コスト、流通コストを削減する以外には方法はないと考える。コメの価

格水準を引き下げていくことは日本国内のコメ市場を主な需要市場としているコメ

農家・コメ業界にとっても簡単ではない。一つの解決策としては、多収穫米の生産

であると考えるが、多収穫米を生産して輸出する場合の農家の収入が銘柄米の生産

と国内販売からの収入に見合うものになるかどうかの検証が必要である。 

    輸出のコメの品質に関しては、現状認識通りであると考える。美味しいコメを海

外市場で賞味してもらい、日本産米の品質に対しての信頼を確かなものにし、少し

でも高い価格での販売を可能にするためにも、今後とも高品質の日本産米が店頭で

販売され、日本料理店・寿司店で使用されることが重要である。高品質を販売時点

で維持して、海外の消費者に美味しさを訴求するための一つの方法は、消費地にお

ける精米である。日本の農業機械メーカーである株式会社クボタは、「農家への恩返

し・日本米輸出プロジェクト」61によって、海外に玄米を輸出し、現地で精米をして

美味しい日本産米を現地で販売するプロジェクトに香港・シンガポールで取り組ん

でいる。他の国・地域においてもこのような取り組みができれば、日本産米の品質

に対する評価もさらに高まり、需要も増える可能性があると期待される。 

日本の食品メーカーの海外進出の一つの事例として、岩塚製菓と旺旺集団を取り

あげる。日本の米菓メーカーの岩塚製菓は台湾のメーカー旺旺集団に対して、1983

年に出資と技術提携62を行い、日本の米菓の台湾での現地生産・販売を行ってきた。

その後、旺旺集団は、中国に進出し生産拠点を拡大し、現在では世界56か国に生産

拠点を持つまでに成長した。日本では米菓メーカーは約 400 社で年間約 23 万トン

の米菓を生産しているが、同社は、全体で年間26万トンの米菓を生産しており、一

社で日本全体の生産量を上回っている。同社がここまで生産量を拡大できたことは、

アジアをはじめとして世界に米菓に対する需要があり市場があるということを示し

ており、米菓は、今後とも期待できる品目であると考える。 

    日本酒の需要とワインの消費量や世界の酒市場の大きさを比較することは、直接

的には余り結びつかないと考えるが、食事と一緒に飲むアルコール飲料としての共

通点はあるものと考える。従って、日本食の普及につれて、日本食と一緒に飲むお

 
61 株式会社クボタ 「農家への恩返し・日本米輸出プロジェクト」、 

https://www.kubota.co.jp/globalindex/backnumber/pdf2013/gi_j_2.pdf#search=%27%E3%82%AF%E

3%83%9C%E3%82%BF%E6%B5%B7%E5%A4%96%E3%81%A7%E3%81%AE%E7%B2%BE%E7

%B1%B3%E4%BA%8B%E6%A5%AD%27 

最終閲覧日：2019年4月9日。 
62 旺旺・ジャパン株式会社 「岩塚製菓Ｘ旺旺」History、 

http://wantwant.co.jp/about/alliance/index.html 

最終閲覧日：2019年4月9日。 

https://www.kubota.co.jp/globalindex/backnumber/pdf2013/gi_j_2.pdf#search=%27%E3%82%AF%E3%83%9C%E3%82%BF%E6%B5%B7%E5%A4%96%E3%81%A7%E3%81%AE%E7%B2%BE%E7%B1%B3%E4%BA%8B%E6%A5%AD%27
https://www.kubota.co.jp/globalindex/backnumber/pdf2013/gi_j_2.pdf#search=%27%E3%82%AF%E3%83%9C%E3%82%BF%E6%B5%B7%E5%A4%96%E3%81%A7%E3%81%AE%E7%B2%BE%E7%B1%B3%E4%BA%8B%E6%A5%AD%27
https://www.kubota.co.jp/globalindex/backnumber/pdf2013/gi_j_2.pdf#search=%27%E3%82%AF%E3%83%9C%E3%82%BF%E6%B5%B7%E5%A4%96%E3%81%A7%E3%81%AE%E7%B2%BE%E7%B1%B3%E4%BA%8B%E6%A5%AD%27
http://wantwant.co.jp/about/alliance/index.html
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酒として日本酒をさらに売り込んでいくことは可能であり、現地の食事にあった日

本酒市場の拡大も期待できると考える。一方、最近では米国や他のコメ生産地で日

本酒を醸造する会社が増えてきている。日本酒に関しては日本古来の醸造技術と伝

統によってつくられており、海外で醸造された日本酒を軽視する風潮さえある。し

かしながら、海外の消費者が、日本酒として受け入れている以上、他の食品同様海

外において生産された日本酒も「日本食の普及」の一つとして認めていくことが必

要であると考える。これらの諸点を含めて、コメ・コメ加工品の輸出の目標と対応

方向に関しては以下のように策定している。 

 

      ・輸出額目標：600億円。 

・精米だけでなく、日本酒・米菓も含めた加工品の輸出に力を入れる。 

 ・精米に関しては、現地での精米の取組や炊飯ロボットと合わせた外食への

販売など、日本米のプレゼンスを高める取組を推進。 

      重点国 香港、シンガポール、豪州、EU等。 

・米菓に関しては、相手国のニーズに合った商品の開発、手軽なスナックと

してのプロモーション強化。 

      重点国 台湾、香港、シンガポール、米国、中東等。 

・日本酒に関しては、発信力の高い都市や重点市場でのイベント・事業を実

施する他、セミナーを通じて、日本酒の良さについて言及。 

重点国 米国、香港。EU、インド、ブラジル。 

 

コメ・コメ加工品のどの品目にも重点国として香港が挙げられていることは、香

港市場の重要性を示す事実として注目に値する。 

    「青果物の輸出戦略」63によれば、輸出等の現状は、「果実に関しては、輸出額の

うち、約6割を『りんご』が占める、輸出先は、台湾・香港で全体の約9割。生鮮

野菜に関しては、輸出額のうち、約9割を『ながいも』が占める。輸出先は、台湾・

香港で全体の7割」としている。現状分析としては以下の点を挙げている。 

 

・現在の主要輸出先である台湾に加え、成長の著しい東南アジア等に注目し

た戦略的な市場開拓が重要。 

      ・青果物をジャパンブランドとして確立するためには、マーケティングと品

揃え、周年供給の確保が重要。 

・一方で、原発事故に伴う規制によって、主要取引先である台湾・香港で、

一部地域からの輸入を停止中。 

 

東南アジア等を戦略的に開拓していくことの重要性に伴い、熱帯である同地域へ

鮮度を保持して輸出できるロジスティクスの確立も必須であると考える。周年供給

という考え方の対極に「旬」の果物という考え方もあり、マーケティングを考える

 
63 農林水産省 前掲資料（注57）19頁。 
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上では、「旬」をいかに売り込むかといった点も課題である。 

青果物輸出の目標と対応方向に関しては以下のように策定している。 

 

      ・輸出額目標：250億円。 

      ・重点国 台湾、東南アジア（タイ、インドネシア、ベトナム）等。       

      ・方向性： 

       －重点国における富裕層に加え、人口の多い中間層をターゲットとし、マ

－ケティングやビジネスサポートの強化により市場開拓。 

       －産地間連携、卸売市場の活用等により、りんごをメインに他の品目を組

み合わせ、日本産青果物が海外の店舗に常時並ぶ供給体制を整備。 

      ・輸出環境整備： 

       －原発事故による輸入停止の解消。 

       －検疫等の制限に対する戦略的な働きかけ。 

 

日本産青果物の価格は一般的に高い。高価格ゆえに従来は台湾や香港の富裕層が

消費の中心であった。中間層が東南アジアで数を増してきている事実はあるが、中

間層に日本産青果物を売り込んでいく為には、マーケティング努力が必要であるこ

とは認識するものの、価格的な対応も必要となろう。特に、鮮度を要求される青果

物に関してはロジスティクスをいかに組み立てるか、そのロジスティクスコストを

どのような仕組みで引き下げていけるかが大きな課題であると考える。輸入国の検

疫に関しては、民間では、出来ることが極めて限られている。この分野こそ、農林

水産省その他の関係省庁が一丸となって取り組む必要があると考える。 

  「牛肉の輸出戦略」64によれば、輸出等の現状は、「平成24年（2012年）8月に

対米輸出が再開し、現在香港・マカオ・シンガポール・米国・タイ・カナダ・アラ

ブ首長国連邦等への輸出が可能、平成25年（2013年）にEUへの輸出が認められ

た。平成24年の牛肉の輸出額は51億円」としている。現状分析としては以下の点

を挙げている。 

 

    ・市場の大きい米国やEUで重点的に活動する必要。 

 ・ロース、ヒレ等の高級部位だけでなく、バラ等多様な部位の販売促進が必

要。 

・牛肉需要が見込まれる国・地域（ロシア・台湾・中国）への輸出解禁に向

けた働きかけが必要。 

    ・相手国の衛生条件に対応した食肉処理施設の整備が必要。 

    ・平成25年（2013年）の施設認定状況： 

    米国７、カナダ５、香港９、UAE２、シンガポール10、マカオ52、 

タイ32か所。 

    現状分析に関しては、ロース、ヒレ以外の部位が解体時に発生し、その販路の開

 
64 農林水産省 前掲資料（注57）20頁。 
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拓が必要なことは理解できるが、他の部位を利用した料理の仕方等を各国で発信し

て、レストランや消費者が他の部位を活用できる状況を生み出していく努力が必要

である。日本国内の事例になるが、仙台の「牛タン」料理の原料の牛タンはBSEに

よる輸入差し止めの期間以外は米国産が中心であり、国内の牛丼チェーンで提供さ

れている「牛丼」に利用される「ばら肉」も米国を中心として供給されている。米

国においてはこれらの部位は用途が限定され、どちらかというと、余っていた部位

であったため、日本への輸出は好都合であった。現在では中国が、米国産ばら肉の

低価格と自国での活用に注目し、販路を拡大したために、米国産のバラ肉に対して

の需要が高まり、日本も輸入価格の上昇に直面する事態となっている。この事例の

ように、日本で活用できない部位も海外市場での部位の活用状況を綿密に調査する

ことにより輸出市場の開拓が可能となる可能性もあると考える。このような視点に

立った調査も重要である。相手国の衛生条件に合った処理施設に関しては、管轄は

厚生労働省であるが、省庁をまたいだ協力を行って、認定施設数を増やしていく努

力が必要である。特にイスラム教の国に対してはハラール認証が必要であるが、民

間ではこのハラール認証に対して大変な手間がかかると同時に、認識度も低く、関

係省庁の主導的な動きが望まれる。 

牛肉輸出の目標と対応方向に関しては以下のように策定している。 

 

      ・輸出額目標：250億円。 

      ・具体的な輸出拡大策： 

       －焼肉等の日本食文化と一体的なプロモーション。 

       －商談会開催や見本市出展等を支援。 

       －ジェトロによる米や果物などと一体的な日本食材の販売促進。 

      ・輸出に係る環境整備： 

       －輸出解禁に向けた衛生協議（ロシア、台湾・中国等と協議中）。 

       －施設整備への支援（HACCPなどに対応した施設）。 

 

    牛肉の輸出の施策は、加工食品や青果物に比べるとやや基本的な施策が多いと感

じる。従来牛肉はいかに輸入を制限して、国産の牛肉を国内で販売するかという点

に牛肉政策の重点が置かれていたこともその理由の一つではないかと考えるが、海

外における日本産牛肉市場が拡大しつつある現在、輸出に関しては他の品目の事例

を研究しながら、新たな市場開拓へと進むことが必要であろう。焼肉以外にも、海

外の日本料理店では日本産牛肉のステーキやその他牛肉メニューが増えており、鉄

板焼きレストランにおいても高価な日本産牛肉に対する需要は高まっている。した

がって、牛肉の輸出に関しては多角的な視点からの施策の策定と具体的な事例を積

み上げて、業界の輸出に対する関心を高めていく必要があると考える。一方、今後

の輸出対象国との衛生協議や輸出施設整備は厚生労働省からの協力を得ながら積極

的に進めていく必要があると考える。 
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    「茶の輸出戦略」65によれば、輸出等の現状は、「平成24年（2012年）の茶輸出

額は約50億円で5年前と比べ約1.5倍に増加。その半分は米国向け。EU向けは震

災以降減少しているが、シンガポール向けは拡大傾向。」としている。現状分析とし

ては以下の点を挙げている。 

 

      ・世界的な健康志向の高まりから、各国の緑茶需要は増加傾向。 

      ・他国産に比べてブランド力がある日本茶が進出しやすい状況。 

・日本茶の価格は現地・他国産の2－4倍。安いものは、家庭用、高いものは

贈答用として販売。 

      ・米国では、「緑茶は健康」とのイメージがあり、市場が拡大傾向。 

・他方、EU では残留農薬問題や放射性物質にかかわる規制により日本茶の

輸入量は伸び悩み。 

輸出環境としては、世界的な緑茶への健康志向による嗜好傾向が強まったことに

より追い風の品目である。米国の平成23年（2011年）緑茶輸入実績のよると、中

国からの輸入が 13,570 トンに対し日本からの輸入は 1,419 トンである。輸入合計

の 19,434 トンの 70.0%が中国から、日本からは 7.3%である。単価は中国産が

US$3.27/kgに対し、日本産はUS$21.96/kgと6.7倍である。品質等の違いがあり

単純比較はあまり意味がないとも考えるが、非常に大きな価格差であることは認識

する必要がある。 

茶輸出の目標と対応方向に関しては以下のように策定している。 

 

      ・輸出額目標：150億円。 

      ・最重点国 米国、EU、シンガポール。 

      ・重点国 香港、台湾、タイ。 

      ・生産再度の対応方向： 

       －香味を持った緑茶などの輸出に対応した茶栽培技術研究。 

       －有機栽培の推奨。 

       －健康成分高含有品種の開発・普及（カテキン等）。 

       －茶樹中の放射性セシウム低減の徹底。 

      ・輸出環境整備： 

       －米国の有機同等の承認の取得。 

       －EUにおけるglobal.G.A.P.認証取得支援。 

－EU、香港、台湾の残留農薬基準に対応（基準に沿った生産体制確立、相

手国でのインポートライセンス設定の支援）。 

      ・マーケティング： 

－日本茶の安全性や健康イメージ、カテキンなど機能性成分による効能を

PR。 

       －フレーバーティー等相手国の嗜好に合った商品を開発。 

 
65 農林水産省 前掲資料（注57）21頁。 
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－日本産緑茶のブランディング、世界お茶まつりなどのイベント活用。 

 

茶、特に緑茶に関しては世界的にも関心が集まっており、日本独特の抹茶に関し

ても世界的に注目され、アイスクリーム、ケーキや抹茶ドリンクとしての使用が広

まってきている。市場の拡大が見込まれる中、基本的な要件である、残留農薬や放

射性物質といった課題は、まず優先的に解決されなくてはならない。輸出をする以

上、これらの要件を世界標準に合わせることが重要である。健康的と宣伝しても、

残留農薬や放射性物質に残留があるものは健康的とはいえない商品と判断されてし

まうことが懸念される。農家への教育や指導を通して輸出基準にあった商品を作る

ことが必要である。     

    平成25年（2013年）7月に策定された農林水産省の「農林水産物・食品の輸出

促進対策の概要」に沿って品目ごとの輸出戦略。現状分析、目標と対応方針を品目

ごとに整理・分析してきたが、それらの効果・結果を検証するために農産物・水産

物・林産物の 2013年から2017年における輸出品目別の上位 15品目を表1－4と

して整理した。但し、15 品目には本論文対象の日本産食料品以外も含まれている。 

 

表1－4 輸出額上位15品目推移     単位：億円  

 

  出典）農林水産省「農林水産物・食品の輸出促進について」 

平成30年5月12頁に基づき筆者作成。 

 

上位 15 品目は、年ごとに一部の品目の交代はみられるが、継続して上位に位置

付けられている品目も多い。各年ともに、上位 15 品目は農林水産物全体の輸出額

の約43%前後を占めている。食料品の上位品目としては、ホタテ貝、アルコール飲

料、ソース混合調味料66、清涼飲料水、さば、菓子（米菓以外）、かつお・まぐろ類、

ぶりであるが、2015年からは、牛肉と緑茶が上位15品目に入ってきた。りんごも

 
66 農林水産省 前掲資料 （注57）12頁。ソース・たれ・マヨネーズ・ドレッシング等の総称。 

順位 品目 輸出額 品目 輸出額 品目 輸出額 品目 輸出額 品目 輸出額

1 ホタテ貝 398 ホタテ貝 447 ホタテ貝 591 ホタテ貝 548 アルコール飲料 545

2 アルコール飲料 251 アルコール飲料 294 アルコール飲料 390 アルコール飲料 430 ホタテ貝 463

3 たばこ 228 真珠 245 真珠 319 真珠 304 真珠 323

4 ソース混合調味料 214 ソース混合調味料 230 ソース混合調味料 264 ソース混合調味料 274 ソース混合調味料 296

5 真珠 188 たばこ 195 たばこ 237 たばこ 219 清涼飲料 245

6 かつお・まぐろ類 174 清涼飲料 159 清涼飲料 197 清涼飲料 194 さば 219

7 清涼飲料 124 かつお・まぐろ類 158 さば 179 菓子（米菓以外） 182 なまこ（調整） 207

8 豚の皮 121 菓子（米菓以外） 148 菓子（米菓以外） 177 さば 180 牛肉 192

9 さば 120 播種用の種等 128 播種用の種等 151 播種用の種等 146 菓子（米菓以外） 182

10 播種用の種等 118 豚の皮 116 ぶり 138 牛肉 136 ぶり 154

11 菓子（米菓以外） 111 さば 115 かつお・まぐろ類 138 ぶり 135 播種用の種等 152

12 乾燥なまこ 98 さけ・ます 114 りんご 134 りんご 133 緑茶 144

13 植木等 94 乾燥なまこ 104 牛肉 110 緑茶 116 かつお・まぐろ類 143

14 ぶり 87 ぶり 100 乾燥なまこ 103 かつお・まぐろ類 98 たばこ 138

15 さけ・ます 84 りんご 86 緑茶 101 豚の皮 97 丸太 137

15品種合計 2,409 2,639 3,229 3,191 3,539

輸出総合計 5,505 6,117 7,451 7,502 8,071

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
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2014年から2016年までは上位15品目に入った。農林水産省が輸出の重点として

明示した品目の内、水産物、加工食品としてのソース混合調味料は初年度である

2013年から上位15品目に入っていたが、これらの品目に加えて、牛肉、緑茶、青

果物が上位 15 品目に入ってきたという事実は、農林水産省の輸出戦略の成果とし

て捉えることができると考える。 

    次に輸出金額が、2013 年の輸出戦略策定後にどのように変化したかを品目毎に

整理する。図1－10は2016年と2017年の水産物、加工食品、コメ・コメ加工品、

青果物、牛肉、茶の輸出額の2012年を100とした対比推移を表している。 

 

   

図1－10 水産物、加工食品、コメ・コメ加工品、青果物、牛肉、茶の輸出額、

2012年対比の比率推移 

出典）農林水産省「農林水産物・食品の輸出促進対策の概要」平成25年（2013年7月） 

及び、「農林水産物・食品の輸出額の推移」平成30年（2018年7月）を基に筆者作成。 

 

水産物に関しては、2012 年の輸出実績は 1,700 億円であったが、2016 年には

2,640 億円で 2012 年比 155%、2017 年には 2,749 億円で同比 162%と大幅に増加

した。 

加工食品（米菓・日本酒を除く）に関しては、2012年の輸出実績は1,252億円で

あったが、2016 年には 2,161 億円で 2012 年比 183%、2017 年には 2,407 億円で

同比192%とこれも大幅に増加した。 

コメ・コメ加工品に関しては、2012年の輸出実績は 125億円であったが、2016

年には221億円で2012年比177%、2017年には302億円で同比242%と大幅に増

加した。 

青果物に関しては、2012年80億円であったが、2016年には377億円で2012年

比471%、2017年には366億円で2016年より若干減少したが、同比では458%と

なり、大きく増加した。 

牛肉に関しては、2012年は51億円であったが、2016年には136億円で2012年

比267%、2017年には192億円で同比376%とこれも極めて大きな増加である。日

本産牛肉の輸入制限に関しても、新たに、豪州、ミャンマー、ブラジル、タイ、台

0
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水産物 加工食品 コメ・コメ加工品

青果物 牛肉 茶



 

 40 

湾、マレーシアへの輸出が解禁された。 

茶に関しては、2012 年は 50 億円であったが、2016 年には 116 億円で 2012 年

比232%、2017年には144億円で同比288%と大きな伸びを示している。 

    日本はこのように1兆円の農林水産物の輸出を目標に掲げて、輸出振興を行って

いるが、日本の輸出規模を他国と比較し、世界の中での位置を認識するために、農

林水産省が取りまとめた農産物輸出額上位 10 か国と日本の統計数値に基づいて表

1－5を作成した。 

 

表1－5 農産物輸出額上位10か国と日本  単位：億ドル   

順位 国名 農産物輸出額 
1 米国 1,477 
2 オランダ* 909 
3 ドイツ* 840 
4 ブラジル 839 
5 フランス* 748 
6 中国 465 
7 スペイン* 457 
8 カナダ 450 
9 ベルギー* 442 
10 イタリア* 433 
60 日本 31 

  EU加盟国は、域内貿易を含む。 

出典）農林水産省「農林水産物・食品の輸出促進について」 

平成30年5月15頁に基づき筆者作成。 

   

    上位の国々、米国（1,477億ドル）、オランダ（909億ドル）、ドイツ(840億ドル)、

ブラジル（839億ドル）、フランス（748億ドル）は農業国でもあり、農産品の輸出

には、従来から力を入れている国で単純な比較はできないが、日本は60位（31億

ドル）であり、国の面積が小さくとも二位の輸出高を誇るオランダに学ぶ点も多い

と考える。 

    農林水産省の「農林水産物輸出戦略」では、重点品目とともに、「日本『食』への

支持を背景に、日本『食』の基軸となる食品・食材を、食市場の拡大が見込まれる

国・地域に輸出することにより、2020 年までに 1 兆円目標を達成。」67として、重

点国・地域を提示している。安定市場としては、香港、米国、台湾、中国、韓国と

し、新興市場として、EU、ロシア、ベトナム、インドネシア、インド、フィリピン、

マレーシア、タイ、シンガポール、ミャンマー、中東、ブラジルを挙げている。新

興市場（地域としてのEU、中東を含む）12の内、7ゕ国が東アジア・東南アジア

であり、この地域の重要性が示されていると考える。2017年の輸出額実績ベースを

輸出先国・地域別でみると、アジアが73.1%を占めており、この実績の観点からも

アジアの重要性が明確であると考える。 

2016年及び2017年の輸出先国別・地域別の主な実績68を表1－6として整理した。 

 
67 農林水産省 前掲資料（注8）5頁。 
68 農林水産省 前掲資料（注57）13頁。 
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表1－6 農林水産物輸出・食品輸出額の国・地域別内訳  単位：億円         
国・地域 

（カッコ内は2017年の世界順位） 

2016年 2017年 増減率 2017年シェア 

世界 7,052 8,071 7.6%  100% 

アジア 5,539 5,901 6.5% 73.1% 

 東アジア 4,194 4,319 3.0% 53.5% 

香港（1位） 1,853 1,877 1.3% 23.2% 

 中国（3位） 899 1,007 12.1% 12.5% 

 台湾（4位） 931 838 -10.0% 10.4% 

 韓国（5位） 511 597 16.7% 7.4% 

東南アジア（アセアン諸国） 1,177 1,399 18.9% 17.3% 

 ベトナム（6位） 323 395 22.4% 4.9% 

 タイ（7位） 329 391 18.7% 4.8% 

 シンガポール（8位） 234 261 11.7% 3.3% 

 フィリピン（10位） 115 144 24.6% 1.8% 

 マレーシア（13位） 73 77 4.6% 1.0% 

 インドネシア（18位） 61 65 5.7% 0.8% 

 カンボジア（19位） 35 58 65.4% 0.7% 

中東 105 114 8.9% 1.4% 

 アラブ首長国連邦（17位） 55 65 19.1% 0.8% 

北米 1,149 1,226 6.7% 15.2% 

 米国（2位） 1,045 1,115 6.8% 13.8% 

 カナダ（12位） 83 98 17.3% 1.2% 

欧州 486 523 7.0% 6.5% 

 EU  423 452 7.0% 5.6% 

 オランダ（11位） 114 134 17.6% 1.7% 

 フランス（14位） 65 72 11.1% 0.9% 

 英国（15位） 61 72 16.8% 0.9% 

 ドイツ（16位）  67 67 0.6% 0.8% 

 ロシア 31 39 23.6% 0.5% 

太平洋 173 200 16.0% 2.5% 

オーストラリア（9位） 124 148 19.7% 1.8% 

アフリカ 122 191 57.1% 2.4% 

 ナイジェリア（20位） 9 55 478.2% 0.7% 

南米 34 3 -11.4% 0.04% 

    出典）農林水産省「農林水産物・食品の輸出促進について」 

平成30年5月15－16頁に基づき筆者作成。 

 

    輸出額の地域別特徴としては、前述した通り、アジア69は全体の 73.1%と非常に

大きな割合を占めている。その内、東アジアは53.5%と全世界の半分強を占める割

合である。東南アジアも17.3%と2割近い割合になっており、東アジアと東南アジ

アは日本産農水産物・食品輸出にとって非常に重要な地域であることがこの数値か

 
69 筆者注 この表6のアジア、東南アジアはカンボジアを含んでいるが、本論文で用いている東南アジ

ア主要国にはカンボジアは含んでいない。 
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ら確認できる。一方、米国は第2位の輸出先として引き続き重要な地域であること

も確認した。 

    増減率を比較すると、東アジアは、韓国は16.7%、中国は12.1%と共に高い伸び

率を示しているが、台湾はマイナス10.0%である。香港は1.3%と伸び率が低いが、

最大の市場であることには変わりはない。東アジア全体では台湾のマイナス要因に

よって3.0%であるが、今後ともに期待のできる地域である。東南アジアは伸び率と

してはカンボジア65.4%、フィリピン24.6%、ベトナム22.4%と高く今後市場とし

ての発展が期待される。東南アジア全体でも伸び率は18.9%と極めて高く、東アジ

アに続く市場としてこれからの拡大が期待される。伸び率という視点からみれば、

欧州のオランダ17.6%、英国16.8%、ロシア23.6%がそれぞれ高い数値を示してお

り、今後の市場開拓の余地を残している地域であると考えられる。ナイジェリアは

日本産の冷凍サバの輸出が急増した影響で、伸び率が478.2% となった。ナイジェ

リア向けに輸出されている冷凍サバは、小さいサイズのサバであり日本ではこのサ

イズは養殖用のえさが主な用途であり販路が限られており、国内では商品価値が低

い。このような商品が新たな販路を見出せたということも大きな意味がある。この

ように、新たなマーケットが開拓されていくことは非常に重要であり、今後の日本

産食料品輸出にとっても、相手国のニーズを調査することにより、今までにない商

品・品目が価値を生むこともあるという一つの事例であると考える。 

 

第2項 東アジア・東南アジア主要国70向け日本産食料品輸出71 

   ２－１ 東アジア・東南アジア主要国向け輸出額推移  

     1988年から2018年までの31年間の日本産食料品の全世界向けの輸出額推移

図 1－11 を作成した（本文末表録 表録－１参照）。輸出実績の推移を詳細にみ

ると、1988 年に 2,096 億円で 2005 年 2,909 億円までは、2001 年が単年度で

3,348億円となった以外は、2,000億円台で推移したのち、2006年に3,307億円

と 3,000 億円台になった。その後、2013 年には 4,130 億円と 4,000 億円台にな

り、2 年後の 2015 年には 5,750 億円と急速に拡大し、2017 年に 6.307 億円、

2018年に7,221億円となった。2018年の輸出額は1988年比で約3.4倍である。

特に 2013 年以降の増加は著しく、2018 年までの 6 年間で約 1.7 倍となってい

る。2014年に日本政府・農林水産省が掲げた2020年達成を目標とした「農林水

産物輸出戦略」の効果が現われてきている結果と考える。この数値の背景として、

1991 年の日本におけるいわゆるバブル経済の崩壊による日本経済の混乱と低迷

の影響で1993年から1995年までは減少傾向にあった。1997年のアジア危機の

影響は 1999 年と 2000 年に現れ、その後 2008 年に発生したリーマンショック、

2011 年に発生した東日本大震災による減少時期はあったが全体としては増加傾

 
70 筆者注 本論文においての東南アジア主要国とは、シンガポール、タイ、インドネシア、ベトナム、

フィリピン及びマレーシアの6か国である。 
71 筆者注 本項は、「日本産食料品輸出からみる香港日本食市場の形成と発展の研究 －航空貨物によ

る輸出の視点を加えて－」『港湾経済研究』No.57 2018、89－101頁の筆者研究論文の論旨をさらに

詳しく研究したものである。 
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向にある。 

 

   

図1－11 日本産食料品の全世界向けの輸出額推移  単位：億円 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

全世界向けの日本産食料品輸出が拡大している中で、農林水産省の「農林水産

物輸出戦略」においても重要性が指摘されている、東アジア及び東南アジア主要

国に着目して、各国向けの日本産食料品食料品の輸出額の推移を 1988 年から

2018 年までの 31 年間の財務省貿易統計概況品情報を基に整理した。31 年間の

東アジア向け日本産食料品の輸出額推移図 1－12（本文末表録 表録－２参照）、

東南アジア主要国向け輸出額推移図1－13を作成した。（本文末表録 表録－3参

照）。 

 

   

 図1－12 東アジア向け日本産食料品の輸出額推移 単位：億円 

     出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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 図1－13 東南アジア主要国向け日本産食料品の輸出額推移 単位：億円 

     出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

     1988年から2018年までの31年間の世界合計、東アジア及び東南アジア主要

国向け日本産食料品の輸出額推移図1－14を作成した（本文末表録 表録－４

参照）。 

 

   

    図1－14 世界合計、東アジア及び東南アジア主要国向け日本産食料品の 

輸出額推移  

     出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

東アジア及び東南アジア主要国合計の日本産食料品の輸出額は1988年に

1,056億円で全世界向け2,097億円の50.3%であった。その後5年毎の推移を見

ると、1993年は1,146億円対1,958億円で58.5%、1998年は1,500億円対

2,358億円で63.6%、2003年は1,531億円対2,405億円で63.7%、2008年は

2,494億円対3,755億円で66.4%、2013年は2,828億円対4,130億円で

68.4%、2018年は5,085億円対7,221億円で70.4%と伸び続けている。2001年

は40.5%と単年度だけが急に落ち込んでいるが、この年は世界全体への輸出額

がこの単年度だけ前年比166%に急増したことにより、東アジア及び東南アジア

主要国向け比率が下がる結果となった。東アジア及び東南アジア主要国向けは、

1988年対比では2018年の輸出額は約4.8倍に拡大した。同期間の全世界への

0

50

100

150

200

250

300

350

400
シンガポー

ル
タイ

インドネシ

ア
ベトナム

フィリピン

マレーシア

0

2,000

4,000

6,000

8,000

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

東アジア合計 東南アジア合計
東アジア・東南アジア合計 世界合計



 

 45 

輸出額は3.4倍であり、東アジア及び東南アジア主要国の伸びが全世界に比較し

て高かったことを示している。東アジア及び東南アジア主要国向けの日本産食料

品輸出額の全世界に占める割合推移図1－15を作成した（本文末表録 表録－

５参照）。  

 

      
    図1－15 東アジア及び東南アジア主要国向けの日本産食料品輸出額の全世界に

占める割合推移 

    出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

     東アジア向け日本産食料品の全世界への輸出額に占める割合推移図1－16を作

成した（本文末表録 表録－６参照）。東アジアの割合は、1988年36.7%、1993

年 41.0%、1998 年 43.8%、2003 年 51.4%、2008 年 51.2%、2013 年 49.7%、

2018 年 54.2%で、近年はほぼ 50%強の割合で推移している。すなわち、日本産

食料品はその半分以上が東アジア4か国に輸出されているということが明らかに

なった。しかしながら、図1－16が示している通り、3つの落ち込んでいる時期

がある。1997－1999年は1997年に発生したアジア危機の影響、2008年は同年

に発生したリーマンショックによる影響、2011年と2012年は東日本大震災の影

響である。 

   

   

    図１－16  東アジア向け日本産食料品の全世界への輸出額に占める割合推移 

    出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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     次に、東南アジア主要国向け日本産食料品輸出額の全世界に占める割合推移図

1－17 を作成した（本文末表録 表録－７参照）。 

      

 

    図1－17 東南アジア主要国向け日本産食料品輸出額の全世界に占める割合推移 

    出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

東南アジア主要国向けの日本産食料品の輸出額の全世界に占める割合は、1988

年 13.7%、1993 年 17.6%、1998 年 19.6%、2003 年 12.2%、2008 年 15.3%、

2013 年 18.8%、2018 年 16.2%で図 18 では、年ごとの跛行性が見られるが、タ

イへの輸出額の変動がその主な要因である。東アジア同様に輸出額が落ち込んで

いる時期がある。1997－1999 年は 1997 年に発生したアジア危機の影響である

が、震源地であったタイはその影響が長い期間残ったとみられる。2008年発生し

たリーマンショックによる影響はその翌年 2009 年と 2010 年に表れている。し

かしながら、2011年に発生した東日本大震災の影響は数値上顕著ではない。東南

アジア主要国ア向けの輸出は前述した通り、跛行性があるが、全世界の15%内外

の割合を占めており、地域としての重要性は東アジアに次ぐものである。 

 

     次に、東アジア及び東南アジア主要国向け日本産食料品輸出額割合推移図  

1－18を作成した（本文末表録 表録－８参照）。 

 

     

    図1－18 東アジア及び東南アジア主要国向け日本産食料品輸出額割合推移 

    出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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1998年の一時的な変化はあるが、2010年以降東アジアは70%‐80%の範囲で、

東南アジア主要国は20%‐30%の範囲で推移している。但し、東南アジア主要国

向けの輸出額は拡大が続いており、今後、東南アジア主要国の比率が高まってい

く可能性もあると考える。 

 

   次に、東アジア及び東南アジア主要国の日本産食料品輸出額推移を全世界の推

移と比較するために、1988年から 2018年の31年間の推移に関して東アジア、

東南アジア主要国及び全世界向け日本産食料品輸出額推移を 1988 年実績と比較

した伸長率図1－19を作成した（本文末表録 表録－９参照）。 

 

 

 図1－19 東アジア、東南アジア主要国及び全世界向け日本産食料品輸出額推移

を1988年実績と比較した伸長率 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

全世界の推移と比較して東アジアへの輸出額実績は、全世界への輸出額実績が

突出して増加した2001年を除いては、1988年から2018年の31年間絶えず上

回っていることが明らかとなった。一方、東南アジア諸国は、前述したように年

ごとの跛行性もあり、単純には結論付けることは難しいが、2001年から2010

年までの期間2008年を除いては、輸出額伸び率は全世界向けを下回っている。

しかしながら、2011年以降は継続して全世界の伸び率を上回って推移してきて

いることを確認した。  

 

次に、1989年から 2018年の 31年間の東アジアと東南アジア主要国及び全世

界向け日本産食料品輸出額実績の前年対比図1－20を作成した（本文末表録 表

録－10参照）。  
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    図 1－20 東アジアと東南アジア主要国及び全世界向け日本産食料品輸出額実績

の前年対比 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

東アジア向けは、1992 年から 1993 年、1998 年から 1999 年、2008 年から

2009 年、2011 年から 2012 年、東南アジア主要国向けは 1992 年から 1995 年

（1993 年を除く）、1999 年から 2000 年、2004 年、2009 年、2016 年、全世界

向けは1992年から1995年まで、1999年から2000年、2002年、20008年から

2009年、2011年から2012年が前年比100%を割り込んでいる。 

この間の日本経済の状況は、日本では 1985 年のプラザ合意で円高基調に変わ

り、その後もどんどんと円高が進行し、1993 年 1 月には対US$のレートが 125

円、同年の8月には 100円40銭、1995年の4月にはUS$のレートが 79円75

銭と超円高となった。その為、輸出を基幹とする日本の産業界は大きく冷え込ん

だ。この日本の円高の進行時期には、輸出価格が高騰し日本全体の輸出力を弱め、

日本産食料品の輸出もその影響を大きく受けたものと考えられる。1997 年のア

ジア危機の影響は東アジアでは 1998 年と 1999 年の 2 年間、東南アジア主要国

では1999年と2000年の2年間、全世界では1999年から2000年の2年間であ

り、この間は前年比が 100%を割り込んでいる。アジア危機以前の水準への回復

は、東アジアは2002年、東南アジア主要国は2007年、全世界は2001年であり、

長期に渡って影響が出たものと考えられる。2002 年の全世界は前年の突出した

輸出との比較での大幅な落ち込み（72%）に見えるが、実際には前前年の1999年

の輸出額に対しては 114%と順調な伸びを示している。リーマンショックの影響

は、東アジアでは、2008年、東南アジア諸国は2009年、全世界は2008年から

2009 年の 2 年間であるが、リーマンショック以前の水準に戻ったのは、東アジ

アは 2014 年、東南アジア主要国は 2012 年、全世界は 2013 年である。2013 年

以降は、東アジア、東南アジア諸国、全世界の前年比はほぼ同様の水準で推移し

ている。 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

140%

160%

180%

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

東アジア 東南アジア諸国 全世界



 

 49 

以上様々な視点で分析した結果、日本産食料品にとって、東アジアと東南アジ

ア主要国は非常に重要な地域であることが確認された。 

推移実績で明らかになった通り、日本産食料品の輸出は、基本的には輸出相手

国におけるその時々の経済状況により大きく左右される。一方、東日本大震災は

日本自体に発生した問題が要因であり、今後とも、災害の多い日本ではこのよう

な日本自体の問題による影響も再度発生する可能性もあり、十分に考慮する必要

があると考える。 

   

  ２－２ 東アジア・東南アジア主要国各国の輸出額推移分析 

東アジア及び東南アジア主要国全体の日本産食料品輸出実績を整理・分析して

きたが、次に、東アジア及び東南アジア主要国の各国別の1988年から2018年ま

での31年間の輸出額の推移、1988年対比の伸び率、前年比をそれぞれ表として

整理し、グラフ化して、当該各国に対する日本産食料品の輸出額がどのように変

化して来たかを、確認して明らかにする。成長が著しく、中間所得層が増加して

いる東南アジア主要国に関しては、当該諸国の 1988 年から 2017 年までの一人

当たりの名目 GDP を合わせて整理し、日本産食料品の輸出額との関係の参考と

した。 

 

１）香港： 

      香港向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸び率、前年比

図1－21を作成した（本文末表 表録－11録参照）。 

 

   
図1－21 香港向けの31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸び率、

前年比 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

香港は、1988年対比で、2006年に200%を越え 201%で572億円、2010年

に300%を越え336%で958億円、2015年に400%を超え480%で1,369億円、

2018年は568%で1,620億円と拡大を続けている。 
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アジア全体に影響を及ぼしたアジア危機、リーマンショック、東日本大震災

の3つ影響を香港も受けて、日本からの日本産食料品輸出がこれらの時期に減

少している。中でも東日本大震災による影響が最も大きい。さらに、香港では、

2003 年に SARS が流行した影響により 2003 年は前年比が 95%と 100%を割

り込んで減少している。このような一時的な減少はあるものの、2006 年以降

13年間連続して日本産食料品輸出額では世界第1位である。香港は、日本産食

料品にとって最大の市場であり、今後とも市場の成長が期待される重要な国で

ある。 

 

    ２）中国： 

       中国向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸び率、前年比

図1－22を作成した（本文末表 表録－12録参照）。 

  

   

    図 1－22 中国向け 31 年間の日本産食料品輸出額推移、1988 年対比の伸び率、

前年比 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

    

中国では、アジア危機、リーマンショック、東日本大震災の影響が伸び率、

前年比では大きく表れているが、輸出額としては、1988 年比でアジア危機の

1997年の翌年から2年間は、400%を割り込んだものの、その後再び急激な伸

びを示している。SARSの影響は大きくはなく、2003年の前年比は108%とそ

れまでの前年比を下回るものの100%以上であり、1988年対比も689%と高い

数値を示している。一方、リーマンショック、東日本大震災の影響は大きい。

特に東日本大震災後の放射能汚染による日本の一部地域からの日本産食料品の

輸入禁止処置も大きな影響を及ぼしていると考える。中国は 2001 年の WTO

加盟により輸出入貿易による成長が著しいが、日本産食料品輸出もWTO加盟

後には大きな伸びを示しており、WTO加盟がその一因であると考える。 
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    ３）台湾：  

      台湾向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸び率、前年比

図1－23を作成した（本文末表録 表録－13参照）。 

   

    図 1－23 台湾向け 31 年間の日本産食料品輸出額推移、1988 年対比の伸び率、

前年比 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

台湾は、1988年対比では、1990年以降2012年までは2007を除いて連続し

て 100%を割り込んで推移してきている。輸出品目の詳細を調べて、主な要因

としては、果物・野菜、魚介類の輸出量の変動であることを確認した。1988年

は干しシイタケの輸出額多いが、翌年からは大きく減少している。前年比には

跛行性があり、同国向けの輸出は東アジアの中では不安定である。WTO には

2002 年に加盟しているが、加盟による影響は輸出額の推移からは確認できな

い。2013年からは、急激な伸びを示している。 

 

    ４）韓国：  

韓国向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸び率、前年比

図1－24を作成した（本文末表録 表録－14参照）。 

 

   

    図1－24 韓国向け31年間の輸出額推移、1988年対比の伸び率、前年比 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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韓国は、1992 年と 1993 年の 1988 年比は 100%を下回っているが、この時

期の日本の円高が影響したことも一因であると考える。前年比では、アジア危

機、リーマンショック、東日本大震災の影響をそれぞれ受けたことが確認でき

た。韓国は 1995 年にWTO に加盟しているが、加盟による輸出実績への影響

は特に認められない。 

 

    ５）シンガポール： 

シンガポール向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸び率、

前年比図1－25を作成した（本文末表録 表録－15参照）。 

 

   

    図1－25 シンガポール向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の

伸び率、前年比 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

シンガポールは、円高、アジア危機、リーマンショックの影響をそれぞれ受

けていることが確認できた。東日本大震災の影響はほとんどない。特にアジア

危機の影響は長期に亘り、輸出額が回復したのは 2002 年である。同じ貿易自

由国である香港に比べると、香港が2018年は1988年比で560%を超えた伸び

を示しているが、シンガポールは 360%の伸び率にとどまっている。しかしな

がら、2005 年以降はほぼ順調に伸び率が上昇している。この傾向は、同国の

Per Capita GDP推移を図1－26として作成したグラフからも明らかで、同国

のPer Capita GDPの増加推移の影響もあると考える。 

 

   

    図1－26 シンガポールPer Capita GDP推移 1998-2017 単位：米ドル 

    出典）国際連合 国民経済計算データベースを基に筆者作成。 
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    ６）タイ： 

タイ向け31年間の日本産食料品輸出額の推移、1988年対比の伸び率、前年

比図1－27を作成した（本文末表録 表録－16参照）。 

 

   

    図 1－27 タイ向け 31 年間の日本産食料品輸出額推移、1988 年対比の伸び率、

前年比 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

タイは、アジア危機の発信源であり、アジア危機の翌年の1998年は1988年

比で若干の伸びを示したが、それ以後 1988 年対比で 1999 年 77%、2000 年

64%、2001年86%、その後も長期に亘り低迷を続け、輸出額が1998年を上回

るレベルへの回復は 2005 年である。その後、リーマンショックの影響を受け

たが、翌年からは回復している。同国のPer Capita GDP推移を図1－28とし

て作成したグラフから、Per Capita GDPはアジア危機後、若干落ち込んでい

る年はあるものの、2001年からは増加傾向にあることを確認し、2017年には

6 千米ドルを越え、今後さらに中所得者層の充実が予想され、日本産食料品の

輸出額の拡大も期待される。 

 

  

    図1－28 タイPer Capita GDP推移 1998-2017 単位：米ドル 

出典）国際連合 国民経済計算データベースを基に筆者作成。 
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７）インドネシア： 

インドネシア向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸び率、

前年比図1－29を作成した（本文末表録 表録－17参照）。 

 

   

    図1－29 インドネシア向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の

伸び率、前年比 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

インドネシアに対しての輸出額は、1998年と1999年の2年間が異常ともい

える額に膨れ上がっている。この急激な膨張の原因はコメである。国際協力銀

行国際金融研究の「インドネシア コメ流通の現状と課題」によると、「インド

ネシアは 1997 年と 1998 年にエルニーニョ現象の影響による干ばつでコメが

不作となった。加えて、アジア危機によるインドネシアの通貨の暴落もあり経

済も危機的な状況に陥っていた。」72「日本政府はこのインドネシアの食糧危機

を救済するために救援物資としてコメを緊急輸出した。」73その結果として、

1988 年比で 1998 年の輸入額は 2472%、1999 年は 1087%と異常に高い金額

となった。1998年は日本産食料品の輸出額総額17,717,303百万円の内、約93%

の16,560,487百万円、1999年は輸出額総額7,752,018百万円の内、約87％の

6,749,312 百万円をコメが占めている。この特殊要因を除くと、日本産食料品

の輸出額はほぼ順調に伸びてきているが、2008 年のリーマンショックの影響

を受け、また 2011 年には東日本大震災の影響を受けたと考える。同国の Per 

Capita GDP 推移を図 1－30 として作成したグラフからも読み取れるように、

Per Capita GDPも4千米ドルに近づいており今後、中所得者層の増加が期待

され、さらなる成長が期待できる市場であると考える。 

 

 
72 国際協力銀行 国際金融研究所、「インドネシア コメ流通の現状と課題」、1999年12月、 

18－22頁。 
73 同上資料 26－29頁。 
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    図1－30インドネシアPer Capita GDP推移 1998-2017 単位：米ドル 

    出典）国際連合 国民経済計算データベースを基に筆者作成。 

 

    ８）ベトナム： 

ベトナム向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸び率、前

年比図1－31、図1－32を作成した（本文末表録 表録－18参照）。 

 

   

    図1－31 ベトナム向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の 

伸び率 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

   

   図1－32 ベトナム向け31年間の輸出額の推移前年比 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 -

 1,000

 2,000

 3,000

 4,000

 5,000

1
9

88

1
9

89

1
9

90

1
9

91

1
9

92

1
9

93

1
9

94

1
9

95

1
9

96

1
9

97

1
9

98

1
9

99

2
0

00

2
0

01

2
0

02

2
0

03

2
0

04

2
0

05

2
0

06

2
0

07

2
0

08

2
0

09

2
0

10

2
0

11

2
0

12

2
0

13

2
0

14

2
0

15

2
0

16

2
0

17
0%

10000%

20000%

30000%

40000%

50000%

1988 1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018

0%

100%

200%

300%

400%

500%

600%

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8



 

 56 

ベトナム向けの日本産食料品の輸出額は、1988 年は 83 百万円であったが、

翌1989年は463百万円で伸び率が558%と急激な拡大をした。1988年対比で

1992 年に 1000%を超えて以降極めて高い伸び率で推移し、2004 年 3385%、

2005年3071%、2006年4068%、2007年6848%と拡大し続けた後、2008年

からは、10000%を超え、2013年には20000%を超えて26675%、2015年には

30000%を越え、2017年に39033%、2018年は40000%を超えて44462%と驚

異的な拡大を示している。伸び率ばかりではなく、輸出額そのものも、2017年

には324億円、2018年には369億円となり、東アジア・東南アジア主要国の

中では、韓国に次ぐ規模となった。WTO加盟は2007年であるが、同年は前年

比168%、翌2008年は同158%と急激に輸出額が増加し、WTO加盟の影響が

一因であると考える。但し、2009年は前年に発生したリーマンショックの影響

を受けて若干の減少があり、2012年は、前年に発生した東日本大震災の影響を

受けて減少したと考える。 

一方、ベトナムでは 1986 年のベトナム共産党第 6 回党大会で提起されたス

ローガンであるドイモイにより、経済の転換を図った経済成長路線がとられ、

日本からの企業進出も盛んになり、日本人が多数ベトナムに住むようになった

ことも日本食市場が拡大した一因であると考える。ドイモイによって、同国の

Per Capita GDP推移を図1－33として作成したが、グラフで明らかのように、

Per Capita GDPは1988年には僅か88米ドルであったが、2008年には千米

ドルを超え 1,143 米ドル、2017 年には 2,342 米ドルと 30 年間で 2661%と極

めて大きな成長を果たした。成長市場として今後の日本産食料品の輸出にとっ

て極めて重要であると考える。 

 

   

    図1－33 ベトナムPer Capita GDP推移 1998-2017 単位：米ドル 

出典）国際連合 国民経済計算データベースを基に筆者作成。 

 

    ９）フィリピン： 

フィリピン向け 31 年間の日本産食料品輸出額推移、1988 年対比の伸び率、

前年比図1－34を作成した（本文末表録 表録－19参照）。 
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    図1－34 フィリピン向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸

び率、前年比 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

フィリピンは東南アジア主要国の中で唯一、1988年以降2017年まで全ての

年で 1988 年の実績を下回っている国であるが、2018 年に初めて 1988 年比

118％となった。同国のPer Capita GDP推移を図1－35として作成した。Per 

Capita GDPは1988年には713米ドルであったが、1994年に1000米ドルを

超えて 1041 米ドル、2017 年には 2989 米ドルと 30 年間で、419%となった。

1995年にWTOに加盟したが、日本産食料品の輸出に対する影響はない。Per 

Capita GDP も増加しており、また1億人を超える人口を持った国であること

から、今後の成長が期待できる市場であると考える。 

 

   

    図1－35 フィリピンPer Capita GDP推移 1998-2017 単位：米ドル 

出典）国際連合 国民経済計算データベースを基に筆者作成。 

 

１０）マレーシア： 

マレーシア向け 31 年間の日本産食料品輸出額推移、1988 年対比の伸び率、

前年比図1－36を作成した（本文末表録 表録－20参照）。 
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    図1－36 マレーシア向け31年間の輸出額推移、1988年対比の伸び率、前年比 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

      マレーシア向けの日本産食料品の輸出額は、1988年比で1989年と1991年

から1994年の5年は100%を超えていたが、その後、2006年までは、1997年

を除き1988年対比で100%を下回っていた。しかしながら、2007年には118%

となり、以降は拡大傾向にあり、2013 年には 200%を超え、2015 年 264%、

2018 年 289%と 200%を超える水準を維持している。WTO には 1995 年に加

盟しているが、加盟の影響は日本産食料品の輸出には現われていない。同国の

Per Capita GDP推移を図1－37として作成したが、Per Capita GDPは1988

年には 2017 米ドルと東南アジア主要国としては、シンガポールに次いで高か

った。2011年から2014年までは1万米ドルを超えていたが、2017年は9951

米ドルである。日本産食料品の輸出の前年比は跛行性があるが、2007年以降の

日本産食料品の輸出額の拡大傾向を示していることから、農林水産省が輸出戦

略で明示したように今後の新興市場として期待できると考える。 

 

   

    図1－37 マレーシアPer Capita GDP推移 1998-2017 単位：米ドル 

出典）国際連合 国民経済計算データベースを基に筆者作成。 
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以上、本項では日本産食料品輸出の推移を、東アジア及び東南アジア主要国を地

域として捉えて整理し、その上で、この地域の各国別に整理し分析した。その結果、

前述した通り、日本産食料品にとって東アジア・東南アジア主要国地域は全世界向

けと比較して1994年以降は60%を超える割合で推移し、2018年には、70%を超え

るまでに成長をしており、この地域が重要な市場を形成していることを確認した。 

東アジア・東南アジア主要国の国別の整理では、香港がこの地域で最大の市場で

あることを確認した。一方、東アジアの中では中国が大きな市場として発展してき

ていることを確認したが、2011年の東日本大震災後の輸入規制があるにもかかわら

ず連続して大きな伸びを示しており、日本産食料品にとって今後さらに大きな拡大

が期待される。台湾と韓国は共に 2013 年頃から伸び率が大きくなってきており、

中国・台湾・韓国の東アジア3か国に対する日本産食料品輸出推移は、その重要度

に鑑み今後とも注視していく必要がある。 

東南アジア主要国の中では、2018年の日本産食料品輸出実績では、ベトナムが最

も多く、タイ、シンガポールと続く。これら3国の内シンガポールは香港と同様に

輸入関税の障壁が無い国であるが、香港ほどの日本産食料品輸出の伸びは示してい

ない。しかしながら、2004年以降連続して増加をしておりこの傾向が続くことが期

待される。タイは経済状況等による変動幅が大きいが規模としては大きく重要な市

場である。ベトナム向けの日本産食料品輸出実績は2006年に1988年比で4068％

を記録したのちも伸び続け 2018 年には 44462％と同地域の他国と比較して二桁違

う伸びを示し、東南アジア主要国では最大の市場に成長した。インドネシア・マレ

ーシア・フィリピンは同地域の他の3国に比べると伸び率は低いが、伸び始めたフ

ィリピンをはじめとして今後の市場の成長を期待したい。 

これまでの本項の整理・分析から東アジア・東南アジア主要国の日本産食料品輸

出の重要度から以下のように区分することができると考える。 

   ・今後とも最大の市場として最重要国：香港。 

・引き続き極めて高い伸びが期待できる重要国：中国・ベトナム。 

・高い伸びを期待できる国：シンガポール・タイ。 

・今後の市場の成長が期待出来る国：インドネシア・マレーシア・フィリピン。 

次章では、香港に焦点を絞って、東アジア及び東南アジア主要国全体の中での位

置づけ、世界の中での位置づけを整理し、日本産食料品輸出にとっての香港市場の

姿を明らかにすることを試みる。 
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第2章 香港への日本産食料品輸出 

 

  第１節 香港向け日本産食料品輸出の推移 

香港向けの日本産食料品輸出に関しては、第 1 章第 2 節第 2 項、２－２東アジ

ア・東南アジア主要国各国の輸出額推移にて述べたが、本節ではさらに、香港と、

東アジア、東南アジア主要国、世界との関係を整理する。1988年から2018年まで

の 31 年間の日本産食料品輸出額の東アジア、東南アジア主要国における香港の割

合推移を表2－1として整理し、図2－1を作成した。 

 

表2－1 日本産食料品輸出額の東アジア、東南アジア主要国における香港の割合推移  

単位：千円 

年 香港 東アジア合計 
東アジアの香港

の割合 

東アジア・東南アジ

ア主要国合計 

東アジア・東南アジア

主要国の香港の割合 

1988 28,528,816 76,960,700 37% 105611305 27% 

1989 32,849,227 88,030,519 37% 117468367 28% 

1990 40,738,928 91,808,731 44% 121568244 34% 

1991 44,687,272 94,578,785 47% 128788886 35% 

1992 45,088,731 93,416,364 48% 125757654 36% 

1993 40,465,522 80,185,059 50% 114638939 35% 

1994 41,218,532 80,470,438 51% 110904618 37% 

1995 39,666,089 82,020,155 48% 106760087 37% 

1996 44,613,786 98,665,542 45% 124317625 36% 

1997 53,317,778 116,549,828 46% 150159127 36% 

1998 48,689,497 103,320,711 47% 149539046 33% 

1999 42,840,329 101,564,631 42% 130166380 33% 

2000 42,264,267 107,393,328 39% 128260734 33% 

2001 42,600,266 111,926,094 38% 135478093 31% 

2002 46,046,782 123,603,003 37% 150304597 31% 

2003 43,457,978 123,672,417 35% 153097687 28% 

2004 45,679,243 138,729,553 33% 164983128 28% 

2005 51,781,517 160,064,758 32% 193370820 27% 

2006 57,205,930 186,942,322 31% 222965761 26% 

2007 74,278,220 215,906,549 34% 263119036 28% 

2008 73,825,098 192,269,696 38% 249646840 30% 

2009 76,091,760 182,965,259 42% 226159559 34% 

2010 95,770,532 213,517,026 45% 263909558 36% 

2011 81,858,087 172,506,195 47% 228576585 36% 

2012 74,372,547 163,495,813 45% 222536017 33% 

2013 96,616,884 205,059,871 47% 282755299 34% 

2014 102,242,233 230,339,966 44% 311384514 33% 

2015 136,929,125 301,515,921 45% 396820838 35% 

2016 143,404,945 319,459,436 45% 407901710 35% 

2017 140,509,584 329,004,500 43% 428900260 33% 

2018 161,961,745 391,441,127 41% 508487551 32% 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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    図2－1 日本産食料品輸出額の東アジア、東南アジア主要国における 

香港の割合推移 

    出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

1988 年から 5 年毎の輸出額実績では、1988 年が 285 億円で、東アジアの 37%

の割合、東アジア・東南アジア主要国合計の27%の割合である。その後、東アジア

での割合は、1990 年から 1999 年までは 40%台で概ね推移し、1993 年と 1994 年

に 50%を超えた。その後、2000 年から 2008 年までは 30%台で推移していたが、

2009 年以降は再び 40%台で推移している。一方、東アジア・東南アジア主要国合

計に占める割合では、1990年から2002年までは30%台で推移したが、2003年か

ら 2007 年までは 20%台となり、2008 年からは再び 30%台で推移している。この

ような変動はあるものの、東アジアの中では、40%前後、東アジア・東南アジア主

要国合計でも、30%台で推移しており、香港はこの地域の中で、日本産食料品の市

場として継続して重要な位置を占めていることを確認した。一方、全世界の日本産

食料品輸出額との比較のために、香港及び全世界向け日本産食料品輸出額と香港の

割合推移を表 2－2 として整理し、香港及び全世界向け日本産食料品輸出額推移を

図2－2、また表2－2の香港の占める割合を図2－3として作成した。 
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表2－2 香港及び全世界向け日本産食料品輸出額と香港の割合推移    単位：千円 

年 香港 全世界合計 割合 年 香港 全世界合計 割合 

1988 28,528,816 209,650,112 14% 2004 45,679,243 255,536,222 18% 

1989 32,849,227 221,761,049 15% 2005 51,781,517 290,943,007 18% 

1990 40,738,928 223,027,063 18% 2006 57,205,930 330,730,379 17% 

1991 44,687,272 226,643,727 20% 2007 74,278,220 387,068,441 19% 

1992 45,088,731 219,820,170 21% 2008 73,825,098 375,495,956 20% 

1993 40,465,522 195,757,260 21% 2009 76,091,760 338,903,819 22% 

1994 41,218,532 180,697,741 23% 2010 95,770,532 379,250,545 25% 

1995 39,666,089 165,420,193 24% 2011 81,858,087 333,155,515 25% 

1996 44,613,786 187,599,708 24% 2012 74,372,547 330,518,290 23% 

1997 53,317,778 233,996,107 23% 2013 96,616,884 412,939,641 23% 

1998 48,689,497 235,764,193 21% 2014 102,242,233 462,070,129 22% 

1999 42,840,329 210,400,720 20% 2015 136,929,125 575,024,959 24% 

2000 42,264,267 208,738,401 20% 2016 143,404,945 585,388,287 24% 

2001 42,600,266 334,837,379 13% 2017 140,509,584 630,697,819 22% 

2002 46,046,782 240,613,905 19% 2018 161,961,745 722,141,857 22% 

2003 43,457,978 240,506,390 18%         

  出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。  

 

   
    図2－2 香港・全世界向け日本産食料品輸出額推移 単位：億円 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

   

    図2－3 香港向け日本産食料品輸出額の全世界における割合推移  

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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1988年から5年毎の香港への輸出額実績では、1988年が2,097億円で世界にお

いて14%の割合であったが、2006年には3,307億円で17%の割合となった。その

後、20－24%の割合で推移し、2018 年には、1,620 億円で全世界の 7,221 億円の

22%の割合となっている。前述した通り、香港向けの日本産食料品輸出額は、2006

年以降 13 年間連続して世界第１位である。図 2－3 で、2001 年は単年度が急に落

ち込んでいることがわかる。香港向けは前年よりも若干増加しているが、この年の

全世界向け輸出額が増加し、結果として香港の全世界における割合が13%となった。 

東アジアおよび東南アジア主要国が、日本産食料品輸出にとって極めて重要な位

置づけにあることを第1章第2節第2項で述べたが、その中でも香港は世界でも最

大の市場であり、日本産食料品にとって極めて重要な市場であることを改めて確認

した。 

 

  第2節 航空貨物による日本産食料品(飲料を除く)74輸出推移75 

    前節で明らかとなった通り、香港は日本産食料品にとって最大かつ重要な国であ

るが、高付加価値の日本産食料品にとっての香港の位置付けを整理する。日本産食

料品にとっての、差別化と高付加価値化に関しては、下渡（2014）76の先行研究に

よって、「差別化と高付加価値化、それらを可能にするロジスティックスの高度化」

が必要であると課題が提起されている。従来のロジスティクス手段である、海上運

送に対して、運賃は高いが早いスピードで運ぶことが可能な、航空貨物による日本

産食料品輸出は、差別化と高付加価値化とロジスティクスの高度化を推進している

事例であると捉えて、香港に対する航空貨物による日本産食料品輸出を整理した。 

高付加価値の日本産食料品輸出に関して、農林水産省「農林水産物貿易円滑化推

進事業 生鮮農林水産物・食品の航空輸出促進に関する調査報告書」77には、農水産

物の航空貨物輸出が鮮度保持を可能にし、付加価値の高い品目の輸出促進の事例が

報告されている。保存期間が短く、鮮度を優先する水産物78や果実等は、航海日数が

長い海上輸送手段では、鮮度保持が極めて難しいという問題がある。水産物の輸出

は冷凍の状態であれば海上輸送手段でも冷凍コンテナを使用することにより可能で

ある。しかしながら、鮮魚の状態を保った冷蔵の状態では航空貨物による輸出に頼

 
74 輸出に占める飲料は2%程度であることから、航空貨物での日本産食料品の品目は、本論文の輸出全

体に使用した品目の財務省統計概況品大分類0番「食料品及び動物」と101番「飲料」から、101番

「飲料」を除き、財務省統計概況品大分類0番「食料品及び動物」のみとする。 
75 筆者注 本項は、日本港湾経済学会年報 「港湾経済研究」No.57 2018に投稿した筆者研究論文 

「日本産食料品輸出からみる香港日本食市場の形成と発展の研究 －航空貨物による輸出の視点を加え

て－」によって発表した論旨を基に更なる研究を加えたものである。 
76 下渡 前掲書。 
77 農林水産省 2009年3月「農林水産物貿易円滑化推進事業 生鮮農林水産物・食品の航空輸出促進

移管する調査報告書」、 http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/e_enkatu/pdf/plane01.pdf  

最終閲覧日：2019年4月15日。 
78 中泉昌光「水産物輸出促進における漁港・港湾との生産・物流機能について」『土木学会論文集B3

（海洋開発）』72巻、第2号、2016年、Ⅰ_874-Ⅰ_879頁。本論文では鮮度を重要視する水産物の輸

出に関しては航空貨物が多く利用されていることが説明されている。 

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/e_enkatu/pdf/plane01.pdf
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らざるを得ない。同様に、果実に関しても、いちごや桃のように鮮度劣化が早い商

品は海上輸送手段による輸出は難しく、航空貨物によって輸出する必要がある。こ

れらの品目では、航空貨物による輸出が日常的に行われるようになってきており、

航空貨物による輸出は年々増加傾向にある79。また、航空貨物による日本産食料品

輸出は都市部の空港のみならず、地方空港からも増加傾向にある。財務省貿易統計

概況品情報から香港向け空港別日本産食料品輸出額及び航空貨物比率推移を 1990

年から5年ごと2005年までの通関実績を表2－3、2010年と2015年から2018年

までの毎年の通関実績を表2－4として整理した。 

 

表2－3 香港向け空港別日本産食料品輸出額及び航空貨物比率推移  

（1990年から5年ごと2005年まで）         単位：千円  

税関名 1990年 1995年 2000年 2005年 

東京航空貨物 139,530 296,493 497,723 13,330 

羽田空港 57,584 564 79,380 0 

成田空港 471,393 530,719 693,342 1,921,667 

新潟空港 220 12,575 0 10,067 

仙台空港 0 12,637 0 303,239 

大阪航空貨物 0 365,512 247,978 475,019 

関西空港 191,646 107,011 211,974 494,695 

中部空港 4,168 25,444 18,918 32,860 

岡山空港 0 24,100 2,000 0 

広島空港 0 0 18,730 41,900 

福岡空港 89,797 232,496 358,946 428,909 

鹿児島空港 14,650 56,385 56,029 1,064 

新千歳空港 2,094 919 404,710 641,942 

那覇空港 0 3,142 1,484 488 

青森空港 0 0 13,605 0 

富山空港 0 0 0 0 

小松空港 0 0 0 0 

静岡空港 0 0 0 0 

宮崎空港 0 0 0 0 

長崎空港 0 0 0 0 

合計 971,082 1,667,997 2,604,819 4,365,180 

1990年比 100% 172% 268% 450% 

日本産食料品総合計 40,204,058 38,660,118 40,908,633 49,462,038 

航空貨物比率 2.4% 4.3% 6.4% 8.8% 

出典）財務省『貿易統計概況情報』より筆者作成。 

 

  

 
79 日刊カーゴ「農水産物・食品輸出物流特集2018」同社電子版、 

http://www.daily-cargo.com 最終閲覧日：2018年8月10日。 

 

http://www.daily-cargo.com/
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表2－4 香港向け空港別日本産食料品輸出額及び航空貨物比率推移 

（2010年と2015年から2018年まで）        単位：千円 

税関名 2010年 2015年 2016年 2017年 2018年 

東京航空貨物

（原木） 
9,340 242,762 863,566 37,937 0 

羽田空港 179,565 3,114,056 4,014,956 5,415,127 6,440,578 

成田空港 8,477,040 7,057,909 9,677,044 9,899,209 14,300,186 

新潟空港 90,846 194,083 402,242 167,174 78,896 

仙台空港 4,926,611 1,426,246 753,766 1,841,992 1,911,342 

大阪航空貨物 0 0 0 0 0 

関西空港 2,205,838 4,485,751 6,252,808 6,735,787 9,364,413 

中部空港 515,082 361,994 0 550,399 463,684 

岡山空港 2,160 0 448 0 0 

広島空港 273,948 206,797 382,587 231,549 214,719 

福岡空港 1,334,545 3,101,436 3,342,323 3,338,561 3,535,540 

鹿児島空港 63,630 0 81,392 0 6,985 

新千歳空港 4,814,708 12,259,544 11,125,133 12,228,216 12,891,946 

那覇空港 46,757 430,683 753,071 470,155 646,016 

青森空港 0 0 0 0 0 

富山空港 0 0 5,261 0 3,140 

小松空港 0 0 186,277 0 0 

静岡空港 0 0 529 0 0 

宮崎空港 0 0 2,744 8,945 2,023 

長崎空港 0 0 103,351 0 0 

合計 22,940,070 32,881,261 37,947,498 40,925,051 49,859,468 

対1990年比 2362% 3386% 3908% 4214% 5134% 

日本産食料品

総合計 
91,769,383 129,697,192 135,359,262 130,520,392 148,733,897 

航空貨物比率 25.0% 25.4% 28.0% 31.4% 33.5%  

出典）財務省『貿易統計概況情報』より筆者作成。 

 

全国19か所の空港の税関（伊丹空港は大阪航空貨物の所管）において、この期間

に香港向け日本産食料品輸出の実績がある。全空港の日本産食料品輸出実績は、

1990年10億円、1995年17億円、2000年26億円、2005年44億円、2010年229

億円、2015年329億円、2016年 379億円、2017年 409億円、2018年499億円

と 2010 年以降急激に増加してきている。全空港合計の輸出実績を 1990 年対比で

見ると、1995 年 172％、2000 年 268％、2005 年 450％、2010 年 2362％、2015

年3386％、2016年3908％、2017年4214％、2018年5134%と推移しており、極

めて大きな増加率であることを確認した。 

日本と香港を結ぶ航空便は、香港からの訪日観光客の増加80により、主要都市を

 
80 日本政府観光庁によれば、香港から日本への旅行客は2015年152万人、2016年184万人、2017年

223万人、2018年は若干減少したが、221万人である。 
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と香港を結ぶ便が増便されている。加えて、さらに多くの訪日観光客を運ぶために、

従来の主要都市の空港のみならず、地方空港と海外を結ぶ便が増加している。特に、

LCCは、発着枠がとりやすい地方空港への便を増やす傾向にある。このような、香

港と日本各空港を結ぶ便数の増加による航空貨物積載能力拡大と、高い航空運賃を

かけても輸送時間が短く、鮮度保持が可能な航空便による付加価値の高い日本産食

料品に対する香港の需要増が相まって、この大幅な増加となったと考える。 

香港向けの航空貨物による日本産食料品輸出額の同品目の全輸出額に占める割合
81は1990年には2.4％、その後1995年4.3％、2000年6.4％、2005年8.8％と10％

に満たない金額であった。その後、2010年25.0％、2015年25.9％、2016年28％、

2017 年 31.4％、2018 年 33.5%と香港向け日本産食料品輸出額全体の 30％を超え

るまでに急激に拡大している。短い時間で貨物を運ぶことができる航空貨物のメリ

ットを生かすことができる、保存期間が短く、鮮度保持が必要な品目、すなわち、

高付加価値の日本産食料品の輸出が大幅に増加したことを示している。 

また、新潟空港、仙台空港、小松空港、岡山空港、広島空港、鹿児島空港、那覇

空港等々の地方空港においても日本産食料品の輸出実績が出てきており、地方空港

の活性化に貢献していると考える。 

産地に近い空港が輸出に活用されている２つの具体的事例を整理する。 

１）新千歳空港 

新千歳空港からの日本産食料品の輸出額は2000年4億円、2005年６億円であっ

たが、2010 年 48 億円、2015 年 123 億円、2016 年 111 億円、2017 年 122 億円、

2018年 129億円と急増している。北海道庁北海道総合政策部航空局が 2015年 12

月に作成した「輸出拠点の強化に向けて－北海道の国際航空貨物を担う－」82によ

れば、2018年に北海道の食品輸出総額を1000億円とする目標を掲げている。 

北海道庁北海道総合政策部航空局は、重点国の一つとして香港を挙げている。重

点品目としては、水産物・水産加工品の高鮮度商材、高次加工品を挙げている。北

海道の食品輸出総額目標の1000億円に対して、2018年は、高付加価値の航空貨物

が129億円で、12.9%であった。 

従来は、冷凍でしか輸出できなかったホタテ貝が、航空便を利用することにより

鮮度が保持されたままで香港に運ばれ、香港の日本食レストラン、寿司店、スーパ

ーマーケットの寿司売り場で、日本で提供されていると同じように「生」のホタテ

貝が、香港の消費者に提供されている。下渡（2014）の先行研究で指摘された高付

加価値化とロジスティックスの高度化を実現した事例である。 

 
81 航空貨物との比較に使用した日本産食料品輸出全体の実績数値は、航空貨物と同じく財務省統計概況

品大分類0番「食料品及び動物」のみである。 
82 北海道庁 2015年12月「輸出拠点の強化に向けて－北海道の国際航空貨物を担う－」、 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/chiiki_shigoto/h27-12-08-siryou4-2-1-

2.pdf#search=%27%E8%BC%B8%E5%87%BA%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%AE%E5%BC

%B7%E5%8C%96%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%A6%EF%BC%8D%E5%8C%

97%E6%B5%B7%E9%81%93%E3%81%AE%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%88%AA%E7%A9%B

A%E8%B2%A8%E7%89%A9%E3%82%92%E6%8B%85%E3%81%86%EF%BC%8D%27 

最終閲覧日：2018年8月12日。 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/chiiki_shigoto/h27-12-08-siryou4-2-1-2.pdf#search=%27%E8%BC%B8%E5%87%BA%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%AE%E5%BC%B7%E5%8C%96%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%A6%EF%BC%8D%E5%8C%97%E6%B5%B7%E9%81%93%E3%81%AE%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%88%AA%E7%A9%BA%E8%B2%A8%E7%89%A9%E3%82%92%E6%8B%85%E3%81%86%EF%BC%8D%27
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/chiiki_shigoto/h27-12-08-siryou4-2-1-2.pdf#search=%27%E8%BC%B8%E5%87%BA%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%AE%E5%BC%B7%E5%8C%96%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%A6%EF%BC%8D%E5%8C%97%E6%B5%B7%E9%81%93%E3%81%AE%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%88%AA%E7%A9%BA%E8%B2%A8%E7%89%A9%E3%82%92%E6%8B%85%E3%81%86%EF%BC%8D%27
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/chiiki_shigoto/h27-12-08-siryou4-2-1-2.pdf#search=%27%E8%BC%B8%E5%87%BA%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%AE%E5%BC%B7%E5%8C%96%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%A6%EF%BC%8D%E5%8C%97%E6%B5%B7%E9%81%93%E3%81%AE%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%88%AA%E7%A9%BA%E8%B2%A8%E7%89%A9%E3%82%92%E6%8B%85%E3%81%86%EF%BC%8D%27
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/chiiki_shigoto/h27-12-08-siryou4-2-1-2.pdf#search=%27%E8%BC%B8%E5%87%BA%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%AE%E5%BC%B7%E5%8C%96%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%A6%EF%BC%8D%E5%8C%97%E6%B5%B7%E9%81%93%E3%81%AE%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%88%AA%E7%A9%BA%E8%B2%A8%E7%89%A9%E3%82%92%E6%8B%85%E3%81%86%EF%BC%8D%27
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/chiiki_shigoto/h27-12-08-siryou4-2-1-2.pdf#search=%27%E8%BC%B8%E5%87%BA%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%AE%E5%BC%B7%E5%8C%96%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%A6%EF%BC%8D%E5%8C%97%E6%B5%B7%E9%81%93%E3%81%AE%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%88%AA%E7%A9%BA%E8%B2%A8%E7%89%A9%E3%82%92%E6%8B%85%E3%81%86%EF%BC%8D%27
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北海道は、活ホタテ貝、ナマコ等の輸出増加の実績を踏まえ、今後更なる拡大を

目標としており、新千歳空港から香港への航空便による輸出は今後も増加する可能

性が高い。 

２）福岡空港 

福岡空港の果実輸出額は 2000 年 7 百万円、2005 年 46 百万円、2010 年 146 百

万円であったが、2015年676百万円、2016年705百万円、2017年792百万円と

大幅に増加している。これは福岡のいちご「あまおう」の輸出が拡大した結果であ

る。日本全体の 2017 年のいちごの輸出額は約 18 億円でその内 81％が香港向けで

ある83。 

福岡空港から香港には直行便があり、朝出荷されたいちご「あまおう」は、福岡

空港での輸出通関後、香港行きの飛行機に積み込まれ、同日香港到着、香港税関に

よる通関完了後ただちに配送され、出荷日当日の午後に香港の小売店店頭で、鮮度

が保持された状態のまま販売されている84。福岡から東京の卸売市場に夜に運ばれ

早朝のセリによって出荷された「あまおう」が東京の小売店の店頭に陳列されるの

は出荷日の翌日であり、香港の小売店は上述したベストのタイミングで運ばれた場

合には、東京の小売店よりも早く福岡産のいちごを販売することができる。香港に

おける販売も順調であり、「あまおう」生産地に近い福岡空港の地の利と特産物を活

かした事例であり今後とも拡大が見込まれる85。 

 

航空貨物による輸出に関して具体的事例を整理したが、この二つの事例はいずれ

も空港の活性化に繋がる事例である。空港を持つ地方行政府も積極的に取り組んで

おり、香港において、鮮魚や果実といった保存期限が短く、鮮度が要求される日本

産食料品の需要が高まれば、主要空港においてもまた地方空港においても輸出を更

に拡大できる可能性は大きい。今後とも航空便による高付加価値化が可能な日本産

食料品を開拓していくことは重要であると考える。 

航空便による輸出額の拡大、航空便を使った具体的事例によって、香港には、運

賃の高い航空便で運ばれる高付加価値品目を使った日本食や、高付加価値の果実類

を購買する消費者が存在していることを確認した。 

 
83 九州産業局 2018年3月「輸出向け農産物開発・ブランド化に向けたアジアでの実態調査事業報告

書」、 https://www.kyushu.meti.go.jp/report/180531/180531_1.html 

最終閲覧日：2018年8月13日。 
84 農林水産省 2017年3月「農林水産物・食品輸出の手引き－国際輸送の鮮度保持技術・事例を中心

に－」、

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/torikumi_zirei/butsuryutebiki_28.pdf#search=%27%E8%BE

%B2%E6%9E%97%E6%B0%B4%E7%94%A3%E7%89%A9%E3%83%BB%E9%A3%9F%E5%93%

81%E8%BC%B8%E5%87%BA%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D%EF%BC%

8D%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%BC%B8%E9%80%81%E3%81%AE%E9%AE%AE%E5%BA

%A6%E4%BF%9D%E6%8C%81%E6%8A%80%E8%A1%93%E3%83%BB%E4%BA%8B%E4%BE

%8B%E3%82%92%E4%B8%AD%E5%BF%83%E3%81%AB%EF%BC%8D%27 

最終閲覧日：2018年8月12日。 
85 九州産業局 前掲資料（注83）。 

 

https://www.kyushu.meti.go.jp/report/180531/180531_1.html
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/torikumi_zirei/butsuryutebiki_28.pdf#search=%27%E8%BE%B2%E6%9E%97%E6%B0%B4%E7%94%A3%E7%89%A9%E3%83%BB%E9%A3%9F%E5%93%81%E8%BC%B8%E5%87%BA%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D%EF%BC%8D%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%BC%B8%E9%80%81%E3%81%AE%E9%AE%AE%E5%BA%A6%E4%BF%9D%E6%8C%81%E6%8A%80%E8%A1%93%E3%83%BB%E4%BA%8B%E4%BE%8B%E3%82%92%E4%B8%AD%E5%BF%83%E3%81%AB%EF%BC%8D%27
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/torikumi_zirei/butsuryutebiki_28.pdf#search=%27%E8%BE%B2%E6%9E%97%E6%B0%B4%E7%94%A3%E7%89%A9%E3%83%BB%E9%A3%9F%E5%93%81%E8%BC%B8%E5%87%BA%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D%EF%BC%8D%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%BC%B8%E9%80%81%E3%81%AE%E9%AE%AE%E5%BA%A6%E4%BF%9D%E6%8C%81%E6%8A%80%E8%A1%93%E3%83%BB%E4%BA%8B%E4%BE%8B%E3%82%92%E4%B8%AD%E5%BF%83%E3%81%AB%EF%BC%8D%27
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/torikumi_zirei/butsuryutebiki_28.pdf#search=%27%E8%BE%B2%E6%9E%97%E6%B0%B4%E7%94%A3%E7%89%A9%E3%83%BB%E9%A3%9F%E5%93%81%E8%BC%B8%E5%87%BA%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D%EF%BC%8D%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%BC%B8%E9%80%81%E3%81%AE%E9%AE%AE%E5%BA%A6%E4%BF%9D%E6%8C%81%E6%8A%80%E8%A1%93%E3%83%BB%E4%BA%8B%E4%BE%8B%E3%82%92%E4%B8%AD%E5%BF%83%E3%81%AB%EF%BC%8D%27
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/torikumi_zirei/butsuryutebiki_28.pdf#search=%27%E8%BE%B2%E6%9E%97%E6%B0%B4%E7%94%A3%E7%89%A9%E3%83%BB%E9%A3%9F%E5%93%81%E8%BC%B8%E5%87%BA%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D%EF%BC%8D%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%BC%B8%E9%80%81%E3%81%AE%E9%AE%AE%E5%BA%A6%E4%BF%9D%E6%8C%81%E6%8A%80%E8%A1%93%E3%83%BB%E4%BA%8B%E4%BE%8B%E3%82%92%E4%B8%AD%E5%BF%83%E3%81%AB%EF%BC%8D%27
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/torikumi_zirei/butsuryutebiki_28.pdf#search=%27%E8%BE%B2%E6%9E%97%E6%B0%B4%E7%94%A3%E7%89%A9%E3%83%BB%E9%A3%9F%E5%93%81%E8%BC%B8%E5%87%BA%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D%EF%BC%8D%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%BC%B8%E9%80%81%E3%81%AE%E9%AE%AE%E5%BA%A6%E4%BF%9D%E6%8C%81%E6%8A%80%E8%A1%93%E3%83%BB%E4%BA%8B%E4%BE%8B%E3%82%92%E4%B8%AD%E5%BF%83%E3%81%AB%EF%BC%8D%27
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/torikumi_zirei/butsuryutebiki_28.pdf#search=%27%E8%BE%B2%E6%9E%97%E6%B0%B4%E7%94%A3%E7%89%A9%E3%83%BB%E9%A3%9F%E5%93%81%E8%BC%B8%E5%87%BA%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D%EF%BC%8D%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%BC%B8%E9%80%81%E3%81%AE%E9%AE%AE%E5%BA%A6%E4%BF%9D%E6%8C%81%E6%8A%80%E8%A1%93%E3%83%BB%E4%BA%8B%E4%BE%8B%E3%82%92%E4%B8%AD%E5%BF%83%E3%81%AB%EF%BC%8D%27
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第3章 香港における日本食市場の考察 

   

第1節  香港市場を研究対象とした理由 

    先行研究で石塚（2015）、大島（2015）が課題としていた、輸出先の国の市場や

現状に関する調査という視点を研究することが必要であると考え、香港をその対象

とした。香港を選択した理由は、第1章において確認した通り香港が、日本産食料

品市場としての重要性が極めて高いことに加えて、大島（2015）も述べているよう

に日本食が非常に普及している市場という事実である。前述した通り、筆者は2000

年2月から2003年 11月末まで香港に駐在し、香港における日本食の輸入、国内

販売を行う会社の経営に従事していたが、日本食は香港の人々の日常生活に定着し

ている。日本で、中華料理やピザ・パスタ等を食事のレパートリーの一つとして日

常的に食べている感覚と似通っている。日系の百貨店・スーパーマーケットはもと

より、香港の地場２大大手スーパーマーケットチェーンの、「PARKnSHOP」と

「Wellcome」の各店舗でも例外なくパックされた寿司が販売されている。購買者の

ほとんどは地元の香港の人々である。 

    香港は、日本の食品関産業の今後の成長のための戦略フロンティアである日本産

食料品輸出にとって重要であると捉え、農林水産省が重要市場として指摘している

東アジア・東南アジア諸国への、今後の日本食市場の開拓・拡大を進めるための先

行事例研究の場として最適であると考えた。 

 

第2節  香港の概要86 

    香港は、金融センターとして、また中国、東南アジアへの貿易ハブとしての役割

を持ち、外国人も多く暮らす国際都市であるが、その概要を以下整理した。 

・地理： 

    －香港の総面積は1,106平方キロメートル（東京都の約半分）で、九龍、香港 島、

新界、周辺諸島の4つの区域で構成されている。 

－九龍と新界は中国本土の半島に位置し、30キロメートルの境界によって本土か

ら隔てられている。 

－周辺諸島とは、香港島以外の262の島々を指す。 

・政治及び司法制度： 

－1997年の英国から中国への返還後、中国と英国の合意による「一国二制度」の

下、外交と防衛を除くすべての行政分野で自治が認められている。 

－法制度は主に英国の法制度に基づいている。 

・言語： 

 
86 香港特別行政区政府 駐東京香港貿易経済代表部、 

https://www.hketotyo.gov.hk/japan/jp/about-hongkong/ 

最終閲覧日：2019年4月3日。 

及び、香港特別行政区政府「Gov香港 “About Hong Kong” 」、 

https://www.gov.hk/en/about/abouthk/ 

最終閲覧日：2019年4月3日。 

https://www.hketotyo.gov.hk/japan/jp/about-hongkong/
https://www.gov.hk/en/about/abouthk/
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公用語は中国語（広東語）と英語。経済界では英語が広く使われており、中国本

土の用語である標準中国語（北京語）も普及している。 

・気候： 

亜熱帯気候で、季節周期性がある。冬の気温は摂氏 10 度以下に下がることもあ

り、夏は摂氏 30 度を超えることもある、4 月から 9 月の降雨量が年間降雨量の

約90％を占める。 

・インフラ： 

－インフラは世界でも高水準にある。世界トップクラスと評価される香港国際空

港は、海外約170都市、及び中国本土49以上の都市と香港を結んでいる。 

－貨物取扱世界有数の国際コンテナ港と航空貨物輸送ターミナルが有る。 

－公共交通網も効率的に機能しており、毎日約 1,160 万人が利用している。又、

毎日4万台以上の自動車が、香港と中国本土を往来している。 

・社会： 

－オープンで透明性の高い法制度である。 

－自由貿易港、自由市場、自由なメディである。 

－高い教育水準である。 

－外国からの投資に対する規制、資本の流れに対する規制はない。 

・税制： 

低税率、個人所得税率15％、法人税率16.5％で、キャピタルゲイン課税、付加価

値税（VAT）、売上税はない。 

・通貨： 

香港ドル、米ドルにペックした安定通貨である。 

・人口： 

748万人（2018年末）である。 

・在留邦人： 

25,572万人（2017年10月1日時点）87 である。 

・主な経済指標（2018年） 

実質成長率：3.02%、名目GDP総額：363.0（10億米ドル）、一人当たりの名目

GDP：48,517（米ドル）、消費者物価指数上昇率：2.41%、失業率：2.82%である。 

      

  第3節  香港日本食市場形成・発展の歴史と現状 

香港における日本食市場を研究する上で、香港市場に日本食が浸透していった歴

史的経緯の整理が重要であると考える。本節では、先行研究としてNakano（2012）
88が行った香港日本食市場形成・発展の歴史の時系列的研究では、言及されていな

かった香港日本食市場形成・発展の時代区分を研究の新たな視点として、それぞれ

 
87 外務省 「海外在留邦人数調査統計」（平成30年要約版） 

「海外在留邦人実態調査」、 https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000368753.pdf 

最終閲覧日：2019年5月5日。 
88 Nakano, op. cit. 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000368753.pdf
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の時期の特徴によって第１期から第５期まで五つの段階に分類した。時代区分及び

それぞれの時期の特徴の整理は、Nakano（2012）の先行研究を参考にし、併せて

筆者が香港駐在時代に日本産食料品輸入と香港の日本食市場への販売を行う会社の

経営に携わった経験、および日本食市場に関係する様々な企業との関わり合いを通

じて得た情報・知識・経験を加えて行った。 

 

３－１ 第１期：1950年代中盤から1960年代初め 

香港において、日本料理のための調味料等が販売されるようになり、香港でも日

本食を食べることができるようになった時期である。第2次世界大戦後、日本の貿

易ビジネスは外貨規制等貿易に関しての制限が厳しい状況であった。戦前から日本

との関係を持っていた香港のビジネスマン、日本留学の経験のあるビジネスマンら

は日本の会社の貿易、決済等の協力をしており、香港は当時の日本にとって海外貿

易のために重要な拠点であった。89Nakano（2012）は以下のように述べている。 

 

日本食の香港での最初のきっかけは、1950 年代中盤からの日本のビジネス

マンの香港や東南アジアへの進出である。日本航空も 1955 年 2 月に国際線

としてサンフランシスコに次いで2番目の都市として香港便のサービスを始

めた。香港は自由港として、アジア市場への足掛かりの場所としてハブ港の

役割を果たしていた。香港で働く日本人の経営幹部たちのホームシックを満

たすために日本製の調味料等の食品が持ち込まれ香港での日本食の市場が開

拓され始めた。90 

 

即ち、日本人ビジネスマンが仕事のために香港に駐在し、生活を始めた時に、日本

食を懐かしく思い、何とか香港でも日本食を食べたいという欲望が香港に日本食が

持ち込まれたきっかけである。日本人ビジネスマンは、携帯荷物として日本食を持

ち込んでいたと考えられるが、航空運賃が高く、便数も限られた時代であったため

に、日本と香港の往来の頻度は少なく携帯荷物として持ち込まれた日本食にも限界

があったと考えられる。「この日本人ビジネスマンの需要を満たすために香港で日

本食を取り扱う、台湾人が経営する「富士」という食料品店が出来た。キッコーマ

ン醤油、味の素等の基本的な日本食の調味料と、日持ちがして手軽に食べることが

出来る缶詰類といった商品を在庫して販売していた。」91 

香港日本人倶楽部92によると、 

 

香港在住の日本人が増加してきたことにより、1955 年 8 月に香港日本人倶

楽部が16社の法人会員と90人の個人会員によって会員相互の扶助、親睦促

 
89 萬友貿易有限公司社長Shaw氏談 2001年10月。 
90 Nakano, op. cit. p.108. 
91 Nakano, op. cit. p.113. 
92 香港日本人倶楽部 http://www.hkjapaneseclub.org/aboutclub/idea.html 

最終閲覧日：2019年5月8日。   

http://www.hkjapaneseclub.org/aboutclub/idea.html
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進と福祉の向上、地域社会との友好親善の促進、及び地域社会への奉仕を目

的に設立された。その後、1963年に同倶楽部内に日本食レストランが併設さ

れた。 

 

香港日本人倶楽部に開設された日本食レストランは、香港在住の日本人に日本食

を食べることができる場所を提供した。香港日本人倶楽部の日本食レストランは、

同倶楽部の会員を主な顧客とした会員制であったが、会員制ではなく一般に利用す

ることができる日本料理店も出現した。 

Nakano（2012）によれば、 

 

1960年12月には九龍サイドの最も大きな繁華街であるTsim Sah Tsui地区

の Imperial Hotelの中に香港で、初めての日本料理店「東京レストラン」が

開店した。同レストランは英語紙と中国紙の両方に広告を出した。広告では、

当時国際的に旅行をしている旅行客に人気があったとされていた、神戸ビー

フのすき焼きと天ぷらを2つの代表的なメニューとして宣伝した。しかしな

がら、東京レストランでの食事の価格は高く、主に日本人ビジネスマンの接

待用として使われ、一般の日本人ビジネスマンには手が届かなかった。93 

 

このように、香港における日本食市場形成・発展の第1期は香港に進出した日本

人ビジネスマンによる、彼らのための日本料理レストランや日本の調味料の販売が

市場を形成し始めた時期で、顧客も市場も限定されたものであった。 

 

  ３－２ 第２期：1960年代初め頃から1970年代中盤頃 

香港における日本食市場形成・発展の第２期の特徴は、日本の大丸百貨店94が香

港の日本食市場形成に大きく貢献をしたことである。川辺（2014）95によれば「1960

年 11 月に大丸百貨店は日系百貨店として初めて香港島の繁華街である Causeway 

Bayに開業した。大丸側55%、現地の建設会社『錦興置業建設公司』45%の合弁企

業であった。進出の話は錦興置業建設公司が中国協会を通じて合弁経営を希望して

きたことが発端である。」大丸百貨店の進出を香港企業から申し出たという事実は、

当時香港で日本の小売業に対する香港進出への期待が高まっていたことを示してい

る。大丸百貨店は、二つの点で日本食の香港における日本食市場形成と発展の第２

期に大きな役割を果たした。その二つとは、日本食レストランの併設と、日本食材・

日本食品の販売である。 

１）日本食レストランの併設 

 
93 Nakano op. cit. p.110. 
94 大丸百貨店 「大丸の歴史」、https://www.daimaru.co.jp/company/about/history.html 

最終閲覧日：2019年4月2日。 
95 川辺純子「日系小売企業の香港進出と香港日本人商工会議所」 

－小売流通分科会・小売流通部会活動を中心に－」『城西大学経営紀要』第10号、2014年3月、 

5頁。 

https://www.daimaru.co.jp/company/about/history.html
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Nakano（2012）は、開店当時の大丸百貨店の日本食レストランの模様を詳しく

説明している。 

 

大丸百貨店の２階には二か所の食事をする場所（食堂）が設けられた。一つ

は日本食レストランであり、もう一つは日本式のコーヒーショップであった。

これらの２つの食堂は、大阪で有名であった新大阪ホテルによって運営され

た。日本食レストランのメニューは、すき焼き、天ぷら、神戸ビーフ等で構

成されていたが寿司と刺身は無かった。当時の香港人は生の魚を食べる習慣

が全く無かったために寿司や刺身はメニューから外されていたのである。中

略、このレストランでは、日本から輸入された原材料で日本料理が調理され、

ウエートレスが客の目の前のテーブルの上ですき焼きを調理するという香港

ではそれまでになかった調理方法が行われ、豪華な雰囲気を醸し出していた。

中略、事実、価格も高価ですき焼き１人前が80香港ドルであった。当時の大

丸百貨店の一般的な従業員の月給は210香港ドルであり、すき焼きが如何に

高価であったかが理解できる。中略、これらの日本食に加えて、日本式のフ

ランス料理や洋食がメニューに載っていた。これは、当時の日本の百貨店の

最上階の大食堂で、日本食や洋食が一緒に提供されていた流れに沿ったもの

であった。コーヒーショップも香港の街で見かける香港式の茶餐店といわれ

る喫茶店とは異なり、日本風の喫茶店であった。96 

 

しかしながら、当時の香港には、日本の食料品を取り扱う店が「富士」1 店しか

なく、しかも取扱品目が限られていたので、大丸百貨店は日本料理を提供するため

に、ほとんどの調味料、食材等を日本から自ら直接輸入をして調達する必要があっ

た。この大丸百貨店の二つのレストランは、一般の香港人にとっては高額な店であ

ったが、日本人に招かれてここで食事をした香港人が味を覚え、その後徐々にこの

レストランを自分たちでも利用するようになった。このようなことからもこの大丸

百貨店の二つのレストランは香港において日本食を提供する場所として先駆者的な

役割を果たした。 

２）日本食材・日本食品の販売 

大丸百貨店は香港で初めてのスーパーマーケット形式で日本の調味料、食材、食

品を販売した。「1966年の大丸百貨店が行った英字新聞の広告によれば、販売され

ていた商品は、神戸ビーフ各種、すき焼き・蟹・アワビ・ツナ・ピンクサーモン・

牡蠣の燻製等の缶詰、味付け海苔、インスタントラーメン、あられ・おせんべい等

であった。」97神戸ビーフとサーモンを除いてはほとんどの商品が缶詰か瓶詰か乾物

であった。日本の食べ物に対する需要は限られており、日本から輸入した商品は,す

ぐに売れるとは限らなかったために、在庫の回転が悪くても日持ちがして品質が変

わらない商品が中心であったと考える。この大丸百貨店の日本食材・日本食品売り

 
96 Nakano op. cit. pp.112-113. 
97 Nakano op. cit. p.113. 
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場の顧客はほとんどが日本人であり、香港人は裕福な階層の顧客だけがこの売場の

商品を買うことが出来た。当時の一般的な香港人にとっては高級で、価格も高いこ

の売り場は彼らが買い物をする場としては、当初は全く関係が無かった。しかしな

がら、この大丸百貨店のスーパーマーケット形式の日本食品売り場は、当時の香港

としては様々な種類の日本食を購入できる唯一の場所であり、この大丸百貨店のス

ーパーマーケット形式の日本食売場が日本食のショーケースの役割を果たした。こ

の売り場こそが、香港において日本食が広がっていく原点であり起点となった。こ

の売場を訪れる客層は、当初は日本人と裕福な香港人であったが、この売場を訪れ

た一般の香港人も日本の食品に直接触れる機会を得た。そして徐々にではあるが、

彼らもこの売り場の商品を手に取って買い求めるようになっていった。しかしなが

ら、一般の香港人の購買する量はまだまだ僅かであった。 

大丸百貨店の日本食レストランとスーパーマーケット形式の日本食売場は、香港

における日本食市場形成と発展の第2期に大きな役割を果たしたのみでなく、その

後も継続して日本食市場発展の中心的な存在であった。大丸百貨店において販売さ

れていた日本食以外の日本製の日用品や雑貨、衣料品等々が、香港の人達から支持

を得ていたという事を現わしている現象の一つとして、大丸百貨店が出来たことに

より、Causeway Bayの地下鉄の駅からの人の流れが大きく変わったと言われてい

る。1998年に大丸百貨店は閉店したが、この日本食レストランとスーパーマーケッ

ト形式の日本食の売場は筆者が香港に駐在した 2000 年初頭においても、日本食の

関係者の間では伝説的に草分け的存在であったと語られており、大丸百貨店の事例

は香港の日本食に携わる人々の間で参考とされていた。 

以上整理したように、香港における日本食市場形成と発展の第2期において日本

食は、香港に在住する日本人、日本からの日本人旅行客、香港の富裕層、日本企業

から接待を受ける香港企業人等の限られた範囲で食されていた。一般の香港人には、

大丸百貨店でよく見かける様にはなったが、手が届かない高価で遠い存在であった。 

   

３－３ 第3期：1970年代後半から1990年代中盤 

 香港における日本食市場形成・発展の第3期は、香港の経済の発展と共に進んだ。

この第3期の特徴は大きく分けて四つあると考える。一つ目は、香港人による香港

人の為の低価格帯の日本料理店が出来たこと、二つ目は、ヤオハンに代表される日

本のスーパーマーケットが香港に進出し、一般の香港人が買うことが出来る価格帯

の日本食を提供したこと、三つ目は、香港の中所得者層が増加したこと、そして四

つ目は、日本の高度経済成長により「日本」という国自体に世界が注目するように

なり、香港も「日本」を先進国として強く意識したことである。 

香港日本人倶楽部98の記録によれば香港在住の日本人は 1969 年には 1,156 人で

あったが、10 年後の 1979 年には約 6 倍の 7,049 人と大幅に増加した。すなわち、

日本企業にとってこの 10 年間で香港市場の重要性が高まったことを示している。

日本の高度経済成長期における輸出主導型の経済発展の一つの市場が香港であった。

 
98 香港日本人倶楽部  http://www.hkjapaneseclub.org/ 最終閲覧日：2019年5月8日。 

http://www.hkjapaneseclub.org/


 

 74 

香港在住の日本人の急増に伴って日本食に対する需要が増えていった。同じく、日

本料理店の数も増えていく傾向にあった。香港経済も同様に発展を遂げていた時期

であり、このような香港の経済発展の中で増えていくのは日本料理店だけではなか

った。中国料理店もその数を増やしていった。そこで問題となってきたのが料理人

の供給であった。急増するレストランの数に料理人の供給が追い付かず、そのひっ

迫する供給の中で、日本料理が調理出来る料理人の数は限られていた。「この問題に

危機感を感じた香港の日本料理店のオーナー達と香港でこれらの日本食レストラン

に原材料を供給していたサプライヤー各社は、1979年に『香港日本料理店協会』を

設立した。」99このような状況の中で、日本食に対する香港人の関心は高まっていっ

た。 

一つ目の特徴である、香港人による香港人のための日本食レストランに関して

Nakano（2012）は、当時の状況を以下のように説明している。100少し長くなるが

引用する。 

 

この香港日本料理店協会の創設メンバーで、1960 年に大丸百貨店で食料品

担当として勤務していた経験を持つ Frankie Wu は、1970 年代後半に香港

人の富裕層をターゲットとした日本料理店を2店開店した。彼は香港日本料

理店協会の他のメンバーに対して、香港在住の7,000人の日本人をターゲッ

トとするのではなく、5 百万人の香港人を顧客にしようと呼びかけた。同氏

は2009年NNA（News Net Asia）で当時の香港日本料理店協会の日本人の

会員に次の様に語ったと回顧している。『我々は顧客を日本のサラリーマン

という限られた人々に限定しないで香港人に拡大をしていこうではないか。

お互いに無駄な競争をするのではなく、日本食市場のパイを大きくしようで

はないか。もし我々が美味しくて良い食事を提供すれば香港人もきっと店に

来るに違いない。』中略、彼は、日本の大学を卒業し、日本語、英語、広東語

に堪能であった。彼は、日本での学生時代に体験した日本料理の知識や大丸

百貨店で勤務した時の経験を活かしながら自ら日本料理店を開店した。彼こ

そが、日本料理店を香港で開業し、香港人を顧客として店を成功させた最初

の香港人の一人であったと言われる。 

 

Nakano（2012）は、さらに詳しく説明を行っている。 

 

彼は自分の店『大関』で低価格の日本料理を提供した。また、調理人不足を

補うために、一人の日本人料理人に香港の複数の料理人に対して日本料理を

教えさせ、香港人の料理人による日本料理の調理を行った。これも低価格に

繋がる彼のアイデアであった。ウエートレスも香港人を使い、店に来る香港

人に料理の解説を自分たちの言葉で説明するようにし、香港人が来店しやす

 
99 香港日本料理店協会  http://www.hkjra.com/  最終閲覧日：2019年5月8日。 
100 Nakano op. cit. p.115． 

http://www.hkjra.com/
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い店作りを行った。彼は、1980年に香港人が好きなブッフェスタイルを自身

の日本料理店に取り入れた。毎週日曜日にブッフェスタイルのランチを低価

格で提供し、様々な日本料理を並べて香港人の関心を買った。この様な日本

食を現地化する彼の手法に日本人の料理人の中には批判的な人も多くいた。

しかしながら、Wu が期待した通り、店にはどんどんと香港人の客が増えて

いった。中略、1981年に香港のテレビ局RTHKは『日本の影響』というド

キュメンタリー番組を制作した。その番組の中で『日本食は原材料を日本か

ら飛行機で運んでくるために大変値段が高かった、又その味付けの甘さが香

港人にとっては馴染めなかった。しなしながら最近香港の日本食でも他の料

理と同じような低価格帯のものが出始めた。日本へ旅行をする香港人も増え

て、日本の味が受け入れられてきた。かつては、香港では『大和』がたった

一軒の日本料理店であり、1970 年代でも日本料理店は 5 軒しかなかった。

1983年には既に34軒になっている。』と語っている。101 

 

事実香港から日本への旅行客は 1974 年の 18,641 人から 1984 年には 55,542 人

と大幅に増加している。 

香港人による香港人のための日本料理店ができたことにより、それまで日本食を

経験したことがなかったより多くの香港人が、気軽に日本食を経験する機会が提供

され、しかもそれらの店が香港人に受け入れられ始めたのである。 

第3期の二つ目の特徴は、ヤオハンに代表される日本のスーパーマーケットが香

港に進出し、一般の香港人が買うことが出来る価格帯の日本食を提供したことであ

る。ヤオハンは、静岡の地方のスーパーマーケットで、当時日本では、県外への店

舗展開も少なく、日本ではあまり有名ではなかった。しかしながら、ヤオハンは国

際化を早くから実行し、シンガポール、米国カリフォルニア・ニュージャージー等

に進出をしていた。ヤオハンは、1984年12月に香港の新界に新興住宅地として開

発された Shatin の中心にできたニュータウンプラザに初めての店舗を開設した。

香港政府は香港島、九龍地区の人口過密状況を緩和するために「住宅対策 10 年計

画」を進め、Shatin は新界地域の開発地区の重点地区であった。1985 年までには

香港の全人口の34%が新界に移り住むようになった。これらの開発地区は、香港で

増え始めた中流階級に対する住宅供給を目的として作られた。香港の中心部とは鉄

道で結ばれていたが、ニュータウンプラザは Shatin 駅の真上に作られた規模の大

きいショッピングモールで、ヤオハンはその中核のスーパーマーケットとして開業

した。その地理的条件は、Shatinに住む中所得階層の香港人にとって最も便利な場

所にあるスーパーマーケットであった。ヤオハンは 1984 年の開店の時に、日本製

の花火を上げ、先着 50 名の女性に日本製のストッキングをプレゼントし、それを

目的とする女性の行列ができて話題ともなった。 

Nakano（2012）は、ヤオハンに関して、以下のように説明をしている。 

 

 
101 Nakano op. cit. pp.115-116． 
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ヤオハンは、きっちりとラップ包装された生鮮の肉・魚、冷凍食品、スナッ

ク菓子や調味料を庶民に手が届く価格で提供した。ヤオハンはまた、日本の

ファストフードの香港での最初の紹介者でもあった。寿司、たこ焼きに加え

て日本で日本風に変化して定着した洋食をヤオハンの店舗内のフードコート

で提供した。また、日本のベーカリーの山崎製パンもヤオハンの店舗で日本

から運んだ原材料で作った焼きたてパンを提供した。中略、ヤオハンは同様

の試みを米国の店舗でもしていたが、米国店舗と香港の店舗との一番大きな

違いは顧客であった。米国では米国在住の日本人が主な顧客であったが、香

港では現地の香港人が主なる顧客であった。102 

 

ヤオハンは、香港の食料品の売り場に大きな変化をもたらした。 

ヤオハンで最初に販売された寿司は巻きずしであった。生の魚がシャリの上に載っ

ている握り寿司は、生の魚を食べる習慣がない香港の人々には抵抗が強いと考え、

巻き寿司が提供された。サーモンの巻き寿司もヤオハンが最初に販売をした。その

後、香港人が日本の寿司を受け入れることを見極めると、握り寿司をプラスティッ

クのパックに入れて販売し始めた。この寿司パックが人気を集め、ヤオハンでは、

顧客の人気が高い定番の商品となった。フードコートでは、たこ焼きや大判焼きも

売られていたが、焼き立てのたこ焼きと大判焼きは、出来立ての温かさを好む香港

人の人気の食べ物となった。ヤオハンが冷凍食品用に使った日本製の冷凍ショーケ

ースも当時の香港では珍しかった。 

ヤオハンに関して、王（2004）103は次のように述べている。 

  フメイ104の第一店が置かれたニュータウンプラザは、鉄道駅に隣接し、乗客

が帰宅の途中でちょっと立ち寄るのに抜群の立地にあった。中略、フメイは、

最早国貨公司や伝統的な「街市」で提供される商品では満足できないが、か

といって外資系のデパートで買い物をするほどの余裕のない若いニューミド

ルクラスの人々にオルタナティブな選択肢をもたらした。105 

王が述べている様に、香港では生鮮品は「街市」で買う習慣が今でもある。香港

行政府は、路面にあった「街市」を3階建ての「街市」として再開発し、香港内の

主要地域に「街市」を設けている。1 階と 2 階は生鮮売り場、3 階が飲食店という

建物である。しかしながら、王が述べているように「街市」は開放的な造りで、空

調はなく、清潔でないイメージがある。ヤオハンは空調のきいた店舗で、綺麗にラ

ップされた清潔感を与える生鮮品の販売を行うことによって、香港の消費者の消費

行動を変える役割を担った。 

その後、進出をしたジャスコやユニーもヤオハンを同様に日本式に生鮮品をラッ

 
102 Nakano op. cit. p.117. 
103 王向華「友情と私利 －香港一日系スーパーの人類学的研究－」風響社、2004年6月。 
104 同上書では、ヤオハンは実名ではなく、「フメイ」という仮の名前で書かれている。本著者は2年間

ヤオハン香港で勤務し、その体験に基づき執筆された内容はヤオハン香港の歴史である。本文に従っ

て、名前は「フメイ」をそのまま引用したが、実態はヤオハンである。 
105 同上書 146－147頁。 
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プして販売した。地場のスーパーマーケットも一部の生鮮品をラップして販売する

ようになり、ヤオハンは香港の生鮮品の販売の仕方を大きく変えたと評価する。 

 加えて、ヤオハンの行ったフードコートでの日本食の販売は、ジャスコ、ユニ

ー、シティ・スーパーでも採用され、スーパーマーケットとフードコートというフ

ォーマットを香港で定着させる役割も担った。 

ヤオハンはその後、香港に9つの店舗を持つに至ったが、これらの店舗は、増え

続けていた香港の中所得者層に対して日本食を浸透させていくことに大きな影響力

を持った。 

一方、香港の繁華街であるCauseway Bayでは1985年にそごう百貨店が開業し

た。従来の日系百貨店は、ビルの幾つかのフロアを借りて営業をしており、百貨店

とはいえ、規模的にも限られた店舗であり、日本にある百貨店とは大きく違ってい

た。しかしながら、そごう百貨店は、規模の大きい一つのビル全体をそごう百貨店

して出店し、地下2階には食品売り場が設けられた。従って、規模の上でも、商品

の品揃えの面でも、他の日系百貨店とは一線を画していた。 

そごう百貨店の付近は、Causeway Bayの繁華街の中でも最も人が集まる場所と

なっていった。食品売り場では、日本食および日本の加工食品、調味料等がスーパ

ーマーケットのように、セルフサービス形態で販売された。このサービス形態によ

り、香港の日本の食品や調味料に馴染みのない香港人が商品を手に取ってみること

ができたことは、香港人たちにとっても商品に対しての理解が深まると同時に、購

買しやすさがあった。そごう百貨店では日本の同百貨店の購買力を背景に日本で流

行の食品・菓子等をいち早く輸入し、販売することが出来た。香港人の中では、「日

本食品の新製品を買うのであればそごう百貨店が一番」というイメージが定着し、

香港人から魅力ある日本食品の売り場として認められるようになった。そごう百貨

店にも大丸百貨店と同様に日本食のレストランが併設され、香港在住の日本人に加

えて、香港人も数多く利用するレストランとなった。香港の郊外のヤオハン、香港

繁華街のそごう百貨店が、日本食販売の2大拠点としてその地位を確立した。 

その後、日本のユニーが 1987 年 6 月に香港島の新興住宅街に開業、ジャスコも

同年 11 月にユニーの近くに開業した。ユニーの開業した場所は太古城という香港

島の東にある地域で、ここにはかってスワイヤーグループの太古製糖の工場があっ

たが、工場跡地が住宅街として開発され28階建てのマンションが40数棟建てられ

た。この住宅は、この頃台頭してきた香港の中所得者層の中でも比較的所得の高い

人々が入居した。この住宅街の真ん中にCity Plazaというショッピングモールが作

られ、ユニーはここにKey Tenantとして出店をした。当時のユニーの幹部は、「香

港人はユニーを自宅の冷蔵庫代わりに使っていて、店の上に数千人の人が暮らして

いるので、開店以来繁盛している。」106と語っていたほどである。また、ジャスコの

店舗はユニーのすぐ隣の住宅街 Corn Hill にありここも 20 数回建てのマンション

が 40 棟ほど立ち並び、スーパーマーケットにとっては絶好の商業地であった。ユ

ニーある住宅街よりは少し価格が安い住宅ではあったが、中所得者層の中でも所得

 
106 ユニー香港社長原田氏（当時）2000年8月談。 
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の高い人が数多く入居していた。これら二つの店舗は共に地下鉄「太古城」駅の真

上に位置し交通も至便であった。ユニーもジャスコも、ヤオハンで好評であったパ

ック入りの寿司を充実させ人気商品であった。ユニーとジャスコは共に日本食を多

く取り扱っており、香港での日本食普及の第3期に大きな貢献をした。 

第 3 期の三つ目の特徴は、香港の中所得者層が増加したことである。1950 年代

中盤からの現在に至るまでの香港経済の状況を、香港の経済指標の推移と香港の経

済的発展による中所得者層増加に至る経緯を整理する。 

谷垣（2001）107によると、本研究で時代区分をした香港日本食市場形成・発展の

第１期である 1950 年代中盤から 1960 年代初めの時期は、一人当たりの GDP が

400 米ドルにやっと届いた時期であり、香港フラワーと呼ばれたプラスティックの

造花の等当時の香港の安い労働力を背景とした軽工業品輸出により、香港経済は第

2 次世界大戦後の初期の経済成長の時期であった。第２期である 1960 年代初め頃

から 1970 年代中盤頃は、工業化の持続的成長期と位置付けられ、トランジスター

ラジオをはじめとする電子製品の組み立て生産が始まった。第 3 期の 1970 年代後

半から1990年代中盤では、1970年代後半に「電子部品の生産も始まり、玩具の電

子化、時計のデジタル化を可能にした。軽工業から重化学工業への発展は見られな

かったが、繊維産業から電子産業や玩具産業、時計産業へと軽工業の中での多元化

が図られた。」1081970年代後半には香港の産業構造はそれまでの第2次産業中心か

ら、第3次産業へと移行を始めた。特に、「1973年に香港では為替管理が撤廃され

て以降、国際金融センターへの道を歩み始めた。」109また、「1980年代に入ると、香

港経済は中国の対外開放にともない、中略、急速な脱工業化・サービス化の道をた

どることになった。中略、香港は再び対中国中継貿易港としての機能を迅速に回復

した。」1101990年代に入ると、中国の経済成長により中国の香港への依存度が減少

する傾向が見られ、1997年の返還を不安視していたが、時を同じくして、1997年

にアジア危機が発生し、香港はその影響を大きく受けた。「経済危機からの脱出を目

指し、1998 年に入ると、特別行政区政府は本格的な経済政策に着手した。香港の

GDP が従来、貿易業と観光業、金融業などのサービス業が過半数を占めたことか

ら、政府は製造業を再び復興し、産業の多元化・高付加価値化を実現することを目

指した。」111さらには、ハイテク産業の育成や情報技術（IT）産業の発展にも力を入

れた。その後は、成長する中国経済への投資窓口としての機能も拡大し、経済発展

を持続させている。 

 

 
107 財務省 谷垣真理子 「第9章 香港」『経済発展・衰退・再生に関する研究会報告書』 

2001年3月、 https://www.mof.go.jp/pri/research/conference/zk051/zk051j.pdf      

最終閲覧日：2019年5月10日。 
108 財務省 同上資料 217頁。 
109 同上。 
110 同上。 
111 同上資料 226頁。 

https://www.mof.go.jp/pri/research/conference/zk051/zk051j.pdf
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香港の名目実質GDP112は1960年約1,321百万米ドル、1970年約 3,801百万米

ドル、1980 年約 28,862 百万米ドル、1990 年約 76,928 百万米ドル、2000 年約

171,668百万米ドル、2010年約228,638百万米ドル、2018年約362,993百万米ド

ルと大幅な成長を示している。1960年対比では、1970年2.9倍、1980年21.8倍、

1990年 58.2倍、2000年 130倍、2010年 173.1倍、2018年 274.8倍と極めて大

きな成長である。香港名目 GDP 米ドルベース推移図 3－1 を作成した（本文末表

録 表録－21参照）。 

 

   

図3－1 香港名目GDP 米ドルベース推移      ：単位：百万US$ 

出典）World bank  Hong Kong GDP (current US$)を基に筆者作成。 

 

年ごとの経済成長度合いを見るために、1961年から 2018年までの 58年間の香

港 GDP 前年対比推移を整理した（本文末表録 表録－22 参照）。上述した通り、

GDPは1960年以降拡大していたが、前年比を考察すると必ずしも全ての年で、経

済が成長していたのではないという事実が浮かび上がる。前年比が 100%を下回っ

た年は、この58年間で、7年ある。 

一回目の 100%を下回った 1983 年は、前年度比が 93%である。その原因は香港

のブラック・サタデーといわれる状況による経済停滞である。すなわち、香港ドル

は 1974 年以降変動相場制を採用していたが、英国と中国で交わされていた香港の

租借期限が 1997 年に終了するにあたって、英国のサッチャー首相が北京で返還に

関する交渉を始めた。返還に対する不安等から香港経済は下降し始めたが、返還交

渉の停滞が拍車をかけ、1983年9月24日にブラック・サタデーが発生し、香港ド

ルが危機的状況に陥ったことにより、同年10月17日に香港政府は米ドルとのペッ

グ制に移行決定をするに至った。 

二回目に 100%を下回ったのは、1998 年と 1999 年である。1997 年にタイに始

まった危機はアジア危機としてアジア全体および世界に影響をもたらした。この 2

 
112 World bank  Hong Kong GDP (current US$)、 

https://data.worldbank.org/indicator/NY.GDP.PCAP.CD?locations=HK 

最終閲覧日：2019年5月9日。 
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年間の香港経済の停滞はこのアジア危機の影響である。 

三回目は、2001年、2002年、2003年である。香港はアジア危機から2000年に

立ち直りを見せたが、2001 年にはアメリカと日本の景気減速等の影響で香港経済

を支えていた輸出が減少に転じ、加えて同年9月に発生したアメリカの同時多発テ

ロにより景気は更に落ち込み、失業率も上昇した。その影響は翌年 2002 年まで続

いた。2003年には、3月にSARSが発生し、香港へのビジネス客、観光客は大幅に

落ち込み、5月に香港行政府の終息宣言が出された後も影響は残った。 

四回目は、2009年であるが、これは2008年に発生したリーマンショックの影響

であるが、同年第4四半期には経済は回復基調となり、翌2010年には、2008年を

超えるGDPとなり復調した。 

次に、香港において中所得者層が増加していった経緯を明らかにするために、香

港GDP Per Capita推移図3－2を作成した（本文末表録 表録－23参照）。 

 

 

図3－2 香港GDP Per Capita推移          単位：米ドル 

出所）World bank Hong Kong GDP (current US$)を基に筆者作成。 

 

香港の GDP Per Capita は 1960 年には、僅か 429 米ドルであった。その後も

1970年代までは1,000米ドルを下回る数値で推移していた。しかしながら、本論文

の第 3 期である、1970 年代後半から 1990 年代中盤には、急激な上昇が始まった。

1975年2,252米ドル、1980年5,700米ドル、1985年6,543米ドルと増加し続け、

1988年には10,000米ドルを突破した。その後も、1990年13,486米ドル、1995年

23,497米ドルと増加していった。このGDP Per Capitaの推移が示す通り、香港の

中所得者層がこの第3期に増加を始めたということが明らかとなった。 

このように増加し始めた香港の中所得者層の人々が、ヤオハンやユニー、ジャス

コ等の日本食を多く取り扱う日系スーパーマーケットや、香港人による日本食レス

トラン「大関」の顧客となり、日本食はもはや香港在住日本人や香港の富裕層たち

だけの食べ物ではなくなり、香港の中所得者層の人々の口に入ることが出来る食べ

物として広がっていった。 

第 3 期の三つ目の特徴は、日本が戦後の回復期を脱し、1970 年代の高度経済成

長を成し遂げ、1980 年代のバブルに至るころまで、アジアの成長神話として語ら
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れ、日本という国自体のイメージが良くなったことである。 

第1章第3節で述べたとおり、Erdener Kaynak & Orsay Kucukemiroglu(2015)

の 1997 年の中国返還以降の香港における消費者の輸入品に関しての先行研究は、

香港の中所得者層や高所得者層は、中国本土からの消費物資をあまり好まないとし

ている一方、消費者が海外の製品を受け入れる際の考え方として、消費者は外国の

全体的なイメージを持ち、このイメージは、消費者がそれまで親しみを持っていた

その国の他の製品に対してのイメージによって形作られる。他の国の製品と比較す

る際にも、国のイメージを比較することによると指摘している。113また、Biljana 

Juric & Anthony Worsley(1998)は、ニュージーランドの事例として、輸入食品に対

する消費者の態度に関しての先行研究で、輸入食品のその国の市場への浸透は、輸

出国の経済レベル、発展度合い、輸出国における文化的な類似性が影響を及ぼすと

述べている。114 

上記の先行研究によって説明されていることが、第3期に起こっていたと考える。

すなわち、日本から輸出された家電、自動車等の高品質の製品は、その高い品質が

香港の人々により評価され、日本の高度経済成長に対する評価と相まって、日本食

や日本産食料品に対してよいイメージを形作り、日本食市場の発展に影響を及ぼし

たと考える。 

 

３－４ 第4期：1990年代後半から2000年代初頭 

第3期に増加してきた香港の中所得者層によって受け入れられ始めた日本食であ

ったが、1990年代後半から種類の広がり、日本料理店の形態の多様化、売り場の多

様化等々が進んだことにより、香港の日本食市場は新たな段階を迎えたと考える。

第4期の特徴として四つを挙げることが出来る。一つ目が日系スーパーの台頭と現

地スーパーでの日本食・日本食品の取扱が進んだこと、二つ目が香港人によるいわ

ゆる「日式日本料理店」が増加したこと、三つ目に日本からチェーンレストランの

進出が始まったこと、四つ目に日本食が香港の中流階級から若者に広がっていった

ことである。 

一つ目の特徴は日系スーパーの進展と現地スーパーでの日本食・日本食品の取扱

が進んだことである。香港日本食市場の開拓者であった大丸百貨店は、1998年にテ

ナント料の高騰等の理由により撤退した。日本食は取り扱っていなかったが、1970

年代から 1990 年にかけて日本の有名な百貨店が次々と香港に出店をしていた。し

かしながら、日本におけるバブル崩壊後の不況及び香港におけるテナント料の高騰

等の理由により次々と撤退していった。伊勢丹百貨店が1973年に開業、1996年に

撤退。松坂屋百貨店は1981年に開業、1998年に撤退。三越百貨店は1981年に開

業、2006 年に撤退。西武百貨店は 1990 年に開業、1996 年に現地資本に売却。東

急百貨店は1982年に開業、1999年に撤退。そごう百貨店は1985年に開業、2001

年に現地資本に売却された。この歴史が物語るように、残念ながら日本の百貨店の

 
113 Erdener Kaynak & Orsay Kucukemiroglu(2015) op. cit. p.440. 
114 Biljana Juric & Anthony Worsley(1998)op. cit. p.120. 
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香港における歴史は 2000 年頃まで、そごう百貨店を除き終焉し、そごう百貨店以

外の日本の百貨店による日本食の普及は期待することができなくなった。  

日系のスーパーマーケットの草分け的存在であったヤオハンは、中国の上海での

大型店舗の失敗が引き金となりヤオハン全体の経営状況が悪化し、結果として香港

からは 1997 年に撤退した。日系のスーパーマーケットとして、ユニーは、日本食

品とGMSとして取り扱っている日用雑貨品・衣料等々も香港人、日本人の顧客に

好調で、日本食や日本のものを一ヵ所で買うことができる場所としての評判で多く

の顧客を集める状況であった。ユニーでは、日本を意識した売り場作りが行われて

いて、加工食品や菓子に加えて生鮮食料品にも力を入れていた。日本から直送され

た生鮮野菜、果物、卵、牛乳、牛肉、魚等が販売されていた。ユニーは集客のため

に様々なフェアも開催した。中でも年に一回行われた、「ユニー大日本食フェア」で

は、マグロの解体販売を行う等日本から導入された顧客へのマーケティング手法に

よる販売促進も行われた。「北海道フェア」も非常に人気があり、香港人に北海道の

食べ物は美味しいというイメージを持たせることに貢献をした。ユニーは、店舗数

は 1 店舗だけであったが、日本食市場に対する影響力は大きかった。ジャスコは、

現地資本との合弁企業としてスタートし、多店舗展開をした。各店舗では日本食も

販売されていたが、現地の食品も多く販売され、ユニーに比べてより現地寄りの店

作りという戦略であった。この日系の二つのスーパーマーケットが、ヤオハン撤退

後の香港において、日本食の販売に大きな貢献をした。 

1996年に開業したシティ・スーパーは、日本人が経営をしているが、日本にある

スーパーマーケットを母体としない企業である。同社は、撤退した西武百貨店で働

いていた日本人が現地の資本の協力を得て設立した会社で、高級スーパーを目指し

た。香港島の中心部Causeway Bayのショッピングモール内に出店したが、日本の

高級スーパーマーケットのような陳列と高級な商品の品揃えをして、香港の富裕層

から中所得者層の上部を狙った店作りをした。日本食も多く取り揃え、高級感を伴

った日本食の販売でユニーやジャスコとは一線を画した戦略であったと考える。ユ

ニー、ジャスコ、シティ・スーパーは日本人のみならず香港人の顧客にも支持され

ており、それらの店舗での日本食の販売は、日本人のみならず香港人を顧客として

意識したプロモーションや試食販売等の企画を取り入れていた。 

現地資本のスーパーマーケットは、これらの店舗の視察を繰り返し、香港人顧客

に支持されるようになった日本食を自らの店舗にも導入することを検討し始めたの

が、この第4期である。現地資本のスーパーマーケットによる日本食の取り扱い拡

大は、香港の日本食市場の発展・拡大の大きな転換期を示す動きであったと考える。

香港には 2 つの大手スーパーマーケットチェーンが有る。「PARKnSHOP」115と

「Wellcome」116である。それぞれこの時期に香港内では 200 店舗程度の規模で展

開をしていた。香港の土地の狭さを考えると両社合わせて400店舗はかなりの密度

の店舗数であり、ビジネス街、商業地域、住宅街、郊外の新興住宅の全ての地域に

 
115 PARKnSHOP http://www.parknshop.com/ 最終閲覧日：2019年5月12日。 
116 Wellcome  http://www.wellcome.com.hk/  最終閲覧日：2019年5月12日。 

http://www.parknshop.com/
http://www.wellcome.com.hk/
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店舗を持っていた。この2つの現地資本のスーパーマーケットでは、従来からキッ

コーマン醤油と一部の調味料、即席カレー等、および香港で人気の高かった現地生

産の日清食品のカップヌードルと袋物の出前一丁は棚に並んでいたがそれ以外の商

品はほとんど販売されていなかった。しかしながら、日系スーパーマーケットにお

ける日本食品の販売状況を調査して、香港における日本食が中所得者層へ広がって

きたこと等々により、日本食品の販売の重要性を認識するに至り、日本食品の販売

を拡大する戦略が採られた。 

最初に日本食の販売に本格的に取り組んだのは、PARKnSHOPであった。1999

年に三越百貨店が地下 2 階の売り場を閉鎖することとなり、ここに PARKnSHOP

がテナントとして出店することが決まった。出店時期は 2000 年 5 月であった。日

本食品の販売の経験の無い PARPnSHOP は、親会社であるハチソン・ワンポア社

と関係のある日本の総合商社に協力を要請した。日本の総合商社も香港における日

本食・日本食品の普及の拡大を商機であると考えて、香港にあった日系の日本食・

日本食品を輸入・販売する会社に出資して子会社化を行っていた。日系スーパーマ

ーケットで経験を積んでいたこの会社は、三越百貨店の地下の PARKnSHOP に

100 平方メートルほどの日本食・日本食品専用の売り場と、店の中の商品群の関連

売り場での日本食・日本食品陳列を提案し、結果として香港の地場スーパーマーケ

ットとしては初めての大型の日本食・日本食品売り場が出現した。その後、

PARKnSHOP は大型店舗を中心に、順次日本食・日本食品売り場を充実していっ

た。2000年にはPARKnSHOPは、高級店として商業地域の中心地のショッピング

モール内に「Great Food Hall 」を出店した。この店舗は、この商業地域で働く高

給のビジネス客や同地域に住む富裕層や海外の駐在員家族をターゲット顧客とした

店舗であった。したがって、この店舗では、三越百貨店の地下の店舗以上に高級感

のある日本食・日本食品をその他の品揃えとともに陳列し販売した。日本からの空

輸のいちごも店頭に並んだ。117 

競合相手の Wellcome も徐々にではあるが、PARKnSHOP 同様に大型店舗を中

心に売れ筋の日本食品の取り扱いを増やしていったが、PARKnSHOP のように日

本食・日本食品に特化した売り場を設置するような動きではなかった。現地の2つ

のスーパーマーケットは、日本食品の種類を増やし、ほぼ全店で寿司の取り扱いが

進んだ。一方、日本食を購買する顧客を自社店舗に引き付けるために、一部の日本

食品の価格を日系スーパーマーケットよりも低く設定した。その結果、今まで日本

食販売の主力であった日系スーパーマーケットも影響を受け、幾つかの商品で価格

競争の状況が生まれた。この第4期における現地資本の地場スーパーマーケットの

日本食・日本食品への取り組みは、香港人に対してより安い価格で、日常的に日本

食・日本食品を購買する場所を数多く提供する役割を果たした。 

第4期の二つ目の特徴は、香港人による日式料理店の展開である。その展開を支

えたのが前述した「香港日本料理店協会」であり、その中心的なメンバーのFrankie 

 
117 筆者は、PARKnSHOPの日本食売り場の取り組み、Great Food Hallでの取り組みに2000年5月

から2003年11月まで、日本食の輸入販売会社の経営者として携わった。 
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Wu である。同氏の成功を見て日本食料理店を始めようと志した香港人も多く、同

氏もそれらの人々に対し競争相手としてではなく、日本食市場を拡大してく仲間と

して協力をしてきた。時代区分の第3期には、日本食を食べることができる料理店

は限られ、同氏が経営する「大関」のように低価格で日本料理を提供する店も少な

かったが、この第4期には、香港人による日本料理店、いわゆる「日式料理店」が

増加した。彼らは、日本人が経営する日本料理店を参考としながらも、低価格で顧

客に料理を提供するために様々な工夫をした。日式料理店では、香港風にアレンジ

された日本料理に加え、日本料理店で提供しているものと同じ料理も提供した。こ

れらの日式料理店の顧客は香港人が中心で日本人の顧客はほとんどいなかった。し

かしながら、香港人にとっては気軽に日本料理を楽しめる店という位置づけで、中

所得者層の中・下の人々を顧客として浸透していった。これらの日式料理店を陰で

支えていたのが、香港人の経営による日本料理店向けの日本食材・調味料を輸入・

販売する専門の輸入業者であった。その中でも、きめの細かい販売戦略を行ってい

た「三本貿易有限公司」118が日式料理店を支えていた。同社のLau 社長によれば、

同社は、香港人である同氏が 1981 年に創業し日本食材・調味料等の業務用への販

売を中心に行っているが、その最も大きな顧客は香港人の経営する日式料理店であ

る。同社は日本の製品の販売手法を独自に考えて、日式料理店に対しての販売を強

化していった。一つの事例として、同社が行った日本酒の息の長いキャンペーンが

ある。静岡に本社を持つ「花の舞酒造」119は創業が元治元年（1864年）の老舗酒造

であるが、早くから香港への進出を始め三本貿易を代理店として香港の料理店向け

の販売を行っていた。三本貿易は花の舞酒造の協力を得ながら、日式料理店に花の

舞の日本酒を販売する時にお銚子や盃を一緒に提供した。日本で冷酒がブームにな

ると、冷酒用のデキャンタとガラスの盃を日式料理店に配って、飲み方の指導を行

った。日式料理店では、日本酒はほとんどが「燗酒」であったが、亜熱帯の気候の

香港では「冷酒」も日本酒の消費を増やす一つの飲み方であると考えた。そこで、

冷たい日本酒を飲む習慣のない香港人に飲みやすい方法として冷酒にキュウリのス

ライスを入れ、冷酒を爽やかな香りで飲むといった独特の飲み方の日式料理店に指

導を行った。長年の努力が実り、花の舞の日本酒は香港の日式料理店では定番の日

本酒となった。また、三本貿易は、経済的に脆弱で、日系の日本食輸入販売業者か

ら原材料を仕入れることが難しかった日式料理店に対して、積極的に販売し、支援

することによって同社が主要顧客として位置付けている日式料理店の数も増えてい

った。120このような影の努力もあり、日式料理店が増えたことにより、一般的な香

港人が日本食に接する機会が多くなり、日本食は香港の幅広い消費者層に浸透して

いった。 

第4期の三つ目の特徴は、日本からのチェーンレストランの進出である。個人で

 
118 三本貿易有限公司  http://www.mitsumoto.com.hk/  

最終閲覧日：2019年5月13日。 
119 花の舞酒造株式会社  http://www.hananomai.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月13日。 
120 三本貿易Lau社長2001年及び2019年談。 

http://www.mitsumoto.com.hk/
http://www.hananomai.co.jp/
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開業する日本料理店、香港人が経営する日式料理店に加えて、日本で成功をしてい

たチェーンレストランがこの第 4 期に香港への進出を始めた。1996 年に熊本のラ

ーメンチェーンの「味千ラーメン」が香港に最初の店舗を開いた。同社は日本に帰

化した台湾人が始めた会社であるが、いち早く海外進出を目指した。Nakano（2012）

は、「彼が日本人で無かったから、ラーメンが海外でも人気が出ると考え、海外進出

が出来た、中略、ラーメンは日本で独自に進化した中華麺であり、香港や台湾、中

国では自分たちの麺とは違う麺であるとの認識がされるという事に気が付いたこと

が成功要因である」121と述べている。「味千ラーメン」は現在日本で約90店舗、中

国・東南アジアを中心として海外に約750店舗を展開している海外志向が強い会社

である。122香港では16店舗（2019年5月現在）123を展開している。香港における

日本食拡大期に進出したその他の日本のチェーンレストランの状況を整理して 

表3－1を作成した。 

 

    表3－1：香港進出の日本のチェーンレストラン（2000年初頭まで）：      

チェーン店名 業態 店舗数 

（注3） 

進出時期 

イタリアントマト ケーキ・カフェ 26 1990年4月 

吉野家 牛丼店 60 1991年5月 

元気寿司 回転寿司 53 1995年3月 

味千ラーメン ラーメン店 19 1996年8月 

和民 居酒屋 17 2001年11月 

ビアードパパ（注1） シュークリーム店 7 2001年8月 

魚や一丁（注2） 居酒屋 3 2001年9月 

    （注 1）チェーンレストランではないが、チェーン展開をしている店として表に入

れた。 

（注2）魚や一丁は、その後撤退。 

     （注3）店舗数は2001年9月現在。 

  出典）月刊食堂2012年11月号12420頁を参考にして筆者作成。 

 

「イタリアントマト」125は日本食ではないが、日本で生まれ日本で育ったイタリ

ア風のカフェチェーンで、同店で提供される洋菓子は香港人にとっては日本の洋菓

 
121 Nakano op. cit. p.121. 
122 味千ラーメン社   http://www.aji1000.co.jp/ 

最終閲覧日：2019年5月13日。 
123 筆者注 「味千ラーメン」の2019年5月現在の店舗数は、1996年時点の19店舗と比べ減少して

いる。 
124 月刊食堂 2012年11号 「世界に羽ばたくニッポンの外食 海外進出レポート」  

柴田書店 19－21頁。 
125 イタリアントマト   http://www.italiantomato.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月13日。 

http://www.aji1000.co.jp/
http://www.italiantomato.co.jp/
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子（日式洋菓子）、スパゲティ等のパスタ料理は日本のパスタ（日式パスタ）と認識

され、日本食の一部であると理解されていた。「吉野家」126は牛丼の他に、チキンを

使った丼がメニューにあり、牛とチキンとの組み合わせ等香港人の好みに合ったメ

ニューを提供していた。「元気寿司」127は昼間には、ビジネス街の店舗では行列がで

きるくらい繁盛し、形式は日本と全く同じでお皿の上に乗せた寿司が、コンベアの

上を流れていた。「和民」128では、日本と同じように居酒屋のメニューとお酒を提供

しており、お昼にはランチ定食も提供していた。香港人には和民も日本食を提供す

る日本料理店の一つであると考えている人が多く、和民でお酒を注文しないで食事

を中心に楽しんでいる人も多い。「魚や一丁」129は北海道のチェーン居酒屋で、北海

道の料理、蟹、ラーメンサラダ、北海道コロッケ等々を中心に提供していた。コロ

ッケ等も香港人にとっては日本食と捉えられていた。特色のある店であり、香港人

には地域としてはブランドイメージの良い北海道の料理を提供していたが、香港人

がそのメニューに飽きがきたために撤退したと言われている。「ビアードパパ」130は

太古城のユニーの店舗内に最初の店舗を持ったが、当初1日中長い列を作って買い

求める香港人で賑わっていた。各チェーンレストランは顧客確保のために様々なプ

ロモーションを行った。このように、進出チェーンレストランの数は多くはなかっ

たが、いわば香港における日本のチェーンレストラン進出の黎明期ともいえる時期

に進出を決断した企業群であり、その後撤退した魚や一丁を除き、全てのチェーン

レストランは進出後店舗数を拡大し、次に来る成熟期の進出チェーンレストランの

大量進出の先駆けとなった。 

第4期の四つ目の特徴は、香港の中流階級から若者に日本食を食べる習慣が広が

っていったことである。Nakano（2012）によると、 

 

香港では、高校生が学校の終わった後に香港式の喫茶店（茶餐庁）で甘いも

のを食べたりしながら友人との会話を楽しむ習慣があった。中略、アメリカ

の「マクドナルド」が 1975 年に香港に進出するとそのおしゃれな感覚が高

校生に評判となり、今までの古典的な香港の喫茶店からマクドナルドで放課

後の会話を楽しむ高校生が増えた。中略、しかしながら、1996年に「味千ラ

ーメン」が開店するとまた様相が変わった。「味千ラーメン」でラーメン、日

本式の餃子や鶏のから揚げ等を食べながら無料で提供されるお茶を飲んでお

 
126 吉野家   http://www.yoshinoya.com/  

最終閲覧日：2019年5月13日。 
127 元気寿司   http://www.genkisushi.co.jp/  

元気寿司香港   http://www.genkisushi.com.hk/  

最終閲覧日：2019年5月13日。 
128 和民   http://www.watami.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月13日。 
129 魚や一丁   http://www.via-hd.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月13日。 
130 ビアードパパ   http://www.beardpapa.jp/  

最終閲覧日：2019年5月13日。 

http://www.yoshinoya.com/
http://www.genkisushi.co.jp/
http://www.genkisushi.com.hk/
http://www.watami.co.jp/
http://www.via-hd.co.jp/
http://www.beardpapa.jp/
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しゃべりをするという事が流行となった。131 

 

筆者が、香港駐在時代に味千ラーメンの複数の顧客から聞いた話によれば、ラー

メンの麺は中国の麺のように黄色いものの、スープの味付け、トッピング等が全く

異なっており香港人にとっては日本食であり、「味千ラーメン」の餃子は中国本土の

北部で食べられ、香港でも販売されている中国の餃子とは違った食べ物で、日本食

と認識されていた。中国の餃子は小麦粉で作られた皮が厚く基本的には蒸すか茹で

るかである。また、香港で一般的に食べられている海老餃子は、皮は米粉で作られ

ていて蒸して提供される。一方、日本の餃子は小麦粉で作られた皮が薄くパリパリ

に焼いて食べるもので、香港の人々や高校生にとっては新鮮な食べ物であった。 

Nakano（2012）によると、「一つの料理の単価はマクドナルドよりも高くても皆

で分け合って食べれば高校生にとっても手が届かない食事ではなかった。」132 

ラーメンや餃子の事例は、日本食を提供する飲食店で提供されるものは日本食と

して認識されていることを示す良い事例であると考える。このように「味千ラーメ

ン」は、日本式のラーメンや餃子を日本料理として香港市場に紹介したのみではな

く、若者への日本食の浸透にも貢献をしたと考える。 

日本のチェーンレストランは、日式料理店に加え、手頃な価格帯で気軽に日本食

を楽しめる場所としてさまざまな階層の香港人に日本食を食べる機会と場所を提供

した。日本食を香港の庶民の食べ物として定着させていくうえで、日式料理店と日

本のチェーンレストランの二つは、非常に大きな役割を果たしたと考える。 

 

３－５ 第5期：2000年中盤から現在 

2000 年初頭には、日本食は香港市場において、幅広い香港の消費者層に認知さ

れ、若者までを含めた多くの香港人たちの日常的な食べ物となっていった。その後、

2000年中盤からは、さらに深く、広く日本食が浸透していった。この時期の特徴は

五つある。一つ目は、日本からチェーンレストランが連続的に、毎年進出し、その

数を増したこと、二つ目は、ラーメン店のブームである。三つ目としては、新業態

の興隆がある。四つ目として、寿司の専門店が増えたこと、五つ目の特徴としては、

非常に高価格帯の日本料理店ができたことである。 

一つ目の特徴である日本のチェーンレストランの継続的な香港市場に進出に関し

て整理する。2004年から2013年7月までに進出した日本のチェーンレストランを

表3－2として整理した。 

2004年から2013年までの10年間に26チェーンが香港に新たに進出・出店し、

その合計の店舗数は 128 店舗(内 1 チェーン、1 店舗はこの期間中に撤退)を数え、

まさに日本食のチェーンレストランの出店ラッシュともいえる状況であった。 

  

 
131 Nakano op. cit. pp.120-123. 
132 Nakano op. cit. p.123. 
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表3－2 香港進出（2000年中盤から2013年7月まで）の 

日本のチェーンレストラン（2013年7月現在の店舗数） 

チェーン店名 業態 店舗数 進出時期 
笑笑 居酒屋 1 2004年11月 
大阪王将 餃子・中華店 5 2004年12月 
築地銀だこ たこ焼き 1 2004年12月 
千両 高級回転寿司 11 2005年3月 
白木屋 居酒屋 2 2005年6月 
モスバーガー ハンバーガー店 13 2006年10月 
ペッパーランチ ステーキ店 15 2007年6月 
フレッシュネスネスバーガー ハンバーガー店 1 2007年6月 
日本料理和亭 日本料理店 13  2008年1月 
銀カレー カレー店 8  2008年4月 
大戸屋ごはん処 定食屋 4 2008年7月 
らーめん山頭火 ラーメン店 4 2008年7月 
サイゼリア 日式イタリア料理店 14 2009年11月 
カレーハウスCoCo壱番屋 カレー店 7 2010年6月 
炭火焼肉酒家 牛角 焼肉店 7 2010年11月 
とんかつ新宿さぼてん とんかつ屋 2 2010年12月 
釜や本舗 うどん屋 1 2010年12月 
博多一風堂 ラーメン店 6 2011年7月 
ゴーゴーカレー カレー店 1 2012年5月 
WIRED CAFÉ カフェ 2 2012年5月 
かつや とんかつ屋 2 2012年11月 
洋麺屋五右衛門 パスタ店 2 2012年12月 
丸亀製麺 うどん屋 3 2013年1月 
リンガーハット 長崎ちゃんぽん麺店 1 2013年10月 
一蘭 ラーメン店 1 2013年7月 
しゃぶ菜 しゃぶしゃぶ店 1 2013年7月 
チェーン店合計26  合計128  

出典）月刊食堂 2014年2月号13311頁を基に筆者作成。 

 

この間に進出した日本のチェーンレストランを、進出年別に表 3－3 として整理

した。 

 

表3－3 年別進出チェーン数 

2004年 3チェーン 
2005年 2チェーン 
2006年 1チェーン 
2007年 2チェーン 
2008年 4チェーン 
2009年 1チェーン 
2010年 4チェーン 
2011年 1チェーン 
2012年 4チェーン 
2013年 4チェーン 
合計 26チェーン 

 出典）月刊食堂 2014年2月号11頁を基に筆者作成。 

  

 
133 月刊食堂 2014年2月号「世界に示そうニッポンの外食力 アジアの巨大胃袋を掴め!! 

第25回香港」柴田書店 10－16頁。 
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表3－3によって、2004年以降毎年何処かのチェーンレストランが絶え間なく香

港に新規進出をして出店をしていることが明らかとなった。これは香港へのチェー

ンレストランの進出が一時のブーム的な動きではなく、着実な動きであるという事

を示していると考える。また、1990年から2003年までの 14年間に進出したチェ

ーンレストランは7チェーンのみであったことと比較すれば、2004年以降の10年

間に進出をした 26 チェーンという数が如何に大きい数字かということが理解出来

る。 

 

業態別進出チェーン及び店舗数を表3－4として整理した。 

 

表3－4 業態別進出チェーン及び店舗数 

    業態 チェーン数 店舗数 
居酒屋 2チェーン 3 

餃子・中華店 1チェーン 5 

たこ焼き店 1チェーン 1 

高級回転寿司店 1チェーン 11 
ハンバーガー店 2チェーン 14 

ステーキ店 1チェーン 15 

日本料理店 1チェーン 13 

カレー店 3チェーン 16 
定食屋 1チェーン 4 

ラーメン店 3チェーン 11 

日式イタリア料理店 1チェーン 14 

焼肉店 1チェーン 7 
とんかつ屋 2チェーン 4 
うどん屋 2チェーン 4 

カフェ 1チェーン 2 

パスタ店 1チェーン 2 
長崎ちゃんぽん麺店 1チェーン 1 
しゃぶしゃぶ店 1チェーン 1 

合計 18業態 26チェーン 128 

  出典）月刊食堂 2014年2月号11頁を基に筆者作成。 

 

この表で整理した業態別の進出チェーンレストランの分析を行う。ラーメン店・

カレー店が3チェーンと一番多く、居酒屋・ハンバーガー店・とんかつ屋・うどん

屋がそれぞれ 2 チェーンあるが、全体では 18 の業態があり、進出した業態は多岐

にわたるということが明らかとなった。すなわち、香港において、様々な種類の日

本食へのニーズが芽生えてきたことを示しているものであると考える。業態の中で

もラーメン店の「らーめん山頭火」134、「博多一風堂」135、「一蘭」136、カレー店の

 
134 ラーメン山頭火  https://www.santouka.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月14日。 
135 博多一風堂   http://www.ippudo.com/  

博多一風堂香港  http://www.ippudo.com.hk/ 

最終閲覧日：2019年5月14日。 
136 一蘭  http://www.ichiran.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月14日。 

https://www.santouka.co.jp/
http://www.ippudo.com/
http://www.ippudo.com.hk/
http://www.ichiran.co.jp/
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「銀カレー」137、「カレーハウスCoCo壱番屋」138、「ゴーゴーカレー」139がそれぞ

れ3チェーンと多いが、日本でもこの業態は味に特色を持たせた店が多く、味の違

いを訴求して、他店との差別化を図りながらチェーンの拡大を狙うマーケティング

戦略であると考える。一方、香港人もラーメンやカレーに対して、それぞれの店の

持つ特徴ある味に変化を求めていること、特徴の違いを認識することができる日本

食に対する味覚が発達してきたことを示していると考える。 

「笑笑」140、「大阪王将」141、「白木屋」142、「モスバーガー」143、「ペッパーラン

チ」144、「大戸屋」145、「サイゼリア」146、「カレーハウスCoCo壱番屋」、「炭火焼肉

牛角」147、「丸亀製麺」148「リンガーハット」149は、各社とも日本で多店舗展開をし

ており、多店舗展開に対するオペレーションや経営等のノウハウの蓄積が、海外に

おける店舗展開を可能にしていると考える。 

伝統的な日本料理ではないチェーン、すなわち、ハンバーガーチェーンの「モス

バーガー」、ステーキチェーンの「ペッパーランチ」も進出しているが、店舗には日

本語の表示がされており香港人は日本のハンバーガーであり、日本のステーキとし

て捉えていると考える。香港人にとっては、米国のハンバーガーチェーンやステー

キチェーンとは一味違った日式のハンバーガー、日式のステーキであり、本論文序

章第5節で定義した通り、日本食は外来の食が日本で変化・発達した料理をも包含

 
137 銀カレー  http://www.hotland.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月14日。 
138 カレーハウスCoCo壱番屋  http://www.ichibanya.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月14日。 
139 ゴーゴーカレー  http://www.gogocurry.com/ 

最終閲覧日：2019年5月14日。 
140 笑笑  http://www.monteroza.co.jp/new/menu/815/  

最終閲覧日：2019年5月14日。 
141 大阪王将  http://www.osaka-ohsho.com/  

最終閲覧日：2019年5月15日。 
142 白木屋  http://www.monteroza.co.jp/new/menu/815/   

最終閲覧日：2019年5月15日。 
143 モスバーガー  http://mos.jp/  

最終閲覧日：2019年5月15日。 
144 ペッパーランチ http://www.pepperlunch.com/  

最終閲覧日：2019年5月15日。 
145 大戸屋  https://www.ootoya.com/  

最終閲覧日：2019年5月16日。 
146 サイゼリア  http://www.saizeriya.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月16日。 
147 炭火焼肉牛角  http://www.gyukaku.ne.jp/  

最終閲覧日：2019年5月16日。 
148 丸亀製麺   http://www.marugame-seimen.com/  

最終閲覧日：2019年5月17日。 
149 リンガーハット   http://www.ringerhut.jp/  

最終閲覧日：2019年5月15日。 

http://www.hotland.co.jp/
http://www.ichibanya.co.jp/
http://www.gogocurry.com/
http://www.monteroza.co.jp/new/menu/815/
http://www.osaka-ohsho.com/
http://www.monteroza.co.jp/new/menu/815/
http://mos.jp/
http://www.pepperlunch.com/
https://www.ootoya.com/
http://www.saizeriya.co.jp/
http://www.gyukaku.ne.jp/
http://www.marugame-seimen.com/
http://www.ringerhut.jp/
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するという事例の一つである。同じように、香港にも典型的な純粋イタリアンレス

トランは幾つもあるが、イタリアンをメニューの中心とする「サイゼリア」は、日

式ハンバーガーや日式ステーキ同様の受け止め方、すなわち、日式イタリアンとし

て認識されていると考える。 

香港では焼肉レストランも多いが、焼肉店も日本で多店舗を展開しているチェー

ンであり、日本語の表示も多く、香港人は、韓国の焼肉というよりは日式の韓国焼

肉として捉えていると考える。 

「大阪王将」は餃子と中華料理を日本で提供しているが、香港にある一般の中華

料理店とは異なっており、「味千ラーメン」の例と同じく、香港人は日式の餃子であ

り、日式の中華料理として認知していると考える。日本においても、一般的に日本

人は純粋で伝統的な高級中華料理店と町中によくある餃子屋・ラーメン・ニラレバ

炒め等を提供している中華料理店は別の種類の店として区別しており、後者は、中

華料理が日本で変化した日本式の中華料理店であると考える。 

「日本料理和亭」150は和民香港が出店した日本料理店であり、居酒屋業態の「和

民」で、お酒を飲まないで日本料理だけを食べる顧客や、料理を中心にしてオーダ

ーをする顧客が居ることを経験したことから、日本料理を専門とした業態として展

開した店である。 

和民の場合には、居酒屋ではなく日本食を中心とした店舗として和亭を2番目の

業態として立ち上げたが、「築地銀だこ」は、香港でのカレーの人気を受けて、日本

で展開している同じ系列のカレー店、「銀カレー」を2番目の業態として展開した。 

「千両」151は回転寿司の「元気寿司」が同寿司しチェーンの高級店として展開し

た店である。「元気寿司」は香港で一般の香港人を顧客対象として展開してきたため、

「元気寿司」の品質では満足しない香港の顧客に対応するために日本でも展開され

ていた一段上の品質の店として「千両」を香港でも展開した。「千両」は既に11店

舗を展開しており、この展開の成功事例から、香港では一般大衆に広く受け入れら

れた「元気寿司」よりもさらに高い品質を求める香港人の顧客が多く存在している

ことが明らかとなった。 

第5期の二つ目の特徴は、ラーメンのブームである。日本の有名ブランドのラー

メン店が次々と出店し、そのブランドラーメン店をめがけて香港の顧客が集まると

いう現象で、「ラーメンブーム」というよりは、「ラーメン店ブーム」といった方が

ふさわしいと考える。もちろん、味がしっかりとしていて、それぞれの店の味に特

色があり、香港の人々にとっては、「美味しい」ということが大前提152である。2004

年から 2013 年に香港に進出した日本のチェーンレストランの進出について整理し

た際にもラーメンチェーンに言及したが、その後進出したラーメン店を含め６つの

 
150 日本料理和亭 和民香港  www.watami.com.hk  

最終閲覧日：2019年5月17日。     
151 千両香港   http://www.sen-ryo.com.hk/  

最終閲覧日：2019年5月17日。 
152 筆者注 香港ではシェフが代わり、味が変わるとたとえ有名店でも顧客が離れることがある。香港

人は店のブランドではなく、味でその店の評価をすると言われている。 

http://www.watami.com.hk/
http://www.sen-ryo.com.hk/
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有名な日本のラーメンチェーンが香港で人気を博している。「らーめん山頭火」は北

海道ラーメンというカテゴリーで、入り口の暖簾にも「Hokkaido Ramen」とうた

い、香港における「北海道」の知名度を利用して2008年に進出し、4店舗まで展開

したが、2019年5月現在は1店舗である。日本で多店舗展開をする「ラーメン凪」
153は、香港で「豚王」154ラーメンを2010年に開店した。「ラーメン凪」は煮干しを

使ったラーメンとして日本で有名になったが、「豚王」は豚骨ラーメンである。日本

の屋台風に、10 席ほどの小さな店を作り、価格も 70－80 香港ドルして、「味千ラ

ーメン」の約50香港ドルと比べ、当時としては高く設定した。その後にできた、チ

ェーンのラーメン店では「豚王」同様の高い価格帯が一般的となり、「豚王」は高価

格帯のラーメンという新しいラーメンカテゴリーを香港に作ったと考える。「豚王」

は人気が出て、多くの顧客が来店したが、店が小さいので必然的に入店を待つ列が

でき、その列が評判をうみ、さらに人気に拍車をかけるといった好循環が生まれた。

「豚王」は香港の豚骨ラーメンのブームに火とつけたともいわれ、香港の豚骨ラー

メンブームはシンガポールに伝播し、アジアでのラーメンブームの先駆けとなった。

「豚王」は2019年5月現在香港に7店舗ある。「博多一風堂」は2011年に香港に

出店した。博多ラーメンの特色である白色の豚骨ラーメンを主体としている。2019

年 5月現在香港で 7店舗を展開している。続いて、「一蘭」が2013年に進出した。

「一蘭」も豚骨ラーメンである。2019年5月現在2店舗である。2015年には、「三

田製麺所」155が進出した。それまで香港ではなじみのあまりなかったつけ麺を提供

し、新たなジャンルのラーメンとして受け入れられた。2019 年 5 月現在 2 店舗で

営業をしている。翌 2016 年には、日本のつけ麺の元祖といわれる「大勝軒」から

のれん分けをした「大勝軒まるいち」が、つけ麺を前面に打ち出して進出した。2019

年 5 月現在 2 店舗である。2017 年には、ラーメン店としてミシュランの一つ星を

とった東京・巣鴨の「蔦ラーメン」が進出した。鶏ガラや貝類等々から採っただし

の醤油ラーメンである。2019年5月現在香港で2店舗を展開している。 

香港では昔から「海老ワンタン麺」を食べる習慣があった。麺の器は小ぶりで、

細い麺に海老ワンタンが数個乗ったもので、味付けはさっぱりとした醤油系である。

一方、日本のラーメンは大きなラーメン丼に、香港のワンタン麺よりもかなり多い

分量の麺と具をのせて提供され、香港では、全く違う食べ物として認識されている。

スープも豚骨や煮干しやその他のだしで、味付けも醤油や、味噌、塩といったバラ

エティがあり、チェーンのラーメン店がそれぞれ競合しながらも顧客を確保してい

る理由もこの味の違いによる差別化にもあると考える。香港では、今でこそ豚骨ス

ープのラーメン店の人気があるが、香港で豚骨ベースのスープでラーメンを提供し

たのは、チェーン店ではなく、個人で1987年に開業した「横綱日本麺店」であり、

現在も1店舗で営業を続けている。一方、チェーンのラーメン店の草分けである「味

千ラーメン」は、ラーメンの他、鶏のから揚げ、鰻やそのほかの料理も提供し、こ

 
153 「ラーメン凪」http://www.n-nagi.com/ 最終閲覧日：2019年5月18日。 
154 「豚王」 https://www.butaoramen.com/shop-list 最終閲覧日：2019年5月18日。 
155 三田製麺所 https://mita-seimen.com/ 最終閲覧日：2019年5月18日。 

http://www.n-nagi.com/
https://www.butaoramen.com/shop-list
https://mita-seimen.com/
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こに挙げたチェーン店のようにラーメン専門店ではなかったとはいえ、若者を始め

香港の一般庶民に日本のラーメンを広く認知させた功績は大きい。 

ラーメンに使用される原材料は比較的単純で、麺、トッピングの具、スープ、味

付けのための醤油・味噌等である。この内、日本から輸入されている原材料は、ほ

とんどのラーメンチェーン店の場合、醤油・味噌と一部のスープ原料だけである。

しがたって、ラーメン店の展開が、日本産食料品の輸出に貢献する割合は比較的少

ないと考える。 

第 5 期の三つ目の特徴は、新業態の出現と興隆である。2010 年頃から庶民的な

中・低価格の日式料理店では、顧客の拡大と日本食を好む若者が増えてきたことに

対応して「食べ放題」の日式料理店の業態に衣替えをする店が出てきた。店の予想

通り、若者たちが気軽に「食べ放題」の店に行くようになった。一般的には、食べ

放題の店は一人当たりHK$250－260 くらいの価格帯で食べ放題の時間は 90 分が

多く、18 時から 20 時、20 時から 22 時という 2 シフト制を敷いている店が多い。

日本でいうバイキングスタイルではなく、一品ずつのオーダーによって提供され、

飲み物とデザートはセルフサービス形式が多い。店の大きさは150席前後で、一般

的な日式料理店と比べて大きい店が多い。店としては、顧客の料金が一定であり、

顧客の数に定額料金をかけ合わせることで収入見込みが予想しやすい。若者層や家

族連れを中心とした顧客にとって、気軽に安心して、決められた予算で食事ができ

るという点が人気の原因であると考える。代表的な店は「大喜屋」で現在13店舗を

展開している。一店舗当たりの規模は 150 席前後で、13 店舗分をまとめて仕入れ

るため、仕入れ先に対する価格交渉力が強い。「食べ放題」の日式料理店は、香港の

日本食市場の顧客層を厚くすることに貢献をしているものと考える。 

もう一つの新業態は、おにぎりのテークアウト店である。おにぎりのテークアウ

ト専門店の「華御結（はなむすび）」は2019年5月現在で50店舗を展開して急成

長をしている、香港では全く新しい業態である。従来香港では、コンビニエンスス

トアでも、冷えたおにぎりはあまり売れなかった。香港人は冷えたご飯を食べるこ

とが好きではないといわれてきた。冷たいご飯は亡くなった人の仏前にお供えをす

るものと思われてきた。特に高齢層の人は、冷たいご飯を敬遠しており、若い人た

ちもそのように習慣づけられていた。しかしながら、「華御結（はなむすび）」は若

者を主な顧客として今までの常識を覆した。主にMTR と呼ばれる地下鉄の駅の改

札口近くに日本の JR のキオスク程度の大きさの店を出店している。販売している

物は、おにぎりが中心であるが、日本産のインスタントのカップみそ汁、小さいパ

ックに入ったおかずになる総菜、飲み物、日本産のお米、そしてデザートも販売し

ている。この小さな店で買い物をすれば一食分の買い物ができるというコンセプト

である。日本のお米を使用していることを店に表示をし、売れ筋のおにぎりには「売

れています」といった表示も行っている。おにぎりは、日本のコンビニエンススト

アで販売されているおにぎりとほとんど同じ内容の具のものを提供している。この

おにぎりテークアウト専門店は、日本人の青年が一店舗から手作りで始めたもので

あるが、現在は店舗数が増えて、セントラルキッチンでおにぎりや総菜を作って店

舗に配送して販売をしている。日本に旅行をする香港の若者が増え、コンビニエン
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スストアで販売されているおにぎりも日本人の日常的な食であるとの認識をしたこ

と、簡単な朝食やホテルでの軽食としておにぎりを食体験の一つとして経験したこ

とが、香港においておにぎりが人気を集め始めた理由であると考える。したがって、

おにぎりを買い求める顧客は若者が中心で中でも女性が多い。日本と同じ味や具に

こだわり、日本での食体験を香港で再現をするというイメージで販売されている。

従来はパンや麺といったものを朝の通勤の途中で買い求めてオフィスでの朝食とす

る若者が多くいたが、今ではその一部の人達は、朝は 7 時 30 分に開店する「華御

結（はなむすび）」でおにぎりと飲み物を買い、朝食として会社で食べる習慣に代わ

ってきている。また、店は夜8時から9時ころまで営業をしており、帰宅時間にも

店には客が多く訪れ、帰宅してからの軽い夕食としておにぎりや小型の総菜パック

を買い求める客が女性を中心として多い。「華御結（はなむすび）」でおにぎりを買

って持って帰るということが一つの流行になっていると考える。増加した訪日観光

客が、帰国後に自分の国の日本食市場に影響を及ぼした事例であると考える。 

第 5 期の四つ目の特徴は、寿司のチェーン店が増えた事である。2019 年 6 月現

在の寿司のチェーン店を表 3－5 として整理した。寿司のチェーン店では、日本か

ら直送された寿司ネタを使用していることを前面に打ち出した店が多く、日本で本

物を食べてきた香港人が手頃な価格で日本の寿司ネタを味わうことができるという

点を訴求した。また、従来は寿司ロボットで効率化を図っていたが、より本物に近

い寿司をアピールするために寿司ロボットを廃止して、手で握る回転寿司や寿司チ

ェーンが増えた。 

 

表3－5 香港における寿司のチェーン店、店舗数、特徴 

チェーン名 店舗数 特 徴 

元気寿司 76 最も知られた回転寿司、現存する中では最も古い店。 

千両 12 元気寿司と同一資本のやや高い価格帯の店。 

丼丼亭 2 元気寿司と同一資本の海鮮丼主体の店。 

板長寿司 38 カウンターではなくテーブルで注文する形式。 

板前寿司 26 板長寿司と統一資本の回転寿司。 

魚鮮寿司 18 低価格帯の回転寿司。 

合計 172  

出典）2019年6月の現地での筆者の調査をもとに作成した。 

 

昔は生魚や寿司を食べなかった香港で、寿司が人気の料理となった理由を分析・

考察する。段階区分の第1期の大丸百貨店の日本料理レストランには、スキヤキや

てんぷらといった火の通った料理はあったが、寿司や刺身はなかった。ヤオハンが

巻き寿司を作って販売し、徐々に寿司を食べる習慣が広がっていった。ノルウェー

産の脂がのったアトランティックサーモンを最初に寿司にしたのは香港であった。

マグロのトロは脂がのって美味しいが価格が高い、しかしながら、ノルウェーのサ

ーモンは、トロと同じ様に脂がのっていても比較的安く仕入れて、低価格の寿司と

して提供することができたことが、香港においてサーモンの寿司の人気が出て広が

った理由の一つである。 
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生の魚がお米の上にのっていて、香港人は、はじめは食べることを躊躇したが、

食べてみたら寿司は美味しかったということが最大の理由であると考える。手軽・

健康的・食べやすい・美味しいといった点が寿司が好きという理由が挙げられるこ

とが多いが、人気が出て広がった日本食が他の料理ではなく何故に寿司なのであろ

うか、という点に関して一つの仮説を試みた。すなわち、「口中調味」という食べ方

と寿司の関係を仮説として考察した。 

口中調味とは、おかずと白飯を口の中で混ぜ合わせて味わう食べ方のことである。

木村（2011）156によれば「白飯を主食とし、中略、その食べ方は、飯と汁、飯とお

菜を交互に食べていくものである。すなわち、白飯と汁やお菜を交互に食べ、口の

中に残る汁やお菜の味で、白飯を味付けしておいしく食べることを基本としており、

この食べ方は『口中調味』とよばれている。」日本食は口中調味をすることにより、

味わい深く楽しむことができるといわれる。157以前は家庭で食事をするときには、

移り箸といっておかずからおかずに箸を運ぶことはよくない食べ方で、おかずを口

に入れたら白飯を次に口に入れるということを親から子に教えていた。結果として、

口中調味の仕方を教えていたとも考えられる。ご飯の上に、おかずがのっている食

べ物は日本だけではなく米食文化の国のアジア地域にはよくあるメニューである。

これらも口中調味ではないかという疑問に対して、熊倉（2015）は、「日本のちらし

寿司も韓国のビビンバも、ご飯の上に具が乗っていて一緒に食べる点では同じです

が、ビビンバの場合はていねいに具や醤をご飯と混ぜて味を均等にしてたべるのが

約束です。一方、ちらし寿司の具と寿司飯をよく混ぜてから食べる日本人はおりま

すまい。具とご飯を一緒に口に入れて味わいを楽しんでいます。中略、口中調味と

いう食べ方をあまりにも当然のことと、全く意識せずにわれわれは食事をしていま

す。」158と述べて口中調味とおかずがのっている食べ物の違いを説明している。 

日本食はおかずを白飯・寿司飯と一緒に食べることによりより深く味わうことが

出来るという点に関しては木村らの調査結果（2011）159に示されている。「この調

査は広島県内の大学（管理栄養士養成課程）に属する女子大学生１~４年生を対象に

自己記入方式の調査を実施した。467部を配布し、419部を回収（回収率 89.7%）、

未記入の多い6部を除いた413部を分析対象とした。」160「『口中調味』の実施がお

かず単品での嗜好性には関係していないものの、白飯とおかずを組み合わせて食べ

た時の白飯やおかずのおいしさには影響していることが示された。」また、この結果

から「日本の伝統的な食事様式を維持するためには、白飯とおかずを組み合わせた

食事を媒体として、白飯を主食とした食事をおいしく食べることを身につけさせる

 
156 木村留美、杉山寿美、石永正隆「口中も海の実施状況が白飯とおかずを組み合わせた食事での白飯

のおいしさに及ぼす影響」『日本調理学会誌』、Vol.44. No.2、2011年、145頁。 
157 鈴木正成「ごはんこそ健康食」光の家協会、1987年11月。181－192頁。 
158 熊倉功夫、江原絢子 和食文化国民会議監修「和食とは何か」『和食文化ブックレット１』 

思文閣出版、2015年11月、49頁。 
159 木村留美、杉山寿美、石永正隆 前掲資料151頁。 
160 同上資料 146頁。 
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ことが重要であると考えられた。」161と説明し、口中調味が日本食を美味しく食べる

一つの重要な方法であると結論付けている。 

西洋料理では、一品を食べて咀嚼した後、次の料理を口に運ぶことがマナーとさ

れている。正式な会食の場だけではなく、日常的にも西洋人は同様の食べ方をして

おり、日本食を食べる場合にも、おかずを食べて咀嚼するまで次のおかずや白飯は

口に入れない西洋人をよく見かける。しかし、「寿司」を食べるときに、上にのって

いる「ネタ」と寿司飯である「シャリ」を別々に食べる外国人を見かけることはほ

とんどない。丁度一口で食べられる大きさの「握り寿司」を「ネタ」と「シャリ」

を一緒に口に入れて咀嚼する。 

以前は、外国人は「生の魚」を食べることには抵抗があり、日本食と言えば「す

きやき」や「天ぷら」や「鉄板焼き」といった熱を加えて調理された料理が好まれ

ていた。しかしながら、現在では、「ロール寿司」を含めた「寿司」が海外の日本食

の中でも一番人気の料理になっている。このような大きな変化が起き、アジア、欧

米を中心に「寿司」が日本食の人気のメニューとなったことに関して、あくまでも

仮説であるが、「寿司」という食べ物と食べ方が関係していると考える。「寿司」を

食べる際には一口で寿司を食べるという食べ方を誰でもが自然に行っている。すな

わち、「寿司」が日本食の味を本当に楽しむことができる方法である「口中調味」と

いう食べ方を「寿司」そのものに併せ持った料理であり、外国人であっても「口中

調味」という食べ方を意識しないで、日本食を味わう基本である「口中調味」を自

然に実践していることが、その人気の原因ではないであろうかと考える。 

日本のお米、ジャポニカ米は最も寿司に向いている。ジャポニカ米を栽培できな

い国・地域において寿司を楽しむためにはジャポニカ米を輸入する必要がある。す

なわち、海外市場における寿司の消費の拡大は、日本政府、農林水産省が推進して

いる日本産日本米の輸出にも今後更に貢献する可能性がある。 

香港では、寿司チェーンの店舗数が多いことでもわかるとおり、寿司が日常的に

食されるようになってきた。現在の香港の寿司市場は大きく分けて四つである。ま

ず、前述した寿司チェーン店、日式料理店・食べ放題の日式料理店で提供される寿

司、スーパーマーケットで販売されるテークアウトの寿司そして高級日本料理店や

高級寿司店で提供される寿司である。この4つの寿司市場が香港では併存しながら

全体としての寿司の需要拡大に貢献をしていると考える。 

第 5 期の五つ目の特徴は、2012－2013 年頃から日本料理店の流れに大きな変化

がもう一つ起きていることである。それは、非常に高価格の日本料理店ができた事

である。一人当たり5,000香港ドル前後の価格帯の店がいくつもできている。それ

らの店は、香港の富裕層、有名人達でいつも満席の状況である。日本で有名な日本

料理店・寿司店、特にミシュランの星を持っている店等を香港の富裕層の人が資金

を出して誘致している。来る人がいなくなればいつでも店を閉じればよいという考

え方で高級店を始める人も多く、多店舗展開や店舗規模の拡大といった考え方を持

っていない。このような店の顧客は、隣の席に一般の香港人客が座るのを嫌う傾向

 
161 木村留美、杉山寿美、石永正隆 前掲資料 151頁。 
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が強く、店の場所も繁華街や人の集まる場所ではなく、少し離れた一般の人が来な

いような場所で、特別な顧客のみを相手に営業をしているケースが多い。香港の著

名人や富裕層が誘致するこのような超高級日本料理店は香港日本料理店協会には入

っていない。富裕層が出資して彼らの友人が顧客層を形成している。 

これらの超高級日本料理店は、日本からは技術、食材の供給、店のブランド使用

権の提供を受けているだけで、経営・運営は香港人が行っているケースが多い。「日

本からの直送の新鮮な食材」ということを強調して、店の差別化と高級感の演出を

図っており、高級食材を日本から空輸で輸入する店が多い。このような店が増えて

きたことも、日本からの生鮮の航空貨物が増加している一因であると考える。これ

らの超高級日本料理店では、メニューはなく「おまかせ」スタイルが多く、この「お

まかせ」スタイルも一つのブームになっている。 

超高級日本料理店の大きさは 15－20 席程度で、少数の特定顧客を相手にしてい

るという理由の他に、人手の確保が難しいため、2 人くらいで店を切り盛りできる

大きさにしている店が多い。このような超高級日本料理店の出現は、従来の日本料

理店と顧客の取り合いという競合以外に、板前の取り合いという競合関係を生み出

した。超高級日本料理店では、はじめから高給で人を雇う傾向が強く、他の日本料

理店で働いている日本人の板前に対して高給を提示して雇用しようとする。板前は、

当然のことながら今までの店に留まるには同じような高給を要求し、結果として日

本人板前の給与全体を押し上げる事態となり、板前の高い人件費で経営が成り立た

なくなってきている従来の日本料理店も増えてきている。しかも、超高級日本料理

店の日本からの誘致・出店は、富裕層の間で一つのブームの様相を呈しており、ま

すます板前の確保が難しくなってきている。このような環境に加えて、日本人の料

理人に対する就労ビザも日本人板前の人手不足に拍車をかける要因となってきてい

る。しがぎん経済文化センターによれば、「日本料理店では味の品質を保つために日

本人の料理人が必要となるが、就労ビザの審査が厳しくなっている。香港内の日本

料理店の増加により香港人の料理人が増え、日本人は必要ないのではないかという

香港政府入境事務局の見方もあり、特に飲食業界はビザが取りにくくなっている。」
162日本人の料理人不足は、超高級日本料理店や高級日本料理店といった、日本人調

理人を必要とする店の展開に影響を及ぼす可能性があると考える。 

欧米で人気のある日本料理店、「NOBU」や「ZUMA」は香港にも進出してきて

いるが、ほとんどの顧客は西洋人か欧米からの観光客である。これらの店は、店で

の職人との会話とにぎやかさを売り物にしていることが多いが、香港人はそのよう

な雰囲気は好まない傾向があるといわれており、香港人顧客が少ない原因の一つと

考えられる。 

高級ホテルの中に昔からある高級日本料理店、例えば「なだ万」などは、香港人

顧客が以前ほど利用しなくなってきている。以前は、日本料理の高級店といえば一

 
162 しがぎん経済文化センター 「香港における日本料理店の現状について」2014年1月、 

https://www.keibun.co.jp/saveimg/kakehashi/0000000164/pdf 

最終閲覧日：2019年5月20日。 

https://www.keibun.co.jp/saveimg/kakehashi/0000000164/pdf_sub_2943_20131
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流ホテルの中にある日本料理店を表すこと多く、高級な日本料理を好む香港の富裕

層の顧客はホテル内の高級日本料理店を頻繁に利用していた。しかしながら、今で

は超高級店・高級店がいくつもできて選択肢が広がったために、あえて一流ホテル

の日本料理店に行く必要がなくなってきていることが原因であると考える。 

第5期で大きな課題となってきている点が二つある。一つは、中国からの資金を

中心とした香港の不動産への投資による不動産価格の急激な上昇である。朝日新聞

電子版によると「香港では中国資本による土地の「爆買い」が進み、不動産価格が

高騰した。」163不動産価格の上昇により、レストランが入居するビルのテナント料が

上がってきたことである。以前は、目立つ地域に路面店で営業をしていたが、路面

店は賃料が高く採算に合わなくなったため、ビルの中に入った店も多くなってきて

いる。もう一つは、前述した、日本人料理人の不足と高賃金化をはじめとする調理

人の人件費の上昇と人手不足である。しがぎん経済文化センターによれば、「香港で

は、2011年5月に法定最低賃金制度（時給28香港ドル）が導入され、2013年5月

に 30 香港ドルに引き上げられるなど、賃金が上昇、更に肉体労働を避ける傾向に

より人手不足に拍車がかかっている。」164人件費の上昇は、前述した日本人の板前の

みならず、日本料理店で働く香港人従業員も例外ではない。香港の成長する経済状

況が、レストランや小売業で働く人手にひっ迫状況を生み出し、その結果としてサ

ービス業の労働者の賃金が上昇している。調理人の不足に関しては、香港人の調理

人を育てるための動きもある。ジェトロ情報によれば、「2010 年 3 月、香港には、

私立の料理学校が極めて少なく、『中華廚藝學院（VTC）』が唯一公立の調理師およ

びレストラン専門学校として 2000 年より設立され、ここから多くの調理師やスタ

ッフが香港のレストランやホテルで活躍している。また、この機関は『香港レスト

ラン＆ケータリング協会』の役員が幹部を務めているので、香港にある中華レスト

ランおよびレストランチェーンに対する影響力も強い。ジェトロ香港では、この機

関とも定期的に交流し、『香港レストラン＆ケータリング協会』の楊主席とも人間関

係を築いている。また、当學院の日本料理コースが 2010 年 6 月に設立される予定

である。中略、今後の日本食料理店、チェーンレストラン、ラーメンチェーン等全

ての日本食市場の外食産業に大きな影響をもたらす可能性が高い。」165ここで報告

されている中華廚藝學院（VTC）の日本料理コース166は、現在実際に講座が開かれ

ており、ひっ迫する日本料理の調理人として香港人を育てることに貢献をしている。

しかしながら、この二つの重要な課題は解決された訳ではなく、今後も推移を注意

 
163 朝日新聞 Digital 2018年1月22日、 

https://www.asahi.com/articles/ASL1Q45W2L1QUHBI00L.html 

最終閲覧日：2019年5月20日。 
164 しがぎん経済文化センター 前掲資料（注162）。 
165 ジェトロ 「ジェトロ情報」 2010年3月、 

https://www.jetro.go.jp/world/asia/hk/foods/data/201003_05.html 

最終閲覧日：2019年5月21日。 
166 中華廚藝學院（VTC）http://www.cci.edu.hk/cci/html/en/programmes.html 

最終閲覧日：2019年5月21日。 

http://www.asahi.com/topics/word/爆買い.html
http://www.vtc.edu.hk/vtc/web/template/text.jsp?fldr_id=488&lang=tw
http://www.vtc.edu.hk/vtc/web/template/text.jsp?fldr_id=488&lang=tw
https://www.asahi.com/articles/ASL1Q45W2L1QUHBI00L.html
https://www.jetro.go.jp/world/asia/hk/foods/data/201003_05.html
http://www.vtc.edu.hk/vtc/web/template/text.jsp?fldr_id=488&lang=tw
http://www.cci.edu.hk/cci/html/en/programmes.html
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深く見守っていく必要がある。 

第5期では、香港のスーパーマーケットの状況も第4期から大きく変化を遂げて

いる。Shatin のNew Town Plaza にあったヤオハン撤退後、同じ場所は西友スー

パーマーケットとなっていたが、現地のディベロッパーである新鴻基地産（Sun 

Hung Kai Properties）が西友を買収し、2008年に再ブランド化を図るためにスー

パーマーケットを「一田」というブランドに変更した。167店のブランド変更に合わ

せて、一田168は店舗の改装を行い、従来の香港のスーパーマーケットとは一線をか

くした綺麗で買い物がしやすい高級感のある店づくりを行った。新鴻基地産（Sun 

Hung Kai Properties）は、自らが開発した新興地域の住宅のショッピングモールに

一田をキーテナントとして入れることにより、一田の店舗は急速に拡大し、2019年

6 月時点で11店舗である。2008年頃から、日系のスーパーマーケット、現地資本

の高級スーパーマーケットは店舗の改装を行って、店舗のイメージアップを図り始

めた。その後、PARKｎSHOPやWellcomeといった一般的なスーパーマーケット

も順次改装を進めており、香港のスーパーマーケットが生まれ変わりつつある。ス

ーパーマーケット各社は改装に合わせて、日本産食料品の売り場を拡充させてきて

いる。定番商品として陳列されている日本産食料品の陳列の棚や品数が増えたばか

りではなく、一つのカテゴリーでも定番に複数のメーカーの商品を陳列し、顧客が

選択できるようになってきている。例えば日本の醤油は、以前はキッコーマンだけ

であったが、その他のメーカーのブランドや地方の醤油メーカーの商品も定番とし

て販売されている。顧客がそれだけの商品バラエティを求めているということであ

り、日本産食料品に対する顧客のニーズが多様化していることを示していると考え

る。生卵の売り場は大きく変化した。2000年中盤頃までの日系のスーパーマーケッ

トでは、日本の卵を1種類（主に北海道産）、米国産の卵そして中国産の卵を販売し

ていた。一般のスーパーマーケットであるPARKｎSHOPやWellcomeでは、中国

産が中心でそれに若干の米国産が陳列されていた。しかしながら、店舗改装の頃と

時期を同じくして、日系のスーパーマーケットや高級スーパーマーケットでは、日

本産の卵の売り場を充実させ始めた。従来は北海道の卵しか取り扱われていなかっ

たが、九州やその他の地域の様々な産地の卵メーカーの卵が卵売り場の主流を占め

るようになってきた。反対に米国産は有機卵等の高付加価値のものを中心に少量が

陳列されるにとどまり、中国産は売り場からほぼ姿を消している。PARKｎSHOP

やWellcome といった一般的なスーパーマーケットでも、中国産の卵が一番大きな

売り場面積を占めているが、日本産の卵もかなりの売り場面積を占めて販売されて

おり、米国産の卵の売り場面積は小さくなった。 

日本産の卵は、船便の冷蔵コンテナで輸入されているが、日本で販売されている

ような短い賞味期限では到着してからの販売期間が数日を切る程度の短い期間にな

 
167 商業界ONLINE 「リブランディングでも日本スタイルを継続 一田（YATA）が香港で成功できた

理由」2018年12月31日、 

http://shogyokai.jp/articles/-/1349 最終閲覧日：2019年5月21日。 
168 一田 https://www.yata.hk/eng/default.aspx 

最終閲覧日：2019年5月21日。 

http://shogyokai.jp/articles/-/1349
https://www.yata.hk/eng/default.aspx
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ってしまう。従って、日本より賞味期限を長く表示している。そのため、卵のパッ

クには「過熱をしてから食べてください」という表示がされている。 

寿司売り場は2005－2008年頃までは、サーモンが中心で寿司売り場はサーモン

のピンク色という印象が強かったが、現在では、日本のスーパーマーケットの寿司

売り場と同じような種類の寿司が、綺麗に盛り付けされてパックに入った寿司が販

売されている。寿司の内容は、マグロの赤身、マグロの中トロ、海老、ホタテ貝、

軍艦巻きのウニ、軍艦巻きのいくら、アナゴ、ハマチやタイといった白身の寿司ネ

タ、鉄火巻き、かっぱ巻き等である。2005－2008 年頃には考えられなかった幅広

い種類の寿司ネタが用いられて販売され、顧客に支持されている。寿司の入ったパ

ックも日本と同様に、黒い地に金色で模様の入ったものや、いろいろなサイズ・形

状の物になっている。パックの大きさも、一人用から多人数の家族用まで様々なバ

ラエティが取り扱われている。高級スーパーマーケットの寿司売り場は、日本にお

いて百貨店やスーパーマーケットで寿司を製造・販売している会社が、日本から進

出して売り場を展開している。スーパーマーケットのチェーンによって店の名前は

変えているが、シンボルマークは同じものを用いており、ひと目で同じ業者が運営

していることが分かる。売り場もきれいに整備・清掃されており、従来のスーパー

マーケットの寿司売り場よりも、日本のスーパーマーケットの寿司売り場により近

い売り場になっている。 

高級スーパーマーケットでは、ラーメン、寿司などの日本食のイートインコーナ

ーが設置されている店が多くなった。それだけ身近で日本食を食する習慣が広がっ

ていることを示している事例であると考える。 

果物の売り場にも日本産の果物が多く並ぶようになった。2005－2008 年頃は日

持ちのするリンゴが最もポピュラー日本産果物であったが、桃・イチゴ・ブドウ・

梨・メロン・スイカ等々の季節の果物が販売されている。季節感を出すように、季

節ごとに販売する果物も変えて陳列している。しかも、それぞれの商品の数も数個

という単位ではなく大きな売り場面積を占めて販売されている。種類や陳列される

数が増えたということは、それだけ日本産のフルーツに対する香港での需要が高ま

ったことを現わしている。航空貨物による鮮度を保ったままのロジスティックスも

香港の果実の売り場の品数を増やすことに貢献している。 

2019年6月現在の香港の主なスーパーマーケット店舗数、特徴を表3－6として

整理した。 
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表3－6 香港の主なスーパーマーケット店舗数、特徴 

店舗名 店舗数 特徴 

City Super 1 高級品を販売、価格は高い。 

Three Sixty 1 オーガニックが中心。 

Sogo百貨店Super 1 日本の新製品が早く販売される。 

Great 1 PARKnSHOPの高級店。 

一田 11 高級感のある綺麗な店舗。 

アピタ 2 2019年にユニーは現地資本に売却した。 

イオン 11 日本のイオンの影響を受けた店舗。 

Jason’s 約50 Welcomeの高級店。 

Taste 約50 PARKnSHOPの高級店。 

PARKnSHOP 約300 香港中どこに行ってもある一般的な店。 

Wellcome 約300 香港中どこに行ってもある一般的な店。 

出典）2019年6月の筆者の現地での調査をもとに作成した。 

 

香港でもコンビニエンスストアの数は増加している。2019年6月現在では、7-11

が約1,000店舗、サークルK約300店舗を展開している。7-11では、日本で開発・

販売されている７プレミアムのお菓子等も販売されている。また、おにぎりの種類

も多く販売されている。店舗の規模は日本の 7-11に比べて小さいが、店舗は 2000

年頃に比べるときれいで清潔感もあり、日本の店舗に似た店作りに変更された。日

本の菓子類の陳列が多い。サークルKでも、日本の菓子が多く販売されている。日

本のスナック菓子メーカーであるカルビー株式会社は、香港の四洲集団有限公司と

合弁で、カルビーフォーシーズ有限公司169を 1994 年に設立し、香港でカルビーブ

ランドのポテトチップス等のスナックを製造販売している。7-11、サークルK共に、

現地で生産されているカルビー製品を販売している。それ以外のポテトチップスや

袋入りのスナック菓子、甘いお菓子、チョコレート、グミやキャンディ等々は日本

から輸入された商品が中心で、日本のコンビニエンスストアに似た品揃えである。 

以上第5期の特徴を整理したが、香港の日本食市場を支えている香港人の中には、

日本に行って本格的な店で味を経験して、香港に帰国してから日本で提供されるも

のと同様の本格的な味と店を求める人も増えてきた。香港の時代区分第 1 期、第2

期の日本料理店である、「東京レストラン」、大丸百貨店のレストラン、「大関」等々

は色々な種類の日本料理、すなわち日本料理なら何でもある店であった。日式料理

店でも同じように色々な種類の日本料理が提供されていた。この様な店には家族と

行っても、複数の友人と行って場合、それぞれの人の好みが違っていても、多様な

メニューから食べたいものが選択できるという利点があった。しかしながら、日本

において専門店で特徴ある食べ物を体験した香港人が増加したため、香港でも専門

店が増えつつある。例えば、寿司店、とんかつ店やラーメン店で、香港にもラーメ

ン横丁と呼ばれる通りが出来た。日本の食べ物に精通した香港人が増えて、香港の

日本食市場が成熟してきている状況を示している事例であると考える。 

 
169 カルビー株式会社 https://www.calbee.co.jp/ 最終閲覧日：2019年5月22日。 

https://www.calbee.co.jp/
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第4節  香港人の日本食に対する意識調査の分析  

前節で香港日本食市場形成・発展の歴史と現状を整理・分析したが、本節では、

その市場を支えている香港人の日本食に対する意識調査を整理し、分析を行った。

この分析は、二つの調査資料に基づいて行い、その2つを比較検討して進めた。調

査資料の一つは、ジェトロが 2012 年 3 月に公表した「『「香港消費者の日本食品に

対する意識調査報告書』」－香港在住 20 歳代から 50 歳代男女へのアンケート調査

－」170、もう一つは、日本政策金融公庫が2011年12月に公表した「中国消費者動 

向調査171（調査対象は北京、上海、香港）」である。二つの調査は共に東日本大震災

後に行われ、震災前と震災後の比較等を行っているが、本論文では東日本大震災に

よる影響による変化よりも、香港の消費者の基本的な意識の調査項目に重点を置い

て分析を行う。 

１）ジェトロ「『香港消費者の日本食品に対する意識調査報告書』 

－香港在住20歳代から50歳代男女へのアンケート調査－」 

・調査方法：ジェトロが日本能率協会総合研究所に委託し、インターネットに

よって行われた質問調査。 

・調査期間：2011年12月16日~2012年1月9日。 

・調査対象：香港在住の20~50台代の男女を対象に各年代100サンプル（男女

50：50）、合計400人。 

・調査目的：日本食品に対するイメージ、日本産食品の安全性等に対しどの様

な意識を持っているかの調査。 

 調査結果：（②から⑩は表形式で整理した。） 

①  中国料理以外で良く食べる外国料理：複数回答可。 

     中国料理以外に良く食べる外国料理に 96%の人が「日本料理」と回答した。2

番目が韓国料理で 65%、以下イタリア料理 52%、フランス料理 37%、インド

料理27%であるが、日本料理が極めて高い比率であり、サンプル数の400人の

内、384人が日本料理と答えている。2番目の韓国料理では65%に留まり、日

本料理を食べた経験のある人が 96%という結果は香港において日本料理が一

般的に性別・世代を問わず普及しているということを確認する一つの事実であ

る。 

  

 
170 ジェトロ 「香港消費者の日本食品に対する意識調査報告書」 

－香港在住20歳代から50歳代男女へのアンケート調査－、 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07000835/hkishkichosa.pdf 

最終閲覧日：2019年5月23日。 

171 日本政策金融公庫 「中国消費者動向調査」、

https://www.jfc.go.jp/n/findings/pdf/topics_111209_1.pdf 

最終閲覧日：2019年5月25日。 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07000835/hkishkichosa.pdf
https://www.jfc.go.jp/n/findings/pdf/topics_111209_1.pdf
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②  日本料理・日本食の好み： 

表3－7として整理した。 

非常に好き 49.5% 

好き 47.5% 

どちらともいえない 3.0% 

嫌い 0.0% 

合計 100% 

       出典）ジェトロ「香港消費者の日本食品に対する意識調査報告書」を基に筆者作成。 

 

「非常に好き」49.5％と「好き」47.5%の合計が97%であり、ほとんどの人が

日本料理・日本食が好きである。「どちらともいえない」が3.0%、で「嫌い」

0%でる。この結果は、日本料理・日本料理の味が性別・世代を問わず広範に受

け入れられていること確認する結果である。 

③  日本料理・日本食のイメージ：複数回答可。 

表3－8として整理した。 

美味しい 76.5% 

手が込んでいる 72.3% 

ヘルシー 50.3% 

味が薄い 37.5% 

バランスが良い 35.3% 

価格が高い 31.8% 

安全 29.3% 

おしゃれ 26.8% 

その他 0.5% 

   出典）ジェトロ「香港消費者の日本食品に対する意識調査報告書」を基に筆者作成。 

 

「美味しい」が76.5%と一番高く、美味しいから食べる、好きであるという理

由を示している。一方「手が込んでいる」72.3%という表現は解釈が難しいが、

手間をかけて作られている「味」と「見た目」等々の総合的な印象であると考

える。「ヘルシー」は50.3%と約半数であり、美味しくて、しかもヘルシーとい

うイメージを持っている結果であると考える。一方、安全が29.3%にとどまっ

ているのは、それ以前の調査結果が無いため比較はできないが、東日本大震災

の影響があると考える。 
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④  飲食経験のある日本料理・日本食：複数回答可。 

 表3－9として整理した。 

寿司 90.8% 

刺身 76.8% 

ラーメン 76.0% 

カレーライス 71.0% 

蕎麦 65.0% 

おにぎり 64.5% 

味噌汁 63.8% 

焼き鳥 58.8% 

豆腐 52.5% 

うどん 52.3% 

焼き魚 52.3% 

唐揚げ 50.0% 

日本酒 41.5% 

お好み焼き 41.0% 

懐石 41.0% 

和菓子 37.0% 

その他 31.1% 

食べたことが無い 0.0% 

   出典）ジェトロ「香港消費者の日本食品に対する意識調査報告書」を基に筆者作成。 

 

寿司を食べたことが有る比率が90.8%と一番高いが、香港で回転寿司が多店舗

展開をしていることやほとんどのスーパーマーケットが寿司を販売しているこ

とが消費に結びついているということを示している結果であると考える。また、

刺身 76.8%、ラーメン 76.0%、カレーライス 71.0%、蕎麦 65.0%、おにぎり

64.5%等々と続く飲食経験は香港人が幅の広い日本料理を体験していることを

示している。食べたことが無い人は 0%であり、全員が何らかの日本料理を食

べた経験があるという点も、事実も日本料理が一般的に普及していることを確

認する事実である。 

⑤  自宅で作ったことが有る日本料理・日本食：複数回答可。  

 表3－10として整理した。  

寿司 60.3% 

カレーライス 40.3% 

蕎麦 31.8% 

うどん 29.0% 

味噌汁 26.5% 

刺身 23.8% 

お好み焼き 9.8% 

その他 12.0% 

自宅で作ったことが無い 15.5% 

    出典）ジェトロ「香港消費者の日本食品に対する意識調査報告書」を基に筆者作成。 
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「自宅で作る」という設問であるが、どの程度の調理を「作る」という行為で

あるのかが明確でないため、インスタント食品・レトルト食品・冷凍食品等の

調理をも含めて回答されている可能性があると考える。この点を考慮したとし

ても、自宅で日本食を「作って食べた」ことがあるという人は全体の84.5%で、

「自宅で作ったことが無い」人の15.5%をはるかに上回る高い数値である。日

本食レストランでの食事、スーパーマーケットでの寿司や日本総菜の購買等々

に加えて、自宅で「作って食べる」という人がいるということは、日本食が日

常に深く浸透しているということを示している。 

     ⑥ 日本料理店・日本食レストランの利用経験： 

 98.5%の人が日本料理店・日本食レストランの利用経験があると回答している。

この数値も極めて高い比率で日本料理・日本食をレストランで食べるという行

為が一般化して、日本料理が普及していることを示している。 

     ⑦ 日本料理店・日本食レストランの利用頻度：  

      表3－11として整理した。  

週に一回以上 32.5% 

月に一回程度 45.7% 

2~3か月に一回程度 15.7% 

半年に一回程度 2.5% 

年に一回程度 3.0% 

数年に一回程度 0.5% 

       出典）ジェトロ「香港消費者の日本食品に対する意識調査報告書」を基に筆者作成。 

 

この結果も大変興味深い。32.5%の人が週に一回は日本料理店・日本食レスト

ランを利用しているという非常にリピート頻度が高いということを示している。

月に一回程度までを含めると78.2%と8割近い数値である。この事実も日本食

がごく普通に受け入れられ、日本料理店・日本食レストランストランが頻度高

く利用されていることを示している。この結果は同時に、日本料理を食べるこ

とが出来る店が多いということをも示していると考える。 

     ⑧ 日本産食品・食材を定期的に食べているか：  

      表3－12として整理した。  

定期的に食べる 28.3% 

たまに食べる 64.3% 

あまり食べない 5.0% 

食べない 0.8% 

わからない 1.8% 

       出典）ジェトロ「香港消費者の日本食品に対する意識調査報告書」を基に筆者作成。 

 

前の質問にあった週に一回食べる人の比率よりも定期的に食べる人の比率が低

く、28.3%であるが、週に一度を定期的と考えるかどうかという点で比率に違

いが出てきている可能性がある。しかしながら、定期的に食べる人とたまに食

べる人の合計は92.6%であり、日本産食品・食材は高い支持を受けていること
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を示している数字である。設問が日本産食品・食材であり、日本料理・日本食

だけではなく日本産の加工食品、菓子等々も含まれている数値である点は留意

するする必要があると考える。 

     ⑨ 日本産食品・食材の購入場所：複数回答可。 

      表3－13として整理した。 

地場スーパーマーケット・ハイパーマーケット 68.8% 

地場系百貨店 45.3% 

日系百貨店 45.3% 

外資系スーパーマーケット・ハイパーマーケット 43.5% 

外資系百貨店 38.3% 

アジア系食材店 17.8% 

インターネット 5.0% 

その他の場所 0.3% 

日本産食品・食材（調味料含む）を購入しない 1.0% 

  出典）ジェトロ「香港消費者の日本食品に対する意識調査報告書」を基に筆者作成。 

 

地場のスーパーマーケットやハイパーマーケットで購入する人が68.8%と極め

て高い比率であるが、この事実は地場のスーパーマーケットやハイパーマーケ

ットにおいて、日本産食品・食材が購入可能であること、すなわち、地場スー

パーマーケットやハイパーマーケットが日本産食品・食材を取り扱っているこ

とを示している。これは日常利用している売り場において日本産食品・食材が

購買可能であるということをも示している。地場の百貨店、日系の百貨店は共

に45.3%であるが、スーパーマーケットに比べてはるかに店舗数が少ない地場

百貨店や、日系百貨店はそごうが1店舗しかないということを考慮すると、高

い比率で日本産食品・食材が百貨店という業態で購入されているということを

示しているものと考える。また、インターネットによる購買は1.5%に留まって

いるが、この調査は 2011 年に行われたものであり、現在では各スーパーマー

ケットもｅコマースを推進し、Web頁も充実させていることを考えれば、イン

ターネットによる購買が増えている可能性が高いと考える。興味深い数値は日

本産食品・食材（調味料含む）を購入しない人は僅かに 1%であり、400 人中

396 人は日本産食品・食材を購入しているということである。日本産食品・食

材が日常的に受け入れられている事実を示している結果である。 
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     ⑩ 日本産食品・食材購入時に感じる問題点： 

      表3－14として整理した。    

価格が高い 52.8% 

販売場所が限られている 44.7% 

使い方がわからない 42.4% 

材料・成分がわからない 

（例：アレルギー物質等の有無他） 

 

37.6% 表示ラベルが読みづらい 26.0% 

1商品当りの量が少ない 16.2% 

販売所がわからない 9.6% 

1商品当りの量が多い 8.6% 

その他 1.3% 

特に問題はない 6.8% 

       出典）ジェトロ「香港消費者の日本食品に対する意識調査報告書」を基に筆者作成。 

 

特に問題はないと回答した人は 6.8%であり、93.2%という高い比率で 400 人

中373人の回答者が何らかの問題点があると感じているという事実は今後改善

すべき大きな課題が多いということである。販売場所が限られているという回

答は、ほとんどの地場のスーパーマーケットで日本産食品・食材が販売はされ

ているが自分が買いたい商品が無いために「販売場所が限られている」と感じ

ている人が 44.7%いるということであるとも解釈ができると考える。「使い方

がわからない」も42.4%と高い比率の回答である。香港の表示法ではパッケー

ジに、英語もしくは広東語で品名、原材料、添加物、製造業者、輸入年月日も

しくは製造年月日、重量の記載が必要であるが、パッケージの限られたスペー

スに貼るラベルに記載できる事項は法律で定められた必要最小限度のものであ

ることが多い。大量に輸入され、日本での生産段階でパッケージが英語か広東

語であらかじめ表示されている商品を除き、使用方法までをパッケージの限ら

れたスペースに貼るラベルに記載している商品は少なく、今後の課題であると

考える。「表示ラベルが読みづらい」「材料・成分がわからない（例：アレルギ

ー物質等の有無他）という回答に対しても今後の対応が必要であると考える。

特に、アレルギー物質に関しては、可及的速やかに対応をすべき課題である。

今後更に日本産食品・食材の販売を拡大していくためにはこれらの声に真摯に

耳を傾け、適切な対応を進めていく必要があり、日本産食料品の輸出を推進し

ている農林水産省による業界関係者に対する働きかけも必要であると考える。 

 

   ２）日本金融公庫「中国消費者動向調査」（調査対象は北京、上海、香港）」 

     本論文ではこの調査の内、香港に関わる調査結果のみを対象とした。 

     ・調査方法：日本政策金融公庫農林水産事業インターネット調査。 

     ・調査時期：2011年9月（前回は2008年7月）、 

グループインタビューは、2011年10月（前回は無し）。 

     ・調査対象：北京、上海、香港の20台以上の中所得者層の男女3,000人、 

（3都市ｘ1,000人）。 
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     ・調査目的：食の嗜好、日本からの輸入食品に対する意識、日本食に対する意

識の調査。 

     ・調査結果：調査結果は、中国本土と香港とは別々に報告されており香港にお

ける調査結果を分析の対象とした。また、調査結果は、前回調査のあるものに

関しては併記して比較した。 

①  日本産食品に対するイメージ：複数回答可。 

 表3－15として整理した。 

       回  答 今回調査 前回調査 

品質が良い 63.7% 67.9% 

高級感がある 56.8% 63.5% 

見た目が良い 56.5% 74.1% 

美味しい 47.4% 48.9% 

安全である 43.6% 51.4% 

健康に良い 23.4% 26.6% 

価格が安い 5.5% 1.5% 

イメージなし 1.8% 1.1% 

       出典）日本金融公庫「中国消費者動向調査」を基に筆者作成。 

  

日本産食品に対するイメージは、価格が安い、イメージなしを除き全ての全て

の回答で前回の調査よりはポイントが下がっている。この理由としては、、東日

本大震災による、放射能汚染で輸入が規制されたこと、その報道が香港では大

きく取り扱われたことが影響をしている可能性は高いと考える。品質が良いが

前回67.9%、今回63.7%と一番高く、ポイントが下がったとはいえ、日本産食

品は品質が良いと考えられている。高級感があるは、前回63.5%、今回56.8%、

見た目の良いは、前回74.1%、今回56.5%がそれに続くがこれらの二つの項目

は日本の商品の見た目が良いパッケージに由来する理由も大きいと考えられる。

美味しいは47.4%、前回は48.9%に留まっている。ジェトロの調査では、76.5%

が美味しいと回答をしており、この乖離の理由は不明であるが、乖離の理由と

して、本調査は日本輸入食品が対象、一方ジェトロの調査は日本食品・食材が

調査対象となっており、回答者によって商品のイメージが異なっている可能性

もあると考える。今後、新たな調査が実施された場合には、この点を注視した

い。 

②  日本輸入食品の購入経験： 

表3－16として整理した。          

回  答 今回調査 前回調査 

購入したことが有る 95.3% 96.5% 

購入したことが無い 4.7% 3.5% 

       出典）日本金融公庫「中国消費者動向調査」を基に筆者作成。 

 

購入したことが有るは 95.3%で、前回の 96.5%よりも 1.2%下がって入るもの

の、購入したことがないは、前回3.5%、今回4.7%であり、高い比率で日本輸
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入食品の購入経験があることを示している。日本産食料品の輸出が高いことを

裏付ける一つの結果であると考える。 

③  日本輸入食品の未購入理由：複数回答可。 

表3－17として整理した。         

回  答 今回調査 前回調査 

価格が高い 74.5% 74.3% 

近くに日本からの輸入食品を買える店が無

い 

 

14.9% 

 

22.9% 安全でない 12.8% 2.9% 

本当に日本産であると信頼できない（偽物

かもしれない） 

 

10.6% 

 

20.0% 日本が嫌い 6.4% 14.3% 

健康に良くない 4.3% 5.7% 

高級感が無い 2.1% 0.0% 

見た目が悪い 2.1% 2.9% 

美味しくない 0.0% 2.9% 

品質が悪い 0.0% 0.0% 

その他 6.4% 5.7% 

       出典）日本金融公庫「中国消費者動向調査」を基に筆者作成。 

 

購買の理由で価格が高いが圧倒的に比率が高く、前回は74.3%、今回も74.5%

である。ジェトロの調査でも価格が高いは52.8%であり、いかにして、香港市

場における販売価格を下げていくかという点に関しては、日本の生産サイドだ

けの問題として捉えず、サプライチェーン全体の課題として今後の考えていく

必要がある。近くに日本からの輸入食品を買える店が無いが14.9%で前回調査

時の22.9%よりも減少していることは、日本からの輸入食品が販売されている

スーパーマーケット等が増加したことを示している。未購入の理由で安全でな

いが、前回は2.9%であったが、今回は12.8%に大きく増加している。①の質問

の分析で述べたとおり、東日本大震災の影響であると考える。 

④  日本輸入食品を買う場合の購入場所：複数回答可（前回調査無し）。 

 表3－18として整理した。        

日系スーパー 64.1% 

外資系スーパー 31.5% 

国内系スーパー 20.3% 

市場 10.5% 

百貨店の中の食品売り場 9.9% 

コンビニエンスストア 3.9% 

通信販売・インターネット 1.8% 

その他 5.9% 

        出典）日本金融公庫「中国消費者動向調査」を基に筆者作成。 

 

この調査結果は、日系スーパーが 64.1%と最も高く、国内スーパーは 20.3%、

百貨店の中の食品売り場は9.9%で、ジェトロの調査結果、地場スーパーマーケ

ット・ハイパーマーケット68.8%、地場百貨店45.3%、日系百貨店45.3%、外
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資系スーパーマーケット・ハイパーマーケット43.5%と乖離している。ジェト

ロの調査では、日系スーパーマーケットという項目はなく、買い物をしている

スーパーマーケットが地場に密着しているだけに、外資系であるのか国内系で

あるのかを混同している可能性はある。また、本調査は日本輸入食品が対象で、

一方ジェトロの調査は日本食品・食材が調査対象となっており、日本以外で生

産された日本食品・食材が含まれている可能性がある。一例をあげれば、日清

食品のカップヌードルは香港現地生産の製品と日本から輸入された製品が共に

スーパーマーケットで販売されているが、香港産のカップヌードルを日本産の

日本食品・日本食と混同している香港人もいるのではないかと推測される。同

様に、スーパーマーケットで販売されている寿司は、日本輸入食品と認識され

ているか、それとも現地の日本食として認識されているかどうかも回答に影響

を与えている可能性がある。いずれにしても、日系スーパーマーケットが果た

している日本輸入食品販売への影響が大きいことは、この設問の回答から明確

であると考える。 

⑤  日本輸入食品の購入重視情報源：3つまで回答可。 

 表3－19として整理した。         

回  答 今回調査 前回調査 

友人・知人の紹介 63.7% 58.7% 

店頭の試食・試用 49.1% 67.7% 

過去に自分で食べたことが有る 38.5% 56.4% 

インターネットの口コミサイト 31.9% 20.8% 

テレビ広告 21.2% 30.8% 

新聞や雑誌の広告 17.7% 29.0% 

店員の説明 10.5% 11.6% 

メーカーなどのホームページ 8.0% 6.9% 

その他 2.7% 2.4% 

        出典）日本金融公庫「中国消費者動向調査」を基に筆者作成。 

 

この設問は日本輸入食品のみではなく、日本食品・食材の今後のマーケティン

グ戦略を考えるうえで貴重な情報を提供している。友人・知人の紹介が前回

58.7%。今回 63.7%で最も多く、香港では口コミが最も早く、確実な情報伝達

手段であると一般的に言われることをこの調査の数字が示していると考える。

店頭での試食・試用は前回67.7%、今回49.1%、テレビ、新聞雑誌の広告が下

がる傾向に対して、インターネットの口コミサイトが前回20.8%に対して今回

は31.9%と大幅に増加していることは興味深く、インターネット上のマーケテ

ィング戦略を考える上でも重要な視点を提供している情報であると考える。 
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⑥  外国料理レストランの利用頻度：3つまで回答可（前回調査無し）。 

 表3－20として整理した。          

日本料理 82.7% 

タイ料理 37.1% 

韓国料理 34.1% 

イタリア料理 23.9% 

ベトナム料理 19.1% 

フランス料理 9.0% 

インド料理 4.4% 

行かない 2.4% 

その他 11.6% 

          出典）日本金融公庫「中国消費者動向調査」を基に筆者作成。 

 

外国料理のレストラン利用では圧倒的に日本料理の比率が高く、82.7%である。

2 位のタイ料理 37.1%、3 位の韓国料理 34.1%、4 位のイタリア料理 23.9%と

比較すると、外国料理の中では日本料理が高い比率で一番の人気であることを

示している。香港における日本料理レストランの数が他国のレストランよりも

はるかに多いことは、需要の高さを示しているだけではなく、たくさんあって

利用しやすいという利便性も利用頻度が高い一因であると考える。日本食が香

港で普及していることをこの結果が示している。 

⑦  日本料理に対するイメージ：複数回答可（前回調査無し）。 

 表3－21として整理した。 

美味しい 71.3% 

見た目が良い 54.9% 

素材が良い 54.8% 

高級感がある 37.9% 

安全である 29.2% 

健康に良い 22.0% 

価格が安い 8.1% 

イメージ無し 2.6% 

          出典）日本金融公庫「中国消費者動向調査」を基に筆者作成。 

 

ジェトロの調査と同様に美味しいが一番高い比率で71.3%（ジェトロの数値は

76.5%）を示している。見た目が良いが 54.9%、素材が良いが 54.8%、高級感

があるが37.9%いという点も日本料理の品質が高いということと関係が深いと

解釈できると考える。設問①の日本産食品に対するイメージに対する回答で美

味しいが 47.4%であったが、この設問⑦の日本料理に対するイメージでは、

71.3%と高い比率になっている。日本産食品と日本料理は同一ではないが、こ

の数値の違いは、日本料理には美味しいという良いイメージを持っているが、

日本産食品では、そのイメージが低く、日本産食品を体験した人の中に、味覚

に合わない商品の体験があったことを示している可能性もある。一方、安全で

ある、健康に良いはそれぞれ、29.2%、22.0%でそれほど高くない。日本政府は、
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日本食に関してこの二つの点も強調しているにもかかわらず、複数回答可の設

問に対しての比率の低さは、東日本大震災の影響があるとしても、今後この二

つの点をいかにマーケティングで訴求していくかという課題を提起していると

考える。 

⑧  日本食の利用経験（頻度）：（前回調査無し）。 

 表3－22として整理した。 

月に２~3回 24.9% 

2~3か月に1回 24.9% 

月に1回 18.7% 

週に1回 11.5% 

半年に1回 8.7% 

利用していない 4.3% 

年に1回 3.8% 

週に2~3回 2.5% 

週に4回以上 0.7% 

               出典）日本金融公庫「中国消費者動向調査」を基に筆者作成。 

 

この調査結果も、ジェトロの調査結果と比較してみる。ジェトロの調査ではも

っとも頻度の高い層を週1回以上としており、本調査結果を同じ尺度にすると、

14.7%であるが、ジェトロ調査の 32.5%の約半数である。月に一回程度は同様

に比較すると43.6%とジェトロの45.7%とほぼ同数である。2~3ヶ月に一回は

24.9%、でジェトロの 15.7%よりも多い。この二つの調査の差異の原因がなん

であるかは不明であるが、ジェトロの設問は「日本料理店・日本食レストラン

の利用頻度」であり、この質問の「日本食の利用経験（頻度）」とは、回答者の

受け取り方次第では、比較は難しいる。しかしながら、何れの調査結果も日本

食を食べる頻度が高いことは共通しており、日本食が普及していることを現し

ているものと考える。 

⑨  日本食のジャンル：複数回答可 。 

 表2－23として整理した。                    

寿司・刺身 88.4% 

ラーメン 65.1% 

天ぷら 52.0% 

焼肉・しゃぶしゃぶ・すき焼き 51.0% 

牛丼 51.0% 

蕎麦・うどん 49.8% 

居酒屋（和風レストラン） 47.2% 

和風洋食レストラン 31.3% 

カレー 29.4% 

その他 2.4% 

         出典）日本金融公庫「中国消費者動向調査」を基に筆者作成。 

 

ジェトロの調査とは調査項目が異なっており単純に比較することは難しいが、
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寿司・刺身が88.4%で一位にランクされていることは同じである。また、ラー

メンが65.1%で2位であることも同じである。蕎麦・うどんも49.8%で比較的

近い数値である。ジェトロの調査には天ぷらが無くこの調査に天ぷらが高い比

率でランクされている。ジェトロの調査に天ぷらが無い理由は不明である。一

方、この調査では、和風洋食レストランというジャンルがあり、31.3%とある

程度高い数字を示していることが興味深い。日本から進出している洋食系のチ

ェーンレストランを意味しているものと考えるが、香港の消費者が日式洋食を

認知している事実を示す結果であることも重要であると考える。 

 

            この二つの調査を単純に比較することは難しいが、ジェトロのサンプル数が

400人に対して日本政策金融公庫のサンプル数は 1,000人であり、サンプル数

による調査結果に差異はある可能性はある。ジェトロの調査は、「日本料理・日

本食」、「日本産食品・食材」の２つである。一方、日本政策金融公庫の調査は、

設問の対象が、「日本産食品」、「日本輸入食品」、「日本食」と３つあり、回答者

にこれらの対象の違いや定義をどの程度正確に伝えたかに疑問が残る。しかし

ながら、二つの調査に共通しているのは、日本食に対しての飲食経験・購買経

験が高く、日本食に関して、「美味しい」「品質が良い」といった特徴を挙げる

人が高率であり、定期的に日本食レストランを利用している人も高率であるこ

と等、日本食が日常的に食されているという事実を裏付ける調査結果である。

今後とも、このような調査を定期的におこなっていくことは、市場動向・消費

者動向・嗜好等々を継続的に把握する上で効果的である。商品開発・店舗開発・

業態開発・スーパーマーケットの売り場の活性化に向けたマーケティング戦略

を策定していく為にもこのような情報は、非常に重要であると考える。農林水

産省の「農農林水産物の輸出戦略」のレビューとフォローアップにも役立つも

のであり、農林水産省として予算化をして定期的に実行をすることを提言する。     

 

第5節  日本文化が香港の食に与えた影響 

序章の日本食の定義で、明治維新後日本食が海外の食文化の影響を受けて変化し

てきたことを述べた。「和食」は、日本の伝統文化の中で発達したことにより、ユネ

スコ無形文化遺産として登録された。このように、食と文化には密接な関係がある。 

韓国の有名人、ドラマ、音楽の好みが韓国レストラン選択に及ぼす影響に関して

の先行研究として、Bumjun Lee, Sunny Ham, Donghoon Kim(2015)172は、韓国の

文化の中でも韓国の有名人、韓国のテレビドラマ、韓国のポピュラー音楽の3つが

海外における韓国料理店への嗜好に影響を与えたと述べており、その中には香港の

韓国料理店に対する影響も述べられている。本節では、この先行研究で述べられて

いる、一国の文化が海外の国の消費に影響を及ぼすという視点で、香港の日本食市

場形成・発展過程における日本の化の影響を確認する。 

日本文化が香港の日本食市場に与えた影響に関してNakano（2012）は、香港日

 
172 Bumjun Lee, Sunny Ham, Donghoon Kim (2015) op. cit. pp.201-202, p.210. 
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本食市場の先行研究の中で、以下のように述べている。 

 

1970 年代になって日本のアニメやテレビドラマは広東語に翻訳され主要な

番組の一つとなっていた。1980 年代には日本の漫画が広東語に訳されて広

く提供されていた。日本のアニメ、ドラマや漫画はその中で食べ物や食べる

シーンも多く出てきた。一つの例として日本のドラマ「Long Vacation」は日

本での放映後すぐに香港で海賊版の VCD173で広東語に訳されて販売され、

主人公である木村卓也の一つ一つの動作や、行動が注目を集めた。主人公の

木村卓也が家の近くで啜るラーメンの器は、香港で提供されているワンタン

麺の器よりはるかに大きく美味しそうであった。このシーンは木村卓也が食

べているラーメンとはいかなる食べ物であろうかという興味を香港の若者と

女性に抱かせることとなった。174 

 

この中には、Bumjun Lee, Sunny Ham, Donghoon Kim(2015)が、文化を伝える

要素として挙げている、「テレビドラマ」と「有名人」の二つが実例として述べられ

ている。Nakano(2012)は、日本のアニメ、漫画そしてドラマで食べ物や食べるシー

ンが多く出てきたことが、香港の若者や女性の「日本食」に対する関心を深めるこ

とに影響を及ぼしたと述べている。しかも、ドラマの主人公が食べた食べ物である

ラーメンやその器も香港の視聴者には興味深く受け取られた。ドラマやアニメの舞

台となった地域を「聖地」と呼んで訪れることが、一つのブームともなっているが、

この事例のラーメンの「食」のシーンを実際に体験しようとして、後日日本のラー

メンを食べてみる機会を持った視聴者もいたのではないかと考える。 

子供たちに対しての影響に関して、更に Nakano(2012)は以下のように述べてい

る。 

 

1998 年に香港の広東語番組チャネル TVB が「Mister Ajkko」「OH! My 

Konbu」「Cocking Papa」等の日本のアニメをシリーズで放映するようにな

った。これらのアニメの中には日本で放映された「料理の鉄人対決」のよう

な料理の腕を競いあうシーンや料理を作るシーンが有り、香港の子どもたち

はこの番組を通して、日本料理にはどんな調味料や原材料が使われ、どのよ

うに野菜が切られているのか等々の日本料理の作り方にまで親しみを持つよ

うになった。このような環境で育った香港のティーンエイジャー達は、その

後結果として、日本食を「味千」で経験したりして、低価格帯の日本料理店

においてテレビで見た日本食を自分自身で実際に食べる消費者にもなってい

った。175 

これらの現象はかって日本でもあった。1960 年代テレビが家庭に普及し始めた

 
173 筆者注 DVDの一世代前のメディアで、当時香港では一般的に普及していた。 
174 Nakano (2012) op. cit. p.112. 
175 Nakano (2012) op. cit.p.122. 
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頃、日本での番組制作がいまだ未熟であり、制作できる番組の数も限られていたこ

ともあり、テレビ局は、アメリカのドラマや映画やアニメを輸入して盛んに放映し

ていた。176筆者の体験として、例えばホームドラマでは「パパ大好き」「うちのパパ

は世界一」、アニメでは「ポパイ」等で、それらのドラマには大きなビーフステーキ

やフライドチキン、大きな冷蔵庫を開けると大きな瓶の牛乳や、コーヒーを飲んだ

りクッキーを食べたり、フライドポテトを食べるシーンもあった。ポパイではウイ

ンピーがいつもハンバーガーを食べていた。当時の日本は、高度経済成長に入る頃

で、西洋の食べ物は洋食屋で食べる日本風の洋食で、ハンバーグやエビフライはご

馳走であったが、大きなビーフステーキなどは一般の日本の庶民の口には入らなか

った。しかしながら、アメリカのドラマやアニメに出てくる食べ物に興味を示した

経験を持つ人は、筆者のみならず 1960 年代に子供の時期を過ごした世代に何人も

いるのではないかと考える。 

沖縄の戦後の食習慣も文化が食に影響を及ぼす事例の一つである。筆者は 1988

年8月から1992年9月まで、沖縄に駐在しキャンベルスープの販売に従事したが、

沖縄では米国産のキャンベルスープ缶詰の販売が現在でも日本で一番多く、日常的

に家庭で使われており、日本の人口の 1%の沖縄の人が日本に輸入されているキャ

ンベルルスープ缶詰の50%以上を消費している。在沖縄米人ではなく沖縄の人々の

消費である。戦後米国統治下であった沖縄で青年期を過ごしたキャンベルスープの

沖縄における販売促進の関係者の話によれば、当時映画館でキャンベルスープの宣

伝がよくあった。食料事情もよくなかった沖縄の人達は、それをいつも見てアメリ

カの食べ物は美味しそうだと思った。そのキャンベルスープが、米軍から市中に流

れてくるようになり、やがて需要が定着し始めると民間で輸入されるようになり、

沖縄では味噌汁代りのようにキャンベルスープが普及していった。米国統治下の沖

縄では輸入関税は 5%であり、価格も沖縄の人々が購入できる価格帯であったとの

ことである。 

これらの事例は、映像や文化がいかに食習慣にも影響を与えているかということ

を示していると共に、香港の事例は日本食の普及に日本のアニメ、漫画、ドラマが

大きな役割を果たしていることを示している。今後とも日本食の普及に関してはこ

のような日本の文化である、アニメ、漫画、ドラマ等々を活用していくことが有効

であると考える。官製の宣伝用の映像ではなく、日本の民間が持っているサブカル

チャーを日本食の普及と結びつけて、海外に向けて積極的に発信していくことが重

要であると考える。日本食をさらに世界的に普及させていくため重点的に取り組む

べき課題の一つであると考える。 

  

 
176 筆者注 当時アメリカから輸入された番組は、翻訳字幕ではなく、吹き替えによって放映されてい

たため、子供たちでも理解できた。 
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第6節  香港からの訪日客調査の分析 

    香港からの訪日客数と日本食の関係を、日本政府観光局177訪日外客数・出国日本

人数データ月別・年別統計データ（訪日外国人・出国日本人）」を基に整理・分析す

る。香港日本人商工会議所発行「香港経済の回顧と展望」178の「観光・サービス」

の章も参考とした。 

１）香港からの訪日客数の定量調査結果： 

香港からの訪日客数の推移を日本政府観光局の訪日外客数・出国日本人数デ

ータ月別・年別統計データ（訪日外国人・出国日本人）」を基に2004年から2018

年までの15年間の推移を表3－24として整理した。定量的には香港は、2004

年から2013年までは、韓国、中国、台湾、米国に続き4番目に多く、2014年

から2018年までは5番目に訪日客数が多い国である。 

 

表3－24 香港からの訪日客数推移（2004年－2018年） 

       

 

 

出典）日本政府観光局 「訪日外客数・出国日本人数データ 

 月別・年別統計データ（訪日外国人・出国日本人）」を基に筆者作成。 

 

      香港からの訪日客数は、2004年300,246人、2005年298,810人、2006年、

352,265人、2007年432,042人、2008年550,190人と順調に増加してきてい

たが、2009年は449,568人で前年比82%と大きく落ち込んでいる。2008年9

月 15 日に発生したリーマンショックの影響であると考える。翌 2010 年には

2008年の数値には若干及ばないが508,691人と再び増加した。しかしながら、

2011 年には 364,865 人となり、前年比 72%と急落し 2006 年とほぼ同じレベ

ルまで落ち込んだ。この理由は、2011年に発生した東日本大震災の影響である

と分析して間違いはないと考える。翌 2012 年からは再び増加に転じている。

2013年は745,881人で、前年に比べて 155%と高い伸び率を示した。2013年

 
177 日本政府観光局「訪日外客数・出国日本人数データ 

月別・年別統計データ（訪日外国人・出国日本人）」、 

https://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/visitor_trends/ 

最終閲覧日：2019年5月25日。 
178 香港日本人商工会議所「香港経済の回顧と展望」2008年、2009年、 

2010年、2011年、2012年、2013年、2014年各年度版「観光サービス」の章。 

 年 訪日客数 伸び率 前年比  年 訪日客数 伸び率 前年比 

2004 300,246 115% 5% 2012 481,665 132% 6% 

2005 298,810 110% 4% 2013 745,881 155% 7% 

2006 352,265 118% 5% 2014 925,975 124% 7% 

2007 432,042 123% 5% 2015 1,524,292 165% 8% 

2008 550,190 127% 7% 2016 1,839,193 121% 8% 

2009 449,568 82% 7% 2017 2,231,568 121% 8% 

2010 508,691 113% 6% 2018 2,207,804 99% 7% 

2011 364,865 72% 6%         

https://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/visitor_trends/
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からの訪日客数の増加は、2012年12月の安倍内閣発足以降の円安により、日

本への旅行費用、日本での滞在費・買い物費用等々に割安感が出たことも影響

していると考えられる。2014年は124%と伸び率が下落したが、2014年 9月

22日~12月15日まで続いた次期行政長官の選挙制度をめぐる大規模な民主化

デモ・民主化運動の影響もあると考える。その後、高い前年比で推移し2015年

には前年比 165%で、100 万人を始めて超えて、1,524,292 人となった。2017

年には2,231,568人と200万人を越え、翌2018年は前年比99%と若干減少し

たが、今後とも多くの訪日客が期待できるものと考える。 

香港の人口は2014年約724万人で同年の香港からの訪日客数925,900人は

香港総人口の12.8%、2018年の訪日客数2,207,804人は、香港の総人口約748

万人の約29.5%にあたり、約3人に1人が訪日した計算になる。香港からの訪

日客数は、表3－24の通り2013年からは7－8%で推移している。地理的条件、

経済状況等の要素はあるものの、世界人口の僅か 0.557%の人口の国であると

いうことを考えると、香港からの訪日客数が際立って多い。表3－24で整理し

た2004年から 2018年までの香港からの訪日客数の推移を図 3－3、伸び率を

図3－4、前年比を図3－5として作成した。 

   

図3－3 香港からの訪日客数推移（2004年－2018年） 

出典）日本政府観光局「訪日外客数・出国日本人数データ  

月別・年別統計データ（訪日外国人・出国日本人）」を基に筆者作成。 

 

   
    図3－4 香港からの訪日客数伸び率（前年比）（2004年－2018年） 

出典）日本政府観光局「訪日外客数・出国日本人数データ。  

月別・年別統計データ（訪日外国人・出国日本人）」を基に筆者作成。 
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図3－5 香港からの訪日客数伸び率（前年比）（2004年－2018年） 

出典）日本政府観光局「訪日外客数・出国日本人数データ  

月別・年別統計データ（訪日外国人・出国日本人）」を基に筆者作成。 

 

２）香港からの訪日客数の定性調査結果： 

香港からの訪日客数に関して、国土交通省観光庁による「訪日外国人の消費

動向調査」の 2018 年の調査結果と 2014 年の調査結果179と比較して整理・分

析を行った。 

「訪日外国人の消費動向調査」調査概要： 

 ・調査対象者： 

日本を出国する訪日外国人。但し1年以上の滞在者、「永住者」「日本人の配偶

者」「永住者の配偶者」定住者」など日本に居住している人、日本に入国しない

トランジット客、乗員を除く。 

 ・調査期間： 

2014年、2018年ともに、1－3月期、4－6月期、7－9月期、10－12月期の4

つの期間に分けて実施した。 

     ・調査方法： 

  調査対象の空海港の出国ロビーにいる訪日外国人に調査員が協力を求め、10言

語対応のタブレット端末又は紙調査票を示しつつ、聞き取る方式（他計方法）

により行う。 

 ・調査標本数： 

  四半期毎に総数34,964票を目標に調査を実施（年間139,856票）。 

     18の国籍・地域と「その他の国籍・地域」の計19区分について目標回答数を

設定し、四半期ごとに総数6,600サンプルを目標に調査を実施。香港の有効回

答数は2014年1,343、2018年2,727。 

 
179 国土交通省観光庁「訪日外国人の消費動向」－訪日外国人消費動向調査結果及び分析－ 2014年お

よび2018年年次報告書」、  

http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/syouhityousa.html 

最終閲覧日：2019年5月25日。 
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     ・香港の回答者属性： 

     2014年男性45.0%、女性55.0%。 

     20代28.1%、30代28.0%、40代25.4%、50代15.0%、60歳以上3.5%。 

     2018年男性43.3%、女性56.7%。 

     15－19歳3.6%、20代23.3%、30代28.6%、40代24.1%、50代14.9%、60

歳以上5.5%。 

    香港からの訪日客の平均泊数は2014年5.7泊、2018年6.3泊となっており滞在

日数は 10%ほど長くなっている。2018 年の調査で日本への訪問回数への回答は、

訪日が初めてと答えた訪日客は13.9%であるが、2回目11.0%、3回目11.1%、4回

目10.1%、5回目9.5%、6－9回目16.5%、10－19回目17.6%、20回以上10.3％

である。これを整理すると、1－5回目の訪問客は全体の55.6%、一方6回目以上の

訪問客は44.4%である。多数回のリピート訪日客が多く、単純に2回目以上をリピ

ート訪日客との見方をすればリピート率は 86.1%と極めて高い。2018 年の世界全

体からの訪日客の平均泊数は 9.0 泊であり、香港からの訪日客は世界平均と比較す

ると30%ほど短いが、リピート率の高さ、香港と日本の距離が短いことを考慮する

と短い期間で何回も訪日している香港人が多いという状況を確認した。 

香港からの訪日客の一人当りの旅行中支出（旅行支出には飲食料、宿泊料、交通

費、娯楽サービス費、買い物代等が含まれる）は、2014年は110,821円、2018年

は154,581円で約39%増加している。 

香港からの来日客の費目別購入比率及び購入者単価に関する数値を表3－25とし

て整理した。 
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表3－25 香港からの訪問客の費目別購入比率及び購入者単価 単位：円 

    2014年 2018年 

費  目 購入率 

（注1） 

購入者単価

（注2） 

購入率 購入者単価 

菓子類 65.3% 10,672円 63.6% 9,171円 

その他の食料品・飲料・酒・

たばこ*1 

 

51.7% 

 

11,572円 

 

65.2% 

 

21,352円 

カメラ・ビデオカメラ・時計  

6.0% 

 

39,450円 

 

4.3% 

 

53,641円 

電気製品 6.9% 17,583円 8.8% 31,168円 

化粧品・香水  38.4% 14,386円 45.9% 20,341円 

医薬品・健康グッズ・トイレ

タリー*2 

 

44.4% 

 

10,854円 

 

37.8% 

 

28,930円 

和服（着物）・民芸品*3 12.3% 19,505円  

72.9% 

 

54,281円 服（和服以外）・鞄・靴*4 61.7% 33,469円 

マンガ・アニメ・キャラクタ

ー関連商品*5 

 

16.8% 

 

10,945円 

 

na 

 

na 

書籍・絵葉書・CD・DVD*6  

12.5% 

 

4,621円 

 

9.3% 

 

20,782円 

出典）国土交通省観光庁「『訪日外国人の消費動向』 

－訪日外国人消費動向調査結果及び分析－」2014年および2018年年次報告書を基に 

筆者作成。 

（注1）購入率とは、その費目を購入した人の割合。 

（注 2）購入者単価とは、その費目を購入した人における当該費用の一人当りの

平均支出。 

2014 年の調査時と 2018 年の調査時では調査項目の変更がある為に、*を付けた

項目に関して以下説明する。  

*1：2014年は、「その他の食料品・飲料・酒・たばこ」が一つの項目であったが、

2018年は「酒類」と「その他食料品・飲料・たばこ」が別の項目であるため、こ

の二つを合計して記載した。 

*2：2014年は、「医薬品・健康グッズ・トイレタリー」は一つの項目であったが、

2018年は、「医薬品」と「健康グッズ・トイレタリー」が別の項目であるため、

この二つを合計して記載した。 

*3・4：2014年は、「和服（着物）・民芸品」と「服（和服以外）・鞄・靴」という

二つの項目で調査されていたが、2018年は、「衣類」、「靴・かばん、革製品」、「民

芸品・伝統工芸品」の三つの項目に分けて調査されていたため、この三つを合算

して記載した。 

*5：2018年にはこの調査項目がないため、「na」とした。 

*6：2014年は、「書籍・絵葉書・CD・DVD」という項目であったが、2018年は、

「本・雑誌・ガイドブック」と「音楽・ゲームソフトなどソフトウエア」という

二つの項目に分かれており、この二つを合算して記載した。 
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    2018 年の購入率のランキングでは、「衣類・民芸品・靴等」が 72.9%で第一位、

「その他食料品・飲料・たばこ」が65.2％で第二位、菓子類が2014年の65.3%か

ら減少したとはいえ63.6%で第三位である。日本産のこれらの品目に対する香港人

の購買意欲が強いことを現しているが、特に、「その他食料品・飲料・たばこ」と「菓

子類」が人気ある品目であり、香港においてスーパーマーケットやコンビニエンス

ストアで日本から輸出された日本産の食料品、飲料、菓子類が大量に陳列され販売

されていることと一致する現象であると考える。香港で日本産食料品を買い、訪日

して新たな日本産食料品を買い、香港に帰国してから更に日本産食料品を買うとい

う日本の食品関連産業の需要発掘・拡大にとって良い循環になっていくことが期待

される。 

次に、満足度に関する調査結果を、2014年と2018年を比較して表3－26として

整理した。 

 

        表3－26 満足度に関する調査結果 

     

 

 

 

 

 

出典）国土交通省観光庁 「『訪日外国人の消費動向』 

－訪日外国人消費動向調査結果及び分析－」2014年および2018年年次報告書を 

基に筆者作成。  

 

「大満足」が2018年は2014年と比較して2.4%増加し、「満足」が1.6%減少し

ているが、この二つの合計は2014年94.9%、2018年95.7%で大多数の香港からの

訪日客は日本への訪問に満足をしていることを確認した。「普通・不満」は1.4%か

ら 0.9%に下がっているが、その内訳は、「普通」0.6%、「やや不満」0.2%、「不満」

0.1%、「大変不満」0%であるが、数値としては小さいが、「普通・不満」と答えた内

容には今後改善する点のヒントが隠されている可能性もあり、これらの数値がいか

なる理由によるものかを調査時に調べて改善し、今後さらに下がるように努力する

きめの細かい対応が必要であると考える。 

次に、日本への再訪問意向（単一回答）の 2014 年と 2018 年の比較を表 3－27 と

して整理した。 

  

 2014年 2018年 

大変満足 39.3% 41.7% 

満足 55.6% 54..0% 

やや満足 3.7% 3.4% 

普通・不満 1.4% 0.9% 
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    表3－27 日本への再訪問意向 

     

 

 

 

 

     出典）国土交通省観光庁 「『訪日外国人の消費動向』 

－訪日外国人消費動向調査結果及び分析－」2014年および2018年年次報告書を 

基に筆者作成。 

  

日本への再訪問に関しては、2018年は2014年に比べて、「必ず来たい」が3.9%

下がっているが、「来たい」が5.4%上がっている。「必ず来たい」と「来たい」の項

目を合計すると、2014年は96.1%、2018年は97.6%であり、ほぼ変わらない高い

数値である。すなわち、香港からの訪日客は2－4%の人を除き全て日本にまた来た

いと答えており、満足度の調査結果による満足度の高さ、リピート率の高さと一致

した調査結果である。 

次に、興味深い調査項目として「今回したこと（複数回答可）」の2014年と2018

年の回答の上位8つを表3－28として整理した。 

 

    表3－28 香港からの訪日客が今回したこと（複数回答可） 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）国土交通省観光庁「『訪日外国人の消費動向』－訪日外国人消費動向調査結果及び

分析－」2014年および2018年年次報告書を基に筆者作成。 

 

香港からの訪日客が日本でしたことに関して食べ物に関係のある三つの項目、「日

本食を食べること」、「日本の酒を飲むこと」、「ショッピング」に絞って 2014 年と

2018年を比較する。「日本食を食べること」は、食べ物以外も含めた全ての項目の

内で一番高い比率である。本調査の別の質問で、「訪日前に期待していたこと」（複

数回答可）という質問があり、その項目に、「日本食を食べること」があるが、2014

年は79.8%、2018年は72.5%でいずれも全ての項目の中で一番である。また、「訪

日前に最も期待していたこと」（単一回答）という質問もあり、「日本食を食べるこ

と」は2014年36.2%、2018年25.8%とこれも全ての項目の中で一番である。これ

 2014年 2018年 

必ず来たい 65.1% 61.2% 

来たい 31.0% 36.4% 

やや来たい 2.6% 1.1% 

何とも言えない・来たくない 1.3% 1.3% 

 2014年 満足した

人の割合 

2018年 満足した

人の割合 日本食を食べること 93.0% 89.6% 96.2% 93.7% 

日本の酒を飲むこと 

（日本酒・焼酎など） 

24.8% 78.9% 31.3% 84.1% 

旅館に宿泊 48.6% 73.9% 32.3% 86.2% 

温泉入浴 36.1% 84.9% 36.1% 93.8% 

自然・景勝地観光 61.2% 80.9% 73.4% 90.8% 

繁華街の街歩き 62.1% 79.5% 73.9% 88.5% 

ショッピング 84.3% 84.1% 89.5% 89.1% 

テーマパーク 22.0% 75.5% 21.2% 92.9% 
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らの、結果を総合的に分析すると、香港からの訪日客の日本での第一の目的は「日

本食を食べること」であり、訪日した際にその通り実行し、日本食を食べたことに

対しての満足度も高いと結論付けることができると考える。香港では、「日本に行く

のは観光、雪、スキー、温泉等が魅力だけれども一番は食べ物だ」「本場の日本食・

日本料理を味わう為に行く」という声をよく聞くが、この調査はこの言葉を裏付け

る結果を示していると考える。この調査結果は、香港人の日本食に対する関心の高

さを表していると共に、香港において日本食が普及していることを示している。こ

のような訪日客の経験が、香港における更なる日本食の需要拡大に結び付いていく

ことを期待したい。 

日本経済新聞によると180「訪日外国人が日本で購入した商品を帰国後に買い求め

る『リピーター』需要が有る。」とされるが、上述した通り、香港からの訪日客も同

様に香港に帰国後同一商品を買い求めたり、日本で食べた日本食等を香港でも食べ

ることにより、香港での日本食普及に寄与していると考えられる。また香港では、

日本のチェーンレストランも数多く進出しており、日本に来てそれらの店で味を比

較したり、味を確かめたり、そして帰国後に日本で体験したチェーンレストランの

香港の店で日本での味と比較したりする行動もあると考える。 

結論として、香港からの訪日客数と香港における日本食の普及は関係が深く、香

港での日本食の体験と日本での体験が相乗効果を生みながら日本食普及をさらに前

進させていると分析する。 

 

第7節  香港における日本食品の流通 

日本から輸出される日本産食料品が、香港の消費者や飲食店の手元に届くために

は、香港国内の流通の役割が重要である。本節では、香港における日本産食品・日

本食の流通について、「輸入・卸売業」と「組織小売業」の二つのサプライチェーン

の階層の役割と現状を整理する。181 

   第1項 輸入・卸売業 

      基本的には、輸入業と卸業は同一の会社が一貫して行っているケースが多い。

すなわち、「輸入・卸売業」である。小規模な輸入・卸売業がほとんどであるが、

「JFC」は、キッコーマンの子会社である。もともと同社の醤油を販売するた

めの会社であったが、各国でその他の日本の調味料、食材を取り扱うようにな

った会社である。「JFC」のように大会社の子会社として経営されている輸入・

卸売業は少ない。輸入・卸売業の販売先は、香港の小売業と飲食店がその大半

を占め、通常日本から輸入した商品を輸入通関後在庫して販売している。 

輸入・卸売業の仕事を要約すると、仕事の流れは基本的には日本の輸入・卸

売業とほぼ同じであるが、以下整理した。 

定番商品、売れ筋商品を日本に発注する。但し、香港で何が売れているかに

 
180 日本経済新聞 2015年11月23日朝刊 13版 記事「訪日客消費波及」。 
181 筆者注 香港日本人商工会議所「香港経済の回顧と展望」2008年、2009年、2010年、2011年、

2012年、2013年、2014年各年度版「農水産業」、「食品の貿易」、「小売流通の章」を参考とした。 
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加えて、日本で何が売れているか、日本でどんな商品が新しく発売されたか等々

を香港と日本の両方の市場を比較検討しながら発注をする必要がある。香港の

輸入・卸売業者はインターネットで日本のメーカーのサイトを見ながら新製品

を確認したり、新聞・雑誌等を参考にしたりしながらこれらの情報を収集して

いるのが一般的である。日本の輸出側の業者の意見も発注品目決定の大事な要

素の一つである。 

      船便もしくは飛行便の到着後輸入通関業務を行う。香港はフリーポートであ

り、酒類以外関税は無い。 

      広東語もしくは英語の表示がパッケージにない商品に関してはラベル等に、

商品名、内容量、原材料、輸入年月日もしくは賞味期限、輸入業者名等香港の

表示法で定められている事項を印刷し商品に張り付ける。メーカーの正規代理

店であればこれらの情報はメーカーから直接入手できるが、日本の卸業者から

の輸入の場合にはこれらの情報は、現物のサンプルを入手して調べるか、メー

カーのインターネットのホームページで調べる等により入手している場合が多

い。香港では、スーパーマーケット等の販売現場で保健衛生局の監視員が巡回

調査をしており、ラベル表示が不適切であった場合には当局から指摘・指導を

受ける。また、香港の食品衛生法は「一国二制度」の下、中国本土の法規とは

異なっており、中国への返還前の英国統治下時代に定められた法規である。 

      自社もしくは営業倉庫で保管し、客先の注文により配送し、集金する。相手

先の規模、信用度合いにより前払い、配達時払い、後払いがある。輸入・卸売

業にとってのリスクは、品質リスク、在庫リスク、売れ残りリスク、債権に関

わるリスクが主なものである。客先からの注文に対して適時配送できるように

在庫を保管しており、その在庫のための資金も必要となる。 

      輸入・卸売業の取扱商品も、日本のメーカーの代理店として輸入・卸売を行

っている商品と日本の卸業者から輸入している商品が併存している。卸売業者

からの輸入は、複数のメーカーの複数の商品を詰め合わせて海上コンテナに積

んで輸入されることが多い。卸業者経由の輸入の場合には、日本の当該メーカ

ーが香港に自社の製品が輸出されている事実を認識していない場合もある。 

      メーカーの代理店業務を行っている輸入業者は日本のメーカーからのマーケ

ティング等の支援を受けることも可能であり、代理店商品がベースカーゴとし

て有るために経営が安定している場合が多いが、競合商品の取り扱い制限等も

あり、客先の要求に答えられない等のディメリットの面もある。 
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      クロネコヤマトが始めた香港での温度帯物流は、上述した従来の輸入・卸の

業務環境に影響を与える可能性がある。ヤマトホールディングス 2018 年 8 月

に香港において保冷保管倉庫のライセンスを取得し、新たなるサービスを開始

したと以下のように発表した。182 

      ヤマトホールディングス傘下の雅瑪多運輸（香港）有限公司（本社：香港、

董事長：書川 美樹 以下：香港ヤマト）は、九龍湾複合型施設内にある同社

九龍湾基地の一部エリアで「香港保冷倉庫ライセンス」※1 を取得し、温度

管理が必要な生鮮食品やワインなどの一貫保冷輸送サービスを本格展開しま

したのでお知らせいたします。※1 香港保冷倉庫ライセンス：保冷倉庫内に

おける食品の保管および簡易作業などを許可するライセンス。香港政府の食

物環境衛生署が発行。 

     同社は、このサービス導入の背景を以下のように説明している。 

      世界各国における保冷輸送サービスは、先進国での経済成長やEC市場の拡

大により急激に需要が高まっています。特に香港では、食の安全に対する意

識の高まりから、保冷輸送品質の更なる向上が求められています。香港は日

本の農水産品の輸出先として世界一位であることからも、今後ますます保冷

物流サービスに関する企業・消費者からのニーズと品質向上への意識が高ま

ることが予測されます。このような状況下、香港ヤマトでは、香港で提供す

る保冷物流サービスの更なる品質向上を図るため、物流の内製化により自社

管理を進めると同時に、お客様により安心してご利用いただくことを目的と

して、このたびライセンスを取得いたしました。 

     同社はこのサービスが、以下の概要であると説明している。 

       

     ヤマトホールディングスは、個人、店舗、チェーン店向けを対象としており、

香港の需要者は輸入・卸業者を利用することなく、日本からの保冷が必要な食

料品を簡便に輸入することができるサービスである。従って、今後日本料理店・

日式料理店・日系チェーンレストラン等が、従来からの輸入・卸売業者の納入

価格と、このサービスを活用した場合の店着価格及び品質を比較し得る選択肢

 
182 ヤマトホールディングス 「雅瑪多運輸（香港）の九龍湾基地が『香港保冷倉庫ライセンス』を取

得し、食品などの一貫保冷輸送サービスを本格展開」、 

https://www.yamato-hd.co.jp/news/h30/h30_35_01news.html 

最終閲覧日：2019年5月9日。 

https://www.yamato-hd.co.jp/news/h30/h30_35_01news.html
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ができたと考える。香港の輸入・卸売業者にとっては脅威となる可能性もある

と考える。また、個人での輸入も簡便となり、個人で日本から日本産食料品を

取り寄せる動きも出てくるものと考える。個人による輸入は従来の日本産食料

品の売り場であるスーパーマーケットの販売に影響を及ぼすことも考えられる

が、香港のスーパーマーケットでは販売されていない日本産食料品を取り寄せ

ることも可能であり、香港の消費者の嗜好をより充足することができるように

なると考える。 

 

   第2項 組織小売業 

      香港のスーパーマーケットに関しては、第3章第3項の香港日本食市場の形

成・発展と現状で歴史的経緯と現状を説明したが、本項で現状を詳しく説明す

る。 

香港の組織小売業には主に、百貨店、スーパーマーケット、コンビニエンス

ストア、ドラッグストア、菓子専門店の5業態が有る。スーパーマーケットに

は日系スーパーマーケットと香港の地場スーパーマーケットの二つの系列が有

る。 

      百貨店は元日系のそごう百貨店、英国系百貨店、香港資本百貨店・中国系百

貨店がある。そごう百貨店以外の百貨店では日本食の取り扱いは少ない。そご

う百貨店は現地資本が買収した後も日本食に関しては、基本的にそれまでのそ

ごう百貨店の品揃えを変えず、地下にスーパーマーケット形式の食品売り場と

日本の百貨店の様に各メーカーがショーケースに商品を並べて販売する売り場

とが併設されている。そごう百貨店は開店以来、地下のスーパーマーケット形

式の食品売り場は、香港の消費者にとって日本食の発信基地の一つとして位置

付けられており、特に菓子類、加工食品類の新製品はいち早く陳列され販売さ

れている。Causeway Bayの店舗は、香港最大の繁華街の真ん中に位置してお

り、この繁華街は日本の銀座と渋谷と新宿を合わせたような商業の中心地であ

り、香港においてはファッション等あらゆる流行を発信する地域である。この

地域には、香港の各地域、中国本土から人が集まり、その中心的役割のそごう

百貨店における日本食の幅広い販売は、香港の日本食の普及に貢献し続けてい

ると考える。   

      日系スーパーマーケットとして、現在はユニー183とジャスコ1842 つの日系ス

ーパーマーケットチェーンがある。両者を比較するとユニーは日本食の取扱が

多く、日本的な総合小売店（GMS）である。一方、ジャスコは日本食を多く取

り扱ってはいるがその他の商品の取扱も多く、より現地に近い店舗の作りであ

 
183 ユニー香港は2018年に香港資本に売却された。  

流通ニュース電子版 2018年5月24日「ユニー／海外事業撤退、ユニー香港の全株式を現地企業に譲

渡」、https://www.ryutsuu.biz/abroad/k052449.html 

最終閲覧日：2019年5月28日。 
184 イオン株式会社 http://www.aeon.info/ およびAEON Stores(Hong Kong) Co. Ltd. 

http://www.aeonstores.com.hk/ 最終閲覧日：2019年5月28日。 

https://www.ryutsuu.biz/abroad/k052449.html
http://www.aeon.info/
http://www.aeonstores.com.hk/
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り日本でいう食品スーパー(SM)である。日系スーパーマーケットといえども顧

客のほとんどは香港人であり、香港人にとっては日本食の品揃えが豊富なスー

パーマーケットといった位置付けであろうと考える。現地系のスーパーマーケ

ットに比べて店舗が整理整頓されており、清潔感があり、棚の管理も確りと行

われていることにより、香港人の評判も良い。特に香港の消費者にとって温め

ればすぐに食べることが出来る冷凍食品は魅力的であり、日系スーパーマーケ

ットは日本の冷凍食品に関してはそごう百貨店と共に中心的な販売場所として

位置付けられている。日本からの食品の仕入れに関しては、ユニー、ジャスコ

共にPB（プライベートブランド）が増えてきている。量的に大きい売れ筋の商

品に関しては日本の本社の仕入れ機能を利用している場合が多い。一方、少量

の商品、野菜・果物・魚・塩干魚等現地の輸入・卸売業が在庫をしている商品、

頻繁に輸入したりしている商品に関しては、小回りの利く香港の輸入・卸売業

者の活用も多くみられる。日系資本ではないが日本人が経営をしているシティ・

スーパー185も日本食の発信基地としての役割を果たしている。開店当初から高

級スーパーマーケットとしてのコンセプトで経営されており、客層も中所得者

層以上が多く、品揃えも高価格帯や特色のある商品が多い。日本酒の取扱は香

港で一番多い。同社は現地の輸入・卸売業も一部活用はしているが、仕入は主

にシティ・スーパージャパンから行っており、シティ・スーパーへの商品納入

の商談は日本でされる場合も多い。 

      香港地場スーパーマーケットとしては、香港の２大スーパーマーケットチェ

ーンPARKnSHOPとWellcomeがあり、両社ともに店舗展開はほぼ同じパタ

ーンで以下の5つカテゴリーに分類できる。 

        －旧来の住宅街の店舗 

        －新興住宅街の店舗（開発された住宅の規模は大きく、ショピングモー

ルのキーテナントとしての店舗の位置付け） 

        －商業地区の店舗 

        －オフィス街の店舗 

        －高級店舗（別の店舗名で展開） 

新興住宅街の店舗は大型で品揃えも豊富であるが、オフィス街の店舗や商業地

区での店舗の規模は小さく必要最低限の品揃えが多い。しかしながら、両チェ

ーンはそれぞれ約300店舗を展開しており、香港の何処へ行ってもどちらかの

店舗が有るという印象である。 

      PARKnSHOP は香港最大の企業と言われる長江実業の持つハチソン・ワン

ポア社の中の A.S.Watson グループが経営するスーパーマーケットである。

2000 年代前半に当時の香港三越百貨店の地下にオープンした店舗に日本食を

多数取り揃えたことを発端として、日本食販売への取り組みを始め、その後、

 
185 シティ・スーパー香港 https://www.citysuper.com.hk 及び、 

シティ・スーパージャパン http://www.citysuper.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月28日。 

https://www.citysuper.com.hk/
http://www.citysuper.co.jp/
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規模の大きい店舗で比較的中所得層以上の住む住宅街の店舗から日本食の品揃

えを充実し始めた。寿司は 1990 年代後半からほぼ全店で販売されていた。寿

司の販売は2種類あり、パックされた寿司と色々と並べられた寿司の中から自

分の買いたい寿司を選んで買う方式である。自分で選ぶ方式は広いスペースが

必要なためある程度の規模以上の店に限られている。2008 年頃から寿司売り

場は、変化をしはじめ従来のサーモン中心から色々なネタの寿司が販売される

ようになった。同社では、日本食・日本食品・食材、菓子等の日本からの輸入

を充実させるために 2000 年後半から日本からの輸入を専門に担当する日本人

を雇用し、商品群の充実に努めている。日本人スタッフが加わったことにより

同社の日本食の品揃えは充実してきた。 

      WellcomeはJardin Matheson186グループ傘下のDairy Farm187グループが

経営をしているスーパーマーケットで、絶えずPARKnSHOPと競合をしてい

る。店舗数もPARKnSHOP とほぼ同数あるが、PARKnSHOPより少し遅れ

て 2000 年代中盤から日本食の品揃えを増やし始め、現在では、多数の店舗で

日本食の取扱品目が増加している。PARKnSHOP とほぼ同じような寿司の売

り場を展開している。 

高級店舗としては、PARKnSHOP は Great Food Hall188という高級品を取

り扱う店舗を2000年から展開し始めた。最初に開いたGreat Food Hall はオ

フィス街に近い高級ショッピングモールの中にあり、日本から輸入した日本食

品・食材、生鮮果物等の広範な品揃えを行って、日系スーパーマーケットに次

ぐ大きな日本食の売り場となった。1 個日本円で 1 万円以上するムスクメロン

等の高級な果物の販売が好調で、香港の高所得者の購買層の顧客に新たな日本

食売場を提供したと考えられる。Great Food Hall は一店舗だけであり、Taste

という高級店舗の多店舗展開を始めた。 

一方、WellcomeはPARKnSHOPに遅れること6年、2006年にThree Sixty

という高級店を始めた。最初の店舗は2013年に閉店したが、2007年から新た

な店舗展開を行っている。Three SixtyもGreat Food Hall同様に香港の高所

得者層の顧客を掴むための店舗で、日本食品・食材の品揃えはWellcome より

豊富である。これらの高級スーパーマーケットは今後とも日本食品・食材の販

売場所として日系のスーパーマーケットに続く位置を占めていくと考える。 

2005年に西友を買収した香港の不動産開発会社新鴻基地産（Sun Hung Kai 

Properties）がスーパーマーケットの店内を改装して一田としてブランドを変

更し高級品も取り扱う一般スーパーマーケットの位置付けで展開を始めた。店

内は清潔で、品揃えも豊富である。一田は2019年6月現在 11店舗であるが、

 
186 Jardin Matheson https://www.jardines.com/en/companies/companies.html 

最終閲覧日：2019年5月29日。 
187 Dairy Farm  https://www.dairyfarmgroup.com/en-US/Home 

最終閲覧日：2019年5月29日。 
188 Great food hall  http://www.greatfoodhall.com/  

最終閲覧日：2019年5月29日。 

https://www.jardines.com/en/companies/companies.html
https://www.dairyfarmgroup.com/en-US/Home
http://www.greatfoodhall.com/
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不動産開発会社が親会社で資本力もあり、今後も同社の住宅開発と共に店舗数

を増やしていくと考える。 

      コンビニエンスストアとしては、香港には主にSeven Eleven189とCircle K190

の2つのチェーンがある。Seven Eleven香港は Seven Eleven USAとエリア

フランチャイズ契約を締結しているJardin MathesonグループのDairy Farm

が展開をしており、日本とは違って小規模な店舗が多く品揃えも限られている

が、おにぎりや日本の菓子類を販売している。日本の Seven Eleven のプライ

ベートブランドであるセブンプレミアムブランドの商品も販売している。また、

おにぎりの品揃えも、香港のおにぎり需要の拡大と共に充実してきた。サーク

ルK香港もSeven Eleven香港同様に店舗サイズは小さく、品揃えもほぼ同様

であり、日本の菓子類を販売している。日本食にとってコンビニエンスストア

は将来的には日本式の弁当や総菜の売場になる可能性はあるが、現時点では香

港に日本のようにコンビニエンスストアにそれらの商品を、毎日複数回製造・

配送する弁当・惣菜ベンダーが発達していない。 

      ドラッグストアとしては、香港には、PARKnSHOP と同一資本系列の

Watsons191と、Wellcome と同一資本系列の Mannings192がある。両チェーン

共に香港には700店舗以上ある。店の規模は全て小さく、日本のコンビニエン

スストアの半分くらいの大きさの店からほぼ同じくらいの大きさの店がほとん

どである。化粧品、薬の他に菓子類を販売しており、日本の菓子類も 2000 年

中盤以降販売されるようになってきた。 

      菓子専門店として香港には菓子類を専門に取り扱ってチェーン展開をしてい

る小売業が二つある。「零食物語」193（英語名：Okashiland）と「優の良品」
194（同Ajiichiban）は菓子を専門に販売をしている店舗で、店舗の大きさは香

港のドラッグストアの大きめの店舗とほぼ同じである。零食物語は約50店舗、

優の良品は約100店舗を香港に展開している。零食物語は日本の菓子類を中心

に店作りをしている。優の良品は日本の珍味や乾燥果実と日本の菓子類を販売

しており、両社はそれぞれ品揃えが異なる。菓子専門のこれらの店舗は、香港

の若者が主要顧客であり、流行に敏感な若者が、日本のwebsiteで知った菓子

類や日本で食べた経験のある菓子を買いに来る。優の良品という名前はちょっ

 
189 Seven Eleven Hong Kong  https://www.7-eleven.com.hk/   

最終閲覧日：2019年5月29日。 
190 Circle K Hong Kong   http://www.circlek.hk/  

最終閲覧日：2019年5月29日。 
191 Watsons  http://www.watsons.com.hk/   

最終閲覧日：2019年5月29日。 
192 Mannings  https://www.mannings.com.hk/   

最終閲覧日：2019年5月29日。 
193 零食物語(Okashiland)  http://www.okashiland.com/  

最終閲覧日：2019年5月29日。 
194 優の良品（Ajiichiban） http://www.ajiichiban.com.hk/  

最終閲覧日：2019年5月29日。 

https://www.7-eleven.com.hk/
http://www.circlek.hk/
http://www.watsons.com.hk/
https://www.mannings.com.hk/
http://www.okashiland.com/
http://www.ajiichiban.com.hk/
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と変わった日本語であるが、優の良品の「の」は「味の素」の「の」から来て

いると言われ、香港では漢字の間に「の」を入れると日本的だと香港人が感じ

ると言われている。香港には「の」を入れた看板がいくつかあるが、日本語と

しては意味不明なものが多いのはこのためであると考えら。「味の素」が日本発

の調味料として広く認知されていることを示す良い事例であると考える。 

 

 

第8節  香港における日本料理店の役割 

日本食を香港の人々に普及していくためには、日本料理店の役割が重要である。

同時に、日本から輸出される日本産食料品を、日本料理を作るための原材料として

使用する場としても重要である。 

新しい料理は家庭からではなく飲食店から伝播が始まる傾向がある。イタリア料

理やフランス料理も先ず、イタリア料理店、フランス料理店で料理の味を経験し、

気に入った味であれば家庭で再現するという過程を辿っている。香港における日本

料理も同様で、家庭での再現が普及するまでに時間のかかる料理もあれば、時間の

かからない料理もある。家庭で再現するためには、その料理の味を確りと記憶する

こと、食材が揃うこと、調味料が揃うこと等々の要素も重要である。香港における

日本食レストランの数は、2018 年時点で 1,360 店である。195これらの数には日本

人が経営する日本料理店、日式と言われる現地の人の経営する日本料理店（日式料

理店）の全てが含まれている。香港における日本食市場形成・発展に対する日本料

理店の役割を、日本人が経営する日本料理店と現地の日本料理店（日式料理店）と

いう二つの視点から整理する。香港日本人商工会議所発行の「香港経済の回顧と展

望」196の「料理・レストラン業界」の章を参照した。 

 

第1項 日本人の経営する日本料理店（チェーンレストランを除く）の役割       

日本人の経営する日本料理店には有名ホテル等に店舗を構えている日本でも

著名な日本料理店、商業ビルで営業している日本料理店がある。一般的に多く

みられるのは、日本人の調理人が経営をしている商業ビルで営業している形式

の店である。店舗を複数運営している店では、それぞれの店に日本人の調理人

を置いている場合が多い。日本人の経営する日本料理店は日本人が調理するこ

とにより、日式料理店など他の日本料理店と差別化を図っている。日本人の経

営する日本料理店は価格帯も高い店が多く、訪れる香港人の顧客はこの価格に

見合った料理・味・もてなしを期待している。日本に行かなくてもこの日本料

理店に行けば、本場日本の味が楽しめるということを期待している。これらの

日本料理店の香港における役割は、正統な日本料理を提供することであると考

える。正当な日本料理とは、ユネスコ無形文化遺産に登録された「和食」の以

 
195 ジェトロ香港 彦坂久美子「香港の日本食品市場 動向と流通」2019年6月。36頁。 
196 香港日本人商工会議所「香港経済の回顧と展望」2008年、2009年、2010年、2011年、2012年 

2013年、2014年各年度版「料理店・レストラン業界」の章。 
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下の4つの特徴を伝えることであると考える。 

      －多様で新鮮な食材とその持ち味の尊重。    

      －健康的な食生活を支える栄養バランス。 

      －自然の美しさや季節の移ろいの表現。 

      －正月などの年中行事との密接な関わり。 

 

正当な日本料理を伝える使命が有ることに関しては、香港日本人商工会議所

発行「香港経済の回顧と展望」2014年版レストラン業界の章197にも「正統日本

料理の伝播」「日本料理文化への回帰」「器」が重要と述べられている。日本料

理店の役割は、日本料理の基本である「出汁」による「旨味」を伝えること、

注文された料理を基本通りの手順で提供することである。例えば、味噌汁を一

番先に出したりしないこと、慣れない顧客に、食べ方を教えること、顧客が、

正式な日本料理を食べたと満足できるように努めること、礼儀・作法を確りと

行い、顧客をおもてなしすること等であるが、加えて、その日本料理店で働く

香港人の料理人の指導・育成198も重要な役割の一つである。 

 

第2項 地場の日本料理店（日式料理店）の役割      

地場の日本料理店とは、経営者・調理人に日本人が居ない日本料理店と定義

して特色と役割を整理する。これらの日本料理店は日式料理店と呼ばれることが

多い。看板にも「日式」を掲げている店もある。顧客はほとんどが香港人か日本

人以外の外国人であることが多い。日式料理店の特色は、香港人が気軽に利用で

きること、価格帯は日本人が経営する日本料理店に較べて安いことである。料理

に関しては、日本料理の基本はある程度踏まえるが、自由な発想で日本的な料理

を提供すること、メニュー開発に香港の顧客が要望するような料理を入れたり、

日本のオリジナル料理に手を加えたりして現地化をすることである。日本では提

供されていないような日式独自のメニューも提供することで、日式料理店として

日本人が経営する日本料理店との差別化を図っている。店作りに関しては、店内

はあくまでも日本的な印象を顧客に与えながら、香港人だけでリラックスして楽

しめる店で、入りやすい店であることが重要である。日式料理店の役割は、以上

のような日本料理店とは違った特色をもって、一般的な香港の人々に日本風の料

理を食べたという満足感を顧客に与え、日本料理に気軽接して、親しみを持って

もらう場を提供することであると考える。「食べ放題」の業態も顧客満足度を高め

る一つの業態であると考える。 

日本人の経営する日本料理店と現地の日本料理店（日式料理店）が相俟って香

港での日本食の普及に貢献をしていると考える。日本の一部には香港風にアレン

 
197 香港日本人商工会議所発行「香港経済の回顧と展望」2014年 112－113頁。 

「現場となる各店で腕の立つ料理人を育成するという意気込みで日本料理の神髄を教え込む」と人材育

成の重要性が述べられている。 
198 同上。 
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ジされた日式料理を邪道だと言う人もいるが、現地化した日本料理も立派な日本

食であると考える。日本のカレーライス、餃子やナポリタンスパゲッティが日本

で変化して日本の料理となったことを考えると、正当な日本料理と現地化した日

本料理がそれぞれの役割を持ちながら定着していくことこそが香港における日本

料理・日本食のさらなる普及に繋がるものであると考える。 
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第4章 考察と結論199 

 これまで整理・分析してきた内容に基づいて、考察と結論を述べる。 

 

  第1節 香港への日本産食料品輸出の課題と結論 

    先行研究で大島（2015）、福田（2013）が述べているアジア地域の重要性と、農

林水産省が掲げる輸出額1兆円の輸出戦略を課題として、東アジアおよび東南アジ

ア主要国向けの日本産食料品輸出額の過去 31 年間の貿易統計概況実績を整理・分

析した。その結果、同地域では経済発展による個人所得の拡大が進んだことにより、

同地域が日本産食料品輸出の拡大を目指す日本の食品関連産業にとって非常に重要

な地域であるとの結論導き出した。特に香港は、2006年以降連続して日本産食料品

輸出国として第一位の市場であり、日本全体の日本産食料品輸出の約24%を占める

最重要国であることを確認した。 

    日本産食料品輸出にとって農水産物の差別化・高付加価値化とシームレスなロジ

スティックスの構築が必要であると述べた下渡（2014）の課題に関しては、航空貨

物による日本産食料品輸出という視点で、香港向けの貿易統計概況実績を 1990 年

から2015年まで5年毎に、2016年から2018年までは各年を、全国の空港別に整

理した。その結果、航空貨物で輸送する価値のある鮮度保持期間が短い品目を中心

に、高付加価値の日本産食料品の輸出が急増している実態が明らかとなった。高付

加価値の日本産食料品は差別化された品目である。主要空港のみならず、地方空港

からの輸出も増加傾向にあり、地方空港活性化にも貢献をしていることを示す結果

となった。向け先として香港市場は、2018年には1990年対比で航空貨物による輸

出額が約 51 倍と非常に大きく成長した。また、香港向け総日本産食料品輸出額に

対しても、航空貨物が占める割合は 1990 年には 2.4%であったが、2018 年には

33.5%と全体の 3 割を超える額にまで成長している。これらの統計数値と香港向け

の二つの事例により、産地と消費地を航空便でシームレスに結びつけるロジスティ

クスが日本産食品の差別化と高付加価値化を生み出しているとの結論を得た。 

日本で少子高齢化が進み、食料品の消費が減少することが危惧される中、日本の

食品関連産業の今後の新たな戦略フロンティアとしての日本産食料品輸出にとって、

香港が重要な位置づけにあること、加えて航空貨物による高付加価値の日本産食料

品輸出という視点からも香港が日本産食料品にとって最重要市場であることを確認

した。 

     

第2節 香港日本食市場形成・発展の歴史の4P's整理 

日本の食品関連産業の新たな戦略フロンティアとして重要である香港の先行研究

において、大島(2015）、石塚(2015）は、輸出相手国の市場調査、実態調査が必要で

 
199 筆者注 本章は、「日本産食料品輸出からみる香港日本食市場形成と発展の研究 －航空貨物による

輸出の視点を加えて－」『港湾経済研究』No.57 2019年3月、89－101頁、および、「香港日本食市場

形成・発展に関する研究 －製品ライフサイクルの視点を加えて－」『産業経済研究』第19号 2019年

3月、17－30頁の筆者研究論文の論旨を基に更なる研究を加えたものである。 
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あることが課題であると述べているが、市場の調査の重要性の視点で、本論文の第

3章では香港日本食市場形成・発展の歴史と現状の分析を行った。Nakano（2012）

によって香港日本食市場の歴史に関して詳しく述べられており、研究の参考とした

が、本論文では、Nakano（2012）が行っていなかった時期ごとの特徴による区分

に関して、新たな視点として香港日本食市場形成・発展をそれぞれの時期の特徴に

よって五つの時代区分に分類した。 

マーケティング・ミックスを構成する基本要素の4P’sに沿って、五つの時代区分

に分類した日本食市場の特徴を整理する。 

マーケティング・ミックスの基本要素の4P's に関して、McCarthy(1975)は、「マ

ーケティング・ミックスにおける変数の数は、次の四つの基礎的なものに切り詰め

られる。」として「製品（product）、場所（place）、プロモーション（promotion）、

価格（price）」の四つを「マーケティング・ミックスを構成する4P」200としている。

また、Kotler(1997)は、「製品の需要に影響を与えるために企業が実行できることす

べてが、マーケティング・ミックスになる。実行できることは数多いが、これらは

まとめて四つの P として知られる要素グループに分類できる。4P's とは製品

（Product）,価格（Price）、流通（Place）、プロモーション（Promotion）である。」
201としている。「Place」に関して McCarthy(1975)の日本語訳は「場所」となって

いるが、Kotler(1997)の日本語訳は、「流通」と訳されている。本論文では、「Place」

に関して日本語で表記する場合には、McCarthy(1975)の日本語訳の「場所」を使用

する。 

 

２－１ 第1期：1950年代中頃から1960年代初頭 

第１期の特徴は、第3章で述べた通り二つある。一つ目は香港に進出した日本人

ビジネスマンによる彼らの為の市場形成期で、香港で日本食を食べることができる

ようになったこと、二つ目は日本人ビジネスマン、海外からの観光客および香港の

富裕層等限られた顧客による限られた日本料理レストランの利用である。第1期の

4P’sを以下整理する。 

Product 

キッコーマン醤油、味の素等の基本的な日本食の調味料や日持ちがして手軽に食べ

ることが出来る缶詰類に限られていた。日本食は、香港日本人倶楽部の日本食レス

トランおよび Imperial Hotelの中に開店した香港で初めての日本料理店「東京レス

トラン」の２か所で提供された。 

   Price 

香港に居住し始めた日本人ビジネスマンと海外からの観光客および一部の香港の富

 
200 McCarthy, E. J. (1975 )（原著）“Basic marketing: A managerial approach” 5th edition, Richard D. 

Irwin, Inc. 、粟屋義純監訳 浦郷義郎他訳『ベーシック・マーケティング』東京教学社、 

1978年3月、65頁。 
201 Kotler, P., A. Gary (1997)（原著） “Marketing: An Introduction” 4th edition, Person Education, 

Inc. 、恩蔵直人監修、月谷真紀訳『コトラーのマーケティング入門』第4版 丸善出版、 

2014年3月、59頁。 
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裕層等の限られた顧客が対象であり高い価格設定であった。 

   Place 

香港で日本産食料品を扱う店は「富士」１店だけであった。香港日本人倶楽部の日

本食レストランと Imperial Hotelの中に開店した香港で初めての日本料理店「東京

レストラン」の２か所という限られた場所で日本食が提供された。 

   Promotion 

施策：「東京レストラン」は英語紙と中国紙の両方に広告を出した。広告は、当時国

際的に旅行をしている旅行客に人気があったとされていた神戸ビーフのすき焼きと

天ぷらの２つを代表的なメニューとして宣伝した。 

効果：英語紙の読者である外国人、日本人、観光客および英語紙を読む香港人の一

部の富裕層に告知効果があり来店動機となったと考えられる。 

 

２－２ 第2期：1960年代中頃から1970年代中頃 

第2期の特徴は、大丸百貨店の香港進出による日本食の普及である。しかしなが

ら、日本食は香港に在住する日本人、日本からの日本人旅行客、香港の富裕層、日

本企業から接待を受ける香港企業人等依然として限られた範囲で食されていた。一

般の香港人には手が届かない高価で遠い存在であった。この時期を代表する大丸百

貨店の4P’sを以下整理する。 

   Product 

日本食が、大丸百貨店のレストランと日本式のコーヒーショップで提供された。「日

本食レストランのメニューは、すき焼き、天ぷら、神戸ビーフ等で構成されていた

が寿司と刺身は無かった。当時の香港人は生の魚を食べる習慣が全く無かったため

に寿司、刺身はメニューから外されていた。」202一方、販売されていた商品は、神戸

ビーフを除いてはほとんどの商品が日持ちのする缶詰、瓶詰か乾物であった。 

Price 

香港居住の日本人と香港の富裕層が主な顧客であり高い価格設定であった。「大丸

百貨店の日本食レストランではすき焼き１人前が 80 香港ドルであった。当時の大

丸百貨店の一般的な従業員の月給は210香港ドル」203であり、すき焼きは高価であ

った。 

Place 

大丸百貨店の日本食レストラン、日本式コーヒーショップの２か所で日本食が提供

され、日本産食料品はスーパーマーケット形式の食料品売り場で販売された。 

Promotion 

施策：日本食レストランでは、日本から輸入された原材料で調理された日本食が提

供された。すき焼きはウエートレスが客の目の前のテーブル上で調理し、豪華な雰

囲気を演出した。 

 
202 Nakano op. cit., p.112. 
203 Nakano loc. cit.  
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効果：日本人に招かれた富裕層の香港人が、それまで経験したことのない目の前で

の調理に驚くと共に、次第に味を覚え、自分たちでも利用するようになった。接待

それ自体が香港人に対する日本食のプロモーション効果があった。 

施策：日本から輸入した調味料、食材をスーパーマーケット形式で販売した。 

効果：日本の食べ物に馴染みのない香港の人々が購買をしない人も含め商品を実際

に見て手に取ることが出来たことが一種のプロモーションであった。 

施策：「香港の英字新聞に日本食レストランと日本食材、調味料の広告を掲載した。」
204 

効果：香港英字新聞購読者である外国人、日本人、および香港富裕層に宣伝効果が

あった。  

 

２－３ 第3期：1970年代後半から1990年代中頃 

    香港における日本食市場の第３期は、香港経済の発展と共に進んだ。第3期の特

徴は第3章で述べた通り四つある。一つ目は香港人による香港人の為の低価格帯の

日本料理店ができたこと、二つ目は香港の中所得者層が増加したこと、三つ目はス

ーパーマーケットのヤオハン、ユニー、ジャスコやそごう百貨店といった日本の小

売業が香港に進出し、中所得者層の香港人が買うことができる価格帯の日本食を提

供したこと、そして四つ目として日本の高度経済成長により「日本」という国自体

に世界が注目するようになり、香港も「日本」を先進国として強く意識し始めたこ

とである。第3期の4P’sを以下整理する。 

   Product 

日系スーパーマーケットでは、日本産の生鮮の肉・魚・野菜が、日本の店舗と同様

にトレーに入れてきっちりとラップ包装して販売され、フードコートで調理された

寿司・たこ焼きや日本産原材料で作った焼きたてパンが販売された。日系の百貨店

では、日本の百貨店で販売されている少し高級な加工食品・菓子等と新製品が継続

的に販売された。日式料理店では、日本料理店で提供されている料理の中で香港人

に馴染みのある料理を中心に幅広いメニューが提供された。 

Price 

日系スーパーマーケットでは、中価格帯から低価格帯までの幅広い価格帯の日本産

食料品が販売され、日系の百貨店では高価格帯から中価格帯までの価格帯の商品が

販売された。香港人が経営し香港人を顧客としていた日式料理店では、日本人が経

営する日本料理店に比べて低い価格帯で日本食を提供した。 

Place 

日系スーパーマーケットは高層住宅集合地および商業集積地のショッピングモール

内に出店し、日系の百貨店は香港島の最大の繁華街であるCauseway Bayに出店し

た。日式料理店は主に、香港人が多い繁華街および高層住宅集合地近隣に出店した。 

Promotion 

施策：日系スーパーマーケットでは、日本食フェア等を現地新聞で告知し、日本ら

 
204 Nakano, op. cit. p.113. 
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しさを表現したプロモーションを行った。日本と同様に特別なスペースを使った調

味料・加工食品・食材の試食販売を行い、香港人顧客に対する日本食の浸透を推進

した。 

効果：日本食フェアの様な催事企画は地場スーパーマーケットでは行っておらず集

客に役立つと共に、日本人のみならず香港人が試食により新しい味を覚え顧客とし

て定着していった。 

施策：百貨店においては日系スーパーマーケットに比べより付加価値の高い地方産

品等を紹介する催事を行い、日系スーパーマーケットとの差別化を図った。 

効果：日本人および香港の高所得者層顧客への販売強化となった。 

施策：「香港人の経営する日式料理店では香港人のウエートレスが広東語で対応し、

料理の説明を行い、また日曜日にビュッフェスタイルで日本食を提供した。」205すな

わち、香港人にとって気軽に利用できる日本料理店として印象付けるプロモーショ

ンを行った。 

効果：香港人顧客が日本食をより身近に感じ、日式料理店で気軽に日本食を食べる

習慣が根付いていった。 

個々の企業のプロモーション活動ではないが、日本の高度成長と日本から輸出され

る家電・車等の品質に対する高い評価から日本という国に対するイメージが良くな

り、日本の食べ物である日本食に対しても高品質であるという印象を与えるプロモ

ーション効果があった。 

 

２－４ 第4期：1990年代後半から2000年代初頭 

    中所得者層にも認識され始めた日本食は、1990 年代後半から種類の広がりや日

本料理店の形態の多様化、売り場の拡大等々が進み新たな段階を迎えた。第4期の

特徴は第3章で述べた通り四つある。一つ目は日系スーパーマーケットのさらなる

進化・浸透と地場スーパーマーケットの２大チェーンでの日本食・日本食品の取扱

が進んだこと、二つ目は香港人によるいわゆる「日式料理店」が増加したこと、三

つ目は日本からチェーンレストランの進出が始まったこと、四つ目は日本食が香港

の中所得者層から一般顧客および若者に広がっていったことである。第4期の4P’s

を以下整理する。 

Product 

日系スーパーマーケットでは、日本から直送された生鮮野菜、果物、卵、牛乳、牛

肉、魚等の品揃えが増え、鮮度を要求されるイチゴ等の果物は空輸された。一方、

地場スーパーマーケットの２大チェーンPARKnSHOPとWellcomeでは、従来は

日本の基礎的な調味料、即席カレー等の限られた品揃えであったが、2000 年頃か

ら、日本の商品種類増加に加え、ほぼ全ての店舗で寿司の売り場ができ、高級店で

は、空輸のイチゴも販売し始めた。日式料理店では、香港風にアレンジされた日本

料理の品数の増加に加え日本料理店で提供される料理と同様のメニューも増加した。

日本から進出したチェーンレストランは、香港人の嗜好に合わせた料理も一部導入

 
205 Nakano, op. cit. p.115. 



 

 138 

したが、基本的には、日本で提供されているメニューをほぼ日本と同様に提供した。

主な料理は、ラーメン、餃子、牛丼、日本式のケーキ、回転寿司、居酒屋料理等で

あった。 

Price 

香港の一般顧客が購買できる価格帯の品揃えが拡大され、全体として第３期よりは

低めの設定であった。地場スーパーマーケットでは、日本産食料品に対して日系ス

ーパーマーケットよりも低めの価格を設定し価格競争の状況となった。日式料理店

では、香港人が日常的に利用できる低めの価格帯で日本食が提供された。日本から

進出したチェーンレストランでは、香港の一般顧客や若者が繰り返し利用しやすい

比較的低い価格帯のメニューを中心として提供された。 

Place 

日系百貨店としてのそごう百貨店1店舗、および日系スーパーマーケットとしてユ

ニー1店舗、ジャスコ5店舗であった。ヤオハンは1997年に、大丸百貨店は1998

年にそれぞれ撤退した。地場スーパーマーケットであるPARKnSHOPとWellcome

は、それぞれ約200店舗を香港のほぼ全地域に出店していた。日式料理店は香港人

が集まる繁華街に加えて郊外住宅地域への出店を増加させた。一方、日本から進出

したチェーンレストランは、人が集まる繁華街を中心に店舗展開を行った。  

Promotion 

施策：そごう百貨店は、新製品を日本での発売とほぼ同時に販売した。 

効果：新製品はそごう百貨店という評判を得た。 

施策：日系スーパーマーケットは、マグロの解体ショー、北海道物展をはじめとし

た日本各地の物産展や日本料理の店内調理による試食販売を行った。 

効果：地場スーパーマーケットとの差別化を顧客に印象付けた。 

施策：地場スーパーマーケットは、寿司の販売に力を入れ、全店で寿司の取り扱い

を始めた。 

効果：寿司を手軽に買える売り場として香港人顧客を獲得した。 

施策：日式料理店は、低価格と気軽に利用できる店という２つの点を前面に出して

香港人顧客に訴求した。 

効果：香港人の顧客を低価格と気軽さで引き付け、独自の顧客層を獲得した。 

施策：「味千ラーメンは、高校生達に放課後の時間に無料のお茶を飲みながら餃子や

他の料理を注文して分け合い安く利用する方法を宣伝した。」206 

効果：放課後に集まる場所であったマクドナルドよりも味千ラーメンの方が安く時

間が過ごせることを高校生達が口コミで伝えた。結果として若者たちを日本のチェ

ーンレストランに誘導する効果があった。 

施策：日本から進出したチェーンレストランは、日本で行っているような季節ごと

のプロモーションやその他のプロモーションを行い顧客の確保を狙った。居酒屋チ

ェーンでは昼食に日本式の定食を提供し、お昼に日本料理の定食が手頃な価格で食

べられる場所として宣伝をした。 

 
206 Nakano, op. cit. pp.122-123. 
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効果：各チェーンレストランのプロモーションが、日本のチェーンレストランでは

色々なプロモーションがあるということが香港の顧客に理解され、チェーンレスト

ランを利用する香港人顧客を獲得していった。 

 

２－５ 第５期：2000年中頃から現在 

2000 年初頭には、日本食は香港市場において、幅広い香港の消費者層に認知さ

れ、若者までを含めた多くの香港人たちの日常的な食べ物となっていった。その後、

2000年中盤からは、さらに深く、広く日本食が浸透していった。第5期の特徴は第

3章で述べたとおり五つある。一つ目は、日本からチェーンレストランが連続的に、

毎年進出し、その数を増したこと、二つ目は、ラーメン店のブームである。三つ目

としては、新業態の興隆がある。四つ目は、寿司の専門店が増えたこと、五つ目は、

非常に高価格帯の超高級日本料理店ができたことである。第５期の4P’sを以下整理

する。 

Product 

日本のチェーンレストランは、日本で提供しているメニューと同じ料理を提供した。

中にはハンバーガー、パスタといった伝統的な日本料理ではない料理があるが、本

論文で定義した通り、それらは日本で定着して変化した外来の食べ物すなわち日本

の洋食であり、香港の日本食市場形成の一翼を担っている食べ物である。日本のラ

ーメンチェーンによる日本式の豚骨をはじめとしたさまざまな味のラーメンが急速

に浸透した。日式料理店は、新しい業態として「食べ放題」を始めた。「食べ放題」

も一つのProductであると考える。さらに、寿司の種類が増えたこと、超高級日本

料理店で提供される「おまかせ」メニューも新たなProductである。 

Price 

日本から進出したチェーンレストランの価格は、香港の若者も含めた一般顧客が繰

り返し利用できる価格帯であった。日本のラーメンチェーンのラーメンの価格は、

それまで一般的であった味千ラーメンよりもかなり高く設定された。寿司の価格は、

スーパーマーケットで販売されている持ち帰り寿司と一般の回転寿司では比較的安

い価格に設定されていたが、少し高級な寿司チェーンでは、中所得者層をターゲッ

トとした少し高めの価格設定であった。日式料理店で提供される寿司は日本料理店

で提供される寿司よりは安く設定されている場合が多い。日本料理店で提供される

寿司は高い価格設定で、超高級日本料理店で提供される寿司は非常に高い価格設定

である。 

Place 

日本から 2004 年から 2013 年 7 月までに進出した 27 のチェーンレストランは 18

業態、131 店舗である。業態詳細は以下のとおりである。カッコ内はチェーン数と

店舗数である。カレー店（3、16店舗）、定食屋（1、4店舗）、ラーメン店（4、14

店舗）、日式イタリア料理店（1、14店舗）、焼き肉店（1、7店舗）、とんかつ屋（2、

4店舗）、うどん屋（2、4店舗、）、居酒屋（2、3店舗）、餃子・中華店（1、5店舗）、

たこ焼き店（1、1店舗）、高級回転寿司（1、11店舗）、ハンバーガー店（2、14店

舗）、ステーキ店（1、15 店舗）、日本料理店（1、13 店舗）、カフェ（1、2 店舗）、



 

 140 

パスタ店（1、2 店舗）、長崎ちゃんぽん麺店（1、1 店舗）、しゃぶしゃぶ店（1、1

店舗）。一方、日本のラーメンチェーンは、2013年8月以降も三田製麺所、大勝軒

丸一、蔦ラーメンの３チェーンが出店し、人が多く集まる場所を中心にそれぞれ 2

店舗を展開した。加えて、寿司は、地場スーパーマーケットで販売されている寿司

は、2チェーンが約300店舗ずつと増加して、ほぼ香港の全域で販売されている。

チェーンの寿司店の数が多く、繁華街・住宅街を中心に展開をしている。日式料理

店チェーンも寿司店同様のロケーションである。高級日本料理店は人が集まる繁華

街に集中しているが、超高級日本料理店は繁華街から離れた一般の人は来ないよう

な場所が多い。 

Promotion 

施策：日本から進出したチェーンレストランはマスコミ媒体等を利用したプロモー

ションを行った。 

効果：多くの日本のチェーンレストランが、東京都の面積の半分しかない香港の限

られた繁華街に集中的に進出した結果、数多くのチェーンレストランの店舗とプロ

モーションの露出頻度が高くなり、香港の顧客に対して日本のチェーンレストラン

全体の存在を印象付ける結果となった。 

施策：日本のラーメンチェーンの最初のブームを作った豚王は、席数も少ない屋台

風の店つくりをして、今までのラーメン店とは違った店つくりを強調した。また、

日本で有名であったラーメン凪の新しいコンセプトの店だということを宣伝した。 

効果：店には入店を待つ客の列ができて、その列を見て興味を覚えた香港人が行列

を作るといった連鎖がpromotionとなった。 

施策：その他の日本から進出したラーメンチェーンは、看板等により香港人に日本

の有名ラーメン店であることが分かるように工夫した。ラーメンチェーン店の施策

ではないが、日本で既にそれぞれの店の味を覚えた香港の訪日経験のある客の口コ

ミを通じて、日本の本格的なラーメンチェーンの香港の店であるということが広が

りpromotionとなった。 

効果：香港人の間で日本の本格的な店であるという認知が高まり、香港でラーメン

ブームといわれるような現象を生み出した。 

施策：寿司チェーンは、日本から直送された寿司ネタを使用していることを前面に

打ち出した店が多く、日本で本物を食べてきた香港人が手頃な価格で日本の寿司ネ

タの寿司を味わうことができるということを訴求点としてpromotionを行った。ま

た、従来は寿司ロボットで効率化を図っていたが、より本物に近い寿司をアピール

するために寿司ロボットを廃止して、手で握る回転寿司や寿司チェーンが増えた。 

効果：本物志向の香港人にアピールするpromotionとして効果があり、従来は価格

で競争をしていた寿司チェーンは価格に加え、品質での競争をするようになり、結

果として香港の顧客にとって満足度の高い店であるという評判を得る効果を生んだ。 

施策：高級日本料理店では、日本人板前が料理を作っているということを店の売り

文句にしたpromotionを従来から行ってきたが、日式料理店や一般の日本料理店と

の差別化を図るためにはさらにこの点を顧客に分かりやすく訴求することを行った。

更には、料理の材料の一部が鮮度保持された航空便で日本からされていることを、
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店内の表示で強調した。 

効果：高級日本料理店を利用する顧客は、日本人が調理した日本料理を賞味すると

いうことにプレミアムのイメージを持ち、鮮度を強調した点にも本物志向の顧客に

一定の満足度を与える結果となった。 

施策：超高級日本料理店は、日本発で香港著名人プロデュースの店も多く、日本で

の評判の指針であるミシュランの取得や、日本での高価格の超一流店という評判で

香港の富裕層に口コミで認知されることを狙った。Place で述べたとおり、繁華街

から離れた一般の人は来ないような場所での出店も多い。高級客に限定して、顧客

層を選んでいる店で、富裕層しか利用できないというステータスを維持することが

最大のpromotionである。 

効果：限られた富裕層の顧客しか来ないということが、富裕層の安心と満足感を充

足した。 

 

以上、時期ごとの特徴による区分に関して、新たな視点として香港日本食市場形

成・発展をそれぞれの時期の特徴によって５つの時代区分に分類し、4P's に沿って

整理を行った結果、それぞれの段階の日本食市場全体の流れが整理できたと考える。 

 

第3節 香港日本食市場形成・発展の歴史の分析と結論 

    前節で、香港日本食市場形成・発展の歴史の各時期における特徴を抽出し、5 つ

の時代区分に分類し4P's に沿って整理を行った。Kotler(1991)は、マーケティング

とは「価値を創造し、提供し、他の人々と交換することを通じて、個人やグループ

が必要とし欲求するものを獲得する社会的、経営的過程である」207と述べている。

香港の日本食市場は、Kotler(1991)が述べた通り、日本食という新たな価値を創造

して香港の顧客に提供するために、日本料理店、日式料理店、チェーンレストラン、

ラーメンチェーン、寿司チェーン、高級・超高級日本料理店が香港で継続的に出店

し経営されることによって形成され発展をしてきた。5 つに分類したそれぞれの時

期の特徴をマーケティング・ミックスの基本要素の 4P's に沿って整理したことに

より、それぞれの時代の特徴がより明確になった。その結果として、それぞれの時

期に、日本食市場そのものが総体としてマーケティング・ミックスの基本要素であ

る４P’s を実現していることを確認した。個々の企業が様々なマーケティング戦略

をそれぞれの時期に実行してきたことにより、それらのマーケティングの効果が市

場で発揮されたことも併せて確認した。香港日本食市場を構成している香港人の消

費行動が各企業のマーケティング努力によって刺激され、日本食に対する需要を拡

大してきたという事実が明らかになったと考える。 

個々の企業のそれぞれの時期においての企業活動やマーケティング戦略とその実

 
207 Kotler, Philip (1991)（原著） “Marketing Management: analysis, Planning, and control” 7th  

edition, Prentice-Hall Inc.、村田昭治監修、小坂怒・疋田聰・三村優美子訳『マーケティング・マネジ

メント 持続的成長の開発と戦略展開』第7版 プレジデント社、 

1996年5月、5頁。 
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行が、総体としての日本食市場の形成・発展という一つの流れを形作っていると結

論付けることができると考える。本節では、総体としての日本食市場の形成・発展

の時代区分を、マーケティングの製品ライフサイクル理論と市場ライフサイクル理

論を用いて分析・考察し結論を導き出した。 

 

第1項 製品ライフサイクルによる分析と結論 

McCarthy(1975)は、製品ライフサイクルに関して「製品の寿命は４つの重要

な段階、すなわち製品導入段階、市場成長段階、市場成熟段階および減少段階 

に区分することが出来る。」208と述べている。Kotler(1991)は、「製品ライフサ

イクルを通して、企業は通常、そのマーケティング戦略を何度か修正していく

ことになる。それは、経済状況が変化し競争相手が新製品の攻勢をかけてくる

ばかりではなく、買い手の関心の変化や製品に求められる要件が変わっていく

ためである。それゆえ、企業は、製品ライフサイクルが永遠に続くことはない

にもかかわらず、各段階に適合する戦略を計画し、その製品の寿命をいかに延

長し収益性を維持するかについて考えなければならない。」209と述べて、製品ラ

イフサイクルは変化していくものであるとしている。製品ライフサイクルは企

業の個々の製品に関して、市場投入後の競争、販売、収益の推移に関して段階

を追って説明する理論であるが、McCarthy(1975)は、一方で、「製品の概念を

潜在顧客に満足を与えるもの、または経済的利益を与えるものとして捉えても、

決して誇張ではない。」210と述べている。「香港における個々の企業の活動が、

総体としての香港日本食市場を形成してきた現象が、香港の潜在顧客に満足を

与えるものである」という考え方に立ち、香港日本食市場の総体が製品である

と捉えて、香港の日本食市場形成・発展の五つの時期を製品ライフサイクルに

沿って分析・考察した。 

第１期は、日本食が導入されたばかりで、市場規模も極めて小さいが、日本

食の潜在顧客が顕在化した時期である。製品ライフサイクル製品導入段階の「製

品に対する受容性を開拓するために、プロモーションを行う必要がある。新製

品の存在、利点および用途などについて、潜在的顧客に知らせなければならな

い。」211状況で、日本料理は一般的ではなく知名度も低く、日本食を提供する場

所も限定的で、その結果として顧客は日本人と観光客および一部の香港の富裕

層に限られた。東京レストランは英語紙と中国紙に広告を出して潜在的顧客で

ある香港在住の日本人と観光客および香港の富裕層にその存在を知らしめる等

導入期として必要な潜在顧客に訴える努力をした。これらの現象から判断して、

香港日本食市場の第１期は製品ライフサイクルの「製品導入段階」に位置付け

られると考える。 

 
208 McCarthy, 前掲書166頁。 
209 Kotler, 前掲書（注207）309頁。 
210 McCarthy, 前掲書 164頁。 
211 同上書 167頁。 
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第２期は、大丸百貨店が組織的に日本食を香港市場に紹介し始めた時期であ

るが、顧客は依然として日本人、一部の香港の富裕層に限られた状況であり、

香港日本食市場はいまだ製品ライフサイクル製品導入期の「たとえ企業が独力

でうまく新市場を開拓したとしても、その製品が直ちに成功するとはかぎらな

い。」212という状況であった。日本食を販売する業者は限られており、市場開拓

者としての大丸百貨店のリスクは大きかった。大丸百貨店の行った日本食の販

売や同百貨店内の二つの日本レストランの運営も、日本人が主要顧客ではあっ

たが、いまだ日本食に馴染みのない香港の潜在顧客に対してのマーケティング

努力であった。しかしながら、この段階では、顧客はいまだ限定的であり、限

られた日本食だけが提供されている状況であった。これらの現象から判断して、

香港日本食市場の第２期は、第１期同様に製品ライフサイクルの「製品導入段

階」に位置付けられると考える。 

第３期は、日系スーパーマーケット・そごう百貨店に、新たな顧客として香

港の中所得者層が加わり、香港人の経営する日式料理店では低価格で日本食が

提供される等市場の拡大と新規顧客の増加が始まった。製品ライフサイクル市

場成長段階の「競争者たちが市場への参入を始めて、各社は最も優れた製品デ

ザインの開発を目指して努力する。そこで多種多様な製品が生まれる。」213段階

で、日系スーパーマーケットは競って日本産食料品を販売し、日式料理店も増

加し「この段階を通じてますます多数の顧客が市場に入ってくるので、業界の

販売高は急速に増加する。」214状況となった。香港の経済成長により増加した香

港の中所得者層を新たな顧客として日本食の市場規模が広がっていった時期で

ある。これらの現象から判断して、香港日本食市場の第３期は製品ライフサイ

クルの「市場成長段階」に位置付けられると考える。 

第４期は、日本料理店の形態の多様化、日本食の売り場の多様化等々が進み

現地スーパーマーケットも参入を始めた。日系スーパーマーケットも品揃え・

プロモーションで差別化を図った。日本からのチェーンレストランの進出も始

まり、日式料理店の数もさらに増加した。製品ライフサイクルの市場成熟段階

の「市場成熟段階を通じて、プロモーション費用が増加するとともに、競争者

の中には取引に魅力を与えるために価格割引を始めるものもあって、業界全体

の収益は減少する。」「市場成熟段階を通じて、プロモーションが重要になる。」
215状況で、地場大手スーパーマーケットが参入したことにより価格競争が始ま

り、日系スーパーマーケットでは差別化のために、試食販売、マグロ解体ショ

ーや日本各地の物産展等を行いプロモーションに力を入れた。新たに進出した

チェーンレストランでは来店客数を確保するために様々なプロモーションを行

った。一方、味千ラーメンが高校生の放課後の場所という新たな市場セグメン

 
212 McCarthy, 前掲書 167頁。 
213 同上。 
214 同上。 
215 同上書167－168頁。 
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トを創出したことは、市場成熟段階の「市場修正によって、企業は既存製品の

消費を増やそうとする」216プロモーション効果をもたらした。これらの現象か

ら、香港日本食市場の第４期は製品ライフサイクルの「市場成熟段階」に位置

付けられると考える。 

第５期は、市場拡大が維持されながら、日本からのチェーンレストランが継

続的進出をした。複数の日本のラーメンチェーン進出や寿司チェーン店の増加

等日本料理店の専門性の深化が進んだ。一方、日式料理店では、若者や中所得

者層の香港顧客をターゲットとして、食べ放題という新たな業態を取り入れた。

さらに、非常に価格の高い超高級日本料理店という全く新しいコンセプトの店

がそれまで高級日本食店の顧客であった富裕層に対して新たな市場を提供した。

また、現地のスーパーマーケットは、店舗を改装し、日系スーパーマーケット

のような綺麗で、魅力のある売り場を展開し始めた。このように第５期は、日

本食市場がさらなる成長を続けた時期である。製品ライフサイクルの市場成熟

段階の諸状況が続く中、日本からの多種多様のチェーンレストランの進出、ラ

ーメンチェーンの進出、寿司チェーン店の増加、現地スーパーマーケットの店

舗改装といった現象は、「品質、特徴、スタイルの特性を変えて、新規顧客を引

きつけたり」する市場成熟段階の「製品修正」217であると分析する。超高級日

本料理店は「製品修正」の要素を持ちながらも新たな市場セグメントの開発を

行っている「市場修正」として位置付けることができると考える。これらの現

象から、香港日本食市場の第５期は、「市場修正」「製品修正」を繰り返し行い

ながら市場のさらなる拡大と充実を続けている状況であり、製品ライフサイク

ルの「市場成熟段階」が続いている状況として位置付けられると考える。 

香港日本食市場の形成・発展の各段階の特徴に関して、製品ライフサイクル

に沿って分析・考察を行った。その結果、香港日本食市場がそれぞれの段階で、

総体として製品ライフサイクル理論に沿った発展段階を実現していることを結

論として導き出した。 

 

第2項 市場ライフサイクルによる分析と結論 

前項では、製品ライフサイクル理論に沿って発展段階を分析・考察したが、

本項では市場ライフサイクル理論に沿って分析・考察を行った。市場発展に関

して、Kotler(1991)は、「PLC218は、市場全体というよりも、個々の製品やブラ

ンドに何が生じているかに焦点を合わせている。その結果、PLCは市場志向と

いうより、製品志向の図式を示しがちである。中略、新しいニーズ、競争、テ

クノロジー、チャネルの台頭などの変化が生じるとき、市場がどのような展開

を示すかを予測することが必要である。」219と述べて、市場発展を一つのコンセ

 
216 Kotler. P., A. Gary , 前掲書（注201）340頁。 
217 同上書 341頁。 
218 筆者注 Kotlerは製品ライフサイクルの英語での表現である、Product Life Cycle を「PLC」と略 

して文中に使用している。 
219 Kotler , 前掲書 (注207）347頁。 
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プトとして捉えることが必要であるとしている。また、Kotler(2003)は、「製品

は現われては消える。企業の課題は、製品を長く保つ以上に、顧客を長期に亘

って引きとめることである。そのためには、製品ライフサイクルよりも、市場

ライフサイクルや顧客ライフサイクルに注目しなければならない。」220として、

顧客を長期に亘って引きとめるためには、市場ライフサイクルに注目すること

が重要であると述べている。Kotler(1991)は、市場志向の分類として市場展開

の段階を「市場は、市場の発生、拡大、成熟、そして衰退という四段階を通じ

て展開していく。」221と述べており、これがKotlerの考える市場ライフサイク

ルである。前項では、香港日本食市場の形成・発展の歴史を製品ライフサイク

ルに沿って分析をしたが、その分析を応用しながら市場ライフサイクルに沿っ

て市場展開段階の考察を行った。 

香港日本食市場の第1期は、先に製品ライフサイクルで分析した通り、日本

食が導入されたばかりで、市場規模も極めて小さく、導入期として必要な潜在

顧客に訴える努力をした時期である。Kotler(1991)による市場ライフサイクル

の「市場が実際に姿を現す前は、それは潜在市場として存在している。この潜

在市場は、まだ実際には存在しない何かを求める共通したニーズあるいはウォ

ンツを持つ人々から構成されている。中略、製品が市場に導入され売り上げが

上昇し始める。市場顕在化の段階が始まった。」222状況である。したがって、香

港日本食市場の第１期は、市場ライフサイクルの「市場発生の段階」であると

位置付けられると考える。 

香港日本食市場の第２期は、先に製品ライフサイクルで分析した通り、いま

だ市場が確立されておらず、顧客はいまだ限定的であり、限られた日本食だけ

が提供され市場顕在化が始まった段階にとどまっている状況である。したがっ

て、香港日本食市場の第２期は引き続き市場ライフサイクルによる「市場発生

の段階」であると位置付けられると考える。 

香港の日本食市場の第３期は、先に製品ライフサイクルで分析した通り、日

系スーパーマーケット・そごう百貨店に新たな顧客として香港の中所得者層が

加わり、香港人の経営する日式料理店では低価格で日本食が提供される等市場

の拡大と新規顧客の増加が始まった時期である。したがって、この時期は、

Kotler(1991)による「売り上げの拡大が好調であれば、新しい企業が参入し、

市場拡大の段階が始まる。」223という現象が出現している時期である。したがっ

て、香港日本食市場の第３期は市場ライフサイクルによる「市場拡大の段階」

に入ったと位置付けられると考える。 

香港日本食市場の第４期は、市場が活性化され大きく成長した時期である。

 
220 Kotler, Philip (2003) （原著）“Marketing Insights from A To Z: 80 Concepts Every Manager 

Needs to Know” John Wiley & Sons International Rights, Inc. , 恩蔵直人監訳 大川修二訳『コトラー

のマーケティング・コンセプト』東洋経済新報社、2003年5月、60頁。 
221 Kotler , 前掲書 (注207）348頁。 
222 同上書 348－349頁。 
223 同上書 350頁。 
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Kotler(1991)は、市場成熟の段階として、「市場に参入した企業は、それぞれ競

争企業と同じセグメントとを狙うとか、あるいはまったく新しいセグメントを

狙うなどして市場浸透を進めていく。」224と述べている。製品ライフサイクルで

分析した通り、香港日本食市場第４期には、地場スーパーマーケットが日本食

市場に参入したこと、日本のチェーンレストランの進出が始まったこと、顧客

層も中所得者層から一般顧客および若者に広がっていったことや日式料理店が

増加したこと等により、日本食の香港市場への浸透が大きく進んだ。これらの

状況から、香港日本食市場の第４期は、市場ライフサイクルによる「市場成熟

の段階」であると位置付けられると考える。 

第５期は、香港日本食市場が拡大を続けた時期であり、Kotler(1991)は、市

場成熟の段階が進むにつれて「市場はますます細かく分裂し、高度に市場が分

裂した状態が発生する。中略、しかし市場分裂の段階は決して最終段階ではな

い。新しい属性を持った新製品が登場することにより、市場が回復するという、

市場再統合の段階が続くことがよくみられる。」225と述べている。香港日本食市

場の第５期の、ラーメンチェーンの進出は一つの日本食市場が分裂して細分化

した状況であると考える。寿司チェーン店の増加や超高級日本料理店の出現も

日本食というカテゴリーの中にあるセグメントが分裂し細分化されたものであ

ると考える。日式料理店の食べ放題も新しい属性を持った業態である。従って、

香港日本食市場の第５期は、市場ライフサイクルの「市場成熟の段階」の中の

「市場再統合の段階」であると位置付けられると考える。 

5 つの期に区分した香港日本食市場形成・発展の歴史を市場ライフサイクル

理論を用いて分析・考察し、Kotler(2003)226が述べている通り、顧客を長期に

亘って引きとめている状況を明らかにする上で、市場ライフサイクルに注目す

ることが重要であることを確認した。その結果、香港日本食市場が時代区分の

各段階で総体として市場ライフサイクル理論に沿った市場展開の段階を実現し

ていることを結論として導き出した。 

 

McCarthy(1975)が述べている「製品の概念を潜在顧客に満足を与えるもの」

として、製品ライフサイクル理論を用いて香港の日本食市場の形成・発展の各

段階の特徴に関して分析・考察を行った。さらに、Kotler(1991)が述べている

「顧客を長期に亘って引きとめるためも重要である」市場ライフサイクル理論

を用いて香港の日本食市場の形成・発展の各段階の特徴に関して分析・考察を

行った。二つのマーケティング理論による分析・考察の結果、香港日本食市場

が総体として、製品ライフサイクル理論の「製品導入の段階、市場成長の段階、

市場成熟の段階」及び、市場ライフサイクル理論の「市場発生の段階、市場拡

大の段階、市場成熟の段階」のそれぞれの段階を実現しながら形成・発展して

 
224 Kotler , 前掲書 (注207）351頁。 
225 同上。  
226 Kotler , 前掲書 (注220）60頁。 
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きていることを結論として導き出した。 

 

第4節 香港日本食市場の将来予測 

香港向けの日本産食料品輸出に関して、過去 31 年間の財務省貿易統計概況

情報を基に整理をした結果、2006 年以降香港は連続して日本産食料品輸出に

とって輸出額第一位の仕向け地であり、日本産食料品輸出額全体の24%前後の

シェアを継続していることを確認した。一方、航空貨物による輸出額に関して、

同じく過去 30 年間の財務省貿易統計概況情報を基に整理をした結果、航空貨

物による香港向け輸出額は、全体の30%を超えるまでに拡大し、航空貨物によ

る高付加価値の日本産食料品輸出が増え続けていることが明らかとなった。香

港では、アルコール飲料以外には関税はかからず、貿易規制も東日本大震災の

影響を除いてはほとんどなく、市場の需要に対して貿易の障害なく輸入が出来

る。香港の需要が関税の障壁や貿易規制の影響を受けることなく、直接的に日

本産食料品輸出に結び付く可能性が高いことを示している。東日本大震災によ

る一部地域からの輸入制限は、各方面の努力もあり、時間と共に解除されるも

のと考える。 

香港のスーパーマーケットをはじめとする小売店舗は、日本産の調味料、ス

ナック菓子、果実や高級水産物等の生鮮食料品を豊富に取り扱っている。輸出

された日本産食料品が、香港の発達した流通網を通じて流通し、確実に消費さ

れているからこそ、在庫が滞留せず回転する好循環が保たれている。今後とも

香港向け日本産食料品輸出が減少する大きな要素は現時点では少なく、日本の

食品関連産業の戦略フロンティアの日本産食料品輸出にとって最大かつ最も重

要な取組相手国として推移すると予測する。 

現在の香港日本食市場の業界構造は、超高級日本料理店、高級日本料理店、

日本料理店、日式料理店、日本のチェーンレストラン・ラーメンチェーン、日

系百貨店、日系スーパーマーケット、現地スーパーマーケットが重畳的に存在

し、重複する顧客に対して競合している。この構造を形成・発展の歴史を踏ま

えながら顧客セグメントから整理すると、香港の一部富裕層は、超高級日本料

理店の中心的な顧客である。日本人および香港人富裕層は高級日本料理店・日

系百貨店・日系スーパーマーケットの重要な顧客である。高・中所得者層は一

般日本料理店・日系百貨店・日系スーパーマーケット・現地スーパーマーケッ

ト・日本のチェーンレストラン・ラーメンチェーンの主な顧客であり、日式料

理店・現地スーパーマーケットは中所得者層・低所得者層をコアとする顧客層

に支持されている。若年層も日本のチェーンレストラン・ラーメンや食べ放題

の日式料理店・コンビニエンスストアを中心に顧客層を形成しているが、若年

層は将来に亘って継続的な日本食市場の顧客になる可能性が極めて高い。香港

からの訪日客に対する調査の分析でも明らかとなった通り、日本に来て日本食

を食べることは最も多い訪日の目的である。年間200万人を超える香港からの

訪日客は人口の3割近くの数値にまで増えて、リピーターも多く、香港の訪日

経験者は香港日本食市場の顧客の核の一つを形成する。訪日経験者は、新たな
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業態や日本の流行に敏感に反応をして、今後も香港日本食市場の変化を促進す

る役割をも担っていると考える。現時点では、香港の日本食市場の成長が鈍化

する兆しは見られず、日本食を食べる習慣が広い顧客層に定着している現状を

考えると香港の日本食市場は、マーケティングの製品ライフサイクル理論の「製

品修正」、「市場修正」や市場ライフサイクル理論の「市場細分化・再統合」を

繰り返しながら、変化を求める香港の顧客のニーズに対応をし続けていくもの

と考える。本研究で明らかになったとおり、現時点では、香港日本食市場が衰

退期に入る状況は予想し難く、今後ともさらに成長を続けるものと予測する。 

 

第5節 香港日本食市場の今後の方向性（業界の競争環境の変化） 

香港日本食市場では成長に伴い、今後も新規参入、業態の多様化が続き、業

界の競争環境は益々厳しくなっていくと考える。日本産食料品の輸出に関して

も、味・品質・高付加価値化の改善を今後とも継続しながら、日本の食品関連

産業の重要な戦略フロンティアである日本産食料品輸出の最重要市場としての

香港を注視していく必要がある。第 5 期とした 2000 年中ごろからの変化は、

香港日本食市場の歴史の中でも非常に大きく、また多様である。変化の激しい

市場ではあるが、既存顧客のリピート率を上げ、同時に新規顧客を継続して開

拓し、獲得していくことが、日本料理店、スーパーマーケットをはじめとした

香港の日本食関連企業にとって重要である。今後、各企業は市場環境の変化に

対応しながら、香港の顧客からブランドロイヤリティを獲得する戦略が更に必

要となると予測する。環境変化に対応できる体力のある企業と無い企業、新し

いアイデア・企画を打ち出していくことができる企業とできない企業の格差が

生まれ、その結果、厳しい企業淘汰が始まると予想する。顧客の味に対する嗜

好性は移ろい易い性質を内包しており、対応を怠ると顧客を失うリスクが有る

ことを絶えず認識をする必要がある。 

今後の新規参入者は、現地企業、日本から進出する企業のみならず、日本の

食品関連産業も含め確りとした市場調査、市場の変化に対応した絶え間ないマ

ーケティング戦略を準備し、実行していくことが市場によってますます要求さ

れると予想する。 
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終章 むすびにかえて 

  序章で述べた通り、筆者が香港駐在の時に日本食が特別な料理ではなく、ごく日常的

な食べ物として香港の人々に普及していることを実感し、「何故だろうか」と素朴な疑問

を持ったことがそもそもの本研究のきっかけである。香港で日本食を輸入する会社の経

営に従事したことにより、その思いをますます強くした。その後、日本食は香港だけに

とどまらず東アジア・東南アジア、米州、欧州等世界各国で人気を集めているという情

報に接し研究を進めようと考えた。 

一方、日本は少子高齢化により、食品関連の国内市場の縮小が懸念される状況で、筆

者が長年携わってきた食品関連産業にとって、海外における日本食市場の拡大、日本産

食料品需要の拡大は新たな需要創出の機会として重要であると考えた。日本政府・農林

水産省が推進している日本産農林水産物輸出拡大戦略と諸施策は、まさに海外における

需要拡大を目指している。海外における日本食市場の拡大、日本産食料品の需要拡大の

為には、海外の市場に関する研究が重要であると考えた。 

アジアは日本産食料品輸出実績の 70％以上、世界の日本料理店の 60％以上を占める

地域であり、中でも香港は日本産食料品輸出実績第1位の最重要地地域であることが研

究を進めて明らかとなった。香港を対象に研究を進め、研究の発端となった「何故だろ

うか」という疑問に対し、香港への日本産食料品輸出実績と事例、香港における日本食

市場形成・発展の歴史を整理し、分析することにより何らかの答えを見つけようと試み

た。また、日本産食料品が消費者や日本料理店に確実に届くためには、香港の流通事情

を整理する必要があると考え、流通各段階の役割を整理し、香港において流通網が整備

されている現状を確認した。香港日本食市場形成・発展の歴史の考察を通して、「何らか

のマーケティング理論に沿って発展してきているのではないか」という点が新たな疑問

として生まれ、マーケティング理論の視点で研究を進めた。 

香港を対象として研究を行った結果として、対象国における日本食普及を歴史的観点

から整理し、それぞれの時期の特徴を整理し、マーケティング・ミックスの基本要素の

4P’sに沿って整理をする事が、対象国の市場を理解する上で有効でありかつ重要である

ことが明らかになった。その上で、対象国の日本食市場の発展段階の4P’sをマーケティ

ングの製品ライフサイクル理論と市場ライフサイクル理論によって分析することにより、

市場がどのような状況にあるかを把握することができるという結論を新たな視点として

提示した。 

本研究では、対象を香港に絞って考察を進め、東アジア・東南アジア主要国に関して

は、日本産食料品輸出実績と 31 年間の推移の変動要因の分析に留まった。しかしなが

ら、本研究で行った手法に普遍性を持たせるためには、今後日本食市場として発展が期

待される他の国を対象に同様の手法を用いて分析を行うことが可能かどうか、有効かど

うかを検討していくことが、今後の課題として残されていると考える。加えて、香港市

場の事例が、他の対象国におけるマーケティング戦略にも活用できる可能性があると考

える。 

全世界にある 11 万 7 千店の日本料理店の需要拡大と更なる日本料理店の店舗数の増

加のためにも、訪日経験者を顧客として定着させることができるかという点は重要であ

る。そのために、世界各国からの訪日客が増加をしている現状を踏まえ、訪日客の日本
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で日本食の体験・経験が、帰国後に自国での日本食や日本産食料品の需要に結びつける

ための研究も残された今後の課題であると考える。 

本研究では、食と文化の関係は一部触れる程度に留まったが、この視点による研究も

今後の課題として残されていると考える。 

日本食は、日本食の定義でも触れた通り、過去様々な変化をしており、今後とも新た

な料理が新しい日本食として生まれてくるものと期待される。カリフォルニアロールの

ように、アメリカで生まれて世界に広がっている日本食メニューもある。現地の文化と

融合して生まれた日本食が増えていけば、将来の新たな研究分野となる可能性もあると

考える。 

最期に、研究対象とした香港は、中国の「一国二制度」の国である。2019年6月から

激しくなった民主化運動により、万が一香港の自由港としての位置づけに変更が起こっ

た場合には、日本産食料品輸出に影響が出る可能性はある。しかしながら、日常的に定

着した日本食を食する習慣には影響が及ばないと考える。いずれにしても今後の香港の

状況は注視していく必要があると考える。 

 

 

 利益相反： 

  筆者は、文中で述べた通り、2000年 2月から2003年 11月まで香港に駐在し、日本

からの食料品輸入業務に従事していたが、2010年に当該会社を退職しており、論文に関

連する利益相反は存在しない。 

  



 

 151 

【本文末表録】 

 

 

表録－１ 日本産食料品の全世界向けの輸出額推移  単位：千円 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

  

年 輸出額 年 輸出額 年  輸出額 

1988 209,650,112 1999 210,400,720 2010 379,250,545 

1989 221,761,049 2000 208,738,401 2011 333,155,515 

1990 223,027,063 2001 334,837,379 2012 330,518,290 

1991 226,643,727 2002 240,613,905 2013 412,939,641 

1992 219,820,170 2003 240,506,390 2014 462,070,129 

1993 195,757,260 2004 255,536,222 2015 575,024,959 

1994 180,697,741 2005 290,943,007 2016 585,388,287 

1995 165,420,193 2006 330,730,379 2017 630,697,819 

1996 187,599,708 2007 387,068,441 2018 722,141,857 

1997 233,996,107 2008 375,495,956     

1998 235,764,193 2009 338,903,819     
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表録－2 東アジア向け日本産食料品の輸出額推移 単位：千円 

年 香港 中国 台湾 韓国 
東アジア合

計 

1988 28,528,816 3,207,655 41,714,920 3,509,309 76,960,700 

1989 32,849,227 3,424,377 46,456,507 5,300,408 88,030,519 

1990 40,738,928 3,719,172 41,003,792 6,346,839 91,808,731 

1991 44,687,272 3,731,176 35,933,910 10,226,427 94,578,785 

1992 45,088,731 4,120,567 35,220,679 8,986,387 93,416,364 

1993 40,465,522 3,287,406 28,817,460 7,614,671 80,185,059 

1994 41,218,532 5,452,616 25,884,969 7,914,321 80,470,438 

1995 39,666,089 8,657,753 25,100,477 8,595,836 82,020,155 

1996 44,613,786 13,006,301 29,889,790 11,155,665 98,665,542 

1997 53,317,778 13,007,984 36,776,369 13,447,697 116,549,828 

1998 48,689,497 12,247,028 35,012,674 7,371,512 103,320,711 

1999 42,840,329 11,385,837 31,270,337 16,068,128 101,564,631 

2000 42,264,267 15,033,498 28,524,582 21,570,981 107,393,328 

2001 42,600,266 19,898,750 25,093,467 24,333,611 111,926,094 

2002 46,046,782 20,379,243 29,097,523 28,079,455 123,603,003 

2003 43,457,978 22,099,120 30,897,526 27,217,793 123,672,417 

2004 45,679,243 31,846,855 28,538,918 32,664,537 138,729,553 

2005 51,781,517 39,205,092 36,581,717 32,496,432 160,064,758 

2006 57,205,930 49,354,598 36,791,828 43,589,966 186,942,322 

2007 74,278,220 46,216,106 43,098,057 52,314,166 215,906,549 

2008 73,825,098 34,057,203 40,618,437 43,768,958 192,269,696 

2009 76,091,760 36,801,493 34,515,170 35,556,836 182,965,259 

2010 95,770,532 44,979,918 37,181,101 35,585,475 213,517,026 

2011 81,858,087 25,404,295 35,590,905 29,652,908 172,506,195 

2012 74,372,547 29,759,231 34,328,105 25,035,930 163,495,813 

2013 96,616,884 36,319,160 45,949,860 26,173,967 205,059,871 

2014 102,242,233 43,524,268 56,345,767 28,227,698 230,339,966 

2015 136,929,125 60,957,268 65,727,213 37,902,315 301,515,921 

2016 143,404,945 66,134,159 68,684,839 41,235,493 319,459,436 

2017 140,509,584 67,249,682 71,526,358 49,718,876 329,004,500 

2018 161,961,745 95,822,032 79,720,977 53,936,373 391,441,127 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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表録－3 東南アジア主要国向け日本産食料品の輸出額推移 単位：千円 

  
年 

シンガポール タイ インドネシア ベトナム フィリピン マレーシア 東南アジア合計 

1988 6,873,476 11,541,456 716,644 83,017 6,728,352 2,707,660 28,650,605 

1989 8,375,801 10,054,062 1,392,986 462,962 6,390,599 2,761,438 29,437,848 

1990 9,159,987 10,869,604 1,820,043 372,162 4,893,367 2,644,350 29,759,513 

1991 8,769,705 16,020,014 1,699,824 343,193 4,021,159 3,356,206 34,210,101 

1992 9,783,662 13,021,513 1,790,830 928,034 2,796,865 4,020,386 32,341,290 

1993 10,278,144 13,283,046 1,408,964 1,660,819 3,780,250 4,042,657 34,453,880 

1994 9,836,002 11,514,285 1,778,528 762,601 3,323,647 3,219,117 30,434,180 

1995 9,470,390 10,023,239 1,469,712 737,174 1,019,802 2,019,615 24,739,932 

1996 9,578,569 8,688,484 1,934,077 1,631,177 1,592,055 2,227,721 25,652,083 

1997 9,776,345 12,616,865 2,686,639 1,547,118 4,232,753 2,749,579 33,609,299 

1998 7,420,808 15,091,835 17,717,303 1,898,426 2,190,581 1,899,382 46,218,335 

1999 7,239,467 8,907,739 7,792,136 1,609,722 963,065 2,089,620 28,601,749 

2000 7,069,570 7,391,166 1,787,616 1,555,238 1,249,481 1,814,335 20,867,406 

2001 6,694,877 9,957,365 1,804,551 1,841,241 1,340,854 1,913,111 23,551,999 

2002 7,240,676 11,516,077 2,159,233 2,397,785 1,370,092 2,017,731 26,701,594 

2003 7,190,778 14,266,361 2,355,632 2,444,158 1,265,749 1,902,592 29,425,270 

2004 6,009,047 10,896,831 2,764,030 2,809,882 1,358,028 2,415,757 26,253,575 

2005 7,083,495 16,521,729 3,042,302 2,549,711 1,778,551 2,330,274 33,306,062 

2006 8,303,709 16,669,905 3,044,994 3,376,783 1,979,036 2,649,012 36,023,439 

2007 9,602,856 21,448,936 3,473,895 5,685,100 3,801,462 3,200,238 47,212,487 

2008 10,977,148 24,324,831 4,131,327 8,973,405 5,267,901 3,702,532 57,377,144 

2009 10,725,084 14,881,511 2,719,199 8,750,762 2,928,456 3,189,288 43,194,300 

2010 11,900,420 17,896,908 3,317,910 9,935,215 3,434,997 3,907,082 50,392,532 

2011 12,077,180 19,080,556 2,858,603 14,214,829 3,870,857 3,968,365 56,070,390 

2012 12,633,324 21,653,796 3,181,689 13,783,251 3,452,221 4,335,923 59,040,204 

2013 14,647,111 27,249,651 3,968,405 22,144,855 4,161,436 5,523,970 77,695,428 

2014 16,727,019 25,192,282 4,370,987 24,504,281 4,609,551 5,640,428 81,044,548 

2015 19,477,257 27,714,617 4,903,735 30,475,290 5,576,637 7,157,381 95,304,917 

2016 20,671,839 23,513,092 4,513,375 27,733,972 5,471,120 6,538,876 88,442,274 

2017 22,248,583 27,315,144 4,710,260 32,404,400 6,466,888 6,750,485 99,895,760 

2018 24,746,236 35,013,150 4,626,448 36,911,219 7,928,840 7,820,531 117,046,424 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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表録－4 世界合計、東アジア及び東南アジア主要国向け日本産食料品の輸出額推移 

 単位：億円     

年 
東アジア合

計 

東南アジア

合計 

東アジア・

東南アジア

合計 

世界合計 

1988 76,960,700 28,650,605 105,611,305 209,650,112 

1989 88,030,519 29,437,848 117,468,367 221,761,049 

1990 91,808,731 29,759,513 121,568,244 223,027,063 

1991 94,578,785 34,210,101 128,788,886 226,643,727 

1992 93,416,364 32,341,290 125,757,654 219,820,170 

1993 80,185,059 34,453,880 114,638,939 195,757,260 

1994 80,470,438 30,434,180 110,904,618 180,697,741 

1995 82,020,155 24,739,932 106,760,087 165,420,193 

1996 98,665,542 25,652,083 124,317,625 187,599,708 

1997 116,549,828 33,609,299 150,159,127 233,996,107 

1998 103,320,711 46,218,335 149,539,046 235,764,193 

1999 101,564,631 28,601,749 130,166,380 210,400,720 

2000 107,393,328 20,867,406 128,260,734 208,738,401 

2001 111,926,094 23,551,999 135,478,093 334,837,379 

2002 123,603,003 26,701,594 150,304,597 240,613,905 

2003 123,672,417 29,425,270 153,097,687 240,506,390 

2004 138,729,553 26,253,575 164,983,128 255,536,222 

2005 160,064,758 33,306,062 193,370,820 290,943,007 

2006 186,942,322 36,023,439 222,965,761 330,730,379 

2007 215,906,549 47,212,487 263,119,036 387,068,441 

2008 192,269,696 57,377,144 249,646,840 375,495,956 

2009 182,965,259 43,194,300 226,159,559 338,903,819 

2010 213,517,026 50,392,532 263,909,558 379,250,545 

2011 172,506,195 56,070,390 228,576,585 333,155,515 

2012 163,495,813 59,040,204 222,536,017 330,518,290 

2013 205,059,871 77,695,428 282,755,299 412,939,641 

2014 230,339,966 81,044,548 311,384,514 462,070,129 

2015 301,515,921 95,304,917 396,820,838 575,024,959 

2016 319,459,436 88,442,274 407,901,710 585,388,287 

2017 329,004,500 99,895,760 428,900,260 630,697,819 

2018 391,441,127 117,046,424 508,487,551 722,141,857 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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表録－5 東アジア及び東南アジア主要国向けの日本産食料品輸出額の全世界に占める割

合推移    

     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

表録－6 東アジア向け日本産食料品の全世界への輸出額に占める割合推移 

年 割合 年 割合 年 割合 

1988 36.7% 1999 48.3% 2010 56.3% 

1989 39.7% 2000 51.4% 2011 51.8% 

1990 41.2% 2001 33.4% 2012 49.5% 

1991 41.7% 2002 51.4% 2013 49.7% 

1992 42.5% 2003 51.4% 2014 49.8% 

1993 41.0% 2004 54.3% 2015 52.4% 

1994 44.5% 2005 55.0% 2016 54.6% 

1995 49.6% 2006 56.5% 2017 52.2% 

1996 52.6% 2007 55.8% 2018 54.2% 

1997 49.8% 2008 51.2%     

1998 43.8% 2009 54.0%     

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

  

  

年 割合 年 割合 年 割合 

1988 50.4% 1999 61.9% 2010 69.6% 

1989 53.0% 2000 61.4% 2011 68.6% 

1990 54.5% 2001 40.5% 2012 67.3% 

1991 56.8% 2002 62.5% 2013 68.5% 

1992 57.2% 2003 63.7% 2014 67.4% 

1993 58.6% 2004 64.6% 2015 69.0% 

1994 61.4% 2005 66.5% 2016 69.7% 

1995 64.5% 2006 67.4% 2017 68.0% 

1996 66.3% 2007 68.0% 2018 70.4% 

1997 64.2% 2008 66.5%     

1998 63.4% 2009 66.7%     
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表録－7 東南アジア主要国向け日本産食料品輸出額の全世界に占める割合推移 

       

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

 

表録－8 東アジア及び東南アジア主要国向け日本産食料品輸出額割合推移 

 年 東アジア 
東南アジ

ア諸国 
 年 東アジア 

東南アジ

ア諸国 
 年 東アジア 

東南アジ

ア諸国 

1988 72.9% 27.1% 1999 78.0% 22.0% 2010 80.9% 19.1% 

1989 74.9% 25.1% 2000 83.7% 16.3% 2011 75.5% 24.5% 

1990 75.5% 24.5% 2001 82.6% 17.4% 2012 73.5% 26.5% 

1991 73.4% 26.6% 2002 82.2% 17.8% 2013 72.5% 27.5% 

1992 74.3% 25.7% 2003 80.8% 19.2% 2014 74.0% 26.0% 

1993 69.9% 30.1% 2004 84.1% 15.9% 2015 76.0% 24.0% 

1994 72.6% 27.4% 2005 82.8% 17.2% 2016 78.3% 21.7% 

1995 76.8% 23.2% 2006 83.8% 16.2% 2017 76.7% 23.3% 

1996 79.4% 20.6% 2007 82.1% 17.9% 2018 77.0% 23.0% 

1997 77.6% 22.4% 2008 77.0% 23.0%       

1998 69.1% 30.9% 2009 80.9% 19.1%       

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 

  

年 割合 年 割合 年 割合 

1988 13.7% 1999 13.6% 2010 13.3% 

1989 13.3% 2000 10.0% 2011 16.8% 

1990 13.3% 2001 7.0% 2012 17.9% 

1991 15.1% 2002 11.1% 2013 18.8% 

1992 14.7% 2003 12.2% 2014 17.5% 

1993 17.6% 2004 10.3% 2015 16.6% 

1994 16.8% 2005 11.4% 2016 15.1% 

1995 15.0% 2006 10.9% 2017 15.8% 

1996 13.7% 2007 12.2% 2018 16.2% 

1997 14.4% 2008 15.3%     

1998 19.6% 2009 12.7%     



 

 157 

表録－9 東アジア、東南アジア主要国及び全世界向け日本産食料品輸出額推移を1988

年実績と比較した伸長率 

 

年 東アジア 
東南アジ

ア諸国 
全世界 年 東アジア 

東南アジ

ア諸国 
全世界 

1988 100.0% 100.0% 100.0% 2004 180.3% 91.6% 121.9% 

1989 114.4% 102.7% 105.8% 2005 208.0% 116.2% 138.8% 

1990 119.3% 103.9% 106.4% 2006 242.9% 125.7% 157.8% 

1991 122.9% 119.4% 108.1% 2007 280.5% 164.8% 184.6% 

1992 121.4% 112.9% 104.9% 2008 249.8% 200.3% 179.1% 

1993 104.2% 120.3% 93.4% 2009 237.7% 150.8% 161.7% 

1994 104.6% 106.2% 86.2% 2010 277.4% 175.9% 180.9% 

1995 106.6% 86.4% 78.9% 2011 224.1% 195.7% 158.9% 

1996 128.2% 89.5% 89.5% 2012 212.4% 206.1% 157.7% 

1997 151.4% 117.3% 111.6% 2013 266.4% 271.2% 197.0% 

1998 134.3% 161.3% 112.5% 2014 299.3% 282.9% 220.4% 

1999 132.0% 99.8% 100.4% 2015 391.8% 332.6% 274.3% 

2000 139.5% 72.8% 99.6% 2016 415.1% 308.7% 279.2% 

2001 145.4% 82.2% 159.7% 2017 427.5% 348.7% 300.8% 

2002 160.6% 93.2% 114.8% 2018 508.6% 408.5% 344.5% 

2003 160.7% 102.7% 114.7%         

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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表録－10 東アジアと東南アジア主要国及び全世界向け日本産食料品輸出額実績の前年

対比 

単位：千円 

    
年 

東アジア合計 東アジア 東南アジア合計 
東南アジア

諸国 
世界合計 全世界 

1988 76,960,700 － 28,650,605 － 209,650,112  － 

1989 88,030,519 114% 29,437,848 103% 221,761,049 106% 

1990 91,808,731 104% 29,759,513 101% 223,027,063 101% 

1991 94,578,785 103% 34,210,101 115% 226,643,727 102% 

1992 93,416,364 99% 32,341,290 95% 219,820,170 97% 

1993 80,185,059 86% 34,453,880 107% 195,757,260 89% 

1994 80,470,438 100% 30,434,180 88% 180,697,741 92% 

1995 82,020,155 102% 24,739,932 81% 165,420,193 92% 

1996 98,665,542 120% 25,652,083 104% 187,599,708 113% 

1997 116,549,828 118% 33,609,299 131% 233,996,107 125% 

1998 103,320,711 89% 46,218,335 138% 235,764,193 101% 

1999 101,564,631 98% 28,601,749 62% 210,400,720 89% 

2000 107,393,328 106% 20,867,406 73% 208,738,401 99% 

2001 111,926,094 104% 23,551,999 113% 334,837,379 160% 

2002 123,603,003 110% 26,701,594 113% 240,613,905 72% 

2003 123,672,417 100% 29,425,270 110% 240,506,390 100% 

2004 138,729,553 112% 26,253,575 89% 255,536,222 106% 

2005 160,064,758 115% 33,306,062 127% 290,943,007 114% 

2006 186,942,322 117% 36,023,439 108% 330,730,379 114% 

2007 215,906,549 115% 47,212,487 131% 387,068,441 117% 

2008 192,269,696 89% 57,377,144 122% 375,495,956 97% 

2009 182,965,259 95% 43,194,300 75% 338,903,819 90% 

2010 213,517,026 117% 50,392,532 117% 379,250,545 112% 

2011 172,506,195 81% 56,070,390 111% 333,155,515 88% 

2012 163,495,813 95% 59,040,204 105% 330,518,290 99% 

2013 205,059,871 125% 77,695,428 132% 412,939,641 125% 

2014 230,339,966 112% 81,044,548 104% 462,070,129 112% 

2015 301,515,921 131% 95,304,917 118% 575,024,959 124% 

2016 319,459,436 106% 88,442,274 93% 585,388,287 102% 

2017 329,004,500 103% 99,895,760 113% 630,697,819 108% 

2018 391,441,127 119% 117,046,424 117% 722,141,857 114% 

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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表録－11  香港向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸び率、前年比 

                            単位：千円 

年 香港 伸び率 前年比 年 香港 伸び率 前年比 

1988 28,528,816 100% － 2004 45,679,243 160% 105% 

1989 32,849,227 115% 115% 2005 51,781,517 182% 113% 

1990 40,738,928 143% 124% 2006 57,205,930 201% 110% 

1991 44,687,272 157% 110% 2007 74,278,220 260% 130% 

1992 45,088,731 158% 101% 2008 73,825,098 259% 99% 

1993 40,465,522 142% 90% 2009 76,091,760 267% 103% 

1994 41,218,532 144% 102% 2010 95,770,532 336% 126% 

1995 39,666,089 139% 96% 2011 81,858,087 287% 85% 

1996 44,613,786 156% 112% 2012 74,372,547 261% 91% 

1997 53,317,778 187% 120% 2013 96,616,884 339% 130% 

1998 48,689,497 171% 91% 2014 102,242,233 358% 106% 

1999 42,840,329 150% 88% 2015 136,929,125 480% 134% 

2000 42,264,267 148% 99% 2016 143,404,945 503% 105% 

2001 42,600,266 149% 101% 2017 140,509,584 493% 98% 

2002 46,046,782 161% 108% 2018 161,961,745 568% 115% 

2003 43,457,978 152% 94%         

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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表録－12 中国向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸び率、前年比 

単位：千円 

年 中国 伸び率 前年比 年 中国 伸び率 前年比 

1988 3,207,655 100%  － 2004 31,846,855 993% 144% 

1989 3,424,377 107% 107% 2005 39,205,092 1222% 123% 

1990 3,719,172 116% 109% 2006 49,354,598 1539% 126% 

1991 3,731,176 116% 100% 2007 46,216,106 1441% 94% 

1992 4,120,567 128% 110% 2008 34,057,203 1062% 74% 

1993 3,287,406 102% 80% 2009 36,801,493 1147% 108% 

1994 5,452,616 170% 166% 2010 44,979,918 1402% 122% 

1995 8,657,753 270% 159% 2011 25,404,295 792% 56% 

1996 13,006,301 405% 150% 2012 29,759,231 928% 117% 

1997 13,007,984 406% 100% 2013 36,319,160 1132% 122% 

1998 12,247,028 382% 94% 2014 43,524,268 1357% 120% 

1999 11,385,837 355% 93% 2015 60,957,268 1900% 140% 

2000 15,033,498 469% 132% 2016 66,134,159 2062% 108% 

2001 19,898,750 620% 132% 2017 67,249,682 2097% 102% 

2002 20,379,243 635% 102% 2018 95,822,032 2987% 142% 

2003 22,099,120 689% 108%         

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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表録－13 台湾向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸び率、前年比 

単位：千円 

年 合計 伸び率 前年比 年 合計 伸び率 前年比 

1988 41,714,920 100% － 2004 28,538,918 68% 92% 

1989 46,456,507 111% 111% 2005 36,581,717 88% 128% 

1990 41,003,792 98% 88% 2006 36,791,828 88% 101% 

1991 35,933,910 86% 88% 2007 43,098,057 103% 117% 

1992 35,220,679 84% 98% 2008 40,618,437 97% 94% 

1993 28,817,460 69% 82% 2009 34,515,170 83% 85% 

1994 25,884,969 62% 90% 2010 37,181,101 89% 108% 

1995 25,100,477 60% 97% 2011 35,590,905 85% 96% 

1996 29,889,790 72% 119% 2012 34,328,105 82% 96% 

1997 36,776,369 88% 123% 2013 45,949,860 110% 134% 

1998 35,012,674 84% 95% 2014 56,345,767 135% 123% 

1999 31,270,337 75% 89% 2015 65,727,213 158% 117% 

2000 28,524,582 68% 91% 2016 68,684,839 165% 104% 

2001 25,093,467 60% 88% 2017 71,526,358 171% 104% 

2002 29,097,523 70% 116% 2018 79,720,977 191% 111% 

2003 30,897,526 74% 106%         

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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表録－14  韓国向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸び率、前年比 

単位：千円 

年 韓国 伸び率 前年比 年 韓国 伸び率 前年比 

1988 3,509,309 100% － 2004 32,664,537 931% 120% 

1989 5,300,408 151% 151% 2005 32,496,432 926% 99% 

1990 6,346,839 181% 120% 2006 43,589,966 1242% 134% 

1991 10,226,427 291% 161% 2007 52,314,166 1491% 120% 

1992 8,986,387 256% 88% 2008 43,768,958 1247% 84% 

1993 7,614,671 217% 85% 2009 35,556,836 1013% 81% 

1994 7,914,321 226% 104% 2010 35,585,475 1014% 100% 

1995 8,595,836 245% 109% 2011 29,652,908 845% 83% 

1996 11,155,665 318% 130% 2012 25,035,930 713% 84% 

1997 13,447,697 383% 121% 2013 26,173,967 746% 105% 

1998 7,371,512 210% 55% 2014 28,227,698 804% 108% 

1999 16,068,128 458% 218% 2015 37,902,315 1080% 134% 

2000 21,570,981 615% 134% 2016 41,235,493 1175% 109% 

2001 24,333,611 693% 113% 2017 49,718,876 1417% 121% 

2002 28,079,455 800% 115% 2018 53,936,373 1537% 108% 

2003 27,217,793 776% 97%         

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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表録－15シンガポール向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸び率、 

前年比 

    単位：千円   

年 シンガポール 伸び率 前年比 年 シンガポール 伸び率 前年比 

1988 6,873,476 100% － 2004 6,009,047 87% 84% 

1989 8,375,801 122% 122% 2005 7,083,495 103% 118% 

1990 9,159,987 133% 109% 2006 8,303,709 121% 117% 

1991 8,769,705 128% 96% 2007 9,602,856 140% 116% 

1992 9,783,662 142% 112% 2008 10,977,148 160% 114% 

1993 10,278,144 150% 105% 2009 10,725,084 156% 98% 

1994 9,836,002 143% 96% 2010 11,900,420 173% 111% 

1995 9,470,390 138% 96% 2011 12,077,180 176% 101% 

1996 9,578,569 139% 101% 2012 12,633,324 184% 105% 

1997 9,776,345 142% 102% 2013 14,647,111 213% 116% 

1998 7,420,808 108% 76% 2014 16,727,019 243% 114% 

1999 7,239,467 105% 98% 2015 19,477,257 283% 116% 

2000 7,069,570 103% 98% 2016 20,671,839 301% 106% 

2001 6,694,877 97% 95% 2017 22,248,583 324% 108% 

2002 7,240,676 105% 108% 2018 24,746,236 360% 111% 

2003 7,190,778 105% 99%     

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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表録－16 タイ向け31年間の日本産食料品輸出額の推移、1988年対比の伸び率、前年

比 

単位：千円 

年 タイ 伸び率 前年比 年 タイ 伸び率 前年比 

1988 11,541,456 100%  － 2004 10,896,831 94% 76% 

1989 10,054,062 87% 87% 2005 16,521,729 143% 152% 

1990 10,869,604 94% 108% 2006 16,669,905 144% 101% 

1991 16,020,014 139% 147% 2007 21,448,936 186% 129% 

1992 13,021,513 113% 81% 2008 24,324,831 211% 113% 

1993 13,283,046 115% 102% 2009 14,881,511 129% 61% 

1994 11,514,285 100% 87% 2010 17,896,908 155% 120% 

1995 10,023,239 87% 87% 2011 19,080,556 165% 107% 

1996 8,688,484 75% 87% 2012 21,653,796 188% 113% 

1997 12,616,865 109% 145% 2013 27,249,651 236% 126% 

1998 15,091,835 131% 120% 2014 25,192,282 218% 92% 

1999 8,907,739 77% 59% 2015 27,714,617 240% 110% 

2000 7,391,166 64% 83% 2016 23,513,092 204% 85% 

2001 9,957,365 86% 135% 2017 27,315,144 237% 116% 

2002 11,516,077 100% 116% 2018 35,013,150 303% 128% 

2003 14,266,361 124% 124%         

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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表録－17 インドネシア向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸び

率、前年比  

   単位：千円 

年 インドネシア 伸び率 前年比 年 インドネシア 伸び率 前年比 

1988 716,644 100%  － 2004 2,764,030 386% 117% 

1989 1,392,986 194% 194% 2005 3,042,302 425% 110% 

1990 1,820,043 254% 131% 2006 3,044,994 425% 100% 

1991 1,699,824 237% 93% 2007 3,473,895 485% 114% 

1992 1,790,830 250% 105% 2008 4,131,327 576% 119% 

1993 1,408,964 197% 79% 2009 2,719,199 379% 66% 

1994 1,778,528 248% 126% 2010 3,317,910 463% 122% 

1995 1,469,712 205% 83% 2011 2,858,603 399% 86% 

1996 1,934,077 270% 132% 2012 3,181,689 444% 111% 

1997 2,686,639 375% 139% 2013 3,968,405 554% 125% 

1998 17,717,303 2472% 659% 2014 4,370,987 610% 110% 

1999 7,792,136 1087% 44% 2015 4,903,735 684% 112% 

2000 1,787,616 249% 23% 2016 4,513,375 630% 92% 

2001 1,804,551 252% 101% 2017 4,710,260 657% 104% 

2002 2,159,233 301% 120% 2018 4,626,448 646% 98% 

2003 2,355,632 329% 109%         

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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表録－18 ベトナム向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸び率、前

年比 

   単位：千円 

年 ベトナム 伸び率 前年比 年 ベトナム 伸び率 前年比 

1988 83,017 100%  － 2004 2,809,882 3385% 115% 

1989 462,962 558% 558% 2005 2,549,711 3071% 91% 

1990 372,162 448% 80% 2006 3,376,783 4068% 132% 

1991 343,193 413% 92% 2007 5,685,100 6848% 168% 

1992 928,034 1118% 270% 2008 8,973,405 10809% 158% 

1993 1,660,819 2001% 179% 2009 8,750,762 10541% 98% 

1994 762,601 919% 46% 2010 9,935,215 11968% 114% 

1995 737,174 888% 97% 2011 14,214,829 17123% 143% 

1996 1,631,177 1965% 221% 2012 13,783,251 16603% 97% 

1997 1,547,118 1864% 95% 2013 22,144,855 26675% 161% 

1998 1,898,426 2287% 123% 2014 24,504,281 29517% 111% 

1999 1,609,722 1939% 85% 2015 30,475,290 36710% 124% 

2000 1,555,238 1873% 97% 2016 27,733,972 33408% 91% 

2001 1,841,241 2218% 118% 2017 32,404,400 39033% 117% 

2002 2,397,785 2888% 130% 2018 36,911,219 44462% 114% 

2003 2,444,158 2944% 102%         

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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表録－19 フィリピン向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸び率、 

前年比 

  単位：千円 

年 フィリピン 伸び率 前年比 年 フィリピン 伸び率 前年比 

1988 6,728,352 100%  － 2004 1,358,028 20% 107% 

1989 6,390,599 95% 95% 2005 1,778,551 26% 131% 

1990 4,893,367 73% 77% 2006 1,979,036 29% 111% 

1991 4,021,159 60% 82% 2007 3,801,462 56% 192% 

1992 2,796,865 42% 70% 2008 5,267,901 78% 139% 

1993 3,780,250 56% 135% 2009 2,928,456 44% 56% 

1994 3,323,647 49% 88% 2010 3,434,997 51% 117% 

1995 1,019,802 15% 31% 2011 3,870,857 58% 113% 

1996 1,592,055 24% 156% 2012 3,452,221 51% 89% 

1997 4,232,753 63% 266% 2013 4,161,436 62% 121% 

1998 2,190,581 33% 52% 2014 4,609,551 69% 111% 

1999 963,065 14% 44% 2015 5,576,637 83% 121% 

2000 1,249,481 19% 130% 2016 5,471,120 81% 98% 

2001 1,340,854 20% 107% 2017 6,466,888 96% 118% 

2002 1,370,092 20% 102% 2018 7,928,840 118% 123% 

2003 1,265,749 19% 92%         

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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表録－20 マレーシア向け31年間の日本産食料品輸出額推移、1988年対比の伸び率、 

前年比 

  単位：千円 

年 マレーシア 伸び率 前年比 年 マレーシア 伸び率 前年比 

1988 2,707,660 100% － 2004 2,415,757 89% 127% 

1989 2,761,438 102% 102% 2005 2,330,274 86% 96% 

1990 2,644,350 98% 96% 2006 2,649,012 98% 114% 

1991 3,356,206 124% 127% 2007 3,200,238 118% 121% 

1992 4,020,386 148% 120% 2008 3,702,532 137% 116% 

1993 4,042,657 149% 101% 2009 3,189,288 118% 86% 

1994 3,219,117 119% 80% 2010 3,907,082 144% 123% 

1995 2,019,615 75% 63% 2011 3,968,365 147% 102% 

1996 2,227,721 82% 110% 2012 4,335,923 160% 109% 

1997 2,749,579 102% 123% 2013 5,523,970 204% 127% 

1998 1,899,382 70% 69% 2014 5,640,428 208% 102% 

1999 2,089,620 77% 110% 2015 7,157,381 264% 127% 

2000 1,814,335 67% 87% 2016 6,538,876 241% 91% 

2001 1,913,111 71% 105% 2017 6,750,485 249% 103% 

2002 2,017,731 75% 105% 2018 7,820,531 289% 116% 

2003 1,902,592 70% 94%         

出典）財務省『貿易統計概況情報』に基づき筆者作成。 
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表録－21 香港名目GDP 米ドルベース推移     単位：百万米ドル 

年 GDP 年 GDP 年 GDP 

1960      1,321  1980    28,862  2000  171,668  

1961      1,384  1981    31,055  2001  169,403  

1962    1,612  1982    32,291  2002  166,349  

1963     1,935  1983    29,907  2003  161,385  

1964      2,206  1984    33,511  2004  169,100  

1965      2,435  1985    35,700  2005  181,570  

1966      2,490  1986    41,076  2006  193,536  

1967      2,692  1987    50,623  2007  211,597  

1968      2,717  1988    59,707  2008  219,280  

1969      3,190  1989    68,790  2009  214,046  

1970      3,801  1990    76,928  2010  228,638  

1971      4,476  1991    88,960  2011  248,514  

1972      5,710  1992   104,272  2012  262,629  

1973      8,030  1993   120,354  2013  275,697  

1974      9,389  1994   135,812  2014  291,459  

1975     10,048  1995   144,653  2015  309,384  

1976     12,876  1996   159,717  2016  320,861  

1977     15,719  1997   177,353  2017  341,648  

1978     18,315  1998   168,886  2018  362,993  

1979     22,526  1999   165,768      

出典）World bank Hong Kong GDP (current US$)を基に筆者作成。 
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表録－22 香港GDP前年対比推移 

年 前年比 年 前年比 年 前年比 

1961 105% 1981 108% 2001 99% 

1962 117% 1982 104% 2002 98% 

1963 120% 1983 93% 2003 97% 

1964 114% 1984 112% 2004 105% 

1965 110% 1985 107% 2005 107% 

1966 102% 1986 115% 2006 107% 

1967 108% 1987 123% 2007 109% 

1968 101% 1988 118% 2008 104% 

1969 117% 1989 115% 2009 98% 

1970 119% 1990 112% 2010 107% 

1971 118% 1991 116% 2011 109% 

1972 128% 1992 117% 2012 106% 

1973 141% 1993 115% 2013 105% 

1974 117% 1994 113% 2014 106% 

1975 107% 1995 107% 2015 106% 

1976 128% 1996 110% 2016 104% 

1977 122% 1997 111% 2017 106% 

1978 117% 1998 95% 2018 106% 

1979 123% 1999 98%     

1980 128% 2000 104%     

出典）World bank  Hong Kong GDP (current US$)を基に筆者作成。 
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表録－23 香港GDP Per Capita推移    単位：米ドル     

年 GDP/Capita 年 GDP/Capita 年 GDP/Capita 

1960           429  1980        5,700  2000      25,757  

1961           437  1981        5,991  2001      25,230  

1962           488  1982        6,134  2002      24,666  

1963           566  1983        5,595  2003      23,977  

1964           630  1984        6,208  2004      24,928  

1965           677  1985        6,543  2005      26,650  

1966           686  1986        7,435  2006      28,224  

1967           723  1987        9,071  2007      30,594  

1968           714  1988       10,610  2008      31,516  

1969           826  1989       12,098  2009      30,697  

1970           960  1990       13,486  2010      32,550  

1971         1,106  1991       15,466  2011      35,142  

1972         1,385  1992       17,976  2012      36,731  

1973         1,893  1993       20,396  2013      38,404  

1974         2,145  1994       22,503  2014      40,315  

1975         2,252  1995       23,497  2015      42,432  

1976         2,850  1996       24,818  2016      43,734  

1977         3,429  1997       27,330  2017      46,221  

1978         3,924  1998       25,809  2018      48,717  

1979         4,569  1999       25,092      

出典）World bank Hong Kong GDP (current US$)を基に筆者作成。 
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http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/torikumi_zirei/butsuryutebiki_28.pdf#search=%27%E8%BE%B2%E6%9E%97%E6%B0%B4%E7%94%A3%E7%89%A9%E3%83%BB%E9%A3%9F%E5%93%81%E8%BC%B8%E5%87%BA%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D%EF%BC%8D%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%BC%B8%E9%80%81%E3%81%AE%E9%AE%AE%E5%BA%A6%E4%BF%9D%E6%8C%81%E6%8A%80%E8%A1%93%E3%83%BB%E4%BA%8B%E4%BE%8B%E3%82%92%E4%B8%AD%E5%BF%83%E3%81%AB%EF%BC%8D%27
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/torikumi_zirei/butsuryutebiki_28.pdf#search=%27%E8%BE%B2%E6%9E%97%E6%B0%B4%E7%94%A3%E7%89%A9%E3%83%BB%E9%A3%9F%E5%93%81%E8%BC%B8%E5%87%BA%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D%EF%BC%8D%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%BC%B8%E9%80%81%E3%81%AE%E9%AE%AE%E5%BA%A6%E4%BF%9D%E6%8C%81%E6%8A%80%E8%A1%93%E3%83%BB%E4%BA%8B%E4%BE%8B%E3%82%92%E4%B8%AD%E5%BF%83%E3%81%AB%EF%BC%8D%27
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/torikumi_zirei/butsuryutebiki_28.pdf#search=%27%E8%BE%B2%E6%9E%97%E6%B0%B4%E7%94%A3%E7%89%A9%E3%83%BB%E9%A3%9F%E5%93%81%E8%BC%B8%E5%87%BA%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D%EF%BC%8D%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%BC%B8%E9%80%81%E3%81%AE%E9%AE%AE%E5%BA%A6%E4%BF%9D%E6%8C%81%E6%8A%80%E8%A1%93%E3%83%BB%E4%BA%8B%E4%BE%8B%E3%82%92%E4%B8%AD%E5%BF%83%E3%81%AB%EF%BC%8D%27
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農林水産省 2009年3月「農林水産物貿易円滑化推進事業 生鮮農林水産物・食品の航

空輸出促進移管する調査報告書」、、

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/e_enkatu/pdf/plane01.pdf  

最終閲覧日：2019年4月12日。 

農林水産省 平成２５年度（2013年）版小冊子「和食」-日本人の伝統的な食文化-  

http://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/culture/ 

最終閲覧日：2019年4月5日。 

農林水産省「ユネスコ無形文化遺産に登録された『和食；日本人の伝統的な食文化」』と

は」http://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/ich/ 

最終閲覧日：2019年4月2日。 

北海道庁 「輸出拠点の強化に向けて－北海道の国際航空貨物を担う－」、  

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/chiiki_shigoto/h27-12-08-

siryou4-2-1-

2.pdf#search=%27%E8%BC%B8%E5%87%BA%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3

%81%AE%E5%BC%B7%E5%8C%96%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91

%E3%81%A6%EF%BC%8D%E5%8C%97%E6%B5%B7%E9%81%93%E3%81

%AE%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%88%AA%E7%A9%BA%E8%B2%A8%E

7%89%A9%E3%82%92%E6%8B%85%E3%81%86%EF%BC%8D%27 

最終閲覧日：2019年4月20日。 

香港日本人倶楽部  

http://www.hkjapaneseclub.org/aboutclub/idea.html 

最終閲覧日：2019年5月8日。 

香港日本料理店協会 http://www.hkjra.com/ 

最終閲覧日：2019年5月8日。 

香港日本人商工会議所「香港経済の回顧と展望」1969年－2018年。 

香港日本人商工会議所「香港経済の回顧と展望 香港日本人商工会議所40年史」 

2009年11月。 

ユネスコ・アジア文化センター「無形文化遺産とは」、 

https://www.accu.or.jp/ich/jp/whats/whats1.html  

最終閲覧日：2019年4月2日。 

流通ニュース電子版 2018年5月24日「ユニー／海外事業撤退、ユニー香港の全株式

を現地企業に譲渡」、 

https://www.ryutsuu.biz/abroad/k052449.html 

最終閲覧日：2019年5月20日。 

  

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/e_enkatu/pdf/plane01.pdf
http://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/culture/
http://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/ich/
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/chiiki_shigoto/h27-12-08-siryou4-2-1-2.pdf#search=%27%E8%BC%B8%E5%87%BA%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%AE%E5%BC%B7%E5%8C%96%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%A6%EF%BC%8D%E5%8C%97%E6%B5%B7%E9%81%93%E3%81%AE%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%88%AA%E7%A9%BA%E8%B2%A8%E7%89%A9%E3%82%92%E6%8B%85%E3%81%86%EF%BC%8D%27
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/chiiki_shigoto/h27-12-08-siryou4-2-1-2.pdf#search=%27%E8%BC%B8%E5%87%BA%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%AE%E5%BC%B7%E5%8C%96%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%A6%EF%BC%8D%E5%8C%97%E6%B5%B7%E9%81%93%E3%81%AE%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%88%AA%E7%A9%BA%E8%B2%A8%E7%89%A9%E3%82%92%E6%8B%85%E3%81%86%EF%BC%8D%27
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/chiiki_shigoto/h27-12-08-siryou4-2-1-2.pdf#search=%27%E8%BC%B8%E5%87%BA%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%AE%E5%BC%B7%E5%8C%96%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%A6%EF%BC%8D%E5%8C%97%E6%B5%B7%E9%81%93%E3%81%AE%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%88%AA%E7%A9%BA%E8%B2%A8%E7%89%A9%E3%82%92%E6%8B%85%E3%81%86%EF%BC%8D%27
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/chiiki_shigoto/h27-12-08-siryou4-2-1-2.pdf#search=%27%E8%BC%B8%E5%87%BA%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%AE%E5%BC%B7%E5%8C%96%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%A6%EF%BC%8D%E5%8C%97%E6%B5%B7%E9%81%93%E3%81%AE%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%88%AA%E7%A9%BA%E8%B2%A8%E7%89%A9%E3%82%92%E6%8B%85%E3%81%86%EF%BC%8D%27
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/chiiki_shigoto/h27-12-08-siryou4-2-1-2.pdf#search=%27%E8%BC%B8%E5%87%BA%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%AE%E5%BC%B7%E5%8C%96%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%A6%EF%BC%8D%E5%8C%97%E6%B5%B7%E9%81%93%E3%81%AE%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%88%AA%E7%A9%BA%E8%B2%A8%E7%89%A9%E3%82%92%E6%8B%85%E3%81%86%EF%BC%8D%27
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/chiiki_shigoto/h27-12-08-siryou4-2-1-2.pdf#search=%27%E8%BC%B8%E5%87%BA%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%AE%E5%BC%B7%E5%8C%96%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%A6%EF%BC%8D%E5%8C%97%E6%B5%B7%E9%81%93%E3%81%AE%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%88%AA%E7%A9%BA%E8%B2%A8%E7%89%A9%E3%82%92%E6%8B%85%E3%81%86%EF%BC%8D%27
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/chiiki_shigoto/h27-12-08-siryou4-2-1-2.pdf#search=%27%E8%BC%B8%E5%87%BA%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%AE%E5%BC%B7%E5%8C%96%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%A6%EF%BC%8D%E5%8C%97%E6%B5%B7%E9%81%93%E3%81%AE%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%88%AA%E7%A9%BA%E8%B2%A8%E7%89%A9%E3%82%92%E6%8B%85%E3%81%86%EF%BC%8D%27
http://www.hkjapaneseclub.org/aboutclub/idea.html
http://www.hkjra.com/
https://www.accu.or.jp/ich/jp/whats/whats1.html
https://www.ryutsuu.biz/abroad/k052449.html
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【参考資料 企業ホームページ】 

 

Ajiichiban（優の良品） http://www.ajiichiban.com.hk/  

最終閲覧日：2019年5月20日。 

Circle K Hong Kong  http://www.circlek.hk/  

最終閲覧日：2019年5月15日。 

Dairy Farm  https://www.dairyfarmgroup.com/en-US/Home 

最終閲覧日：2019年5月20日。 

Great food hall  http://www.greatfoodhall.com/  

最終閲覧日：2019年5月20日。 

Jardin Matheson  https://www.jardines.com/en/companies/companies.html 

最終閲覧日：2019年5月20日。 

Mannings  https://www.mannings.com.hk/   

最終閲覧日：2019年5月20日。 

Watsons  http://www.watsons.com.hk/   

最終閲覧日：2019年5月20日。 

PARKnSHOP  http://www.parknshop.com/  

最終閲覧日：2019年5月15日。 

Okashiland (零食物語)  http://www.okashiland.com/  

最終閲覧日：2019年5月20日。 

Seven Eleven Hong Kong  https://www.7-eleven.com.hk/   

最終閲覧日：2019年5月15日。 

味千ラーメン社  http://www.aji1000.co.jp/ 

最終閲覧日：2019年5月13日。 

イオン株式会社 http://www.aeon.info/  

最終閲覧日：2019年5月20日。 

AEON Stores(Hong Kong) Co. Ltd.  http://www.aeonstores.com.hk/  

最終閲覧日：2019年5月20日。 

イタリアントマト http://www.italiantomato.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月13日。 

一蘭 http://www.ichiran.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月14日。 

魚や一丁  http://www.via-hd.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月13日。 

大阪王将 http://www.osaka-ohsho.com/  

最終閲覧日：2019年5月15日。 

大戸屋 https://www.ootoya.com/  

最終閲覧日：2019年5月15日。 

  

http://www.ajiichiban.com.hk/
http://www.circlek.hk/
https://www.dairyfarmgroup.com/en-US/Home
http://www.greatfoodhall.com/
https://www.jardines.com/en/companies/companies.html
https://www.mannings.com.hk/
http://www.watsons.com.hk/
http://www.parknshop.com/
http://www.okashiland.com/
https://www.7-eleven.com.hk/
http://www.aji1000.co.jp/
http://www.aeon.info/
http://www.aeonstores.com.hk/
http://www.italiantomato.co.jp/
http://www.ichiran.co.jp/
http://www.via-hd.co.jp/
http://www.osaka-ohsho.com/
https://www.ootoya.com/
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株式会社クボタ「農家への恩返し・日本米輸出プロジェクト」 

https://www.kubota.co.jp/globalindex/backnumber/pdf2013/gi_j_2.pdf#search=%

27%E3%82%AF%E3%83%9C%E3%82%BF%E6%B5%B7%E5%A4%96%E3%8

1%A7%E3%81%AE%E7%B2%BE%E7%B1%B3%E4%BA%8B%E6%A5%AD%

27 

最終閲覧日：2019年4月9日。 

カルビー株式会社 https://www.calbee.co.jp/ 

最終閲覧日：2019年5月16日。 

カレーハウスCoCo壱番屋 http://www.ichibanya.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月14日。 

銀カレー http://www.hotland.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月14日。 

元気寿司  http://www.genkisushi.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月13日。 

元気寿司香港  http://www.genkisushi.com.hk/  

最終閲覧日：2019年5月13日。 

ゴーゴーカレー http://www.gogocurry.com/ 

最終閲覧日：2019年5月14日。 

サイゼリア http://www.saizeriya.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月15日。 

白木屋 http://www.monteroza.co.jp/new/menu/815/   

最終閲覧日：2019年5月15日。 

炭火焼肉牛角  http://www.gyukaku.ne.jp/  

最終閲覧日：2019年5月15日。 

千両香港  http://www.sen-ryo.com.hk/  

最終閲覧日：2019年5月15日。 

日本料理和亭 和民香港 http://www.watami.com.hk  

最終閲覧日：2019年5月13日。 

博多一風堂   http://www.ippudo.com/  

最終閲覧日：2019年5月14日。 

博多一風堂香港  http://www.ippudo.com.hk/ 

最終閲覧日：2019年5月14日。 

ビアードパパ  http://www.beardpapa.jp/  

最終閲覧日：2019年5月13日。 

豚王 https://www.butaoramen.com/shop-list 

最終閲覧日：2019年5月14日。 

ペッパーランチ http://www.pepperlunch.com/  

最終閲覧日：2019年5月15日。 

丸亀製麺  http://www.marugame-seimen.com/  

最終閲覧日：2019年5月15日。 

三田製麺所 https://mita-seimen.com/  

最終閲覧日：2019年5月18日。 

https://www.kubota.co.jp/globalindex/backnumber/pdf2013/gi_j_2.pdf#search=%27%E3%82%AF%E3%83%9C%E3%82%BF%E6%B5%B7%E5%A4%96%E3%81%A7%E3%81%AE%E7%B2%BE%E7%B1%B3%E4%BA%8B%E6%A5%AD%27
https://www.kubota.co.jp/globalindex/backnumber/pdf2013/gi_j_2.pdf#search=%27%E3%82%AF%E3%83%9C%E3%82%BF%E6%B5%B7%E5%A4%96%E3%81%A7%E3%81%AE%E7%B2%BE%E7%B1%B3%E4%BA%8B%E6%A5%AD%27
https://www.kubota.co.jp/globalindex/backnumber/pdf2013/gi_j_2.pdf#search=%27%E3%82%AF%E3%83%9C%E3%82%BF%E6%B5%B7%E5%A4%96%E3%81%A7%E3%81%AE%E7%B2%BE%E7%B1%B3%E4%BA%8B%E6%A5%AD%27
https://www.kubota.co.jp/globalindex/backnumber/pdf2013/gi_j_2.pdf#search=%27%E3%82%AF%E3%83%9C%E3%82%BF%E6%B5%B7%E5%A4%96%E3%81%A7%E3%81%AE%E7%B2%BE%E7%B1%B3%E4%BA%8B%E6%A5%AD%27
https://www.calbee.co.jp/
http://www.ichibanya.co.jp/
http://www.hotland.co.jp/
http://www.genkisushi.co.jp/
http://www.genkisushi.com.hk/
http://www.gogocurry.com/
http://www.saizeriya.co.jp/
http://www.monteroza.co.jp/new/menu/815/
http://www.gyukaku.ne.jp/
http://www.sen-ryo.com.hk/
http://www.watami.com.hk/
http://www.ippudo.com/
http://www.ippudo.com.hk/
http://www.beardpapa.jp/
https://www.butaoramen.com/shop-list
http://www.pepperlunch.com/
http://www.marugame-seimen.com/
https://mita-seimen.com/


 

 189 

三本貿易有限公司 http://www.mitsumoto.com.hk/  

最終閲覧日：2019年5月13日。 

花の舞酒造株式会社 http://www.hananomai.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月13日。 

モスバーガー http://mos.jp/  

最終閲覧日：2019年5月15日。 

一田 https://www.yata.hk/eng/default.aspx 

最終閲覧日：2019年5月15日。 

ヤマトホールディングス https://www.yamato-hd.co.jp/news/h30/h30_35_01news.html 

最終閲覧日：2019年5月9日。 

吉野家  http://www.yoshinoya.com/  

最終閲覧日：2019年5月13日。 

ラーメン山頭火 https://www.santouka.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月14日。 

ラーメン凪 http://www.n-nagi.com/ 

 最終閲覧日：2019年5月18日。 

リンガーハット  http://www.ringerhut.jp/  

最終閲覧日：2019年5月15日。 

笑笑 http://www.monteroza.co.jp/new/menu/815/  

最終閲覧日：2019年5月14日。 

和民  http://www.watami.co.jp/  

最終閲覧日：2019年5月13日。 

旺旺・ジャパン株式会社「岩塚製菓Ｘ旺旺」History 

http://wantwant.co.jp/about/alliance/index.html 

最終閲覧日：2019年4月12日。 
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http://mos.jp/
https://www.yata.hk/eng/default.aspx
https://www.yamato-hd.co.jp/news/h30/h30_35_01news.html
http://www.yoshinoya.com/
https://www.santouka.co.jp/
http://www.n-nagi.com/
http://www.ringerhut.jp/
http://www.monteroza.co.jp/new/menu/815/
http://www.watami.co.jp/
http://wantwant.co.jp/about/alliance/index.html
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